
JournalofPopulationProblems

第76巻第4号 2020年

特集�性的指向と性自認の人口学―日本における研究基盤の
構築（その１）

国立社会保障・人口問題研究所



『人口問題研究』編集規程

Ⅰ.編集方針

研究所の機関誌として，人口問題に関する学術論文を掲載するとともに，一

般への専門知識の普及をも考慮した編集を行う．

Ⅱ.発行回数および発行形態

本誌の発行は，原則として年4回とし，3月（1号）・6月（2号）・9月

（3号）・12月（4号）の刊行とする．また印刷媒体によるほか，電子媒体を

ホームページ上で公開する．

Ⅲ.執 筆 者

執筆者は，原則として国立社会保障・人口問題研究所の職員，特別研究官，

客員研究員とする．ただし，所外の研究協力者との共同研究・プロジェクトの

成果については，所外の研究協力者も執筆することができる．また，編集委員

会は所外の研究者に執筆を依頼することができる．

Ⅳ.査読制度

研究論文と研究ノートは査読を経なければならない．特集論文は，執筆者が

希望する場合，査読を経るものとする．査読は編集委員会の指定する所外の査

読者に依頼して行う．編集委員会は査読の結果をもって採否の決定を行う．査

読済み論文は，掲載誌に査読終了の日を記載する．

Ⅴ.著 作 権

掲載された論文等の編集著作権は原則として国立社会保障・人口問題研究所

に属する．ただし，論文中で引用する文章や図表の著作権に関する問題は，著

者が責任を負う．

2013年2月



人口問題研究
第76巻第4号（2020年12月）

特集：性的指向と性自認の人口学―日本における研究基盤の構築（その１）

特集に寄せて 釜野さおり･439～442

AskingaboutSexualOrientationandGenderIdentityin
SocialSurveysinJapan:FindingsfromtheOsakaCity
Residents'SurveyandRelatedPreparatoryStudies

HIRAMORIDaikiandKAMANOSaori･443～466

ミックスモード調査における郵送・ウェブ回答の回答率・
回答者属性・項目無回答率の比較―住民基本台帳からの
無作為抽出によるSOGIをテーマとした調査から―

千年よしみ･467～487

研究論文

市区町村別にみた将来の人口増加率の要因分解
鎌田健司・小池司朗・菅桂太・山内昌和･488～509

都市国家シンガポールにおける人口変動の民族格差 菅 桂太･510～532

研究ノート

国勢調査と住民基本台帳から得られる人口移動傾向の差異の検討
―地域別将来人口推計への適用を念頭に―

小池司朗・貴志匡博･533～550

資料

都道府県別にみた日本人の年齢（5歳階級）別転入率，
転出率および転入超過率：2014～2019年

貴志匡博・峯島靖志・清水昌人･551～556

統計

全国人口の再生産に関する主要指標：2019年 ･557～572

都道府県別標準化人口動態率：2019年 ･573～578

都道府県別にみた女性の年齢（5歳階級）別出生率
および合計特殊出生率：2019年 ･579～586

書評・紹介

JamesR.CareyandDeborahA.Roach
Biodemography:AnIntroductiontoConceptsandMethods
（別府志海） ･587

研究活動報告 ･588～592

英国オックスフォードにおける長期研究滞在－国連アジア太平洋統

計研究所（SIAP）ウェビナー－日本行動計量学会第48回大会－第

30回日本家族社会学会大会参加報告－人口高齢化とAMR（薬剤耐

性）に関するグローバル専門家会合－高齢者の福祉に関するインド

ネシア国家開発計画省（BAPPENAS）ウェビナー－国連ESCAP

第6回社会開発委員会－第93回日本社会学会大会－高齢者の医療介

護におけるICT活用に関する国連ESCAPウェビナー

総目次 ･593～595

……………………………………………

………………

……………………………………………………

…………………

…

…………………………………………

……………………………

……………………

……………………………

…………………………………

………………………………………………………

……………………………………………………

……………………………………………………



JournalofPopulationProblems
（JINKOMONDAIKENKYU）

Vol.76No.4
2020

SpecialIssue:DemographyofSexualOrientationandGenderIdentity:
BuildingaFoundationforResearchinJapan(Part1)

Introduction KAMANOSaori･439-442

AskingaboutSexualOrientationandGenderIdentityinSocialSurveys
inJapan:FindingsfromtheOsakaCityResidents'Surveyand
RelatedPreparatoryStudies

HIRAMORIDaikiandKAMANOSaori･443-466

AComparisonofResponseRate,RespondentProfile,andItem
NonresponsebetweenSurveyModes:AnAssessmentfrom
SOGISurveybasedonaRandomSelectionfromBasicResident
Registration CHITOSEYoshimi･467-487

Articles
DemographicComponentsofFuturePopulationGrowthRatesby
Municipalities KAMATAKenji,KOIKEShiro,

SUGAKeitaandYAMAUCHIMasakazu･488-509

EthnicDifferentialsofPopulationDynamicsinSingaporeasa
CityState SUGAKeita･510-532

Note
AStudyoftheDifferencesinthePopulationMigrationTrendObtained
fromthePopulationCensusandtheBasicResidentRegistration:
ConsideringthePossibilityofUsingtheTrendInformationin
RegionalPopulationProjections

KOIKEShiroandKISHIMasahiro･533-550

Material
RatesofIn-Migration,Out-MigrationandNetMigrationbyAgeand
Prefecture(Japanese,2014-2019) KISHIMasahiro,

MINESHIMAYasushiandSHIMIZUMasato･551-556

Statistics
PopulationReproductionRatesforAllJapan:2019 ･557-572

StandardizedVitalRatesbyPrefecture:2019 ･573-578

Age-SpecificFertilityRatesandTotalFertilityRatesforJapanese
FemalesbyPrefecture:2019 ･579-586

BookReview
JamesR.CareyandDeborahA.Roach
Biodemography:AnIntroductiontoConceptsandMethods
(BEPPUMotomi) ･587

MiscellaneousNews

NationalInstituteofPopulation

andSocialSecurityResearch

HibiyaKokusaiBuilding6F

2-2-3Uchisaiwai-cho,Chiyoda-ku,Tokyo,Japan,100-0011

…………………………………………

……………………

……………………………………

……………………

………………………………………………

……………………………

………………

…………………

…………………………

………………………………………

……………………………………………………



人口問題研究（J.ofPopulationProblems）76－4（2020.12）pp.439～442

特 集

性的指向と性自認の人口学―日本における研究基盤の構築（その１）

特集に寄せて

釜 野 さおり

本特集では，科研費プロジェクト「性的指向と性自認の人口学―日本における研究基盤

の構築」１）の成果２）を数回にわたって発表していく．

本研究の目的は，これまでほとんど注目されてこなかった性的指向と性自認のあり方

（sexualorientationandgenderidentity,SOGI）を人口学の分析軸に含めるための基盤

を作ることである．SOGIの問題というと，男と女ではない「第3の性」をどう扱うのか

に関する議論のことだ，としばしば誤解されるので，まず，性的指向と性自認のあり方に

ついて，簡単に説明する．性的指向は，どの性別に性愛感情が向くかであり，同性愛（レ

ズビアン，ゲイ），両性愛（バイセクシュアル），異性愛（ヘテロセクシュアル），そして

近年取り上げられることが増えている無性愛（アセクシュアル）などが含まれる．性自認

のあり方は，出生時に割り当てられた性別と本人が自認する性別をベースとし，前者に違

和感があったり，別の性別であると自認していたりするトランスジェンダーと，違和感等

のないシスジェンダーが含まれる．本人が自分自身をどの性別と自認しているかを「性自

認」というため，性自認のみでは，出生時の性別と異なるか否かがわかるとは限らない３）．

そのため，筆者は可能な限り，「性自認のあり方」と表現するようにしているが，このプ

ロジェクト名がそうであるように，文脈によっては性自認としている場合もある．

性的指向におけるマイノリティには，規範的でない存在である同性愛，両性愛，場合に

よっては無性愛や，性的指向について迷っている・定まらないクエスチョニングが挙げら

れ，性自認のあり方におけるマイノリティであるトランスジェンダー（男女どちらでもあ

る，どちらでもない，性別がないと認識される場合も含む）とあわせて，「性的マイノリ

ティ」と表されることが多い４）．
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1）平成28（2016）年度～令和2（2020）年度 科学研究費助成事業（科学研究費補助金）（一般・基盤研究
（B）） （課題番号 16H03709） 研究代表者 国立社会保障・人口問題研究所 人口動向研究部 第2室長 釜
野さおり
2）これまでの成果についてはhttp://www.ipss.go.jp/projects/j/SOGI/index.aspを参照．
3）性自認のカテゴリーとして，女性から男性のトランスジェンダー（トランス男性），男性から女性のトラン
スジェンダー（トランス女性），というようにトランスジェンダーの中を区分することもある．
4）英語圏においても，少し前まではsexualminoritiesがこれに該当していたが，近年では，性的指向におけ

るマイノリティをsexualminorities，性自認のあり方におけるマイノリティをgenderminoritiesと分けて
言及される傾向がみられる．したがって，日本においてこれまでは性的マイノリティと同義とされていたセク
シュアル・マイノリティを用いる際には，性的指向のみに言及するsexualminoritiesをカタカナ読みしてい
るのか，「性的マイノリティ」の「性的」をセクシュアルと訳しているのかに注意を払う必要があろう．筆者
は混乱を避けるため，sexualandgenderminoritiesに当たる言葉として，「性的マイノリティ」を使用する
のが良いと考えている．



従来の人口学においては，性的指向のマジョリティである異性愛，性自認のあり方にお

けるマジョリティであるシスジェンダーを前提として研究が進められてきた．これがあま

りに自明とされているため，シスジェンダー・異性愛の研究をしている，ということも意

識されていないと言ったほうが正確かもしれない．SOGIを人口学の軸に含めていくこと

の最終目的は，マイノリティ集団である性的マイノリティの研究をすることではなく，年

齢や教育年数のように，SOGIを全ての人に関連する人口学的「属性」として扱い，SOGI

の人口割合や，SOGIによるさまざまな格差の有無とその度合いを，統計的な検証が可能

な形で定量的に示すことである．

セクシュアリティが出生，移動，死亡などの人口学的アウトカムに影響することは，

2000年代以降，諸外国の研究から実証されている（Baumle2013）．SOGIに関しては，

喫煙や飲酒行動，心身の健康，職業や収入などに影響を与えることが，無作為抽出による

調査データの分析も含めた研究で示されている．また，出生意欲や出生行動，家族形成，

人口移動の研究でもSOGIを考慮するものがみられるようになっている．日本の人口学

においてSOGIが検討されてこなかった要因の1つは，SOGIを属性として分析すること

を可能とする量的データがなかったことであろう．データが存在しない背景には，これが

重要な課題であると認識されなかったこと，関心をもつ研究者がごく少数であったこと，

そしてSOGIが非常にセンシティブに受け止められ日本の状況に合った量的調査方法の

研究蓄積が乏しかったことなどが考えられる．つまりデータを集めるための土壌が整って

いなかったと言える．しかしSOGIに関して明確な基盤に立脚したデータを求める社会

的気運も高まり，2015年秋に申請した本科研プロジェクトが採択されたことや，2016年6

月の日本人口学会において企画セッションを持つことができたのは，その土壌が少しずつ

変わってきている証拠だと考えられる．

本プロジェクトでは，まず人口学的属性としてSOGIをとらえるための基盤構築から

手がけることとした．基盤の構築にはいくつものアプローチがあると考えられるが，代表

者である筆者を含め，量的調査に関わってきたメンバーが多かったことから，一般人口を

対象とした調査票調査を行う可能性の模索とそのための準備から手がけた．本プロジェク

トで行う研究はすべて，基礎的であり，日本における先導的なものと位置付けられる．

まず，予算内で無作為抽出による調査が可能なのかを多方面から探った．プロジェクト

メンバーの人脈を通じて，大阪市の協力を得て同市で実施できる可能性が浮かび上がった．

長期にわたる調整の過程で一喜一憂しながらも，実現に向け，SOGIを調査でどのように

とらえるべきかを探る研究を進めた．実際のところ，SOGIをたずねる設問を含めた無作

為抽出調査は本当に実施可能なのだろうか，実施したところでどれくらいの協力が得られ

るのだろうか，集まったデータは分析に耐えうるのだろうか，調査の必要性の説明で提示

してきたSOGIによる格差の検証―たとえば経済状況の比較や心身の健康の比較分析―

を行えるようなデータが本当に得られるのだろうか，学術的にも，政策的にも役立つよう

な結果を提示できるのだろうか，といったことのすべてが未知の状態でもあった．しかし，

本プロジェクトでは「研究基盤の構築」を謳っており，試行過程自体も，日本の学界にとっ
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てパイロット的価値を有する．

最終的には，本プロジェクトが実施主体となり，大阪市の協力を得て，大阪市の住民基

本台帳から無作為抽出した18-59歳の15,000人を対象に「大阪市民の働き方と暮らしの多

様性と共生についてのアンケート」（大阪市民調査）を2019年1月に郵送法で実施するこ

とができた（回収はウェブ回答を併用）．同調査では，仕事の状況，心身の健康，いじめ・

暴力被害経験，学歴，家族構成，各種意識など人口学，社会学，経済学等で一般的に用い

られる項目，性的指向をとらえる複数の指標，性自認のあり方をとらえる設問を含めてい

る５）．

回収率を高めるための工夫を重ねたこともあり，調査対象者の3割近くの方からの協力

があり，記入状況も良好であった（有効回収数4,285，有効回収率28.6％）．そのおかげで

予定していたさまざまなデータ分析を進めることが可能となっている．今号に掲載してい

るHiramori&Kamanoによる論文は，このプロジェクトでもっとも基本的な部分，す

なわち調査票調査でどのように性的指向や性自認のあり方をとらえるのかを検討した過程

を記述し，その成果である設問を実際に大阪市民調査でたずねた結果を示したものである．

本稿を英文で執筆したのは，欧米における研究がメインであるこの分野に，日本での研究

結果を示し，欧米中心的な状況を少しでも変えて行きたいという目的がある．その一方で，

性的指向と性自認のあり方を調査票調査でたずねる際のモデル設問として，今後国内で研

究者による学術調査や，政府・自治体など行政の調査など，さまざまな調査で広く活用し

ていただきたいと考え，本稿の和訳を「資料」という形で次号に掲載する予定である．

次の千年よしみ氏による論文は，ウェブ調査への関心が学術的にも高まっている中，ま

だ十分に検証されていないSOGIや他のセンシティブな内容の設問への無回答が，ウェ

ブ回答者と郵送回答者で異なるのかを分析している．ウェブ回答画面の導入は全体の回収

率を低下させるものの，若年層の回収率アップには活用できると言われることもあるが，

大阪市民調査でウェブ回答画面を取り入れたことは，若年層の回収率向上には結びつかな

かった，との結果が示された．また項目無回答率は，個人属性を統制した後も，センシティ

ブな項目全般については郵送回答よりもウェブ回答での方が低かったが，SOGI設問では

その限りではなく，ウェブ回答と郵送回答で，同程度であることが示された．

次号以降では，ウェブ回答者と郵送回答者の各問いにおける回答分布を比較する研究，

大阪市内で性的マイノリティに集住傾向があるのかを検討する研究，いじめ被害にあった

経験の長期的影響の研究，同性間の婚姻の法制化に対する意識の研究，世帯形成について

の意識や社会経済的条件と世帯形成の関係を探る研究の掲載が検討されている．今後も含

め，本特集の論文で示される研究結果は，それら自体にも意義があるが，一般人口対象の

調査にSOGI設問を含めたデータを収集することで，どのような分析が実際にできるの

かを示すこと，そして何ができて何ができないのかを明らかにできることにも価値がある．

また，SOGIの人口学の裾野をさらに広げるために，大阪市民調査とは別のデータに基づ

―441―

5）大阪市民調査については，https://osaka-chosa.jpを参照．



き，アセクシュアル・スペクトラムの人口学的分析の成果の掲載も予定されている．

最後に，本誌においてSOGIの特集を組むことを可能にしてくださった編集委員会，

精力的に研究を進めてくださる研究分担者および研究協力者の皆さま，国内でも先例のな

い重要なデータを得ることにつながった大阪市民調査の実施を可能とし，実施中もその後

もさまざまなな形で力を貸してくださった大阪市の関係者の皆さま，そして，調査に回答

してくださった大阪市民の皆さまに，改めてお礼を申し上げたい．本特集を機に，SOGI

の人口学への関心が高まることを期待して止まない．

参照文献

Baumle,AmandaK.(2013)"Introduction:TheDemographyofSexuality,"inBaumle,AmandaK.(ed.)

InternationalHandbookontheDemographyofSexuality,SpringerNetherlands.
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SpecialIssue:DemographyofSexualOrientationandGenderIdentity:

BuildingaFoundationforResearchinJapan(Part1)

AskingaboutSexualOrientationandGenderIdentityin
SocialSurveysinJapan:FindingsfromtheOsakaCity
Residents'SurveyandRelatedPreparatoryStudies1)

HIRAMORIDaiki2)andKAMANOSaori3)

I.Introduction

Inrecentyears,thereisagrowinginterestinestimatingthesizeofsexualandgenderminority

populations(C・ceresetal.2006,OshimaandSato2016)aswellassocioeconomicandhealth

disadvantagesexperiencedbythesepopulations(Klawitter2015,Operarioetal.2008)across

countries.Quantitativeresearchonthelesbian,gay,bisexual,transgender,andqueer(LGBTQ)

populationshashistoricallyreliedonconveniencesamplesduetothelimitedavailabilityofthedata

―443―

Moststudiesonthemeasurementofsexualorientationandgenderidentity(SOGI)inrepresentative

surveysareconductedinWesterncountries.Whetherthefindingsfromthesestudiesareapplicableto

countrieswithlegal,religious,andculturalcontextsregardingsexualandgenderminoritiesdistinctfrom

Westernsocietiesisyettobeexplored.Tofillthisgap,thispapersummarizesthefindingsfromfocusgroups

andapilotsurveyconductedtodevelopSOGIquestionsintheJapanesecontext.Forsexualorientation

identity,asix-categoryquestionthatincludesdefinitionofeachcategory,andfortransgenderstatus,a

three-stepmethod,aresuggestedforgeneraluse.ThepaperalsoreportsonpercentagedistributionsofSOGI

byassignedsexatbirthandbyagegroupbasedontheOsakaCityResidents'Survey,oneofthefirst

population-basedsurveysinJapanwithSOGIquestions.Overall,ourfindingsillustratethesignificanceof

examiningthemeasurementofSOGIbeyondWesternsocieties.

Keywords:recommendedsurveyquestionsonSOGI,measurement,population-basedstudy,LGBT,focus

groups

1)Earlierversionsofthisarticlewerepresentedatthe2019AnnualMeetingoftheJapanSociologicalSociety,the2020
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collectedbypopulation-basedsurveyswithquestionsonsexualorientationandgenderidentity

(SOGI)(Badgett1997,Hiramori2015).However,itisdifficult,ifnotimpossible,forstudiesusing

non-representativedatatoundertakestatisticalcomparisonsbetweenLGBTQ peopleand

non-LGBTQpeoplethataregeneralizabletothepopulationofinterest.Whilethesestudiesoffer

preciousinsightsonhard-to-reachLGBTQpopulations,scholarshaveexpressedaneedtocapture

SOGIinrepresentativesurveysinordertoexplorefirst,theproportionofLGBTQwithinthe

generalpopulation,andsecond,socioeconomicandhealthsituationsofLGBTQpopulationsin

comparisontothenon-LGBTQpopulation.Alogicalstepistodevelopsurveyquestionstocapture

SOGIinarepresentativesurvey.Onedifficultyinsuchanendeavorcomesfromthefactthatthe

generalpopulationconsistingmostlyofnon-LGBTQpeoplearenotfamiliarwithtermsdescribing

differentSOGIcategories.Toaddressthisproblem,morestudiesaredevotedtoexploringhowbest

toaskquestionstomeasureSOGIinpopulation-basedsurveys(seee.g.SMART2009,The

GenIUSSGroup2014).

Onedrawbackofthesevaluablemethodologicalstudiesisthattheyaremostlyconductedin

Westernsocieties,namely,NorthAmericanandWesternEuropeancountries(Knightetal.(2015)

onNepalisanotableexception).SinceinterestinLGBTQissuesisgrowingnotonlyinWestern

countriesbutalsoinnon-Westerncountries,itisimportanttoexaminetheextenttowhichthe

findingsofpreviousstudiesaregeneralizabletothecountriesthatdonotnecessarilysharethe

West'slegal,religious,andculturalcontextsregardingLGBTQissues.ThispaperusesJapanasan

illustrativecaseofsuchacountry,introducingthefindingsfromthe"SurveyonDiversityofWork

andLife,andCoexistenceamongtheResidentsofOsakaCity"(OsakaCityResidents'Survey),one

ofthefirstpopulation-basedsurveysinJapanthataskedquestionsonrespondents'SOGI.In

addition,wealsopresentthefindingsfromfocusgroupinterviewsandapilotsurveyconducted

priortotheOsakaCityResidents'SurveyforthepurposeofdevelopingSOGIquestionsthattake

theJapaneselocalcontextintoaccount.

II.Background

1.TheSignificanceofAskingaboutSOGIinSocialSurveys

Inthefieldofdemography,issuesofsexualityhavebeentakenupinconnectiontosexual

behaviorandreproduction,butresearchonLGBTQissueswasalmostnonexistent(Baumle2013).

Recently,however,anincreasingnumberofstudiesshowtheimpactofSOGIonarangeof

socioeconomicandhealthoutcomes(Valfort2017)toillustratethesignificanceofSOGIassocial

factorsthatshapepeople'sdailylives.InJapan,therearecommunity-basedsurveyssuchasthe

"SurveyonLGBTIssuesintheWorkplaceEnvironment,"4)whichcollectdataontheexperiences
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ofthediverseLGBTQcommunity.However,thesesurveystargetingmainlysexualandgender

minoritiesarenotconducivetostatisticallyexaminetheimpactofbeingasexualand/orgender

minority,asopposedtobeinganon-minority,onsuchoutcomesaseconomicwell-being,physical

andmentalhealth,education,familyformation,andmigration.AskingaboutSOGIinprobability

surveysmakesitpossibletocaptureLGBTQpeopleasademographicgroupthatwashitherto

renderedinvisiblebymainstreamsurveypractices.Asgovernmentsandcompaniesinnon-Western

countrieshavebecomeinterestedinbetterunderstandingtheexperiencesofsexualandgender

minoritypopulations(MitsubishiUFJResearchandConsulting2020),collectinghighqualitydata

onSOGIinthecontextofnon-Westernsocietieshasbecomeincreasinglycrucialforbothacademic

andpolicypurposes.

2.CurrentSurveyPractices

2.1.SexualOrientation

InthedemographyofsexualityliteratureintheUnitedStates,itisconsideredthatsexual

orientationiscomposedofthreeinterrelatedbutdistinctcomponents:sexualbehavior,sexual

attraction,andsexualidentity(Laumannetal.1994).Sexualbehaviorandsexualattractionhere

focusonthegenderofthepersononehassexwithorissexuallyattractedto.Sexualidentitymeans

howoneidentifiesoneselfintermsofsexualorientationgroupings/categories,suchas"gay,"

'lesbian,""bisexual,"andsoon.Makingcleardistinctionsamongtheabovethreedimensionsof

sexualorientationisimportantforthepurposeofmeasuringsexualorientationonsurveys.Onthe

onehand,forexample,sexualidentitymaymattermorethansexualattractionandbehaviorwhen

studyinglabormarketoutcomesthatarelikelytobeaffectedbycareerplansbasedonone'ssexual

identityandopennessofone'ssexualorientationatwork.Ontheotherhand,however,sexual

behaviormaybemoresalientthansexualidentitywhenstudyingsuchhealth-relatedissuesas

sexuallytransmittedinfections(Badgett2007).Inordertomeasurethesethreedimensionsof

sexualorientation,governmentalorganizationssuchastheFederalInteragencyWorkingGroupon

ImprovingMeasurementofSexualOrientationandGenderIdentityinFederalSurveys(2016)as

wellasacademicresearchgroupssuchastheSexualMinorityAssessmentResearchTeam

(SMART)(2009)organizedandinstitutionallysupportedbytheWilliamsInstitutehaveconducted

andputtogethermethodologicalstudiesonthemeasurementofsexualorientation.

Forexample,SMARTrecommendsthefollowingthreequestionstomeasuresexual

orientation.Forsexualorientationidentity5),therecommendedquestionis"Doyouconsider

yourselftobe:(a)Heterosexualorstraight;(b)Gayorlesbian;or(c)Bisexual?"Forsexual

behavior,therecommendedquestionis"Inthepast(timeperiode.g.year)whohaveyouhadsex
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"sexualidentity"・seitekiaidentiti・isusedtoindicatebothsexualidentityand,albeittoalesserextent,genderidentity.

TheJapanesetermseicomprisessex,gender,andsexuality.



with?(a)Menonly,(b)Womenonly,(c)Bothmenandwomen,(d)Ihavenothadsex."Forsexual

attraction,therecommendedquestionis"Peoplearedifferentintheirsexualattractiontoother

people.Whichbestdescribesyourfeelings?Areyou:(a)Onlyattractedtofemales?(b)Mostly

attractedtofemales?(c)Equallyattractedtofemalesandmales?(d)Mostlyattractedtomales?(e)

Onlyattractedtomales?(f)Notsure?"(SMART2009).

Inadditiontothesequestions,SMART(2009)providesmanyotherspecificrecommendations

onquestionstomeasuresexualorientationbasedonthemethodologicalstudiesthattheycompiled.

Amongthem,fourimportantrecommendationsarerelevantforthispaper.Threerecommendations

relatetosexualorientationidentityandonetosexualbehaviorandsexualattraction.Thefirst

recommendationisthatthedefinitionofeachsexualorientationshouldnotbeincludedinthe

question.Thereasonisthatthesedefinitionstypicallyrefertosexualattraction,andthismay

increasethenumberofrespondentswhochoosetheirsexualorientationidentitycategorybasedon

theirsexualattraction,ratherthantheirsexualorientationidentity.Second,choicessuchas"other,"

"don'tknow,""notsure,"and"prefernottoanswer"shouldnotbeincluded.Itisbecauseone

cannotassumethatthosewhochoosethesecategoriesarenecessarilynon-heterosexualbecause

heterosexualrespondentsmightalsochoosethesecategorieswhentheydonotunderstandwhatis

beingaskedinthequestion.Inaddition,thenumberofrespondentswhochoose"other"wouldbe

smallinapopulation-basedsurveyandsuchcasestendtobedroppedfromtheanalysis;theywould

possiblychooseoneoftheexistingsexualminoritycategoriesifthe"other"categorywerenotan

option.Third,inlieuofthese"other"categories,itissuggestedthattwooptions"Iamnotsureyet"

and"Iamnotsurewhatthisquestionmeans"wouldbeusefulinseparatingtwogroupsofpeople

whowouldchoose"other":thosewhoareinsearchoftheirsexualorientationidentityand

heterosexualpeoplewhodonotunderstandthequestion.Fourth,whenaskingaboutsexual

behaviorandsexualattraction,theresponseoptionsshouldbeorderedinsuchawaythatthesex

thatisdifferentfromtherespectiverespondent'ssexislistedfirst.Forexample,"Onlyattractedto

males"shouldbethefirstoptionforwomenand"Onlyattractedtofemales"shouldbethefirst

optionformen.Whenthisisnotpossible,the"Ihavenothadsex"optioncouldbeplacedasthe

firstoption.

Therearetwoadditionalrecommendationsderivedfromothermethodologicalstudiesthatare

importantforthispaper.First,itisreportedthataddingthephrase"thatis,notgay(orlesbian)"to

theheterosexualcategoryenhancesheterosexualrespondents'understandingoftheresponse

categoriesandguidestheirchoiceofananswer.Whilesexualandgenderminoritiesconsider

sexualorientationidentitytobehighlysalient,non-minorityrespondentsarelesslikelytohavea

strongidentificationwiththeheterosexualcategoryitself.Instead,thesenon-minoritypeople

understandtheirsexualorientationidentitythroughdisassociatingthemselvesfrom sexual

minorities,asexemplifiedbythecommentssuchas"I'mnotgay"or"I'mnormal"(MillerandRyan

2011,Ridolfoetal.2012).Second,regardingtheorderoftheresponsecategories,whenthephrase
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"notgay"isincludedintheheterosexualcategory,itisrecommendedthatthegaycategorybeput

beforetheheterosexualcategory.Puttingthegaycategorybeforetheheterosexualcategoryensures

thatrespondentsseetheterm"gay"beforeseeingtheheterosexualcategorywiththephrase"not

gay."Moreover,thisresponseorderencouragesrespondentstoreadthequestioncarefully(Miller

andRyan2011).

Asseenfromabove,manyoftheserecommendationsrelatetowhatmaybetermedthe

"heterosexualproblem"inthedemographyofsexuality.Priorresearchshowsthatwhilesexual

minoritiesknowwhatisbeingaskedinsexualorientationquestions,someheterosexualpeopledo

notunderstandthetermsusedinthesequestions(MillerandRyan2011).Oneimportantreasonto

focusonthis"heterosexualproblem"isrelatedtotheissueoffalsepositive,whereheterosexual

respondentsaremistakenlyclassifiedasnon-heterosexual.Becausethenumberofnon-heterosexual

respondentstendtobesmallinpopulation-basedsurveys,evenasmallnumberofmisclassifica-

tionsofheterosexualrespondentsasnon-heterosexualcanleadtoseverebiasesintheestimatesof

interesttous.Ontheotherhand,theimpactoffalsenegativeislessseveresincetheclassification

ofsomenon-heterosexualrespondentsasheterosexualdonotaffecttheestimatesofourinterest:

thelargenumberofcasesofheterosexualrespondentswouldmaketheestimatesrobusttothe

misclassificationsofnon-heterosexualrespondentsasheterosexual(SMART2009).

2.2.GenderIdentity

Whiletherearefewerpopulation-basedsurveysthatincorporatemeasurestocapture

transgenderstatus,thereisagrowingconsensusintheUnitedStatesthata"two-step"methodcan

effectively differentiatethetransgenderpopulation from thecisgender(non-transgender)

populationinrepresentativesurveys(Tateetal.2013,LombardiandBanik2016).The"two-step"

method,asexplainedbytheGenderIdentityinU.S.Surveillance(GenIUSS)Group(2014),

convenedbytheWilliamsInstitute,usestwoquestions,oneforassignedsexatbirthandtheother

forgenderidentity,toassessrespondents'transgenderstatus.Forassignedsexatbirth,the

recommendedquestionis"Whatsexwereyouassignedatbirth,onyouroriginalbirthcertificate?

-Male,-Female."Forgenderidentity,therecommendedquestionis"Howdoyoudescribe

yourself?(checkone)-Male,-Female,-Transgender,-Donotidentifyasfemale,male,or

transgender."Thereareseveraldifferentversionsofthetwo-stepmethod,includingtheonetested

amongmembersofasexualnetworkingwebsitetargetingmenwhohavesexwithmeninSpanish-

andPortuguese-speakingcountries/territoriesinLatinAmerica/theCaribbean,Spain,andPortugal

(Reisneretal.2014),butcommontomostvariationsofthetwo-stepmethodismeasuringassigned

sexatbirthandgenderidentitytocapturetransgenderstatus.Generally,whenone'sassignedsex

atbirthandgenderidentityarenotthesame,thepersonistreatedastransgenderinthedata.Inthe

UnitedKingdom,theOfficeforNationalStatistics(2020)recommendsadifferenttwo-stepmethod

forCensus2021:thefirstquestionasksaboutsex(femaleormale)withanotethat"Aquestion
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aboutgenderidentitywillfollowlateroninthequestionnaire"andthesecondquestionmeasures

transgenderstatusbyasking"Isthegenderyouidentifywiththesameasyoursexregisteredat

birth?Thisquestionisvoluntary.Yes,No(Entergenderidentity:)."

Inadditiontothetwo-stepmethod,thereareotherwaystomeasuretransgenderstatussuch

asthe"MultidimensionalSex/GenderMeasure"thatincludesathird(optional)questionfor"lived

gender":"Whatgenderdoyoucurrentlyliveasinyourday-to-daylife?1.Male,2.Female,3.

Sometimesmale,sometimesfemale,4.Somethingotherthanmaleorfemale"(Baueretal.2017).

Anothersetofmeasuresincludesaquestiononthevarietyofgenderidentities.Inadditiontothe

assignedsexatbirthandgenderidentity,itaskswhetheronehasgonethroughorthoughtaboutany

processofchangingone'ssex,andifyes,anotherquestionfurtherasksaboutdifferentgender

identitieswithinthetranspopulation:"Whichofthefollowingdescribeshowyouthinkofyourself:

-Transman,-Transwoman,-Transsexualperson,-Gendervariantperson,-Crossdressingperson,

-Transvestiteperson,-Intersexperson,-Inanotherway,-Iprefernottosay"(Balarajan,Grayand

Mitchell2011).

3.TheJapaneseContext

AlthoughthesepreviousstudiesareimportantindevelopingmethodstoaskaboutSOGI

acrosssocieties,itislikelythatexistingbestpracticescannotbedirectlyappliedtoJapanorother

non-Westernsocieties.Forexample,eventhoughasinmanyWesternsocieties,Japanindustrial-

izedduringthe19thcentury(Brinton1993),manylegal,religious,andculturalcontexts

constitutiveofLGBTQissuesremaineddistinctivefromthosepresentintheWest.First,Japanhas

neveradoptedasodomylawprohibitingsame-sexsexualbehaviorbetweenmenexceptbetween

1872and1882(Pflugfelder1999).Second,same-sexsexualrelationsbetweenmenwerecommon

andprevalentinthepre-modernJapaneseBuddhism(Faure1998).Similarly,ritualcross-gender

dressingbymenhashistoricallybeenpresentinShinto,Japan'sindigenousreligion(Mitsuhashi

2008).Third,scholarsofsexualityinJapanarguethatlessexplicitlegalandreligiousdiscrimina-

tionagainstsexualminoritiesinJapanmayhavemadeitdifficultforthemtoengageinthetype

ofcollectivemobilizationseenincountriessuchastheUnitedStates(McLellandandSuganuma

2009).Thesevariationssuggestthattheconceptofastable,rights/lifestyle-based"sexualidentity"

developedintheparticularsocio-culturalcontextsofWesternsocietiescannotbeuseduncritically

inconsideringsexualityinJapanesesociety.

Atthesametime,however,itshouldbenotedthatthisemphasisonthetoleranceof

non-normativegenderandsexualitypracticesinJapanoftenfoundintheEnglishlanguage

literatureishighlycriticizedbyotherscholarsas"aversionofOrientalism[where]Japanseemsto

beconstructedasthe(male)(homo)sexualparadise,[・]alandfreefromlegalconstraintsand

religiouscondemnation,allofwhichcouldbeattributedtothevery"culture"ofJapan"(Khor

2010:53).
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Moreover,unlikeinthedemographyofsexualityliteratureintheUnitedStates,"romantic

attraction"isoftenincludedasadimensionofsexualorientationinJapan,inadditionto,orinplace

of,sexualbehavior,sexualattraction,andsexualorientationidentity.Infact,community-based

surveysonLGBTQissuesinJapanhavetypicallyusedromanticattractionastheonlyindicatorof

sexualorientation(NijiiroDiversityandtheCenterforGenderStudiesatInternationalChristian

University2020).Similarly,marketingsurveysfocusingonLGBTQissuesinJapandefinesexual

orientationas"thegenderofpeopleyoulike"(Dentsu2019).Also,thereisnoexpressionin

Japanesethatisequivalentto"straight"inEnglishtoindicateheterosexuality.Hence,itisexpected

thatitwouldbeparticularlydifficultforheterosexualpeopletoexpresstheirsexualorientation

identity,astheterm"straight"isnotavailabletothemandtheterm"heterosexual"islessknown

tothegeneralpopulationinJapan.Thesedistinctcontextsregardingsexualandgenderminorities

inJapanpointtotheneedforsocio-culturalconsiderationsincollectingdataonSOGI.

III.DataandMethods

1.The"DemographyofSexualOrientationandGenderIdentity"Project

Allofthedatainthisstudyarecollectedbytheresearchteamoftheproject"Demographyof

SexualOrientationandGenderIdentity:BuildingaFoundationforResearchinJapan,"fundedby

theJapanSocietyforthePromotionofScience.Thefirstauthorisaresearchcollaborator,andthe

secondauthoristheprincipalinvestigatorofthisproject.IndevelopingourversionofSOGI

questions,wefirstconductedacomprehensiveliteraturereviewofexploratorystudiesofSOGI

questionsandtheguidelinesbasedonthesestudiesaswellasexistingsurveypracticesemployed

incommunity-basedsurveysinJapan,asreviewedabove.Next,weconductedpreparatorystudies

suchasfocusgroupsandapilotsurveytocreateamodelquestionnaire.UsingthemodelSOGI

questionnaire,weconductedarepresentativesurvey,titledthe"SurveyonDiversityofWorkand

Life,andCoexistenceamongtheResidentsofOsakaCity"(OsakaCityResidents'Survey,OCRS),

whichisoneofthefirstrepresentativesurveystoaskaboutSOGIinJapan.Inthesubsections

below,wedescribethedetailsofthepreparatorystudiesandthemainsurvey.

2.TheFocusGroupsandthePilotSurvey

BetweenOctoberandDecember2017,theresearchprojectmembersconductedpreparatory

studiesfortheOsakaCityResidents'Survey,includingfocusgroupsandapilotsurvey.Focus

groupdiscussantswererecruitedatabisexualgroupmeetingandaprideparade"KansaiRainbow

Festa!"forsexualandgenderminoritiesaswellasthrougharecruitingorganizationfor

non-LGBTQrespondents.Inthefocusgroups,wecreatedafewdifferentversionsofSOGI

questionsandsoughtfeedback.Atotalof9itemsregardingtheSOGIquestionswereasked.In

addition,8questionsaboutthesurveymode,theplacementofSOGIquestionsinthesurvey,and

othersurveyadministrativequestionswereasked.Inthefocusgroups,wealsoaskedseveral
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questionsonotherpartsofthequestionnairedraftedfortheOsakaCityResidents'Surveysuchas

theexperienceofseeingsomeonebeingbulliedand/orbeingbulliedthemselvesbasedonSOGIin

school.

Inconjunctionwiththefocusgroups,apilotsurveywassentviaemailusingasnowball

samplingmethod.Thepilotsurveyincludedthesamplequestionsusedandthediscussionquestions

askedinthefocusgroups.Therespondentsforthepilotsurveywereaskedtowriteintheir

commentsinthemultipleversionsofSOGIquestionstheyanswered.Atotalof9focusgroup

discussionswereconducted,eachhadabout4-5participants,and20pilotsurveyresponseswere

returned.WeusedthesequalitativedatatodesigntheSOGIquestionsintheOsakaCityResidents'

Survey.

3.TheOsakaCityResidents'Survey

TheOsakaCityResidents'SurveywasmailedonJanuary16,2019,withJanuary28asthe

responsedeadline.ThedeadlinewasextendedtoFebruary4viareminderpostcard,andresponses

wereconsideredvalidiftheyarrivedbyMarch7.WiththecooperationoftheOsakaCity,the

questionnairewassentbypostalmailto15,000peopleaged18to59whoresidedinOsakaCity

atthetimeofsurvey(randomlysampledfromtheBasicResidentRegisterasofOctober1,2018),

and4,294werereturnedbymailorrespondedonline.Thenumberofvalidresponseswas4,285,

andthevalidresponseratewas28.6%6).Amongtherespondents,58.7%wereassignedfemalesat

birth,40.9%wereassignedmalesatbirth,and0.3%didnotindicatetheirsexatbirth.Atotalof

15.8%oftherespondentswereintheir20soryounger,23.8%wereintheir30s,28.7%werein

their40s,29.7%wereintheir50s,and1.9%didnotindicatetheirage.InadditiontoSOGI,

questionsaboutwork,health,family,education,nationality,genderandsexualityattitudes,and

attitudestowardpublicpoliciesonSOGIwerealsoaskedinthesurvey.Detaileddescriptionsofthe

dataandthequestionnaireinJapaneseareavailableinthereportoftheOsakaCityResidents'

Survey(Kamanoetal.2019).

IV.Results

1.FindingsfromtheFocusGroupsandthePilotSurvey

Basedonthefocusgroupsandthepilotsurvey,weobtainedthefollowingninefindings.The
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agegroup.Assignedfemalesatbirthandpeopleaged55-59arethemostoverrepresentedcategories:theyare

overrepresentedby8.7percentagepointsand5.1percentagepoints,respectively(Kamanoetal.2019).



firsttothesixthfindingsareonsexualorientationquestions,andtheseventhtotheninth,ongender

identityquestions.

First,thedefinitionsforeachsexualorientationidentitiesweredeemednecessarybyour

respondents,althoughitisdiscouragedbySMART(2009)basedonresearchintheUnitedStates.

Inourstudy,regardlessoftherespondents'sexualorientation,mostindicatedthatthereshouldbe

someexplanationofthetermsusedinthesexualorientationidentityquestion.Asmentionedabove,

thereisnoexpressioninJapanesethatisequivalentto"straight"inEnglishtoindicateheterosexu-

ality.Asaresult,wecannotuse"straight"inthequestiononsexualorientationidentitytoguide

heterosexualpeoplewhodonotunderstandtheterminologyofsexualorientationtothe

heterosexualcategory.Therefore,itisnecessarytoincludethedefinitionofeachsexualorientation

categorysothatheterosexualrespondentscancorrectlyselect"heterosexual"onthequestioneven

iftheydonotknowtheterm"heterosexual."Theinclusionofthedefinitionofeachcategoryisalso

importantinthatJapandoesnotnecessarilyfollowaWestern-basedmodelofanunambiguous

"sexualidentity."Exampleresponsesinclude:

● Ithinksomepeoplewon'tunderstand,sothereshouldbeexplanationsoftheterms.

[Bisexualrespondent]

● Ipersonallyunderstandthemeaningofthetermsusedinthequestion,butIthinkit'sbetter

toincludeexplanations.[Non-heterosexualrespondent]

● Particularlyfortheheterosexualcategory,thereshouldbeanexplanationoftheterm.

[Heterosexualrespondent]

Second,ifthecategory"other"isincludedasoneoftheoptions,therearebothheterosexual

andnon-heterosexualpeoplewhowouldchoosethiscategory,suggestingthatitwouldbebetterto

usetwoseparateoptionsforthe"other"categoryforheterosexualandnon-heterosexual

respondentsratherthanemployingasingle"other"option.Atthesametime,however,themajority

ofheterosexualrespondentsindicatedthattheywouldnotchoose"other."Exampleresponses

include:

● Therearealready"don'twanttodecide,haven'tdecided"and"Idonotunderstandthe

question,"soIdon'tthinkthe"other"categoryisnecessary.[Heterosexual]

● Itdependsonwhattheothercategoriesare,butIdon'tthinkIwouldchoose"other."

[Heterosexualrespondent]

● IfIweretocircle"other,"Iwouldwritein"Ihaveneverthoughtaboutit."[Heterosexual

respondent]

● Yes,Iwouldselect"other"andwrite"don'tknow."["Don'twanttodecide,haven't

decided"/"Noneoftheabove"respondent]

Third,whenitisnotpossibletoalterthequestionnaireonsexualattractionandsexual

behaviorbasedontherespondent'sgender,placingoptionssuchas"Ihavenothadsex"asthefirst

responsecategorydidnotelicitanyobjections.Exampleresponsesinclude:
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● Idon'tcaremuchabouttheorder.Ithinkthecurrentorderisfine.Unlessyouexplicitlyask

abouttheorderoftheoptions,Idon'tthinkIwouldrealizehowtheoptionsarearranged.

[Heterosexualrespondent]

● Ithinkputtingitasthefirstchoiceisagoodideatoattractrespondents'attention.

[Heterosexualrespondent]

● Ithinkit'sbettertoputitfirst.[Bisexualrespondent]

● Idon'tthinkputtingitfirstcausesanydifficultyinunderstandingthequestion.[Non-

heterosexualrespondent]

Fourth,addingthephrase"notgayorlesbian"totheheterosexualoptionwasfoundtobe

effectiveamongheterosexualrespondentsinsubtlyguidingthemtochoosetheoption.Thismay

beconsideredasanempiricalsupportfortheargumentinqueertheorythat"heterosexualitydefines

itselfimplicitlybyconstitutingitselfasthenegationofhomosexuality[・ and]heterosexuality,

then,dependsonhomosexualitytolenditsubstance・andtoenableittoacquirebydefaultits

statusasadefault,asalackofdifferenceoranabsenceofabnormality"(Halperin1995:44).In

addition,whiletherearemultiplecasesinwhichheterosexualrespondentsexpressedconcernsover

thepossiblenegativefeelingsthatnon-heterosexualpeoplemayexperiencebytheuseofthephrase

"notgayorlesbian,"suchconcernswererarelyraisedbynon-heterosexualrespondentsthemselves.

Exampleresponsesinclude:

● I'mnotfamiliarwiththetermsinthisquestionasawhole,sotheexpression"not"ishelpful

inselectingtheheterosexualcategory.[Heterosexualrespondent]

● Asaheterosexualperson,Idon'tseeanyissues.ButIthoughtnon-heterosexualpeoplemay

feeluncomfortable.Theterm"heterosexual"isnotcommon,soitisdesirabletoincludean

expressionthattheterm"heterosexual"meansthatyouarenotsexuallyinterestedinpeople

ofthesamesex.[Heterosexualrespondent]

● Ifeelnon-heterosexualpeoplemighttakethisphraseasdiscriminatory,althoughitwas

helpfulforme,personally.[Heterosexualrespondent]

● Ifoundtheexpression"notgayorlesbian"theeasiesttounderstand.[Heterosexual

respondent]

● Iseethatthephrase"notgayorlesbian"mayhaveanegativeconnotation,butIdon'tthink

Iwouldstronglyopposeusingthatexpression.Ifthisphraseisincludedinthesurvey,

"bisexual"shouldalsobeincludedalongwithgayandlesbian.ButIalsounderstandthat

thelistcanbecomeeasilylongerifyoudoso.[Bisexualrespondent]

Fifth,the"heterosexual"optionwasrevealedtobebestlistedfirst,althoughsomeprevious

studiesrecommendedthatthe"heterosexual"optionshouldcomeafterthe"gay"categoryifthe

heterosexualoptionincludesthephrase"notgay"(MillerandRyan2011).Exampleresponses

include:

● Ifthestudytargetisthegeneralpopulation,theoption"heterosexual"shouldcomefirst.If
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"gayandlesbian"isthefirstoption,Imightthinkthatthesurveyisonlyforsexual

minorities.[Heterosexualrespondent]

● Heterosexualpeoplearethemajority,so"heterosexual"shouldcomefirst.Otherwise,I'd

skipthisquestion.[Heterosexualrespondent]

Sixth,thephrase"thegenderofpeopleyoulike,"whichisoftenusedincommunity-basedand

marketingsurveysinJapan,wasfoundtobeundesirableinmeasuringsexualorientation.Our

alternativeterm"sexual/romanticfeelings"(seiaikanjo;seimeanssex,gender,sexuality,andai

meanslove)usedinthedefinitionofeachsexualorientationidentitycategorywasnotconsidered

tobeadifficulttermtounderstand.Mostrespondentsregardedthistermasindicativeofsomething

sexualratherthanromantic.Exampleresponsesinclude:

● Idon'tthinkit'sdifficulttounderstandtheterm"sexual/romanticfeelings."Imostlythink

ofsex.Notsomuchaboutromanticlove.Ifeelthattheword"like"isabittoovague.

[Heterosexualrespondent]

● Notdifficult.Ithink"like"canincludesomethingthatdoesn'tnecessarilyinvolve

sexual/romanticfeelings.[Heterosexualrespondent]

● Idon'tthinkthattermisdifficult.Iassume"sexual/romanticfeelings"tobesomething

relatedtosex.Iguess"like"canincludearatherwiderangeofrelationships.[Bisexual

respondent]

Thelastthreefindingsarerelatedtothequestionsongenderidentity.

Seventh,themajorityoftherespondentsfoundthetwo-stepquestionstobemoredifficultto

answerthanathree-stepmethodwhichincludesanadditionalquestiononthefeelingsofgender

dysphoria.Inparticular,fortheformer,respondentswonderedwhythe"same"questions(assigned

sexatbirthandcurrentgenderidentity)werebeingaskedtwice.Becausethewordseibetsu・the

Japanesetermusedtomeasurebothsexassignedatbirth(shusshojinoseibetsu)andcurrentgender

identity(genzaininshikishiteiruseibetsu)・doesnotdistinguishbetweensexandgender,

non-minorityparticipantsinourstudymightbeevenmorelikelytofeelthattheywereaskedabout

theexactsamethingtwice,comparedtothoseinthestudiesconductedinEnglish-speaking

countries.Exampleresponsesinclude:

● Ilikethethree-stepmethodbetter.Actually,Imighthaveanswereddifferentlyifthe

two-stepmethodisused.[Cisgenderrespondent]

● Ifeelthetwo-stepmethodissimpleandthethree-stepmethodismorepolite.Icananswer

eitherone.[Transgenderrespondent]

● Thethree-stepmethodismoreconcrete,soIdon'thavetotaketimeandthinktoomuchto

answerthethreequestions.[Cisgenderrespondent]

● Ithinkit'seasierformetounderstandtheintentionofaskingthesequestionswhenIanswer

thequestionsusingthethree-stepmethod.Ihadtospendsometimereadingthequestions

carefullywhenthetwo-stepmethodwasused.[Cisgenderrespondent]
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● Iwasn'tsureaboutthemeaningofsomeofthetermsusedinthequestionaboutthefeelings

ofgenderdysphoria.[Cisgenderrespondent]

Eighth,usingamultiple-answerquestionthatlistssex/gender-relatedcategoriessuchas

transgender,FtM (female-to-male,butonlytheterm "FtM"isincludedasanoption),MtF

(male-to-female,butonlytheterm"MtF"isincludedasanoption),noneoftheabove,wasfound

tobeineffective.Mostoftherespondentsfoundthisquestionconfusing.Exampleresponses

include:

● Ithinkcisgenderpeoplewouldfinditextremelydifficulttoanswer.[Transgender

respondent]

● Iwasn'tsureifthiswasaquestionaboutgenderidentityorsexualorientation.I'mbisexual,

andIchose"bigender."[Cisgenderrespondent]

● Ithoughtthecategory"neutrois"meantheterosexual.[Cisgenderrespondent]

● Idon'tknowmanyofthetermslistedhere,especiallythoseusingRomanletterssuchas

"DSDs"(differencesinsexdevelopment).[Cisgenderrespondent]

● Itmightbebettertoadd"man"and"woman"forcisgendermenandwomen.[Cisgender

respondent]

● Underthecurrentquestion,cisgendermenandwomenwouldchoose"noneoftheabove,"

sothismightbeagoodopportunityforthosepeopletoexperiencethefeelingofbeing

marginalized,butnotrecommendedasasurveyquestion.[Cisgenderrespondent]

● TherewerejusttoomanytermsthatIdon'tknow.[Cisgenderrespondent]

Ninth,mostoftherespondentsfounditconfusingtoplacethecategoryofwomenfirstandthe

categoryofmensecondforquestionsrelatedtogenderandsexuality.Exampleresponsesinclude:

● Ithink"man"shouldcomefirst.It'sjustanissueofcustom.[Cisgenderrespondent]

● ThereisahighpossibilitythatImightmakemistakes.[Cisgenderrespondent]

● Puttingthefemalecategoryfirstmightmakemethinkthatthesurveyonlytargetswomen,

likeasurveyyouseeinajobchangewebsiteforwomen.[Cisgenderrespondent]

● Ithinkitiscommonsensetoputthemalecategoryfirst.[Cisgenderrespondent]

● IfIseeasurveyinwhichthequestionslistthefemalecategoryfirst,I'dprobablythinkthe

surveyismadeby"thatkindofpeople."[Cisgenderrespondent]

Inthefocusgroupsandapilotsurvey,wealsoaskedwhethertheywouldbewillingto

respondtothesurveyifitincludesthequestionsaskingtheirSOGIandwhethertheirwillingness

torespondtothesurveydiffersbythesurveymodes(face-to-facesurveys,drop-offsurveys,mail

surveys,andwebsurveys).Wefoundthatneithernon-LGBTQpeoplenorLGBTQpeopleseemed

tomakemeaningfuldistinctionsbetweensurveyswithquestionsaboutSOGIandtheoneswithout

suchquestions.Mostofthereactionsinthediscussionswererelatedtowhetherornottorespond

tothesurveyitself,regardlessofitscontent.
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2.FindingsfromtheOsakaCityResidents'Survey

BelowaretheSOGIquestionsusedintheOsakaCityResidents'Survey,developedfromthe

preparatorystudydiscussedintheprevioussection.

● Questionsforgenderidentity(athree-stepmethod)

● Questionforsexualorientationidentity
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Q44Circleyoursex.[sexonthefamilyregisteratbirthorbirthcertificate](Circleone)

1. Male

2. Female

*"Atbirth"referstotheclosestpointoftimetowhenyouwereborn.

Q45Doyouconsiderthatyourcurrentgenderisthesameasyoursexatbirth(theoneyou

circledabove)?Ifyoucircle2and/or3,pleaseansweryourcurrentrecognition.

(Circleallthatapply)

1. Sameassexatbirth

2. Differentgender ・・・・・・・3. Haveasenseofdiscomfort

Thegenderthatisclosesttoyourcurrentrecognition(Circleone)

1. Man

2. Woman

3. Other(pleasespecify:)

Q46Pleasecirclethenumberthatyouthinkisclosesttoyou.(Circleone)

1. Heterosexual[thosewhohavesexual/romanticfeelingsonlyfordifferent-sexpeople],that

is,notgay,lesbian,etc.

2. Gay,lesbian,homosexual[thosewhohavesexual/romanticfeelingsonlyforsame-sex

people]

3. Bisexual[thosewhohavesexual/romanticfeelingsforbothmenandwomen]

4. Asexual[thosewhodonothavesexual/romanticfeelingsforanyone]

5. Don'twanttodecide,haven'tdecided

6. Idonotunderstandthequestion



● Questionsforromanticattraction,sexualattraction,andsexualbehavior

Next,wereporttheresponsestothequestionsonsexualorientationidentityandgender

identitybyassignedsexatbirthandagegroup.7)

Table1showsthedistributionofsexualorientationidentitybyassignedsexatbirth.Among

thesurveyrespondents,1.4%identifiedasbisexual.Theproportionofthosewhoidentifiedas
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Q47Foreachofthefollowingfrom(1)to(3),pleasecirclethenumbersclosesttoyoufrom1

to6,concerningyourexperience(A)upuntilnowand(B)inthelastfiveyears.(Circleonefor

each)

(1)Peopleyouhaveromanticfeelingfor

(A)Upuntilnow(Circleone)

1. Ihaveneverhadromanticfeelingsfor

eithermenorwomen

2. Exclusivelymen

3. Mostlymen

4. Menandwomen,equally

5. Mostlywomen

6. Exclusivelywomen

(B)Inthelastfiveyears(Circleone)

1. Ihaveneverhadromanticfeelingsfor

eithermenorwomen

2. Exclusivelymen

3. Mostlymen

4. Menandwomen,equally

5. Mostlywomen

6. Exclusivelywomen

(2)Peopleyouaresexuallyattractedto

(A)Upuntilnow(Circleone)

1. Ihaveneverbeensexuallyattractedto

eithermenorwomen

2. Exclusivelymen

3. Mostlymen

4. Menandwomen,equally

5. Mostlywomen

6. Exclusivelywomen

(B)Inthelastfiveyears(Circleone)

1. Ihaveneverbeensexuallyattractedto

eithermenorwomen

2. Exclusivelymen

3. Mostlymen

4. Menandwomen,equally

5. Mostlywomen

6. Exclusivelywomen

(3)Peopleyouhavesexwith

(A)Upuntilnow(Circleone)

1. Ihaveneverhadsex

2. Exclusivelymen

3. Mostlymen

4. Menandwomen,equally

5. Mostlywomen

6. Exclusivelywomen

(B)Inthelastfiveyears(Circleone)

1. Ihaveneverhadsex

2. Exclusivelymen

3. Mostlymen

4. Menandwomen,equally

5. Mostlywomen

6. Exclusivelywomen

7)Theresultsofromanticattraction,sexualattraction,andsexualbehaviorbyassignedsexatbirthareavailableinthe

surveyreport(Kamanoetal.2019).Inaddition,complexrelationshipsamongthefoursexualorientationmeasuresare

discussedinHiramoriandKamano(2020).



gay/lesbianandthatofthosewhoidentifiedasasexualweresimilar:0.7%indicated"gay/lesbian"

and0.8%indicated"asexual."Also,5.2%oftherespondentschose"don'twanttodecide,haven't

decided."Regardingitemnon-responserates,1.1%oftherespondentsdidnotindicatetheirsexual

orientationidentity.Sincethenon-responseratefortheirannualindividualearningswas5.6%

(Kamanoetal.2019),onecaninferthattherespondentsmayconsidersexualorientationidentity

tobelesssensitivethanearnings.ThisresultposesachallengetoscholarswhoclaimthatSOGI

questionsareextremelysensitiveinnatureandarethereforeagainstincludingtheminsocial

surveys.

Table1alsoshowsthatassignedmalesatbirtharemorelikelytoidentifyasheterosexualor

gay/lesbian,ortoindicatethattheydonotunderstandthequestion,thanassignedfemalesatbirth.

Onthecontrary,assignedfemalesatbirtharemorelikelytoidentifyasbisexual,asexual,or"don't

wanttodecide,haven'tdecided"thanassignedmalesatbirth.

Table1.DistributionofSexualOrientationIdentitybyAssignedSexatBirth,OCRS2019

Tables2aand2bshowthedistributionofgenderidentitybyassignedsexatbirth.The

proportionofpeoplewhosegenderidentitydiffersfromassignedsexatbirthwas0.7%,whomwe

classifyas"transgender"inthispaper(alsoseeTable4).Thenumberofpeoplewhosesexatbirth

is"male"andcurrentgenderidentityis"woman"(6persons)or"other"(6persons)was12(0.7%),

andthenumberofpeoplewhosesexatbirthis"female"andcurrentgenderidentityis"man"(4

persons)or"other"(16persons)was20(0.8%).Whilethenumberofpeoplewhochose"woman"

and"other"astheircurrentrecognitionwassameamongassignedmalesatbirth,morepeople

chose"other"over"man"amongassignedfemalesatbirth.Othercommunity-basedsurveysin

Japanalsofoundasimilarpattern(Hiramori2018).
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(%) AssignedMalesatBirth AssignedFemalesatBirth Total

Heterosexual 84.5 82.7 83.2

Gay/lesbian 1.3 0.3 0.7

Bisexual 1.1 1.7 1.4

Asexual 0.3 1.1 0.8

Don'twanttodecide,haven'tdecided 3.2 6.5 5.2

Idonotunderstandthequestion 8.6 6.8 7.5

NA 0.9 1.0 1.1

n 1,754 2,517 4,285

χ2:560.799(p<.001),Cramer'sV:0.256(p<.001)
Note:Theresultsforthosewhodidnotindicatetheirassignedsexatbirth(n=14)arenotreportedbutincludedinthe
"Total"column.



Table2a.DistributionofGenderIdentityamongAssignedMalesatBirth,OCRS2019

Table2b.DistributionofGenderIdentityamongAssignedFemalesatBirth,OCRS2019

Basedontheseanalyses,wefoundthattheproportionofpeoplewhofallintothecategories

oflesbian,gay,bisexual,andtransgenderwas2.7%,or3.3%whenthosewhochoseasexualwere

included.Notethatthosewhoarebothsexualandgenderminorities(e.g.bisexualandtransgender)

arecountedonlyonceinthesepercentages.

Table3showsthedistributionofsexualorientationidentitybyagegroup.Itindicatesthatthe

proportionofthosewhoidentifyasheterosexualincreasesbyeachagegroupfrom18-29,through

30-39and40-49,butitdropsinthe50-60agegroup.However,theproportionofthosewhochoose

"Idonotunderstandthequestion"ishighestamongthe50-60agegroup,suggestingthatthenoted

declineinheterosexualidentificationmayhaveresultedfromdifficultyinunderstandingthis

questionamongsupposedlyheterosexualrespondentsinthisagegroup.Ontheotherhand,younger

peoplearemorelikelytoidentifyasbisexual,asexual,orchoose"don'twanttodecide,haven't

decided."
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Sameassexatbirth 1,730
98.7%

・Transgender
Differentgender;
Haveasenseof
discomfort

Current
recognition

Man 1

Woman 6
0.7%

Other 6

NA 0
0.6%

NA 11

Total 1,754 100.0%

Sameassexatbirth 2,483
98.7%

・Transgender
Differentgender;
Haveasenseof
discomfort

Current
recognition

Woman 2

Man 4
0.8%

Other 16

NA 1
0.5%

NA 11

Total 2,517 100.0%



Table3.DistributionofSexualOrientationIdentitybyAgeGroup,OCRS2019

Table4showsthedistributionoftransgenderstatusbyagegroup.Inthistable,thecategory

"cannotclassify"indicatesthosewhocannotbeclassifiedintoeithercisgenderortransgenderdue

tomissingresponses.Itindicatesthatyoungerpeoplearemorelikelytobeclassifiedas

transgender.Inparticular,thenoticeabledifferenceacrossagegroupsseemstobebetweenthe

30-39andthe40-49agegroups,withahigherproportioninthetwoyoungeragegroupsanda

loweroneinthetwoolderagegroups.Amongthoseaged18-29,2.1% areclassifiedas

transgender.

Table4.DistributionofTransgenderStatusbyAgeGroup,OCRS2019

V.Discussion

InJapan,thefirstnationallyrepresentativesurveyaskingaboutsexualorientationandgender

identitywasconductedin2015(Kamanoetal.2016).Since2016,asmallgroupofsociologistsand

demographersinJapanhavebeenworkingonhowtomeasureSOGIinsocialsurveysunderthe

researchproject"DemographyofSexualOrientationandGenderIdentity:BuildingaFoundation

forResearchinJapan."LookingoutsideofJapan,whilethereisanincreasingnumberof

methodologicalstudiesexaminingthemeasurementofSOGIinrepresentativesurveys,mostofthe
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(%) 18-29 30-39 40-49 50-60 Total

Heterosexual 78.2 85.7 87.0 80.9 83.2

Gay/lesbian 1.0 1.6 0.2 0.4 0.7

Bisexual 3.8 1.6 0.7 0.9 1.4

Asexual 1.6 0.6 0.6 0.7 0.8

Don'twanttodecide,haven'tdecided 8.7 4.8 4.3 4.2 5.2

Idonotunderstandthequestion 5.9 5.3 6.8 10.8 7.5

NA 0.7 0.5 0.5 2.1 1.1

n 678 1,021 1,229 1,274 4,285

χ2:158.080(p<.001),Cramer'sV:0.096(p<.001)
Note:Theresultsforthosewhodidnotindicatetheirage(n=83)arenotreportedbutincludedinthe"Total"column.

(%) 18-29 30-39 40-49 50-60 Total

Cisgender 97.8 98.7 99.6 99.5 98.9

Transgender 2.1 1.2 0.2 0.2 0.7

Cannotclassify 0.1 0.1 0.2 0.2 1.3

n 678 1,021 1,229 1,274 4,285

χ2:198.775(p<.001),Cramer'sV:0.152(p<.001)
Note:Theresultsforthosewhodidnotindicatetheirage(n=83)arenotreportedbutincludedinthe"Total"column.



studiesareconductedinWesterncountries,limitingthegeneralizabilityoftheirfindingsoutsideof

theWesterncontexts.Todemonstratetheneedtoattendtothesocio-culturalcontextsinthe

measurementofSOGI,wefocusedonJapanasanillustrativecase.Wesummarizedthefindings

fromfocusgroupsandapilotsurveyconductedinordertodevelopSOGIquestionsthattakethe

Japanesecontextintoaccount.WealsoreportedSOGIdistributionsbyassignedsexatbirthand

agegroupfromtheOsakaCityResidents'Survey,oneofthefirstpopulation-basedsurveysthat

includeSOGIquestionsinJapan,conductedaftermethodologicalconsiderationofhowtoask

aboutSOGI.

SomeofourfindingsdifferfromthosereportedinpriorresearchconductedinWestern

societies,whileothersaresimilar.Fromthepreparatorystudies,wederivedninerecommendations

forpopulation-basedsurveysinJapan:(1)Thedefinitionsforsexualorientationidentitiesshould

beincluded;(2)Twoseparateoptionsofthe"other"categoryforheterosexualandnon-

heterosexualrespondentsshouldbeused;(3)Whenitisnotpossibletoalterthesurveyquestions

aboutsexualattractionandsexualbehaviorbasedonrespondents'gender,theoptionssuchas"I

havenothadsex"shouldbelistedasthefirstresponsecategory;(4)Theheterosexualcategory

shouldincludethephrase"notgay,lesbian,etc.";(5)The"heterosexual"optionshouldbelisted

first;(6)Thephrase"thegenderofpeopleyoulike"shouldnotbeusedtomeasuresexual

orientation;(7)Athree-stepmethodthatincludesanadditionalquestiononthefeelingsofgender

dysphoriashouldbeemployed;(8)A multiple-answerquestionthatlistssex/gender-related

categoriesshouldnotbeusedtomeasuregenderidentity;(9)Thecategoryofmenshouldbelisted

firstinquestionsrelatedtogenderandsexuality.

Basedontheserecommendations,wedesignedtheSOGIquestionsthatincludeda

six-categoryquestionwithadefinitionforeachcategorytomeasuresexualorientationidentityand

athree-stepmethodtomeasuretransgenderstatusfortheOsakaCityResidents'Survey.One

interestingresultofthedistributionofSOGIwastheunexpectedlyhighproportionofthosewho

selected"don'twanttodecide,haven'tdecided"(5.2%).Weoriginallycreatedthiscategoryto

capturethosewhoarequestioningtheirsexualorientationidentityorrejectingidentitylabels,but

itturnedoutthatthiscategorywaslargerthananyothersexualminoritycategoriesincludedinthe

question.Wealsoshowedthattheitemnon-responserateforsexualorientationidentityaswellas

genderidentitywasnotconsiderablyhigherthanthoseofotheritemsinthesurvey,andindividual

earningswererevealedtobeamoresensitiveitemthanSOGIamongtherespondents.Wealso

foundthatassignedfemalesatbirtharemorelikelytobenon-binarythanassignedmalesatbirth

amongthosewhoareclassifiedastransgender.Inaddition,theresultsindicatethatyoungerpeople

aremorelikelytoidentifyasbisexual,asexual,orchoose"don'twanttodecide,haven'tdecided,"

andalsomorelikelytobeclassifiedastransgender.

Thisstudyisnotwithoutlimitations.Duetobudgetconstraints,wewerenotabletoconduct

large-scalecognitiveinterviewing,whichwouldallowustoprobethoughtprocessesassociated
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withansweringsurveyquestionsthroughthethink-aloudandverbalprobingtechniquesusedto

designsurveyquestionnaire(Willis2005).Weconductedmorecost-efficientfocusgroupresearch,

anotherstandardmethodinsurveyresearchoftenusedtoadaptsurveyinstrumentstonew

populations(Fulleretal.1993).However,themethodhasafewdrawbacks.Forexample,itis

difficulttogatherminorityopinionsandthereisapossibilitythatafewparticipantsdominatethe

discussioninfocusgroups,particularlyintheJapanesecontextduetoitsgroupdynamics(Chitose

andAbe2000).Tobetterunderstandthedetailedcognitiveprocessesofsurveyrespondentsandto

gatherinformation,cognitivetestingshouldbeconductedtofurtherimprovethequestionson

SOGI.

Also,thesurveywasconductedinOsakaCity,thethirdlargestcityinJapan,andthetarget

populationwasthoseaged18-59.InordertoconductanationallyrepresentativesurveyinJapan

withmethodologicallyvalidatedSOGIquestions,exploratorystudiesshouldbeundertakento

investigatewhetherthecurrentSOGIquestionscanbeunderstoodbythoselivingoutsideoflarge

citiesandthoseagedyoungerthan18orolderthan60,andifnot,howtomodifythem.Similarly,

assignedfemalesatbirthandolderpeoplewereoverrepresentedinthesurvey(seeFootnote4).

Thismeansthattheestimatesshowninthisarticlemighthaveovercountedsexualandgender

minoritypeoplebecauseofthesurvey'ssexdistributionbutundercountedthembecauseofitsage

distribution.Thereisanongoinganalysisontheimpactofusingaweightingmethodonthe

estimatesofthesizeofsexualandgenderminoritypopulations,conductedbyaco-investigatorof

the"DemographyofSexualOrientationandGenderIdentity"project.

Inaddition,anumberofotherissuesneedfurtherinvestigations.Wepointedoutthatthere

wasanunexpectedlyhighproportionofthosewhochose"don'twanttodecide/haven'tdecided"

(5.2%)inthequestiononsexualorientationidentity.Inordertoexplorethereasonsbehindthe

selectionofthiscategory,wehaveconductedawebsurveyandarecurrentlyintheprocessof

analyzingthedata(Kamanoetal.2020).

Therearealsoseveralissuestobeexploredinrelationtogender/transgenderidentity.First,

oneofourfindingsisthatitisnotfeasibletoaskaboutgenderidentityusingamultiple-answer

formatlistingsex/gender-relatedcategories,mostlyduetolackofknowledgeamongpotential

respondents.Wealsoacknowledgethatusingacross-classificationofassignedsexatbirthand

genderidentitytoclassifytransgenderstatusisdifferentfromaskingdirectlyabouttransgender

identity.Futureresearchshouldseekwaystodirectlyaskabouttransgenderidentity.

Second,ourrecommendedquestionsfortransgenderstatusasktheassignedsexatbirthfirst,

followedbytheirgenderidentity.Thereis,however,apossibilitythataskingassignedsexatbirth

firstmaymakesomerespondentsuncomfortable,becausethisgivestheimpressionthattheir

genderidentityislessimportantthantheirassignedsexatbirth.Whilethecurrentstandard

practice,whichhasbeentestedinexploratorystudiesandemployedinpopulation-basedsurveys,

istoaskassignedsexatbirthfirst(WilliamsInstitute2020),itwouldbedesirabletoconduct
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researchtoexploretheimpactofchangingthequestionorderontheclassificationoftransgender

status,inordertodesignquestionsthatbothtransgenderandcisgenderrespondentscan

comfortablyandaccuratelyanswer.

Third,ourfocusgroupresearchindicatedthatforaccuratemeasurement,women'scategories

shouldcomeaftermen'scategoriesinsurveyquestionsrelatedtogenderandsexuality,whichisthe

standardpracticeinmostsurveys.However,therearesomepopulation-basedsurveysinJapanin

which"female"islistedfirstand"male"islistedsecondinthequestionaboutsex(Shizuoka

Prefecture2017).

Thefourthareatofurtherexploreliesinthegendercategoriesusedinthequestionsfor

romanticattraction,sexualattraction,andsexualbehavior.Ourcurrentquestionsdonotindicate

whetherthesecategoriesrefertoassignedsexatbirthorgenderidentity.IntheEnglishlanguage,

when"male"or"female"ratherthan"men"or"women"areused,therespondentscaninterpret

themtobebiologicalcategoriesratherthangenderidentitycategories.However,inJapanese,the

terms"male"(osu)and"female"(mesu),whichhavebiologicalconnotations,areusedforanimals

butnothumanbeings.Also,thebinarycategoriesofmale/menandfemale/womeninthecurrent

questionsmightlimittheexperiencesthatcanbecapturedbytheresponses(Iwamotoetal.2019).

Therefore,morestudiesshouldbeconductedtoexplorehowtocapturethediversityofpeople

whomrespondentsareromantically/sexuallyattractedtoorhavesexwith.

Inanyevent,webelievethatpublicopinionandknowledgeofSOGIareinfluxinJapan,and

hence,thebestpracticestodaymightnotbethebestfortomorrow.Theopinionsaboutthese

questionsdependlargelyonthestateofpublicknowledgeofSOGIterms.Forthisreason,the

findingsshowninthisstudymaychangeinthenearfutureaspublicopinionsandknowledgeon

SOGIchange.Therefore,repeatingtheprocessoftestingthequestionsandundertaking

population-basedsurveysisnecessary,justasitisdoneincountriesthathavebeenaskingSOGI

inrepresentativesurveys.

ThispaperreportedonthefirstdemographicstudyonmeasuringSOGIinJapan,whichoffers

manyfindingsandpossibilitiesforfutureinquiry.Thefindingsfromourstudychallengethe

heteronormativeandcisgender-normativeassumptionsmadeinmajorsocialsurveysinJapan

designedbysociologistsinJapan,who"can[・]assistLGBTQidentitiesinJapanbyincluding

LGBTQissuesexplicitlyintheirresearchandteachingagendas"(Au2020:19).Wearguethat

socialsurveysinJapanshouldincludeSOGIasroutinedemographicquestions.Giventheglobal

scarcityofresearchonthemeasurementofSOGI,weconsiderourfindingstobeusefulnotonly

inJapanbutalsoinothercountrieswherevariouswaysofaskingaboutSOGIarecurrentlybeing

tested.Forexample,theGeneralSocialSurvey(GSS),anationallyrepresentativesurveyinthe

UnitedStates,introducedatwo-stepgenderidentityquestionin2018,buttheGSSiscurrently

consideringaddingafollow-upconfirmationquestioninthe2020GSSforthosewhosegender

identitydiffersfromtheirsexassignedatbirth(SmithandSon2019).Wearguethatourthree-step
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methodthatdoesnotrequireeveryrespondenttoindicateboththeirsexassignedatbirthandtheir

currentgenderidentitycanbeonepromisingwaytoaddresstheissueofmisclassificationof

transgenderstatus.Importantly,whilemostexistingstudiesonthemeasurementofSOGIrelyon

datafromWesterncountries,wehopetodecenterthefindingsproducedinthestudiesundertaken

intheparticularsocio-culturalcontextsofWesternsocietiesandtoofferanalternativeunderstand-

ingofthemeasurementofSOGIbasedonanon-Westernperspective.(Accepted 27 October,

2020)
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性的指向と性自認のあり方を日本の量的調査でいかにとらえるか
―大阪市民調査に向けた準備調査における項目の検討と本調査の結果―

平森大規・釜野さおり

これまで，個人の性的指向・性自認のあり方（SOGI）を，代表性を担保した量的調査

でとらえる研究は欧米諸国を中心として行われてきた．そのため，これらの研究に基づく

知見が法的，宗教的，文化的背景の異なる社会で適用するのかについては検討の余地があ

る．そこで本稿では，日本の文脈でSOGIをたずねる調査項目の検討に向けて実施した

フォーカス・グループ・ディスカッションとパイロット調査の分析を行った．その結果，

1）性的指向アイデンティティ（本人の性的指向の認識）の各選択肢に説明をつけること，

2）異性愛者向けおよび非異性愛者向けに2種類の「その他」を含めること，3）性的に惹

かれる相手や性行為の相手の性別等の設問では，回答者の性別によって選択肢の男女順を

並び替えられない場合，「セックスをしたことがない」等を最初の選択肢とすること，

4）異性愛者の選択肢には「すなわちゲイ・レズビアン等ではない」という文言を入れる

こと，5）「異性愛者」を最初の選択肢とすること，6）「好きになる性別」という文言を性

的指向をとらえる際に使用しないこと，7）出生時に割り当てられた性別，性自認に加え

て違和感の有無についてたずねる3ステップ方式を採用すること，8）性別に関するさま

ざまなカテゴリーからあてはまる選択肢を複数選ぶ形の設問は使用しないこと，9）ジェ

ンダー・セクシュアリティに関する設問において，男性カテゴリーを女性カテゴリーより

も先に位置するように表示することが，日本における無作為抽出調査でSOGIをとらえ

る上で重要であることがわかった．これらを踏まえ，性的指向アイデンティティについて

は6つの選択肢（定義付き）からなる問い，トランスジェンダーか否かについては，出生

時の性別，違和感の有無，自認する性別の3問でたずねる3ステップ方式が提案された．

次に，これらの項目を含む無作為抽出調査である大阪市民調査から，出生時の性別および

年齢階級別に性的指向アイデンティティとトランスジェンダーか否かの分布を検討した．

その結果，「決めたくない・決めていない」と答えた回答者が全体の5.2％と予想外に高い

こと，性的指向アイデンティティや性自認のあり方に関する設問の項目無回答率は他の設

問における項目無回答率より高くならず，むしろ回答者にとっては「仕事で得た個人収入」

の方がよりセンシティブであると考えられている可能性が示された．また，トランスジェ

ンダーのうち出生時女性の方が出生時男性に比べ男女以外の性別を自認している傾向にあ

ること，若年層の方が両性愛者，無性愛者または「決めたくない・決めていない」を選択

し，トランスジェンダーと分類される傾向にあることがわかった．SOGI項目を含む無作

為抽出調査の国内の先例は，無に等しい．欧米諸国以外においてSOGI測定法の研究を

進めることの重要性が確認された．

キーワード：調査SOGI設問の提案，測定，無作為抽出調査，LGBT，フォーカス・グルー

プ・ディスカッション
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特集：性的指向と性自認の人口学―日本における研究基盤の構築（その１）

ミックスモード調査における郵送・ウェブ回答の回答率・

回答者属性・項目無回答率の比較

―住民基本台帳からの無作為抽出によるSOGIをテーマとした調査から―

千 年 よしみ

Ⅰ．はじめに

近年，インターネットを用いたウェブ調査が研究者の間でも大きな注目を集めている．

2020年7月には日本学術会議が「Web調査の有効な学術的活用を目指して」と題する提

言を公表した（2020）．時をほぼ同じくして，日本社会学会の学会誌である『社会学評論』

の2020年第71巻第1号では，「インターネット時代の社会調査法」と題する特集が組まれ

た．ウェブ調査にこれだけ注目が集まっている背景には，社会調査における回収率の低下

が大きな課題となっていることがあげられる．さらに，直近では新型コロナウイルス感染

症拡大の影響も見逃せない．たとえば，2020年10月実施の国勢調査では，調査員と対象者

の対面での接触をなるべく避けるため，調査票の説明はインターホンを通じて行い，調査

票自体はドアポストへ配布する等の対策が講じられている．そして調査の回答は，ウェブ

が強く推奨されている（総務省統計局統計調査部国勢統計課 2020）．

インターネットを用いた調査は，調査環境の悪化というネガティブな要因以外にも，印

刷や入力にかかるコストやエラーの削減，集計までにかかる時間の大幅な短縮，調査設計
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本稿では，2019年に住民基本台帳から無作為に抽出した15,000人の大阪市民を対象にミックスモー

ド方式（郵送・ウェブ）で実施した調査から郵送・ウェブ回答それぞれのデータの質を回答率・回

答者属性・項目無回答率について比較した．ウェブの回答率は郵送より低く，若年層の回収率向上

には貢献できていない．ウェブ回答者は，男性，若年者，未婚，高学歴，そして就業者である傾向

が強い．項目無回答率については，個人属性を統制した後も項目全般，およびセンシティブな項目

全般についてウェブは郵送よりも低かった．しかし，センシティブな項目のうち，SOGI項目につ

いては，ウェブの項目無回答率は郵送と同程度であり，ウェブでより多くの回答を得られる，といっ

た傾向はみられなかった．全般的な無回答傾向に男女差はみられないが，SOGI項目に関しては，

女性は男性よりも無回答率は高い．データの質を精査するためには，モード別の回答分布について

も分析を進める必要がある．

キーワード：ミックスモード，センシティブな項目，性的指向と性自認のあり方



の柔軟性，入力された対象者の回答に基づく分岐設問や選択肢の提示による論理エラーの

回避，といった高い利便性があり（三輪ほか 2020），2000年以降，マーケティング分野に

おいてその利用が急増した（本多・本川 2005）．また，日本学術会議社会学委員会Web

調査の課題に関する検討分科会（2020）は，従来型社会調査では質問することが困難だっ

たセンシティブな質問（精神疾患や性的指向など）について，ウェブ調査は知見を得るこ

とが可能であり，この利点を積極的に活用すべきである，と述べている．更には政府統計

についても報告者負担軽減の観点から，インターネットの導入が推進されており，2015年

からの国勢調査にみられるように，ウェブを回答方法の一選択肢とする調査は増加傾向に

ある（総務省 2018）．その一方，学術研究におけるウェブ調査利用の成果物はまだ多くは

ない（三輪ほか 2020）．しかし，ウェブ調査データのカバレッジ誤差，無回答誤差，そし

て測定誤差等のデータの質を計測するための実験的な研究は行われており（本多・本川

2005,本多 2006,萩原 2019,萩原ほか 2018a,2018b,吉村 2020a），学術研究における

インターネットの利用は，その質に関して検証途上にある．

研究者の間でウェブ調査の利用にためらいがみられるのは，同じ問でも回答収集方法の

違いにより回答結果に違いが生じることもあるが（本多・本川 2005），調査会社の登録モ

ニターを調査対象として用いた場合，サンプルの代表性に問題があるためである（本多・

本川 2005,本多 2006,吉村 2020a）．一方，従来通り住民基本台帳等の名簿からサンプ

ルを無作為抽出し，これらの人々に紙の調査票を配布し，回答方法の一選択肢としてウェ

ブを用いるミックスモード方式もある．これまで行われた郵送とウェブ回答によるデータ

を比較するための実験的な調査では，名簿から無作為抽出された対象者にウェブのみで回

答を求めた場合，紙の調査票のみを用いた調査よりも回収率が低く，ウェブ単体での調査

はやる意味があまり無いとされている（吉村 2020a,日本学術会議 2020）．更に，回収率

が極端に低い場合には，無回答誤差が大きくなる可能性がある（本多・本川 2005）．

このような実験的研究では，通常，名簿から無作為抽出された対象者を2グループに分

け，1グループには郵送，もう1グループにはウェブで調査を行い，その結果を比較する．

しかし，住民基本台帳から無作為抽出した対象者にインターネットか郵送，どちらかでの

回答を対象者自身にゆだねるミックスモード方式の調査で，それぞれのモードによって得

られたデータの比較を行った分析は，これまでのところ見当たらない．今後，政府統計で

このような混合方式の調査が増加することが見込まれるため，モードにより回答率，項目

無回答率，そして回答分布にどのような違いがみられるのか，その特徴を把握することは

必要であろう．

本稿は，2019年に実施された「大阪市民の働き方と暮らしの多様性と共生にかんするア

ンケート」調査から，モード別にみた回答率，回答者の属性，項目無回答率の結果を報告

する．調査は，大阪市の住民基本台帳から無作為に抽出された18歳から59歳の大阪市民を

対象に行われた．郵送で紙の調査票，及びウェブ回答の案内を送付し，対象者はどちらか

のモードを選択して回答するミックスモード方式を採用した．この調査で用いられた郵送

とウェブ回答についてそれぞれの特徴を把握し，得られたデータの質を検証する．また，
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自記式調査は他記式調査と比べて，社会的望ましさバイアスやセンシティブな設問に関す

るバイアスがかかりにくいとされている（Tourangearuetal.2019）．しかし，本稿で分

析対象としているミックスモード調査（対象者選定は一つ，回答モードのみ対象者が選択）

において，センシティブな設問への回答が選択した回答モードによってどのように異なる

のか，といった分析事例は見当たらない．よって，本稿では，センシティブな設問，特に

SOGI項目に焦点を当て，モードによって無回答率に違いが生じるのか分析を行う．

Ⅱ．モード間の比較に関する先行研究

調査モードによる回収率，回答者属性，項目無回答率の違いについては，広範な先行研

究がある．ここでは，住民基本台帳等からの無作為抽出により抽出された対象者に，郵送

とウェブ回答を調査側が割り当てて調査を行い，その結果を比較した先行研究を中心にレ

ビューする．

1. 回収率

社会調査において回収率の低さが問題となっていることは既に述べたが，回収率は特に

若年層で低い．ウェブ調査が注目されているのは，スマートフォンやタブレット端末など

の情報機器への親和性が若年層で高いため，この世代の回収率の向上に役立つのではない

かと期待されているためである．

その一方，確率標本抽出に基づいて行われた調査モード別の回収率に関して明らかになっ

てきているのは，ウェブ調査の回収率の低さである（吉村 2020b,KwakandRadler

2002,Dillmanetal.2009,ShihandFan2007）．たとえばKwakとRadler（2002）は，

米国の大学の学生名簿から無作為で1,000人ずつ2グループの対象者を抽出し，1つのグ

ループには紙の調査票を郵送し，もう1つのグループには，ウェブで調査を行った．回収

率は，郵送で42.5％であったのに対し，ウェブでは27.4％と約15ポイントも低かった．

また，対象者に無作為に郵送とウェブを割り当てるミックスモード方式では，若年層の

回収率が低いことも指摘されている．たとえば，2013年に吉村らが行った実験的調査では，

選挙人名簿から無作為抽出した対象者を郵送回答グループとウェブ回答グループに振り分

け，回答者の属性の構成比と回答内容を比較した（吉村 2020a,2020b）．回収率をみると，

郵送が56.6％に達したのに対し，ウェブではわずか22.8％と郵送の半分にも満たなかった．

さらに年代別でみると，24-29歳の若年層で郵送での回収率が58.3％であったのに対し，

ウェブ回収率は25.8％と低く，ウェブであっても若年層の回収率は低かった．ウェブ回答

という選択肢を導入しても，若年層の有効回収率が上昇しないという課題は，世界の様々

な国で共通する現象であり，その解決策はまだ見つかっていない，というのが現状である

（萩原 2019）．

同じミックスモードの逐次方式についても，ウェブの回答率は低いようである．日本で

は，NHK放送研究所が郵送とウェブ調査を比較する興味深い実験を行っている（萩原ほ
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か 2018a,2018b,萩原 2019）．この実験では，2016年と2017年の計2回，住民基本台帳

から無作為抽出した男女を対象にウェブと郵送のミックスモード方式と郵送方式から得ら

れたデータの比較を行った．ミックスモード方式では，ウェブ回答数を最大限に伸ばすこ

とを優先してウェブ先行方式とし，未回答者には郵送で調査票を送る逐次混合方式を採用

した．その結果，2016年調査の有効回収率は43.5％（ウェブ回答20.2％，郵送回答23.3％）

であったのに対し，比較用郵送回答は63.4％であり，ミックスモード方式の回収率は郵送

回答を約20ポイント下回る結果となった．ウェブ先行で実施したにもかかわらず，ウェブ

の回収は伸びず，ウェブと郵送はほぼ同率という結果であった．

2017年に行った2回目の調査もウェブ先行方式で行われ，有効回収率は54.5％（ウェブ

回答46.5％，郵送回答8.0％）と，前回の43.5％を上回った．比較用郵送調査の有効回収率

は59.1％であり，ミックスモード方式は郵送調査よりは低いものの，ウェブ回収率が大幅

に伸びたことが全体の有効回収率の増加に貢献した．年代別に有効回収率をみると，ウェ

ブ回答は全体，男女，年齢，男女年齢別のすべての区分で，比較用郵送を下回っていた．

その一方，ミックスモード全体の有効回収率は，男女ともに30代以上の年齢層で比較用郵

送と統計的に差がない水準にまで高まることが明らかになった（萩原ほか 2018a）．しか

し，ウェブをプラスしても，若年層の有効回収率を向上させるほどの効果はみられなかっ

た．

2017年調査でこれだけウェブ回答の回収率が大きく上昇したのは，（1）謝礼品を「後渡

し」から「前渡し」に変えたこと，（2）回答締切日までの期間が長すぎて，回答を後回し

にした対象者が多かったと推測されることから，期限を1か月から8日間に短縮したこと，

（3）ウェブ未回答の対象者に，調査票を郵送するタイミングが早すぎたために，ウェブ回

答が伸びなかったと考えられるため，調査票の発送を「回答のお願い」を送付してから6

日後ではなく21日後と遅らせたこと，の3点が要因だとしている（萩原ほか 2018a）．

それでは，対象者が回答モードを選択するミックスモードのウェブでの回答率はどうで

あろうか．1990年代後半から10年間の間に実施された郵送とウェブのミックスモード方式

52の研究を対象にメタ分析を行ったShihとFan（2007）によると，ミックスモード方式

で回答者がモードを自己選択出来る場合，郵送とウェブの回収率の間に差はみられなかっ

た．また，郵便で対象者に調査依頼の手紙を本調査前に送付した場合，ウェブの回収率は

郵送と同レベルまで到達したという研究結果もある（Kaplowitzetal.2004）．しかし，

2015年にオンライン調査を導入した国勢調査の結果によれば，インターネット回答率はわ

ずか36.9％（うち，スマートフォンが12.7％）であった（総務省統計局 2016）．都道府県

別では，滋賀県の47.5％がもっとも高く，富山県や岐阜県など16の県で4割を超えている．

一方，インターネット回答率がもっとも低いのは沖縄県で22.1％，高知県（26.1％），東

京都（27.1％），鹿児島（28.7％）と続く．また東京都はスマートフォンでの回答率がもっ

とも低く，8.0％となっている．ウェブ調査を導入しても，若年層の多い東京都では回収

率の上昇にあまり貢献していないようである．

ミックスモードを導入するのは，コストをかけずに回収率を上げるためであるが，実際
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には郵送のみの場合よりも回収率が下がる場合がある（Tourangeauetal.2019）．

Tourangeauらは，その理由として，（1）回答の先延ばし，（2）パソコンの立ち上げ・パス

ワードの入力等の負担，（3）ログインの失敗等，の3点を挙げている（2019）．その一方，

督促時に最初に対象者にコンタクトを取ったモードと異なるモードを用いた場合，回収率

が高くなるとの報告もある（Dillmanetal.2009）．NHKの実験的研究でも明らかなよ

うに，ミックスモード式が郵送調査よりも回収率が高くなるか低くなるかは，様々な条件

によって変わる可能性があり，更なる研究の蓄積が必要である．

2. 回答者の属性

モード別の回答者の属性に関しては，ウェブ回答者で男性，若年層，そしてインターネッ

トを比較的使い慣れた対象者が多いことが判明している．上述した Kwakと Radler

（2002）が米国の大学の学生名簿から対象者を無作為抽出し，モード比較を行った研究の

回答者の属性をみると，ウェブ回答者は郵送回答者よりも男性が多く，若く，インターネッ

トを使う頻度が高く，より高度な機能を使いこなす傾向がみられた．

先に上げたNHK放送文化研究所が2017年に行った実験的研究では，ミックスモード方

式全体の回答者，ウェブ回答者，そして比較用の郵送回答者，それぞれについて基本属性

（性別，男女年齢別，都市規模別）を比べたところ，差はみられなかった．唯一，インター

ネットの利用頻度に関して，インターネットを「毎日のように利用している」と回答した

人の割合がウェブ回答者で87.7％のところ，郵送回答者では80.9％であり，ウェブ回答者

はインターネット利用頻度が高いことが判明している（萩原ほか 2018a）．

こうした傾向は，前述した吉村（2020a）の実験的研究でもみられる．吉村の実験では，

郵送回答者かウェブ回答者かを従属変数とし，人口学的属性から社会意識まで広範囲にわ

たる独立変数を投入してロジスティック分析を行った．その結果，独立変数で統計的な差

異を示すものは1つも無く，回答のモードが異なっていても両者の属性に違いはみられな

いことが確認された．つまり，確率標本抽出に基づいてサンプルが抽出されたこの調査で

は，回収率が低くても，調査モードが異なっていても対象者の属性に違いはみられなかっ

た．

更に，吉村は標本抽出台帳の違いによる影響を調べるため，業者の登録モニター，及び

住民基本台帳から無作為に抽出した対象者からウェブ回答を求める調査を2016年・2017年

の2回にわたって実施した（吉村 2020b）．この調査の住民基本台帳から抽出した対象者

のウェブ回答を比較したところ，2016年のウェブ回収率が29.4％，2017年の回収率が13.1

％と驚くほど低かったにもかかわらず１），両調査の回答者の属性に大きな違いは見られず，

2015年国勢調査ともほぼ同一のデータが得られていた．つまるところ，データの分布に偏

りがみられないゆえに，回収率が低くとも，データの質に大きな問題はないことを示唆す

る結果である．
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1）調査の本来の目的は，謝礼の効果について分析することであったため，謝礼を渡していない．



3. 項目無回答率

項目無回答率とは，回収された調査票の設問のうち，無回答であった設問の割合である．

調査モード間で回答者の属性に違いがなくても，調査モードが異なるために回答率に差が

生じる可能性はある．項目無回答率が低いことは，データの質の高さを示す一つの目安と

なる．

ウェブ調査では，対象者が無回答のまま先に進もうとした場合，回答したか否かを尋ね

る確認のメッセージを出す等の対応が柔軟にできるため，このような手法を用いればウェ

ブ調査の方で無回答率は低くなることが見込まれる．しかし，特にこのような操作を行わ

なくとも，郵送調査とウェブ調査とを比較した場合，ウェブ調査の方で項目無回答率が低

いという結果を示す研究は多い（Tourangeauetal.2019,SchaeferandDillman1998,

KwakandRadler2002）．

米国の学生の名簿から対象者を1,000人ずつ無作為抽出し，1つのグループには郵送，

もう1つのグループにはウェブで調査を行ったKwakとRadler（2002）によると，郵送

回答者と比べてウェブ回答者の項目無回答数は有意に低かった．両者の差は，特に選択式

の設問で大きく，記述式の設問では差はみられなかった．記述式の設問については，ウェ

ブ回答者の方が多く記述する傾向がみられたが，調査票最後の調査へのコメント欄に関し

ては，郵送回答者の方が多く記述する傾向がみられた．モード間の差は，個人の属性をコ

ントロールして回帰分析を行っても残っていたため，個人属性の違いによりウェブ回答で

無回答率が低かったわけではない．この結果について，KwakとRadler（2002）は，郵

送調査の方でコメント欄のスペースが大きかったためではないか，と解釈している．逆に

郵送とウェブ回答者を無作為に調査対象者に割り当てたMillarらの研究では（Millar

andDillman2012），全般的な項目無回答率に差はみられなかったものの，記述式の設問

ではウェブの方で無回答率が高く，その他の設問では郵送の方で高いという結果が得られ

ている．

また，紙の調査票の方がコンピュータ支援型モードよりも項目無回答率が低かった，と

いう研究もある．Dennistonらは（2010），米国の15州における高校生を対象に，危険な

行動（タバコ・アルコール消費行動，性行動等）に関して，クラス内で紙の調査票と3種

類のコンピュータ支援型調査（（1）紙の調査票と同じ構造，（2）入力された回答を元に，該

当する選択肢が自動的に提示されるようにプログラムされた構造，（3）クラス内ではなく，

自分の好きな場所でコンピュータ支援型の調査に回答），の4種類のモードを比べた．そ

の結果，最も無回答率が低かったのは，紙の調査票であった．Dennistonらは，この実

験で用いられたコンピュータ支援型では，モニターに映し出された設問と回答が，他のク

ラスメートにも大きく見える形でディスプレイされるため，プライバシーが守られなかっ

たことが要因ではないか，と述べている．

NHK放送文化研究所による郵送とウェブを比較した調査では，残念ながら項目無回答

について触れていない．その点，郵送とウェブの比較ではないが，杉野らの研究が参考に

なる．杉野ら（2015）は，紙の調査票，コンピュータ支援による他記式調査 CAPI
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（Computer-AssistedPersonalInterviewing），同じくコンピュータ支援による自記式調

査CASI（Computer-AssistedSelf-Interviewing）の3つのモード形式を，確率抽出標

本に無作為に割り当てて実験的な比較研究を行った．その結果をみると，項目無回答率の

平均は，調査票最後に配置した収入等のセンシティブな設問4問についてはCAPIで9.8

％，CASIで11.1％，紙の調査票で5.0％であり，紙の調査票で低いという結果となってい

る．一方，その他の設問群では，特に大きな違いはみられなかった．

先行研究からは，ウェブと郵送調査を比べた場合，ウェブ調査の方で無回答率が低いと

いう知見が多いが，質問の形式や記入欄のレイアウト，センシティブな項目か，プライバ

シーが守られていると対象者が感じられるか，といった様々な要因で無回答率は変わると

いうことが示唆されている．

Ⅲ．調査の概要

以下では，筆者がメンバーとして参加した「大阪市民の働き方と暮らしの多様性と共生

にかんするアンケート」調査（以後「大阪市民調査」）について取り上げる．「大阪市民調

査」は，「働き方と暮らしの多様性と共生」研究チーム（研究代表者：釜野さおり）によ

り大阪市の協力を得て2019年1月に実施された（詳しくは，釜野ほか 2019参照）２）．母集

団を2018年10月1日時点の大阪市住民基本台帳に登録されている18歳から59歳の市民とし，

その中から無作為に15,000人を対象として抽出した．調査の目的は，（1）性的指向・性自

認のあり方（以後SOGI３））別に生活実態を把握する，（2）人びとの性的指向・性自認の

あり方に関する意識，および国や自治体の施策に対する考え方や，それらと社会経済的属

性との関連を分析する，（3）大阪市における性的指向別の割合および性自認のあり方別の

割合をとらえ，統計学的に根拠のあるSOGI別人口の推計方法を検討する，の三つであ

る（釜野ほか 2019）．以上の3点について明らかにするため，仕事・職場，家計・収入，

心身の健康，性にかかわること，家族とのこと，周りの人との関係等についてたずねた．

大阪市民調査は，郵送またはウェブ回答を調査対象者の選択にゆだねる同時混合方式で

実施した．調査対象者には2019年1月16日に調査書類一式を郵送し，1月25日にお礼状を

兼ねた督促状を発送した．また，調査書類と共に大阪市に本社のある会社のペンを同封し，

記入用兼謝礼とした．ウェブで回答する場合は，調査票と一緒に送付された個別IDとパ

スワードを用い，回答者がウェブ上に開設された回答用ページにアクセスし，回答を入力

することとした．

ウェブ調査の場合，無回答をできるだけ少なくするため，回答しない限り次の質問に進

めない設定や，回答するように促すアラートを表示すること等が可能となる．このような

操作を導入することにより無回答を減らすというメリットはあるが，答えたくない設問が
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2）アンケート実施時のホームページは，（http://acv.osaka-chosa.jp/）を参照．

3）SexualOrientationandGenderIdentityの略



ある時や，選択肢に適切な回答が含まれていない場合，回答者がそこで脱落してしまうリ

スクも生じる．また，モードにより回答差が大きくなる可能性がある．そこで，今回の調

査では，特に重要な設問や分岐元になる設問にアラートを表示し回答必須とした．アラー

トを表示したのは，問1業状況，問1-1仕事をしていない理由，問10休職や無職の経験，

問19希死念慮，問25年齢，問27世帯人員数，問30子どもの数，問44出生時の性別，問48

同性パートナーと付き合った経験の9問である．

2019年3月7日までに4,294人分の調査票が回収された．そのうち，対象者以外の人が

記入したことが明らかであった調査票と，記入状況が極端に悪い9人分の調査票を無効と

し，最終的に4,285票が有効票となった．

Ⅳ．結果

1. 有効回収率

有効票4,285票の調査対象者数15,000人に対する有効回収率は28.6％，男性で23.2％，女

性では33.9％と女性で高い（図1）．男女年齢別にみると，男性では年齢の上昇と共に有

効回収率は上昇する傾向がみられ，18-24歳ではわずか12.0％であるが，55-59歳では38.9

％と最も高い．女性についても，年齢の上昇と共に有効回収率は上昇する傾向がみられる．

しかし，35-39歳で38.1％と一度ピークに達した後，40-44歳で32.4％に下がり，そこから

再び上昇し55-59歳で46.6％と最高値に達する．35-39歳で一度頭打ちになるのは，子育て

で在宅中の対象者が多いためと思われる．

大阪市が概ね5年おきに実施している「大阪市人口移動要因調査」が2019年8月から9

月末までの期間，やはり郵送またはインターネット回答のミックスモード方式で行われ，

回収率は24.5％であった（大阪市都市計画局 2020）．「大阪市人口移動要因調査」のモー

ド別回収率に関する記載は見当たらないが，本プロジェクトの大阪市民調査全体の回収率

は，センシティブな項目を多く含む内容であったにもかかわらず，妥当なレベルであった

と考えられる．
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図１ 男女・年齢別・モード別，回答率

注：全体は，性別・年齢不詳を含む．男性・女性全体は，年齢不詳をふくむ



次にモードに注目すると，第1に，全体，男女別，男女年齢別，どの区分でみても，郵

送の方がウェブよりも回答率が高い．全体の有効回収率28.6％のうち，郵送は22.0％，ウェ

ブは6.6％であり，有効回収数に占める割合は郵送で77％を占める．第2に，年齢とウェ

ブの回答率の関係は男女によって異なる．ウェブの導入は，若年者の回収率の上昇に貢献

することが期待されているが，男性全体のウェブ回答率は7.0％のところ，18-24歳のウェ

ブ回答率は4.3％，25-29歳で5.4％と全体よりも低く，ウェブを導入した効果はみられない．

しかし，ウェブ回答率は年齢と共に緩やかに上昇し，55-59歳では9.5％と1割弱に達する．

若年層の方がインターネットへの親和性が高いとはいえ，中高年男性のウェブ回答率が低

いわけではない．一方，女性全体のウェブ回答率は6.1％であるが18-24歳では5.5％，

25-29歳では6.5％であり，全体と比べて遜色無いレベルに達している．ウェブ回答率は，

35-39歳で8.1％とピークに達し，その後は緩やかに低下し，55-59歳では4.2％と18-24歳よ

りも低くなる．女性では，年齢の上昇と共にウェブでの回答率も上がるという傾向はみら

れない．

ウェブ調査では，回答者が入力した回答以外にも，入力に用いたデバイスなどのログが

パラデータとして記録されるため，これらの情報を回答の質の精査に用いることができる．

ここではウェブ調査回答にあたり， 入力に用いたデバイスをスマートフォン

（iPhone/Android）とPC（iPad/Windows/Mac）に分け，それぞれの回答率を算出し

た（図2）４）．ウェブ回答では，PCよりもスマートフォンを用いるケースの方が多く，ウェ

ブ回答6.6％の内訳は，スマートフォンが4.0％，PCが2.5％となっている．男女別にみる

と，スマートフォンの回答率は男性が3.6％，女性が4.5％であり，女性の方が高い．また，

男性ではスマートフォンとPCの回答率が3.6％と3.5％でほぼ同レベルであるのに対し，

女性はスマートフォン（4.5％）の方がPC（1.6％）よりも高い．年齢別にみると，男性

は30代前半まではスマートフォンの回答率の方が高いが，30代後半以降はPCでの回答率

の方が高くなっている．一方，女性はすべての年代において，スマートフォンでの回答率

の方が高い．これは，「郵送依頼ウェブ回答方式」で調査を行った先行研究とも一致する

（星・渡辺 2018）．
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4）入力デバイスが不明の者が1名いたが，PCに分類した．



2. 回答者の属性

次に回答者の性別・年齢別構成比を，母集団である大阪市の住民基本台帳人口とモード

別に比較したものを表1にまとめた．男女合計の郵送・ウェブを合わせた年齢別構成比は，

大阪市と比較すると18-29歳で低く50-59歳で高い傾向がみられる．若年層で低く中高年層

で高い傾向は，既存の調査方式でも共通してみられる特徴である．ここで興味深いのは，

郵送とウェブ回答者を合わせた男女年齢別構成比は，郵送回答者の男女年齢別構成比より

も母集団である大阪市住民基本台帳との差が小さい点である．たとえば，大阪市における

18-24歳の構成比は13.2％のところ，郵送回答者は6.5％と6.8ポイント低い．この年齢層の

ウェブ回答数は94人とわずかであるが，回答者の構成割合が9.5％と郵送回答者よりも高

いため，郵送とウェブ合計では7.2％となり，若干ではあるが郵送のみよりも大阪市の構

成比との差は縮小する．また，大阪市の55-59歳の構成比は10.3％であるが，郵送は16.7％

と6.4ポイント高い．しかし，これもウェブを導入したことにより，郵送とウェブ合計で

15.4％に減少し，大阪市との差は5.1ポイントに縮小する．

―476―

図２ デバイス別，回答率

表１ モード別，年齢構成比

男女合計 大阪市との差

大阪市 郵送とウェブ 郵送 ウェブ 郵送とウェブ 郵送 ウェブ

18-24歳 13.2 7.2 6.5 9.5 -6.1 -6.8 -3.7

25-29歳 11.9 8.6 7.8 11.3 -3.3 -4.0 -0.6

30-34歳 12.2 11.0 10.8 11.8 -1.3 -1.5 -0.5

35-39歳 12.2 12.8 12.4 14.1 0.6 0.2 1.9

40-44歳 13.4 13.4 12.8 15.5 0.0 -0.6 2.1

45-49歳 14.5 15.2 15.0 15.8 0.7 0.5 1.3

50-54歳 12.2 14.3 15.2 11.1 2.1 3.0 -1.1

55-59歳 10.3 15.4 16.7 10.9 5.1 6.4 0.6



更に，男女別に居住区の構成比を，母集団である大阪市の住民基本台帳と比較した．居

住区の構成比については，概ね大阪市からの乖離はみられなかったが，西成区に居住する

男性の構成比が大阪市では3.7％であるのに対し，ウェブ回答者は0.9％と低かった．また，

北区の女性の構成比が大阪市では5.4％であるのに対し，ウェブ回答者は9.1％と高かった．

それでは，郵送回答者とウェブ回答者の属性に違いはみられるのだろうか．この問いは，

モード別の項目無回答率や回答分布の分析を行う際に重要である．もし，モードによって

回答者の属性に違いがあるのなら，モード別の測定誤差を計測する際に，回答者の属性を

コントロールする必要がある．NHKによる先行研究（萩原ほか 2018a）では，対象者に

回答モードを無作為に割り当てて調査を行っている．しかし，大阪市民調査の場合は，対

象者が自ら回答方式を選ぶ方式であるため，回答方法によってセレクションバイアスがか

かっている可能性が高いことに留意する必要がある．セレクションの補正に関しては今後

の課題とし，ここではモード別にみた回答者の属性の違いを検証するため，回答が郵送で

あったか，ウェブであったかを従属変数とし（郵送=0，ウェブ=1），個人属性（性別，

年齢，配偶関係，学歴，就業状況）を独立変数に投入したロジスティック回帰分析を行っ

た（表2）．
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表２ 回答モードによる回答者属性の違い

回答モード

（郵送=0,ウェブ=1）

β s.e.

性別（基準：男性）

女性 -0.649 0.080 ***

年齢 0.052 0.027 *

年齢二乗 -0.001 0.000 **

配偶関係（基準：未婚）

有配偶 -0.398 0.088 ***

離死別・その他 -0.391 0.157 **

学歴（基準：小・中学校）

高校 0.246 0.355

専門・専修学校 0.514 0.359

短大・高専 0.296 0.368

大学・大学院 0.593 0.353 *

就業状況（基準：仕事をしていない）

仕事をしている 0.246 0.115 **

定数 -1.791 0.608 ***

ｎ 4,086

pseudoR2 0.042

*p<0.1,**p<0.05,***p<0.01



この結果をみると，郵送回答者とウェブ回答者では，個人属性に大きな違いがあること

がわかる．性別をみると，女性に比べて男性は郵送よりもウェブを選択する傾向が強い．

年齢はウェブ選択に関して逆U字型の関係にあり，26歳までは郵送よりもウェブで回答

する傾向が強いが，それ以降は郵送回答の傾向が強くなる．配偶関係についてみると，有

配偶，離死別・その他と比べて未婚者は，ウェブを選択する可能性が高い．学歴では，小・

中学校卒と比べ，大卒以上の学歴の者は，ウェブで回答する傾向が強い．最後に就業状況

であるが，仕事をしていない対象者に比べ，仕事をしている対象者はウェブで回答する傾

向が強い．

居住区についてもダミー変数を投入し，ロジスティック回帰分析を行った．その結果，

調査票が配布された段階で大阪市外に居住する対象者５）と比べ，大正区，旭区の対象者が

郵送を選択する傾向が強く10％水準で有意となった．また，西成区の居住者は，郵送を選

択する傾向が5％水準で有意に高かった．しかし，これらの居住区の差は，個人属性を統

制することにより，みられなくなった．

3. 項目無回答率

ここからは，データ・クリーニング前の生データを用い，不詳ではなく，純粋に回答の

無かったケースに注目する．設問に，「〇は1つ」と注意書きがあるにもかかわらず〇を

複数の選択肢につける，どの数字に〇がつけられているのか判別不能，といったケースは

「不詳」となり，分析に使えなくなるのは無回答と同じである．しかし，「不詳」は，少な

くとも対象者に回答する意思はあったとみなすことは出来る．当てはまるものに〇をいく

つでも付けることが出来るマルチ形式の設問については，全ての選択肢に〇がついていな

い場合を無回答とした．

分析では，全員が回答対象の選択式の設問（分岐後の設問，ウェブで回答必須とした設

問，記述回答を除く）全97項目と，その中からセンシティブな設問41項目を取り出し，モー

ド別の無回答率について分析を行った．TourangeauとYan（2007）によると，センシ

ティブな設問とは，社会的望ましさに関連する項目はもちろん，回答者が差し出がましい

と感じる設問や，真実を回答することにより，後に波及効果がもたらされる恐れがある設

問を指す．米国での先行研究では，ドラッグの使用，性的な行動，投票行動，そして収入

に関する事項は，センシティブな設問とされている（TourangeauandYan2007）．本

稿では，センシティブな設問を，（1）収入・家計，（2）いじめられた経験（自分が受けたこ

と），（3）学歴，（4）SOGIに関する意識，（5）回答者自身のSOGI，の5グループに分類し，

分析を行った（表3）．
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5）対象者抽出時点では大阪市に居住していたが，調査時点で大阪市外に転出．
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表３ センシティブな設問項目

項目 設問 設問内容 設問

収
入
・
家
計

問38
昨年1年間の世
帯収入

昨年1年間にあなたのお宅（世帯）では，全体でどれくらいの収入（税込）がありましたか．
生計を共にしている方々の分も合わせ，すべての収入（年金，給付金，家賃収入，配当金，仕
送りなどを含む）についてお答えください（〇は1つ）

問39 世帯の貯蓄額
あなたのお宅（世帯）の預貯金等（貯蓄）の総額はどれくらいですか．もっとも近いものに〇
をつけてください．（〇は1つ）

問40
電気・ガス料金
の未払い等

あなたのお宅（世帯）では，過去1年間の間に，経済的な理由で次のようなことがありました
か．それぞれについて，あてはまるものに1つ〇をつけてください．
（1）電気・ガス料金の未払い
（2）家賃の滞納
（3）住宅ローンの滞納
（4）その他の債務不履行

い
じ
め
ら
れ
た
経
験

問21
小学校から高校
時代のいじめら
れた経験

小学校から高校時代のあいだに，次の（1）から（6）のようなことはありましたか．（ア）と（イ）の
それぞれについて，「ある」，「ない」のどちらかに〇をつけてください．
小・中学校や高校での友人や同級生による・・・
（1）不快な冗談，からかい
（2）暴力的行為
（3）「ホモ」「おかま」「レズ」「おとこおんな」「オネエ」といったことにかかわる，不快な冗

談，からかい
（4）「ホモ」「おかま」「レズ」「おとこおんな」「オネエ」といったことでふるわれる，暴力的

な行為
（5）民族，人種，国籍などにかかわる不快な冗談，からかい
（6）民族，人種，国籍などに関してふるわれる暴力的行為

問22
大人になってか
らのいじめられ
た経験

大人になってからの，身近な人による・・・
（項目は問21と同じ）

学
歴

問32 自分の学歴
あなたが通った学校について，（1）最後に通った（または通っている）学校と，（2）その学校の
卒業・中退・在学中の別をお答えください．

問35 両親の学歴
お父さまとお母さまが，最後に通った（あるいは在学中の）学校は次のどれにあたりますか．
卒業，中退，在学中は問いません．

S
O
G
I意

識

問42

同性同士の恋愛
感情，性行為，
および性別を変
える人について
どう思うか

次の（1）～（7）のそれぞれについて，あなたのお考えにもっとも近いものを1,2,3,4から1つ選ん
で〇をつけてください．（それぞれ〇は1つ）
（1）男性が男性に恋愛感情を抱くのはおかしい
（2）女性が女性に恋愛感情を抱くのはおかしい
（3）男性どうしの性行為は，気持ちが悪い
（4）女性どうしの性行為は，気持ちが悪い
（5）男女間の性行為は，気持ちが悪い
（6）性別を男性から女性に変えるのは気持ちが悪い
（7）性別を女性から男性に変えるのは気持ちが悪い

問43

同僚や家族に同
性愛者，性別を
変えた人がいた
らどう思うか

以下の人が同性愛者や性別を変えた人だったらあなたはどう思いますか．（1）～（6）のそれぞれ
について，あなたのお気持ちやお考えにもっとも近いものを1,2,3,4の中から選んで〇をつけて
ください．
以下の人が同性愛者だったら・・・
（1）職場の同僚
（2）自分の子ども
（3）仲の良い友人
以下の人が性別を変えた人だったら・・・
（1）職場の同僚
（2）自分の子ども
（3）仲の良い友人

回
答
者
自
身
の

S
O
G
I

問46 性的指向

次の中で，あなたにもっとも近いと思うものに〇をつけてください．（〇は1つ）
1異性愛者，すなわちゲイ・レズビアン等ではない［異性のみに性愛感情を抱く人］
2ゲイ・レズビアン・同性愛者［同性のみに性愛感情を抱く人］
3バイセクシュアル・両性愛者［男女どちらにも性愛感情をだく人］
4アセクシュアル・無性愛者［誰に対しても性愛感情を抱かない人］
5決めたくない・決めていない
6質問の意味がわからない

問47

恋愛感情を抱く
相手の性別，性
的に惹かれる相
手の性別，セッ
クスをする相手
の性別

次の1～3について，（ア）これまでのことと，（イ）最近の5年間のことについて，それぞれもっ
とも近いものを1～6から1つずつ選んで〇をつけてください．
（1）あなたが恋愛感情を抱く相手
1男女どちらにも恋愛感情を抱いたことがない
2男性のみ
3ほとんどが男性
4男性と女性同じくらい
5ほとんどが女性
6女性のみ
（2）あなたが性的に惹（ひ）かれる相手
（3）あなたがセックスをする相手



まず，全97項目の中でもっとも無回答率の高かった5項目をモード別に示す（表4）．

郵送では，「最後に通った学校の卒業・在学の別」が19.4％と極めて高く，続いて「母親

の出生国」の5.6％，「パートナーシップを証明する制度」に対する考え（4.1％），「性同

一障がいなどの性別違和の方に配慮した申請書類等の性別記載欄の見直し」に対する考え

（3.7％），「小・中学校や高校での友人や同級生による暴力的行為」に関する経験（4.7％）

と続く．ウェブ回答では，「最後に通った学校の卒業・在学の別」，「あなたが性的に惹か

れる相手」，「パートナーシップを証明する制度」に対する考えの無回答率が1.4％で並ん

だ．「性同一障がいなどの性別違和の方に配慮した申請書類等の性別記載欄の見直し」に

対する考えは1.2％，「あなたがセックスをする相手」，「LGBTなどの性的少数者の方々が

日常生活を営むうえで直面している課題と思われるもの」が1.0％で続くが，上位5項目

ですべて1％台と低い．

郵送で無回答率が高かった「最後に通った学校の卒業・在学の別」と「母親の出生国」

については，調査票のレイアウトの問題で無回答率が高くなったのではないかと思われる．

「最後に通った学校の卒業・在学の別」は，ページの1番上に，そして「母親の出生国」

は，ページの一番下にレイアウトされている．どちらも，左側に一つ前の設問が配置され

ており，そこから右側に移動して回答する形式になっている．しかし，調査票の他の設問

は，一つ回答するごとに下へ移動する形式になっていた．そのため，右側に動線が移動す

る設問は，見過ごされる可能性が高かったことが考えられる．一方，この設問はウェブ回

答でも無回答率が高いため，調査票レイアウトの問題ではない可能性も否定できない．郵

送・ウェブ両方で「性同一障がいなどの性別違和の方に配慮した申請書類等の性別記載欄

の見直し」に対する考え，の無回答率が高かったが，文言が長いため読み飛ばされる可能

性が高くなってしまったか，または，意味するところがわからなかった可能性もある．
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表４ モード別，無回答率の高い項目
（％）

合計 郵便 ウェブ

問32(2)
最後に通った学校の卒

業・在学の別
15.3 問32(2)

最後に通った学校の卒

業・在学の別
19.4 問32(2)

最後に通った学校の卒

業・在学の別
1.4

問36(2) 母親の出生国 4.5 問36(2) 母親の出生国 5.6 問47(2)
あなたが性的に惹かれ

る相手（最近の5年間）
1.4

問53(6)
パートナーシップを証

明する制度
3.5 問53(6)

パートナーシップを証

明する制度
4.1 問53(6)

パートナーシップを証

明する制度
1.4

問53(4)

性同一障がいなどの性

別違和の方に配慮した

申請書類等の性別記載

欄の見直し

3.1 問53(4)

性同一障がいなどの性

別違和の方に配慮した

申請書類等の性別記載

欄の見直し

3.7 問53(4)

性同一障がいなどの性

別違和の方に配慮した

申請書類等の性別記載

欄の見直し

1.2

問52

LGBTなどの性的少数

者の方々が日常生活を

営むうえで直面してい

る課題と思われるもの

2.9 問21(2)

小・中学校や高校での

友人や同級生による暴

力的行為

3.6 問47(1)
あなたがセックスをす

る相手（最近の5年間）
1.0

問53(2) 企業・事業者への啓発 2.9 問52

LGBTなどの性的少数

者の方々が日常生活を

営むうえで直面してい

る課題と思われるもの

1.0



次に，全項目・センシティブな項目（合計），および5つに分類した各センシティブな

項目について，無回答項目数の最大値・最小値・平均，そして分布をモード別に表5に整

理した．全項目についてみると，平均無回答数は，郵送が2.04，ウェブが0.46であり郵送

の方が高い．また，無回答の分布についてみると，無回答ゼロの構成比が郵送では58.0％

であるのに対し，ウェブでは83.7％でありウェブ回答で無回答傾向が低いことがわかる．

同様の傾向はセンシティブな項目（合計）についても観察され，平均無回答数は郵送では

0.73であるが，ウェブでは0.19である．また，無回答ゼロの構成比は，郵送が85.0％，ウェ

ブが92.4％であり，やはりウェブで無回答は少ない．

平均無回答数を見る限り，すべての項目についてウェブの方が郵送よりも低いが，無回

答の分布についても，「収入・家計」では無回答ゼロの構成比が郵送で94.2％，ウェブで

98.5％とウェブで無回答無しの割合は高い．「いじめ」，「学歴」についても同様である．

「SOGI意識」，「回答者自身のSOGI」については，無回答無しの構成割合は郵送とウェ
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表５ モード別，無回答に関する記述統計

全項目 センシティブな項目（合計） 収入・家計

合計 郵送 ウェブ 合計 郵送 ウェブ 合計 郵送 ウェブ

全項目数 97 97 97 41 41 41 6 6 6

最小値 0 0 0 0 0 0 0 0 0

最大値 77 77 39 38 38 21 6 6 6

平均無回答項目数 1.66 2.04 0.46 0.60 0.73 0.19 0.10 0.12 0.03

無回答の分布（％）

無し 63.9 58.0 83.7 86.7 85.0 92.4 95.2 94.2 98.5

1問 18.7 20.9 11.2 5.1 5.1 5.1 2.1 2.4 0.8

2問 5.5 6.6 1.7 2.6 3.1 0.8 1.5 1.9 0.4

3問以上 12.0 14.5 3.5 5.6 6.8 1.7 1.2 1.5 0.3

合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

Χ2(3)=226.92,p=0.00 Χ2(3)=54.37,p=0.00 Χ2(3)=30.14,p=0.00

n 4,285 3,300 985 4,285 3,300 985 4,285 3,300 985

いじめ 学歴 SOGI意識 回答者自身のSOGI

合計 郵送 ウェブ 合計 郵送 ウェブ 合計 郵送 ウェブ 合計 郵送 ウェブ

全項目数 12 12 12 3 3 3 13 13 13 7 7 7

最小値 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

最大値 12 12 10 3 3 2 13 13 7 7 7 6

平均無回答項目数 0.21 0.25 0.07 0.04 0.05 0.01 0.12 0.14 0.03 0.01 0.16 0.05

無回答の分布（％）

無し 95.7 95.2 97.2 97.5 97.0 99.3 97.4 97.1 98.6 96.3 96.0 97.4

1問 1.9 1.8 2.2 0.9 1.2 0.2 0.5 0.4 0.9 1.2 1.0 1.9

2問 0.3 0.3 0.0 1.2 1.5 0.5 0.9 1.1 0.2 0.5 0.6 0.2

3問以上 2.2 2.6 0.6 0.3 0.4 0.0 1.2 1.4 0.3 2.0 2.4 0.5

合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 1.4 100.0 100.0 100.0 100.0

Χ2(3)=18.6310,p=0.00 Χ2(3)=17.0976,p=0.00 Χ2(3)=19.0571,p=0.00 Χ2(3)=21.71,p=0.00

n 4,285 3,300 985 4,285 3,300 985 4,285 3,300 985 4,285 3,300 985



ブ間の差はさほど大きくない．

しかし，ウェブの方が郵送より無回答の傾向が低いのは，表2で明らかになったように，

ウェブ回答者の方が，郵送回答者よりも大卒以上の学歴の者が多く，結婚経験のある者よ

り未婚者が多く，仕事をしている者が多い，といった個人属性によるものかもしれない．

そこでモードの無回答に対する影響をみるために，無回答の有無を従属変数とし（無回答

無し=0，無回答有り=1），モードのダミー変数（郵送=0,ウェブ=1）及び個人属性

（性別，年齢，配偶関係，学歴，就業状況）を独立変数として投入したロジスティック回

帰分析を行った（表6）．

まず全項目を対象としたモデルについてモードの影響に着目すると，ウェブの方が郵送

よりも無回答が少ない傾向は，個人属性を投入しても残っている．つまり，ウェブ回答は

郵送回答よりも，無回答である可能性が低い．そして，投入した配偶関係，学歴，就業状

況に関する変数も無回答に影響を及ぼしている．具体的には，未婚と比べて有配偶で無回

答の傾向は低い．一方，離死別・その他の場合，無回答の傾向は未婚者と同程度である．

学歴では，小・中学校卒と比較して，全ての学歴で無回答になる傾向は弱くなり，大学・

大学院で最も低くなる．そして，仕事をしている人は仕事をしていない人よりも無回答の

傾向は低い．性別と年齢は，無回答に影響を及ぼしてはいない．同様の傾向は，センシティ
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表６ 無回答の有無に対するモードの影響（全項目，センシティブな項目合計）

全設問 センシティブな設問

（無回答無し=0,無回答あり=1） （無回答無し=0,無回答あり=1）

β s.e. β s.e. β s.e. β s.e.

モード（基準：郵送）

ウェブ -1.310 0.093*** -1.191 0.097*** -0.759 0.130*** -0.490 0.138***

性別（基準：男性）

女性 - - -0.048 0.075 - - 0.286 0.111**

年齢 - - -0.019 0.236 - - -0.063 0.033*

年齢二乗 - - 0.001 0.001 - - 0.001 0.001***

配偶関係（基準：未婚）

有配偶 - - -0.140 0.084* - - -0.485 0.119***

離死別・その他 - - 0.107 0.132 - - -0.130 0.173

学歴（基準：小・中学校）

高校 - - -0.708 0.270*** - - -0.674 0.297**

専門・専修学校 - - -0.660 0.275** - - -0.923 0.310***

短大・高専 - - -0.916 0.280*** - - -1.062 0.320***

大学・大学院 - - -1.162 0.270*** - - -1.177 0.301***

就業状況（基準：仕事をしていない）

仕事をしている - - -0.166 0.100* - - -0.290 0.134**

定数 -0.323 0.035*** 0.781 0.527 -1.737 0.049*** -0.155 0.716

ｎ 4,285 4,017 4,285 4,017

pseudoR2 0.042 0.058 0.012 0.048

*p<0.1,**p<0.05,***p<0.01



ブな設問を対象とした場合にも当てはまる．ただし，センシティブな設問については，性

別・年齢も関係してくる．全項目を対象とした時，性別による違いは有意ではないが，セ

ンシティブな設問について女性は男性よりも回答を控える傾向が強い．年齢については，

32歳くらいまでは無回答の傾向は低下するが，そこから上昇する．

次に，調査モードがセンシティブな設問への回答に与える影響をみるために，個別のセ

ンシティブ5項目それぞれについて，同様の分析を行った（表7）．それぞれのセンシティ

ブ項目について，モードのみを独立変数として投入したモデルでは，全てのモデルでウェ

ブは郵送よりも無回答の傾向が有意に低かった．

表7で興味深い点は2つある．1つ目は，ウェブ回答で無回答率が低いという全体的な

傾向に反し，SOGI項目に関しては，ウェブの無回答傾向も郵送と同程度まで上昇すると

いう点である．センシティブな項目の中でも，「収入・家計」，「いじめ経験」，「学歴」に

関しては，個人属性をコントロールした後もウェブの方が無回答率は有意に低い．日本学

術会議社会学委員会Web調査の課題に関する検討分科会（2020）は，センシティブな質

問（精神疾患や性的指向など）については，ウェブ調査を用いることで，より多くの知見

を得ることが可能である，と述べている．しかし，本研究の結果によれば，SOGI項目に
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表７ 無回答の有無に対するモードの影響（センシティブな項目別）」

収入・家計 いじめ 学歴 SOGI意識 回答者自身のSOGI

（無回答無し=0,

無回答あり=1）

（無回答無し=0,

無回答あり=1）

（無回答無し=0,

無回答あり=1）

（無回答無し=0,

無回答あり=1）

（無回答無し=0,

無回答あり=1）

β s.e. β s.e. β s.e. β s.e. β s.e.

モード（基準：郵送）

ウェブ -1.098 0.297***-0.434 0.218** -1.385 0.525***-0.365 0.300 0.001 0.235

性別（基準：男性）

女性 0.043 0.184 0.121 0.175 -0.076 0.286 0.421 0.249* 0.751 0.215***

年齢 -0.034 0.058 -0.062 0.051 -0.020 0.087 -0.063 0.072 -0.105 0.065

年齢二乗 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.002 0.001***

配偶関係（基準：未婚）

有配偶 -0.634 0.198***-0.192 0.192 -0.767 0.304** -0.355 0.255 -0.745 0.210***

離死別・その他 -0.015 0.258 -0.087 0.295 -0.327 0.425 -0.475 0.410 -0.942 0.339***

学歴（基準：小・中学校）

高校 -0.393 0.427 -0.630 0.452 0.053 0.748 0.691 1.026 -0.630 0.554

専門・専修学校 -0.736 0.456 -0.817 0.474* -0.857 0.824 0.347 1.050 -0.285 0.568

短大・高専 -0.854 0.473* -1.084 0.501** -0.486 0.818 0.517 1.050 -0.854 0.592

大学・大学院 -1.718 0.466***-0.959 0.457** -1.310 0.801 0.278 1.033 -0.612 0.557

就業状況（基準：仕事をしていない）

仕事をしている -0.546 0.205***-0.144 0.220 -0.657 0.310** -0.381 0.275 -0.291 0.239

定数 -1.566 1.235 -1.106 1.070 -2.542 1.867 -3.386 1.749* -2.258 1.431

ｎ 4,017 4,017 4,017 4,017 4,017

pseudoR2 0.090 0.014 0.077 0.028 0.069

*p<0.1,**p<0.05,***p<0.01



関してはこの限りではない．2つ目は，女性の回答傾向である．全項目を対象とした場合，

女性も男性も無回答傾向は同じである．しかし，センシティブな項目については，女性は

回答を控えがちであり，結果的に回答の傾向は男性よりも低くなってしまう（表6参照）．

表7によると，センシティブな項目の中でも「収入・家計」，「いじめ」，「学歴」について

は，女性の無回答の傾向は男性と同程度である．しかし，SOGI項目については，女性が

回答しない傾向は男性よりも有意に高くなる．

Ⅴ．まとめと課題

本稿では，郵送とウェブのミックスモードで行った大阪市民調査の回答率，回答者の属

性，項目無回答率について，モード別に比較し以下のような知見を得た．

・ウェブでの回答率は，郵送よりかなり低い．また，ウェブをもってしても，若年層の

回収率を上げることは出来ていない．

・ウェブ回答者が用いるデバイスには，男女によって違いがみられる．男性は年齢と共

にパソコンを用いる割合が増える．女性はスマートフォンでの回答割合が高い．

・ウェブ回答を選択する傾向は，男性で高く，18歳から26歳までの間で高く，未婚者，

大卒以上の学歴の者，就業している者が多かった．

・全ての項目・センシティブな項目の両方について，ウェブの方が郵送より無回答率が

低かった．

・センシティブな項目のうちSOGI項目では，ウェブの無回答率は郵送と同程度であっ

た．同じセンシティブな項目でも「収入・家計」，「いじめ」「学歴」に関しては，ウェブ

で無回答率は低かった．

・全般的に無回答率に男女の違いはみられないが，センシティブな項目に関して女性は

回答を避ける傾向にある．特にSOGI項目，中でも回答者自身のSOGIに関しては，男

性よりも無回答率は高い．

ウェブ回答を導入しても，若年層の回収率を向上させる効果はみられなかったが，ウェ

ブ導入により郵送のみよりも若年層と中高年層で母集団との差が縮小したこと，および項

目全般・センシティブな項目両方について項目無回答率が低いこと，といった利点がある

ことから，ミックスモードで調査を行った妥当性はあったと考えられる．特に近年におい

ては，回収率の高さよりも得られた回答の分布に偏りが無いことの方が重要であるとの見

解が確立しつつあり（吉村 2020b），その意味ではミックスモード調査から得られたデー

タは，十分分析に値すると考えられる．これは，大阪市民調査が対象とする被調査者の年

齢が18-59歳であったということも関係しているであろう．もしも年齢の上限がもっと高

ければ，高齢層からのウェブ回答自体が少なく，母集団からより乖離したものとなってい

た可能性は高い．

本分析では，郵送とウェブ回答者の個人属性に様々な違いが見出された．しかし，前述

したように，大阪市民調査は対象者が回答方法を選ぶ調査であるため，回答方法によって
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セレクションバイアスがかかっている可能性が高く，違いがみられるのは当然とも考えら

れる．今後の課題として，回答モード別に回答者の属性を比較する場合には，セレクショ

ンの補正を考慮に入れる必要がある．また，この違いは，「インターネットの利用頻度」

や「インターネットでよく使う機能」等の特徴を考慮することで，説明出来ていたかもし

れない．大阪市民調査の目的の都合上，「インターネットの利用頻度」等の設問を入れる

ことは出来なかった．よって，本研究で見出された郵送とウェブ回答者の違いは，インター

ネットの利用状況によってもたらされている可能性は否定出来ない．

さらに本研究の課題として挙げられるのは，SOGIをテーマとした調査を行う上で，こ

のテーマに関して回答を控えがちな女性が，なぜ回答をためらうのか，どうしたら回答す

るのか，分析を進めることであろう．性行動のようなセンシティブな設問について「社会

的望ましさ」が回答分布に与える影響については，多くの研究が蓄積されてきた．しかし，

「社会的望ましさ」は，性行動に関する設問に回答するか否か，についても生じているか

もしれない．また，データの質をより深く精査するためには，項目無回答率だけではなく，

回答分布についても分析を進める必要がある．今後の課題としたい．

（2020年11月10日 査読終了）
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AComparisonofResponseRate,RespondentProfile,
andItemNonresponsebetweenSurveyModes:
AnAssessmentfromSOGISurveybasedona

RandomSelectionfromBasicResidentRegistration

CHITOSEYoshimi

Thisstudyreportstheresultsofmodecomparisonfromthemixed-modeSOGIsurvey(mail

andweb)conductedin2019.Asampleof15,000Osakacityresidentswasrandomlyselectedfrom

theBasicResidentRegistration.Questionnairesweresentbymailandrespondentsansweredeither

bymailoronline.Webresponsesgeneratedalowerresponserateanddidnotcontributeinraising

responseratesoftheyoungergeneration.Webrespondentstendtobemale,young,notmarried,

highlyeducatedandworking.Webrespondentshadloweritemnonresponse,bothoverallandfor

sensitivequestionsevenaftercontrollingfordemographics.Amongsensitivetopics,webresponses

werefoundtohaveloweritemnonresponsefor"income,""bullying,"and"education,"andwere

atanidenticallevelwithmailresponsesfor"SOGI."Ingeneral,thereisnogenderdifferencein

itemnonresponse,butfor"SOGI"questionswomen'snonresponseishigherthanthatofmen.

Furtheranalysesofmodecomparisononscalequestionsneedtobecarriedouttoevaluatethe

qualityofthedata.

Keywords:mixed-modesurveys,sensitivequestions,sexualorientationandgenderidentity
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市区町村別にみた将来の人口増加率の要因分解

鎌田健司・小池司朗・菅桂太・山内昌和＊

Ⅰ はじめに

本稿は国立社会保障・人口問題研究所（以下，社人研）が平成30（2018）年3月に公表

した「日本の地域別将来推計人口（平成30年推計）」（以下，地域推計（平成30年推計））

において推計された市区町村別の将来の人口増加率について，その要因分解を行うことに

よって，人口動態率や推計開始時点である基準人口の年齢構造の影響を定量的に把握する

ことを目的とする．

2014年に発足したまち・ひと・しごと創生本部は地方自治体に「地方人口ビジョン」の

策定を促し，直近の人口動向に関する分析や出生率の上昇（希望出生率の実現等）・移動

率の変化（純移動率ゼロ等）を想定した将来の人口のシミュレーションを基にして，その
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本稿は国立社会保障・人口問題研究所が平成30（2018）年3月に公表した「日本の地域別将来推

計人口（平成30年推計）」における将来の人口増加率について，BongaartsandBulatao（1999）

の手法を用いて年齢構造要因・出生要因・死亡要因・移動要因の4要因に分解し，将来の人口変化

に対する各要因の影響を分析した．分析対象は福島県内市町村を除く1,682市区町村である．

その結果，将来の人口増加率に対する寄与度は年齢構造要因と移動要因が大きく，死亡要因の寄

与度は人口規模によらず4.6～4.8％であり，出生要因の寄与は総じて小さいことがわかった．一方

で，人口増加を促す仮定における出生率の上昇は人口規模が大きい地域ほど将来の人口増加率への

寄与度が大きく，純移動率の半減は人口規模が小さい地域ほど寄与度が大きくなるなど，人口規模

によって各要因の影響にばらつきがみられた．

人口モメンタムの分析では，長期的に人口が一定となる静止人口年次は概ね2075～2080年の間と

なることがわかった．沖縄県内の市町村を中心とした12地域は静止人口比が1を超え，2015年時点

において人口増加を内包した人口構造にあり，それ以外の1,670地域は長期的には人口減少が内包

された人口構造といえ，大都市圏を含めて全国的に人口減少が不可避な人口構造を持つことが明ら

かとなった．

【キーワード】地域別将来推計人口 人口増加率 要因分解 人口モメンタム

*早稲田大学教育・総合科学学術院



実現のための施策パッケージである「地方版総合戦略」につなげるという興味深い取組を

行なっている．しかし，将来の仮定値の設定が出生や移動の目標設定に偏っており，死亡

や基準人口の年齢構造の将来の人口変動への影響を過小評価しているように伺える．将来

の人口変動に対する出生・死亡・移動・基準人口の年齢構造の影響を分析する手法として

は，BongaartsandBulatao（1999）の研究が参考になる．

BongaartsandBulatao（1999）は，1998年に公表された国際連合の世界人口推計結果

を用いて，人口置換水準の出生率， 2100年の平均寿命（男性87.5年，女性92.5年，United

StatesBureauoftheCensus1999），純移動率ゼロ（封鎖人口）とした仮定を用いた要

因分解法を提案し，年齢構造の異なる人口では出生・死亡・人口移動の効果が異なること

を明らかにしている．また，国際連合のその後の推計結果では，同手法を分析レポートに

活用している（Kirilletal.2013;UnitedNations2017）．Reesetal.（2013）はイギリ

スの地域別将来人口推計の分析において，民族集団別の各要因の寄与度の分析ならびに移

動仮定を国内人口移動と国際人口移動に分けて要因を分析する等，手法的な工夫を行って

いる．

鎌田他（2020）は地域推計（平成30年推計）における都道府県の推計結果を対象に同手

法で将来の人口増加率の要因分解を行った．その結果，沖縄県を除くすべての地域で2015

～2045年の人口増加率において年齢構造要因によるマイナスの寄与度が最も大きく，大都

市圏では移動要因のプラスの寄与度が人口増加率の減少を緩和し，非大都市圏では移動要

因のマイナスの寄与度によって人口減少が進むこと等を示している．出生要因と死亡要因

が将来の人口増加率に及ぼす影響は限定的であった一方で，出生率が人口置換水準に達す

る場合の推計結果では，20～30歳代の人口規模が大きい大都市圏ほどプラスの寄与度が大

きいことから，大都市圏における少子化対策の重要性を指摘している．さらに，地域推計

（平成30年推計）の移動仮定は大都市圏への移動傾向が続くことを仮定しており，出生率

の上昇によって増加した若年人口は移動仮定を通じて大都市圏への集中傾向をさらに強め

るため，非大都市圏の人口減少を緩和するためには，出生率上昇だけではなく移動傾向を

変化させる施策の重要性も指摘している．

本稿では，同手法を用いて市区町村を対象に将来の人口増加率の要因分解の分析を行う．

また，人口増加を促す仮定による推計や人口構造のもつ慣性を示す人口モメンタムの分析

を行うことで，2015年時点の基準人口の年齢構造がどれほど将来の人口を増加（減少）さ

せるのかということや，人口動態率を変化させたときの人口増加率に及ぼす影響の違いを

分析する．地域推計（平成30年推計）では，推計の対象を2018年3月1日現在の1県（福

島県）及び福島県の市町村を除き12政令指定都市の区を含む1,798市区町村としているが，

本稿では政令指定都市を1市とし，東京都特別区は区単位とする1,682市区町村を分析対

象とする．なお，地域推計（平成30年推計）の推計結果の詳細は国立社会保障・人口問題

研究所（2018a）を参照されたい．
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Ⅱ 将来の人口増加率の要因分解

1． BongaartsandBulatao（1999）による要因分解法

BongaartsandBulatao（1999）の要因分解法は，将来の人口増加率を基準人口の年齢

構造要因，出生要因，死亡要因，移動要因の4要因に分解する．要因分解には推計開始時

点の基準人口Pと4種類の推計シナリオ別推計結果を用いる（表1）１）．標準シナリオPs

は人口動態率が仮定値通りに投影される推計結果，自然増減シナリオPnは標準シナリオ

の仮定値のうち純移動率をゼロに変更する推計結果，寿命伸長シナリオPrは純移動率ゼ

ロ及び出生率を2015→2020年以降一定に変更する推計結果，年齢構造シナリオPmはさら

に生残率を2015→2020年以降一定に変更する推計結果である．

4種類の推計結果と基準人口の比をとることで，各要因の乗数M（multiplier）が得ら

れる．各要因の乗数は，（1）年齢構造要因乗数Mm=Pm/P，（2）出生要因乗数Mb=Pn/Pr，

（3）死亡要因乗数Md=Pr/Pm，（4）移動要因乗数Mmg=Ps/Pnで得られ，各乗数を基準人口に

掛け合わせることで，各シナリオにおける推計結果となる．

分析結果の解釈においては，将来の人口増加率の各要因の寄与度を用いる．寄与度は各
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1）推計シナリオの名称については，内容をよりよく示すものを用いることとし，鎌田他（2020）における「反

事実的仮定」を「人口増加仮定」，「人口置換シナリオ」を「寿命伸長シナリオ」に変更した．

表１ 推計シナリオと仮定値・乗数の構成

推計シナリオ 仮定値の構成 推計結果 乗数Mの構成5）

1.本推計：地域推計（平成30年推計）の要因分解：2015～2045年

1.標準シナリオ 年齢構造・生残率・補正出生率1）・純移動率2） Ps P・Mm・Md・Mb・Mmg

2.自然増減シナリオ 年齢構造・生残率・補正出生率 Pn P・Mm・Md・Mb

3.寿命伸長シナリオ 年齢構造・生残率 Pr P・Mm・Md

4.年齢構造シナリオ 年齢構造 Pm P・Mm

2-1.人口増加仮定Ⅰに基づく推計の要因分解：2015～2045年

5.標準シナリオI 年齢構造・2045年生残率3）・人口置換水準出生率4）・純移動率 Ps_I P・Mm・MdI・MbI・MmgI

6.自然増減シナリオI 年齢構造・2045年生残率・人口置換水準出生率 Pn_I P・Mm・MdI・MbI

7.寿命伸長シナリオI 年齢構造・2045年生残率 Pr_I P・Mm・MdI

8.年齢構造シナリオ 年齢構造 Pm P・Mm

2-2.人口増加仮定Ⅱに基づく推計の要因分解：2015～2045年

9.標準シナリオII 年齢構造・2045年生残率・人口置換水準出生率・純移動率半減 Ps_II P・Mm・MdI・MbI・MmgII

10.自然増減シナリオI 年齢構造・2045年生残率・人口置換水準出生率 Pn_I P・Mm・MdI・MbI

11.寿命伸長シナリオI 年齢構造・2045年生残率 Pr_I P・Mm・MdI

12.年齢構造シナリオ 年齢構造 Pm P・Mm

3.人口モメンタムの分析：2015～2115年までの長期推計

13.人口モメンタムシナリオ 年齢構造・2010→2015年生残率・人口置換水準出生率・移動ゼロ Ppm P・Mm・Mdm・MbI・Mmg0

注：1）補正出生率は，地域推計（平成30年推計）における各年の0～4歳人口の推計結果と整合的な出生数を得る年齢別出

生率である．出生→0～4歳人口の生残率・純移動率，全国推計との合計調整による変化を含む．

2）純移動率は，地域推計（平成30年推計）の推計結果における将来のコーホート変化率から生残率を引いた値．

3）2045年生残率は，地域推計（平成30年推計）における2040→2045年の生残率．

4）人口置換水準出生率は，2.07と各時点の補正出生率の合計との比を補正出生率に掛け合わせた値．

5）各乗数は（1）年齢構造要因Mm=Pm/P，（2）出生要因Mb=Pn/Pr，（3）死亡要因Md=Pr/Pm，（4）移動要因Mmg=Ps/Pnによ

る．Pは基準人口．



要因による人口変化が基準人口（2015年）に占める割合を示し，各要因の寄与度の合計は

当該期間の人口増加率となる指標である．

本稿では，2015～2045年の30年間の人口増加率について，地域推計（平成30年推計）の

結果の分析を行った上で，2種類の人口増加を促す仮定に基づく推計結果を示す（表1）．

第1の仮定（以下，人口増加仮定Ⅰ）は，（1）出生率が人口置換水準に達する，（2）平均寿

命が2040→2045年の水準に延伸，（3）純移動率は地域推計（平成30年推計）と同一の場合

である．第2の仮定（以下，人口増加仮定Ⅱ）は，（1），（2）に加え，（3’）純移動率が一律

半減する場合の推計結果である．さらに，人口モメンタムを測定するための仮定は，（1）

出生率が人口置換水準に達する，（2）平均寿命は2010→2015年の水準で一定，（3）純移動率

はゼロ（封鎖人口）である．

2． 人口動態率の定義

本稿で用いる人口動態率のうち，生残率は地域推計（平成30年推計）で公表されている

仮定値であり，年齢別出生率・純移動率は公表されている仮定値ではなく推計結果と整合

的な数値を算出した上で分析を行った２）．仮定値設定の考え方の詳細は鎌田他（2020）の

Ⅱ-2を参照されたい．

� 補正出生率

補正出生率とは，地域推計（平成30年推計）で用いられている出生仮定である子ども女

性比及び全国推計と一致させるための補正によって得られた将来の0～4歳人口に整合的

な出生数を得る年齢別出生率である．都道府県の分析では，2015年時点の5歳階級別年齢

別出生率について，全国値と各都道府県の相対的較差（比）を「日本の将来推計人口（平

成29年推計）」（以下，全国推計（平成29年推計））（国立社会保障・人口問題研究所 2017）

における5歳階級別に合算した将来の年齢別出生率に掛け合わせて，都道府県別の将来の

年齢別出生率とし，それを用いた推計結果から得られた5年間の出生数と地域推計（平成

30年推計）から得られる0～4歳人口との比を補正係数として掛け合わせることによって，

5歳階級別の補正出生率ASFR・t・
C
i,・を算出した（鎌田他 2020）．補正出生率には出生→

0～4歳人口の生残率・純移動率，全国推計との合計調整による変化が含まれる．

市区町村の補正出生率 ASFR・t・
C
j,・は，①上記で作成した都道府県別の補正出生率

ASFR・t・
C
i,・に，地域推計（平成30年推計）における各市区町村と都道府県の2020～2045

年の5年毎の子ども女性比の比CWR・t・j・CWR・t・iを掛け合わせることで市区町村の年

齢別出生率ASFR・t・j,・を算出した．iは都道府県，jは市区町村，・は15～19歳から45～
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2）地域推計（平成30年推計）では，出生仮定に子ども女性比（0～4歳人口／15～49歳女性人口）を用いて推

計を行っているが，人口増加仮定や人口モメンタムの分析で用いる人口置換水準の出生指標としては不十分で

あるため，地域推計の結果に整合的な年齢別出生率を算出した．また，移動仮定は多地域モデルの一つである

プールモデルによって転出率と配分率という形で年齢別移動率を算出・推計を行っている．しかし，公表され

た仮定値は純移動率であり，一部地域の年齢では秘匿となっていることから，推計結果に整合的な数値として

算出した．



49歳までの5歳間隔の年齢，tは2020年から2045年までの5年間隔の時点である．

ASFR・t・j,・・ASFR・t・
C
i,・・・CWR・t・j・CWR・t・i・

②ASFR・t・j,・を用いた推計結果から得られた5年間の出生数と地域推計（平成30年推計）

から得られる0～4歳人口との比を補正係数C・t・jとした．

C・t・j・P・t・j,0・4・・
45・49

15・19・P・t・j,・・ASFR・t・j,・・

③ASFR・t・j,・とC・t・jを掛け合わせ，市区町村別の5歳階級別補正出生率ASFR・t・
C
j,・

を作成した．

ASFR・t・
C
j,・・ASFR・t・j,・・C・t・j

④人口置換水準の補正出生率ASFR・t・
R
j,・は，人口置換水準を市区町村一律2.07と仮定し，

本推計における補正出生率の合計・
45・49
15・19ASFR・t・

C
j,・との比を各市区町村の年齢別出生率

ASFR・t・
C
j,・に掛け合わせて算出した．なお，出生性比に相当する0～4歳人口性比は地

域推計（平成30年推計）から得られる市区町村ごとの値を用いた．

ASFR・t・
R
j,・・ASFR・t・

C
j,・・・

2.07

・
45・49
15・19ASFR・t・

C
j,・

・
� 生残率・純移動率

将来の男女年齢別の生残率S・t・j,・は，地域推計（平成30年推計）で公表されている仮

定値である（国立社会保障・人口問題研究所 2018a）．jは市区町村，・は男女年齢階級で

あり，0～4歳→5～9歳から85歳以上→90歳以上，tは2015→2020年から2040→2045年

まで5年間隔の時点を示す．

将来の男女年齢別の純移動率NM・t・j,・は，地域推計（平成30年推計）における推計結

果の時点間のコーホート変化率CCR・t・j,・から生残率S・t・j,・を引いた値である．jは市区

町村，・は男女年齢階級であり，0～4歳→5～9歳から85歳以上→90歳以上，tは2015

→2020年から2040→2045年まで5年間隔の時点を示す．

NM・t・j,・・CCR・t・j,・・S・t・j,・

3． 人口モメンタム（静止人口比）仮定

人口モメンタムとは，人口が持つ慣性である（国立社会保障・人口問題研究所 2018b）．

人口モメンタムの考え方はKeyfitz（1971，1985）によって考案・定式化され，Preston

etal.（2001）においてその方法論が整理されている．Keyfitz（1971）では，発展途上国

の高出生力を家族計画等の介入によって人口置換水準に下げたとしても，ただちに人口増

加が止まることはないことを試算し，人口変動のトレンドを変化させるためには長期間を

要する慣性があることを示した．少子高齢化による人口減少が進行している日本では，

Keyfitzが試算した発展途上国とは異なり，1996年以降は出生率が人口置換水準に上昇し
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たとしても人口減少が直ちに止まることのない「減少モメンタム」の状況に陥っているこ

とが指摘されている（国立社会保障・人口問題研究所 2018b）．少子高齢化が十分に進行

した社会においては，出生率が人口置換水準まで上昇したとしても，出生力の高い若年人

口が減少し続けているため，出生数も同様に減少する．一方で，高出生率の時代に誕生し

た世代が死亡することによって，出生数よりも死亡数が多い自然減少による人口減少が構

造的に生じるため，人口減少は即座には止まらないのである．

（1）出生率が人口置換水準に達する，（2）死亡率が一定，（3）移動がない（封鎖人口）場

合，人口は長期的に一定の人口規模に静止する（静止人口）．人口モメンタムの状態は，

基準人口と静止人口の比（これを「静止人口比」という）として測ることができる．本稿

では，封鎖人口における人口置換水準の補正出生率，2010～2015年の生残率を用いて，

2015～2115年までの長期推計を行い，静止人口規模に到達した年次である静止年次，静止

人口比の分析を行う．

Ⅲ 分析結果

1． 2015～2045年の人口増加率の要因分解

本節以下では，地域推計（平成30年推計）の結果を本推計，人口増加仮定に基づく推計

結果を人口増加仮定ⅠもしくはⅡと表記する．分析対象地域は，福島県内市町村を除く，

政令指定都市を1市，東京都特別区は区単位とする1,682市区町村である．

表2には，2015～2045年の人口増加率と各要因の寄与度について，要因分解結果と各仮

定値の種類間の差の中央値を，2015年時点の人口規模別に示した．まず，本推計について

人口規模総数でみると，当該期間の人口増加率（中央値，以下同じ）は-34.9％，各要因

については年齢構造要因-27.6％，出生要因-0.2％，死亡要因4.7％，移動要因-11.0％であ

る．2015年時点の人口規模別にみると，人口増加率は人口規模が大きくなるにしたがって

マイナス幅が縮小する（1万人未満-49.4％から100万人以上-7.5％）．年齢構造要因の寄与

度も同様の傾向である（同-36.2％から同-19.3％）．出生要因は1万人未満では0.2％とプ

ラスの寄与度であるが，1万人以上の人口規模ではマイナスとなり-0.1～-0.7％程度のマ

イナスの寄与度である．死亡要因は人口規模別の傾向はみられず概ね4.6～4.8％のプラス

の寄与度である．移動要因は人口規模が30万人未満ではマイナスの寄与度であり，人口規

模が小さくなるほどマイナスの寄与度が大きくなる（1万人未満-16.9％）．一方，30万人

以上の人口規模ではプラスの寄与度となり，とりわけ100万人以上は11.1％と突出して大

きい．

人口増加仮定に基づく推計結果には，人口増加仮定Ⅰ（人口置換水準出生率，2040→

2045年生残率，純移動率本推計）と人口増加仮定Ⅱ（人口置換水準出生率，2040→2045年

生残率，純移動率半減）があり，本推計との差は人口置換水準の出生率2.07と2040→45年

の生残率を用いている点はⅠとⅡで共通し，移動要因においてⅡはⅠの純移動率を一律半

減としている．総数について人口増加率をみると，人口増加仮定Ⅰは総数が-31.2％，Ⅱ
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は-23.9％と本推計よりもマイナス幅が減少する結果となる．出生率が大幅に上昇する地

域が多く，死亡者が少なくなることで人口増加率のマイナスが緩和され，人口増加仮定Ⅱ

においては純移動率を半減させることによって，転出超過が観察される地域ではマイナス

が縮小される．人口増加仮定Ⅰは，本推計で仮定されている大都市圏への集中傾向が続く

とする移動傾向が同じで出生率が上昇する仮定であるため，人口規模別にみると人口規模

が大きい地域ほど人口増加率が高くなる．一方で，人口増加仮定Ⅱでは移動傾向が縮小さ

れることで，人口規模が小さい地域ほど人口増加率が高くなる（人口減少率が緩和される）

という傾向がみられる．各要因の寄与度をみると，出生要因は総数で5.8％のプラスの寄

与度であり，人口規模が大きくなるほどその寄与度が大きくなる（1万人未満3.8％から

100万人以上11.7％）．死亡要因は総数5.4％であり，人口規模間の差は少ない．移動要因

について，人口増加仮定Ⅰをみると総数で-13.6％であり，人口規模が大きくなるにした

がって寄与度が上昇する（同-19.9％から同13.5％）．人口増加仮定ⅡはⅠの傾向と同様で

寄与度はⅠの半分程度の水準となる（総数-6.8％，同-10.9％から同6.8％）．
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表２ 2015年時点の人口規模別の人口増加率・各要因の寄与度・並びに仮定値の種類間の差の中央値
（％）

総数

2015年時点の人口規模

1万人

未満

1～5万人

未満

5～10万人

未満

10～30万人

未満

30～50万人

未満

50～100万人

未満

100万人

以上

各仮定による人口増加率とその要因（2015～2045年）

人口増加率

本推計 -34.9 -49.4 -37.4 -26.2 -17.9 -9.5 -10.3 -7.5

人口増加仮定Ⅰ -31.2 -47.8 -33.3 -19.6 -9.7 -1.6 1.5 8.7

人口増加仮定Ⅱ -23.9 -38.2 -26.3 -14.6 -8.3 -3.5 -1.2 1.1

年齢構造要因 -27.6 -36.2 -29.2 -22.7 -21.0 -20.3 -20.4 -19.3

出生要因

本推計 -0.2 0.2 -0.1 -0.4 -0.6 -0.7 -0.6 -0.4

人口増加仮定Ⅰ・Ⅱ 5.8 3.8 5.5 6.4 7.7 8.4 9.6 11.7

死亡要因

本推計 4.7 4.6 4.7 4.6 4.6 4.6 4.6 4.8

人口増加仮定Ⅰ・Ⅱ 5.4 5.5 5.5 5.4 5.4 5.4 5.4 5.5

移動要因

本推計 -11.0 -16.9 -12.4 -6.1 -0.2 4.3 4.2 11.1

人口増加仮定Ⅰ -13.6 -19.9 -15.1 -8.2 -1.4 3.7 4.7 13.5

人口増加仮定Ⅱ -6.8 -10.9 -7.7 -4.2 -0.6 1.8 2.4 6.8

仮定値の種類間の差

人口増加率

増Ⅰ-本 3.7 1.6 3.4 5.5 8.0 9.2 12.8 14.4

増Ⅱ-本 10.2 10.6 10.7 9.6 8.9 7.6 8.3 8.4

増Ⅱ-増Ⅰ 6.5 8.9 7.3 4.1 0.7 -1.9 -2.4 -6.9

出生要因（反Ⅰ・Ⅱ-本） 5.9 3.7 5.6 7.1 8.6 9.0 10.5 12.2

死亡要因（反Ⅰ・Ⅱ-本） 0.8 0.8 0.8 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7

移動要因

増Ⅰ-本 -2.0 -2.5 -2.4 -1.8 -1.0 -0.3 0.7 2.9

増Ⅱ-本 3.7 5.8 4.3 2.1 0.1 -2.1 -2.0 -3.5

増Ⅱ-増Ⅰ 6.5 8.9 7.3 4.1 0.7 -1.9 -2.4 -6.9

地域数（N） 1,682 479 668 257 196 47 24 11

注：仮定値間の差において，「本」は本推計，「増Ⅰ」は人口増加仮定Ⅰ（人口置換水準出生率，2040→2045年生残率，純移動

率本推計），「増Ⅱ」は人口増加仮定Ⅱ（人口置換水準出生率，2040→2045年生残率，純移動率半減）を示す．



次に仮定値の種類間の差をみると，本推計に比べて人口増加仮定Ⅰの人口増加率の増加

分は3.7％（1万人未満1.6％から100万人以上14.4％），Ⅱは10.2％（同10.6％から同8.4％）

であり，純移動率を一律半減させた仮定において人口増加率の増加分が大きくなる地域が

多い．人口増加仮定ⅠとⅡの差は移動要因の差と同じであり6.5％（同8.9％から同-6.9％）

となり，人口規模が小さい地域ほど人口増加率の増加分が大きく，30万人以上の人口規模

では半数の地域がマイナスとなる．出生要因の本推計と人口増加仮定の差は5.9％（同3.7

％から同12.2％）と人口規模が大きくなるほど増加分はプラスになり，死亡要因では0.8

％程度で人口規模によらず同程度のプラスの寄与度となる．移動要因については，本推計

と比べて人口増加仮定Ⅰは-2.0％（同-2.5％から同2.9％），Ⅱは3.7％（同5.8％から同-3.5

％）であり，人口規模が小さいほどプラスの増加分が大きい地域が多い．

このように，人口増加率に対する寄与度は年齢構造要因と移動要因が大きく，死亡要因

の寄与度は人口規模によらず4.6～4.8％であり，出生要因の寄与度は総じて小さい．一方

で，人口増加仮定における出生率の上昇は人口規模が大きい地域ほど人口増加率へのプラ

スの寄与度が大きく，移動率半減の本推計と比べたプラスの寄与度は人口規模が小さい地

域ほど大きくなる．

表3には2015～2045年の人口増加率・各要因の寄与度の市区町村別順位を示している．

2015～2045年の30年間で人口増加率が最も高いのは東京都中
ちゅう

央
おう

区
く

（34.9％）である．以

下，東京都港
みなと

区
く

（34.4％），千
ち

代
よ

田
だ

区
く

（32.8％），沖縄県中
なか

城
ぐすく

村
そん

（29.4％）と続く．最下

位は奈良県川
かわ

上
かみ

村
むら

（-79.4％）である．中央値の鳥取県南
なん

部
ぶ

町
ちょう

（-34.9％）に対し，全体の

平均値は-32.8％であることからも，全国的な水準より人口減少が大きな地域が多いこと

がわかる．人口増加率が高い地域は東京都特別区ならびに大都市圏郊外市，沖縄県内の市

町村に多く，人口増加率が低い地域は奈良県や群馬県の中山間地域，北海道の町村部など

に広く分布する．

年齢構造要因の寄与度の上位は，三重県朝
あさ

日
ひ

町
ちょう

（15.3％），福岡県新
しん

宮
ぐう

町
まち

（13.9％），

沖縄県豊
と

見
み

城
ぐすく

市
し

（11.5％），中央値は長野県軽
かる

井
い

沢
ざわ

町
まち

（-27.6％），平均値は-27.9％，下位

は群馬県南
なん

牧
もく

村
むら

（-70.6％），奈良県川
かわ

上
かみ

村
むら

（-66.4％），群馬県神
かん

流
な

町
まち

（-64.1％）の順であ

る．65歳以上人口割合が高い地域ほど年齢構造要因のマイナスの寄与度が大きい．

出生要因の寄与度についてみると，上位は鹿児島県伊
い

仙
せん

町
ちょう

（9.5％）が突出して高く，

以下山形県大
おお

蔵
くら

村
むら

（4.4％），高知県大
おお

川
かわ

村
むら

（4.3％）と比較的出生率が高い町村地域が続

く．中央値は熊本県高
たか

森
もり

町
まち

（-0.2％），全体の平均値は-0.1％，下位は富山県舟
ふな

橋
はし

村
むら

（-5.8

％），三重県朝
あさ

日
ひ

町
ちょう

（-4.3％），秋田県大
おお

潟
がた

村
むら

（-4.3％）であり，2015年時点に比べて将来

の出生率の仮定が低い地域ではマイナスの寄与度となる．

死亡要因の寄与度の上位は東京都青
あお

ヶ
が

島
しま

村
むら

（7.9％），山口県平
ひら

生
お

町
ちょう

（6.2％），兵庫県

猪
い

名
な

川
がわ

町
ちょう

（6.1％），中央値は北海道小
お

平
びら

町
ちょう

（4.7％），平均値も4.7％，下位は東京都奥
おく

多
た

摩
ま

町
まち

（3.4％），東京都日
ひ

の
の

出
で

町
まち

（3.4％），沖縄県浦
うら

添
そえ

市
し

（3.5％）である．死亡要因は生残

率の上昇を反映して全ての地域でプラスの寄与度であり，2015年から2045年の生残率の変

化が大きな地域で死亡要因によるプラスの寄与度が高いが，基本的に全国的に同水準であ
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る．

移動要因の寄与度の上位の多くは東京都特別区等の大都市圏である．上位20位までで東

京都特別区以外では，14位・沖縄県中
なか

城
ぐすく

村
そん

（23.9％），16位・千葉県流
ながれ

山
やま

市
し

（23.5％），

18位・埼玉県吉
よし

川
かわ

市
し

（22.2％）のみである．中央値は長野県宮
みや

田
だ

村
むら

（-11.0％），平均値は
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表３ 本推計・人口増加仮定における人口増加率・各要因の寄与度の市区町村別順位

（a）本推計

順位
2015～2045年

人口増加率（%）

2015～2045年の各要因の寄与度（%）

年齢構造要因 出生要因 死亡要因 移動要因

1 東京都中央区 34.9三重県朝日町 15.3鹿児島県伊仙町 9.5東京都青ヶ島村 7.9東京都中央区 45.8

2 東京都港区 34.4福岡県新宮町 13.9山形県大蔵村 4.4山口県平生町 6.2東京都港区 44.3

3 東京都千代田区 32.8沖縄県豊見城市 11.5高知県大川村 4.3兵庫県猪名川町 6.1東京都千代田区 43.8

4 沖縄県中城村 29.4沖縄県南風原町 10.7熊本県湯前町 4.0宮城県松島町 6.1東京都台東区 41.2

5 三重県朝日町 23.5沖縄県宜野座村 9.6鹿児島県知名町 3.8宮城県利府町 6.1東京都江東区 32.5

… … … … … … … … … … …

421 神奈川県平塚市 -19.1奈良県橿原市 -20.1長崎県諫早市 0.5愛媛県内子町 4.9群馬県榛東村 -2.2

… … … … … … … … … … …

841 鳥取県南部町 -34.9長野県軽井沢町 -27.6熊本県高森町 -0.2北海道小平町 4.7長野県宮田村 -11.0

… … … … … … … … … … …

1262 埼玉県皆野町 -47.5山形県鮭川村 -35.6大阪府田尻町 -3.8北海道乙部町 4.5山梨県小菅村 -17.1

… … … … … … … … … … …

1678 奈良県東吉野村 -74.8高知県大豊町 -62.6愛知県豊根村 -3.8沖縄県宜野湾市 3.6北海道音威子府村 -40.5

1679 奈良県上北山村 -76.2奈良県東吉野村 -62.6岐阜県白川村 -4.2沖縄県豊見城市 3.5宮崎県五ヶ瀬町 -41.5

1680 群馬県南牧村 -77.0群馬県神流町 -64.1秋田県大潟村 -4.3沖縄県浦添市 3.5鹿児島県三島村 -43.0

1681 北海道歌志内市 -77.3奈良県川上村 -66.4三重県朝日町 -4.3東京都日の出町 3.4熊本県山江村 -45.3

1682 奈良県川上村 -79.4群馬県南牧村 -70.6富山県舟橋村 -5.8東京都奥多摩町 3.4鹿児島県伊仙町 -46.2

平均値： -32.8 -27.9 -0.1 4.7 -9.5

標準偏差： 19.2 11.6 1.1 0.4 11.4

（b）人口増加仮定Ⅰ・Ⅱ

順位
2015～2045年人口増加率（%） 2015～2045年の各要因の寄与度（%）

人口増加仮定Ⅰ 人口増加仮定Ⅱ 出生要因Ⅰ・Ⅱ 死亡要因Ⅰ・Ⅱ 移動要因Ⅰ 移動要因Ⅱ

1 東京都中央区 61.2東京都御蔵島村 40.0東京都豊島区 20.7東京都青ヶ島村 7.9東京都中央区 58.8東京都御蔵島村 37.6

2 東京都千代田区 56.6沖縄県渡嘉敷村 29.5東京都新宿区 20.2北海道壮瞥町 7.6東京都台東区 55.8沖縄県渡嘉敷村 34.0

3 東京都港区 55.4東京都中央区 27.8東京都中野区 19.0山口県平生町 7.5東京都千代田区 54.5沖縄県竹富町 25.9

4 東京都新宿区 52.8東京都千代田区 25.7千葉県浦安市 18.7兵庫県猪名川町 7.3東京都港区 53.2東京都中央区 25.5

5 東京都文京区 47.4東京都港区 25.4北海道音威子府村 18.1青森県東通村 7.1東京都新宿区 51.0東京都台東区 24.0

… … … … … … … … … … … … …

421 群馬県千代田町 -12.7岡山県勝央町 -10.2岡山県備前市 7.7佐賀県大町町 5.7岐阜県各務原市 -3.6奈良県広陵町 -1.5

… … … … … … … … … … … … …

841 大阪府阪南市 -31.2新潟県阿賀野市 -23.9栃木県茂木町 5.8山梨県市川三郷町 5.4兵庫県高砂市 -13.6茨城県龍ケ崎市 -6.8
… … … … … … … … … … … … …

1262 山形県大江町 -45.1埼玉県ときがわ町 -35.9宮崎県高原町 3.4山梨県西桂町 5.2福岡県八女市 -20.3和歌山県北山村 -11.0

… … … … … … … … … … … … …

1678 奈良県東吉野村 -73.6長野県天龍村 -65.8宮崎県椎葉村 -11.5沖縄県宜野湾市 4.3北海道羅臼町 -38.4北海道羅臼町 -22.2

1679 奈良県上北山村 -74.8群馬県神流町 -66.9沖縄県伊平屋村 -12.8長野県天龍村 4.3東京都青ヶ島村 -38.8奈良県上北山村 -22.5

1680 群馬県南牧村 -75.8奈良県上北山村 -68.4三重県朝日町 -12.9沖縄県浦添市 4.2鹿児島県三島村 -46.2奈良県野迫川村 -27.4

1681 北海道歌志内市 -76.2群馬県南牧村 -70.6沖縄県宜野座村 -13.3東京都日の出町 4.0北海道音威子府村 -47.7北海道占冠村 -29.8

1682 奈良県川上村 -79.1奈良県川上村 -72.2鹿児島県伊仙町 -17.1東京都奥多摩町 4.0北海道占冠村 -50.5東京都青ヶ島村 -35.4

平均値： -28.2 -23.0 5.4 5.5 -11.2 -6.0

標準偏差： 22.2 17.2 4.0 0.4 13.1 7.2

注：各要因のⅠは人口増加仮定Ⅰ（人口置換水準出生率，2040→2045年生残率，純移動率本推計），Ⅱは人口増加仮定Ⅱ（人口置

換水準出生率，2040→2045年生残率，純移動率半減）．年齢構造要因は本推計・反事実的仮定で共通である.
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と増加していることによる．以下，東京都千
ち

代
よ

田
だ

区
く

（本推計32.8％→56.6％），港
みなと

区
く

（同

34.4％→55.4％）と東京都特別区が上位を占める．中央値は大阪府阪
はん

南
なん

市
し

（同-38.4％→

-31.2％），下位は奈良県川
かわ

上
かみ

村
むら

（同-79.4％→-79.1％），北海道歌
うた

志
し

内
ない

市
し

（同-77.3％→-76.2

％），群馬県南
なん

牧
もく

村
むら

（同-77.0％→-75.8％）と続く．人口増加仮定Ⅱでは上位に変化があり，

東京都御
み

蔵
くら

島
じま

村
むら

（同4.5％→40.0％），沖縄県渡
と

嘉
か

敷
しき

村
そん

（同-12.2％→29.5％），東京都中
ちゅう

央
おう

区
く

（同34.9％→27.8％）となる．東京都御
み

蔵
くら

島
じま

村
むら

と沖縄県渡
と

嘉
か

敷
しき

村
そん

は両地域ともに2015年

時点の総人口が335人，730人と千人以下であり，人口規模の小さい地域では寄与度が大き

めに出やすい点に留意が必要であるものの，これらの地域では，10歳代後半に進学等の影

響により人口がゼロ近くなり，20歳代に人口が増加する傾向があるため，純移動率を一律

半減させることにより，10歳代後半の転出超過が緩和されることによる人口の蓄積と20歳

代で人口が増加する純移動率の仮定値の影響により，20歳代以降の年齢層の移動要因によ

る人口の急激な増加を生じさせる．中央値は新潟県阿
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出生要因Ⅰ・Ⅱの上位は東京都豊島区（本推計0.4％→20.7％）・新宿区（同0.0％→20.2

％）・中野区（0.2％→19.0％）と続き大都市圏で寄与度が大きく増加する．中央値は栃
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（同-30.5％→-27.4％）と続く．

表4には本推計における人口増加率と各要因の寄与度，及び2015年の人口規模・構造，

2015～2045年の人口指数・割合，直近の人口動態等の関連指標との関係をみるために，相

関行列を作成した．各指標の定義は表4の注を参照されたい．相関係数はピアソンの積率

相関係数である．また，このうち人口増加率と各要因の寄与度との関係を視覚的に捉える

ための散布図を図1に示した．

各要因の寄与度と人口増加率との相関が高いのは年齢構造要因0.857と移動要因0.851で

ある（表4・図1）．関連指標と人口増加率の関係をみると，2015年の人口規模・構造

（0～14歳人口割合0.759，15～64歳人口割合0.790，65歳以上人口割合-0.852），2015～2045

年の人口指数・割合（65歳以上人口指数0.927，女性20～39歳人口指数0.948，第二次ベビー

ブーム世代平均割合0.853），直近の人口動態では社会増加率0.760との相関が高い．総じ

て2015年の年齢構造の影響が大きく，0～64歳人口割合が高く，今後65歳以上人口の増加

を迎え，再生産年齢人口の女性が多く，第二次ベビーブーム世代割合が高く，かつ社会増

加率の高い都市的地域において今後30年間の人口増加率が高い見通しである．
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表４ 本推計における人口増加率と各要因の寄与度，関連指標間の相関行列

（1） （2） （3） （4） （5） （6） （7） （8） （9）（10）（11）（12）（13）（14）（15）（参考）

（1）人口増加率（2015～2045年） 1.000

各要因の寄与度

（2）年齢構造要因（2015～2045年） 0.857 1.000

（3）出生要因（2015～2045年） -0.257 -0.264 1.000

（4）死亡要因（2015～2045年） -0.285 -0.314 0.168 1.000

（5）移動要因（2015～2045年） 0.851 0.463 -0.271 -0.210 1.000

2015年の人口規模・構造

（6）総人口（2015年：自然対数値） 0.618 0.467 -0.230 -0.049 0.593 1.000

（7）0～14歳人口割合（2015年） 0.759 0.950 -0.228 -0.298 0.345 0.352 1.000

（8）15～64歳人口割合（2015年） 0.790 0.785 -0.218 -0.090 0.559 0.614 0.622 1.000

（9）65歳以上人口割合（2015年） -0.852 -0.912 0.241 0.168 -0.539 -0.583 -0.805 -0.965 1.000

2015～2045年の人口指数・割合

（10）65歳以上人口指数（2015～2045年）1） 0.927 0.861 -0.269 -0.197 0.722 0.608 0.755 0.868 -0.909 1.000

（11）女性20～39歳人口指数（2015～2045年）1） 0.948 0.808 -0.345 -0.349 0.824 0.556 0.726 0.685 -0.761 0.811 1.000

（12）第二次ベビーブーム世代平均割合（2015～2045年）2） 0.853 0.755 -0.519 -0.194 0.730 0.657 0.648 0.807 -0.828 0.873 0.785 1.000

直近の人口動態

（13）合計出生率（2013～2017年）3） 0.138 0.351 0.167 -0.172 -0.138 -0.122 0.476 -0.114 -0.072 0.060 0.176 -0.100 1.000

（14）平均寿命（2015年男女平均）4） 0.409 0.355 -0.191 -0.439 0.362 0.145 0.288 0.201 -0.248 0.366 0.423 0.312 0.031 1.000

（15）社会増加率（2010～15年）5） 0.760 0.549 -0.069 -0.261 0.740 0.439 0.492 0.491 -0.536 0.666 0.709 0.601 0.068 0.291 1.000

（参考）子ども女性比（2015年） 0.212 0.441 0.216 -0.184 -0.109 -0.202 0.566 -0.024 -0.171 0.120 0.262 -0.053 0.791 0.086 0.179 1.000

注：1）65歳以上指数ならびに女性20～39歳人口指数は地域推計（平成30年推計）における2015年の当該人口を100としたときの2045

年の指数．

2）第二次ベビーブーム世代平均割合は，各地域の2015年の総人口に占める40～44歳人口割合と地域推計（平成30年推計）の

2045年の総人口に占める70～74歳人口割合の平均値．

3）合計出生率は厚生労働省（2020）「平成25年～平成29年人口動態保健所・市区町村別統計の概況」．宮城県女川町を除く．

4）平均寿命は厚生労働省（2018）「平成27年市区町村別生命表の概況」による平均寿命の男女平均値．

5）社会増加率は総務省統計局「平成22年国勢調査報告」「平成27年国勢調査報告」による2010・2015年の総人口と国立社会保

障・人口問題研究所（2013）「日本の地域別将来推計人口（平成25年3月推計）」の封鎖人口を仮定した推計結果の2015年の値

から算出．

*相関係数は絶対値でみて0.4～0.7未満を薄い灰色，0.7以上を濃い灰色で示した．



年齢構造要因と移動要因は人口増加率と同様の関連指標との相関がみられる．特に2015

年の人口規模・構造との相関が高く，65歳以上人口割合の低い地域との相関が高い（0～

14歳人口割合0.950，65歳以上人口割合-0.912）．出生要因は第二次ベビーブーム平均世代

割合と負の相関-0.519以外に相関がみられず，合計出生率や子ども女性比との相関もみら

れない．死亡要因も関連指標との相関はあまりなく，平均寿命とは-0.439と負の相関関係

である．死亡要因は65歳以上人口が比較的多く，2015～2045年までの生残率の延びが大き

い地域で高い傾向となり，長寿である地域ほど高いというわけではない．出生要因と合計

出生率との相関がみられない（相関係数0.167）ことについても同様であり，出生要因が

プラスの寄与度になるのは，2015年時点の出生率の高低よりも30年間でどれほどの変化が

あるかが重要であり，全国推計（平成29年推計）の仮定では将来の合計出生率はほぼ横ば

いとなっていることから本推計における出生要因の寄与度は全般的に小さい．一方で，人
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図１ 本推計における人口増加率と各要因の寄与度との散布図



口増加仮定においては2015年の合計出生率が低い地域ほど，上昇幅が大きくなるため，出

生要因の寄与度が大きくなる．なお，合計出生率と地域推計（平成30年推計）で出生の仮

定値として用いている子ども女性比の相関は0.791と高く，子ども女性比は人口規模の小

さい地域の出生力を反映できる安定的な指標であることがうかがえる．

2． 2015～2045年の人口増加率に対する各要因の年齢別寄与度

将来の人口増加率に対する各要因の寄与度は年齢別にも算出することができる．図2に

は，2015年時点の人口規模別に本推計，人口増加仮定Ⅰ・Ⅱの出生要因，死亡要因，Ⅱの

移動要因（純移動率半減）の年齢別寄与度の中央値を示している．
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図２ 2015年時点の人口規模別にみた2015～2045年人口増加率の要因の年齢別寄与度（中央値）

注：図中において実線・色つきの横棒グラフは本推計の結果，点線は人口増加仮定の結果である．Ⅰ・Ⅱはそれぞ

れ人口増加仮定の結果であり，移動要因は人口増加仮定Ⅱ（移動半減）のみを掲載している．



年齢構造要因は30万人未満の地域の傾向は概ね似通った傾向を示し，5万人未満の地域

では90歳以上を除く全年齢でマイナスの寄与度となっている．これらの地域では65歳以上

人口割合が高く，2015年時点で第一次ベビーブーム世代割合が高いため，将来的には高齢

世代の減少が生じるためである．一方で，人口規模が大きくなるに従って，年齢構造要因

のマイナスの寄与度は縮小し，10万人以上の地域では70歳代以降はプラスの寄与度に転じ

る．これは第二次ベビーブーム世代割合と関連し，この世代は2015年時点に40～44歳であ

ることから，2045年には70～74歳に移行するため，この世代が多い地域では40歳代前半の

寄与度が減少し，2045年には70歳代以上で寄与度が増加する．人口規模が大きくなるほど

40～44歳前後の寄与度の減少幅が大きく，第二次ベビーブーム世代が大都市地域に多く分

布していることを示す．その結果，65歳以上人口の指数（2015＝100としたときの2045年

の値）でみると，指数が100を超える市区町村は40.7％であり，残る59.3％では100を下回

り65歳以上人口が減少する（国立社会保障・人口問題研究所 2018a）．
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図２ （つづき）



出生要因は推計期間30年間の人口増加分を示すため，0～4歳から25～29歳までの寄与

度として示される．本推計では，5万人未満の地域では僅かなプラスの寄与度であるが，

5万人以上の地域ではマイナスの寄与度に転じる．人口増加仮定における出生要因は全て

の地域で大幅なプラスの寄与度となるが，人口規模が大きくなるほどプラスの寄与度が増

加する．

死亡要因は，本推計では全ての地域で50歳代からプラスの寄与度が増加しはじめ90歳代

以上の年齢で最も高くなるという傾向は人口規模によらず変わらない．人口増加仮定にお

いても傾向は変わらず，本推計に比べて0.8％程度の増加が生じている．

移動要因は本推計では5万人以下の人口規模の地域ではほぼ全年齢でマイナスの寄与度

となる．5～30万人未満の人口規模では，40歳代まではマイナスの寄与度であるが，50歳

代以降でプラスもしくはほぼ寄与度がみられないといった傾向になる．さらに30万人以上

では全年齢でプラスの寄与度となり，人口規模が大きくなるに従って移動要因のプラスの

寄与度も増加する．とりわけ大都市圏では20～40歳代のプラスの増加が大きい．人口増加

仮定では純移動率を一律半減と仮定した結果を示しており，人口規模が小さく10歳代後半

で就学等により人口がゼロに近くなり，20歳代でUターン等により増加する地域以外で

は，本推計の移動要因の効果は概ね半分となる．

3． 人口モメンタムの地域差

人口モメンタムの状態を検討するための静止人口比は，（1）出生率が人口置換水準に達

する，（2）死亡率が一定，（3）移動がない（封鎖人口）ことを仮定した長期的な推計結果か

ら得られる．推計期間を100年間（2015～2115年）として，封鎖人口における人口置換水

準の補正出生率，2010→2015年の生残率を用いて，静止人口規模に到達した年次である静

止年次，静止人口比の分析を行う．

静止年次は，全ての地域で2115年には人口規模が一定になっていることを確認した上で，

2115年の推計人口を1としたときに，推計期間内の総人口の減少局面で初めて0.995～

1.005の範囲に収まった時点とした．後述するように，2015年の年齢構造が静止人口と比

べて若い沖縄県等一部の市町村では，静止人口を得るための仮定では封鎖人口と高出生率

を背景にしばらくは人口増加を続け，その後，減少しながら一定の人口規模（静止人口）

に収束する．このため，人口増加局面において2115年の水準と近い値になることもあり，

ここでは人口減少局面に限定した上で，2115年の静止人口を基準とした静止年次の定義と

した．
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表5には2015年時点の人口規模別の静止年次の地域分布を示している．人口規模総数で

みると，2075年に収束する地域割合が38.2％と最も多く，2080年（21.5％），2070年

（18.0％）と続く．平均値は2076.6年である．人口規模別にみると，人口規模が大きくな

るにつれて，平均値でみて2年ほどではあるが，静止年次が遅くなる傾向がみられる（1

万人未満の平均値2078.1年，100万人以上2080.5年）．人口規模が大きい地域ほど，2015年

時点の64歳以下の人口割合が高いため，人口減少の開始や減少率の低さ等もあり収束まで

に若干時間を要することが示唆される．標準偏差でみた各人口規模内の分布は1万人未満

や50万人以上の地域で高いが，静止年次の地域のレンジは人口規模が小さくなるほど広く

分布している．

次に2015年時点の人口規模別にみた静止年次における総人口（静止人口）と基準人口

（2015年）の比（静止人口比）の地域分布を示したのが表6である．総数の静止人口比の

平均値は0.681であり，これは2015年の総人口に比べて68.1％（人口増加率-31.9％）の水

準まで総人口が減少することを意味する．人口規模別にみると， 1万人未満0.584（同

-42.6％）から100万人以上0.802（同 -19.8％）まで分布し人口規模が大きいほど静止人口

比も大きい．静止人口比が1以上になるのは1～30万人の12地域であり（表7），1位の

愛知県長久手市（1.082），4位の福岡県新
しん

宮
ぐう

町
まち

（1.027）を除き，沖縄県内の市町村であ

る（沖縄県豊
と

見
み

城
ぐすく

市
し

1.068・南
は

風
え

原
ばる

町
ちょう

1.062・与
よ

那
な

原
ばる

町
ちょう

1.025・西
にし

原
はら

町
ちょう

1.021・浦
うら

添
そえ

市
し

1.020・宜
ぎ

野
の

湾
わん

市
し

1.019・北
ちゃ

谷
たん

町
ちょう

1.017・沖
おき

縄
なわ

市
し

1.010・八
や

重
え

瀬
せ

町
ちょう

1.001・中
なか

城
ぐすく

村
そん

1.000）．ま

た，静止人口比が0.9～1.0未満の地域は49地域あり，沖縄県（名
な

護
ご

市
し

0.993等11地域）や福

岡県粕
かす

屋
や

町
まち

0.968・熊本県菊
きく

陽
よう

町
まち

0.981等の九州地方11地域，その他，愛知県（日
にっ

進
しん

市
し

0.950

等5地域），三重県朝
あさ

日
ひ

町
ちょう

0.975，茨城県つくば市0.903等の都市郊外地域を中心に多い．
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表５ 2015年時点の人口規模別にみた静止年次の地域分布
（％）

静止年次 総数

2015年時点の人口規模

1万人

未満

1～5万人

未満

5～10万人

未満

10～30万人

未満

30～50万人

未満

50～100万

人未満

100万人

以上

2055年 0.5 1.3 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

2060年 2.1 4.4 1.8 0.8 0.0 0.0 0.0 0.0

2065年 6.0 12.1 4.9 2.7 1.5 0.0 0.0 0.0

2070年 18.0 21.9 21.7 14.8 6.6 2.1 0.0 0.0

2075年 38.2 23.0 39.5 47.9 53.1 63.8 41.7 18.2

2080年 21.5 11.7 19.9 28.8 33.2 29.8 54.2 63.6

2085年 5.8 5.8 6.6 3.9 5.6 4.3 4.2 9.1

2090年 2.9 4.8 3.1 1.2 0.0 0.0 0.0 9.1

2095年 1.1 2.9 0.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

2100年 0.7 1.7 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

2105年 2.1 6.1 0.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

2110年 1.0 3.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

2115年 0.3 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

地域数（N） 1,682 479 668 257 196 47 24 11

平均値 2076.6 2078.1 2075.7 2075.9 2076.7 2076.8 2078.1 2080.5

標準偏差 0.212 0.608 0.267 0.287 0.269 0.441 0.588 1.253

注：静止年次は2115年の推計人口を1としたときに，推計期間内の総人口の減少局面で初めて0.995～1.005の範

囲に収まった時点．



ちなみに人口増加率が高い東京都特別区は中
ちゅう

央
おう

区
く

が0.769である他，台
たい

東
とう

区
く

0.664から江
え

戸
ど

川
がわ

区
く

0.846の間で分布する．一方で，静止人口比が低い地域は（表7），群馬県南
なん

牧
もく

村
むら

0.228・神
かん

流
な

町
まち

0.252，奈良県川
かわ

上
かみ

村
むら

0.261と本推計でも人口規模が小さく高齢化が進んだ人

口減少率の高い地域が多い．

最後に，2015年時点の人口規模別，3大都市圏・非大都市圏別，静止人口比別にみた平

均総人口指数の2015～2115年における長期的な推移を図3に示した．平均総人口指数とは，

各群の平均総人口について2015年を100としたときの各年の指数である．
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表６ 2015年時点の人口規模別にみた静止人口比の地域分布
（％）

静止人口比 総数

2015年時点の人口規模

1万人

未満

1～5万人

未満

5～10万人

未満

10～30万人

未満

30～50万人

未満

50～100万人

未満

100万人

以上

0.3未満 0.4 1.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0.3～0.4未満 1.4 4.6 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0.4～0.5未満 7.0 19.4 3.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0.5～0.6未満 17.4 32.6 18.3 5.4 0.5 0.0 0.0 0.0

0.6～0.7未満 27.9 24.2 39.4 22.6 14.8 6.4 0.0 0.0

0.7～0.8未満 28.4 12.5 22.8 43.2 54.1 57.4 66.7 45.5

0.8～0.9未満 14.0 4.0 12.0 21.0 26.5 34.0 33.3 54.5

0.9～1.0未満 2.9 1.5 2.7 6.6 3.1 2.1 0.0 0.0

1.0以上 0.7 0.0 1.0 1.2 1.0 0.0 0.0 0.0

地域数（N） 1,682 479 668 257 196 47 24 11

平均値 0.681 0.584 0.684 0.754 0.771 0.780 0.792 0.802

標準偏差 0.003 0.006 0.004 0.006 0.005 0.007 0.007 0.012

（参考）2115年時点の静止人口比

平均値 0.680 0.584 0.683 0.753 0.770 0.779 0.791 0.801

標準偏差 0.003 0.006 0.004 0.006 0.005 0.007 0.007 0.012

注：静止人口比は静止人口年次における総人口と基準人口（2015年）との比.

表７ 静止人口比でみた市区町村別順位

順位
静止

人口比

静止

年次

2015年

総人口

（千人）

静止人口

規模

（千人）

順位
静止

人口比

静止

年次

2015年

総人口

（千人）

静止人口

規模

（千人）

1 愛知県長久手市 1.082（2070年） 57.6 62.3 1262 青森県つがる市 0.594（2075年） 33.3 19.8

2 沖縄県豊見城市 1.068（2060年） 61.1 65.3

… …

3 沖縄県南風原町 1.062（2060年） 37.5 39.8 1673 秋田県上小阿仁村 0.337（2080年） 2.4 0.8

4 福岡県新宮町 1.027（2065年） 30.3 31.2 1674 奈良県下北山村 0.335（2080年） 0.9 0.3

5 沖縄県与那原町 1.025（2060年） 18.4 18.9 1675 長野県天龍村 0.335（2065年） 1.4 0.5

6 沖縄県西原町 1.021（2075年） 34.5 35.2 1676 奈良県東吉野村 0.310（2100年） 1.7 0.5

7 沖縄県浦添市 1.020（2065年） 114.2 116.5 1677 青森県今別町 0.294（2085年） 2.8 0.8

8 沖縄県宜野湾市 1.019（2070年） 96.2 98.1 1678 高知県大豊町 0.292（2075年） 4.0 1.2

9 沖縄県北谷町 1.017（2065年） 28.3 28.8 1679 奈良県上北山村 0.273（2110年） 0.5 0.1

10 沖縄県沖縄市 1.010（2065年） 139.3 140.7 1680 奈良県川上村 0.261（2080年） 1.3 0.3

… …

1681 群馬県神流町 0.252（2110年） 2.0 0.5

421 青森県三沢市 0.774（2075年） 40.2 31.1 1682 群馬県南牧村 0.228（2080年） 2.0 0.5

… …

平均値 0.681 2076.6 74.4 56.8

841 福井県高浜町 0.685（2080年） 10.6 7.3 標準偏差 0.003 0.212 190.6 150.3

注：静止人口比，静止年次の定義は表5・6を参照．静止人口規模は静止年次における総人口である．



2015年の人口規模別に平均総人口指数をみると，人口規模が小さいほど指数は小さくな

り，1万人未満は2115年時点で59.7，1～5万人未満は69.5である．5万人以上では差が

縮小し75.5（5～10万人未満）～79.3（100万人以上）の範囲で総人口は一定となる．50

万人以上では，2020年は100を超えるが，2025年以降は減少トレンドに移行する．

3大都市圏・非大都市圏別では，非大都市圏は推計開始時点から減少し続け，2080年以

降は74.1～3で推移する．東京圏は2020年までは100を超えるが，その後減少し2080年以降

77.6～8で推移する．名古屋圏は推計開始時点から減少トレンドではあるものの，2080年

以降は80.3～5と東京圏よりも高い水準で推移する．大阪圏は東京圏，名古屋圏よりも減

少スピードが速いものの，2080年以降は77.4～6と東京圏と同水準で推移する．

静止人口比別にみると，1を超える地域の指数は2040～2045年に105.3まで増加した後
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図３ 2015年時点の人口規模別，３大都市圏・非大都市圏別，静止人口比の水準別にみた

平均総人口指数の推移：2015～2115年

注：平均総人口指数とは，各年次における各群の総人口の平均値について2015年を100としたときの指数．括弧内は2015

年の総人口に占める割合.東京圏：東京都・埼玉県・千葉県・神奈川県，名古屋圏：愛知県・岐阜県・三重県，大阪

圏：大阪府・京都府・兵庫県.



に減少に転じ，2075年以降は102.4～7の範囲で推移する．すなわち，1を超える沖縄県を

中心とした地域（2015年の総人口の0.5％）は2015年において人口増加を内包した人口構

造であることがわかる．一方で，1未満の地域（同99.5％）は，0.8～1.0未満の地域で一

時的に人口が増加する大都市・大都市郊外を中心とした地域（同29.4％）もあるが，長期

的には人口減少を内包した人口構造（すなわち「減少モメンタム」）であるといえる．

Ⅳ おわりに

本稿は，社人研が平成30（2018）年3月に公表した地域推計（平成30年推計）における

将来の人口増加率の要因分解を行うことを目的に，出生率が人口置換水準に達した場合等

の人口増加仮定に基づく推計結果や人口モメンタムの分析を行うことで将来の人口に対す

る基準人口の年齢構造及び人口動態率の影響を定量的に分析した．分析対象地域は，福島

県内市町村を除く，政令指定都市を1市，東京都特別区は区単位とする1,682市区町村で

ある．

地域推計（平成30年推計）における2015～2045年の将来の人口増加率をBongaartsand

Bulatao（1999）の手法で年齢構造要因，出生要因，死亡要因，移動要因の4要因に分解

した結果，人口増加率に対する寄与度は年齢構造要因と移動要因が大きく，死亡要因の寄

与度は人口規模によらず4.6～4.8％であり，出生要因の寄与度は総じて小さいことがわかっ

た．一方で，人口増加仮定における出生率の上昇は人口規模が大きい地域ほど人口増加率

への寄与度が大きく，移動率の半減は人口規模が小さい地域ほど寄与度が大きくなる等，

人口規模によって各要因の影響にばらつきがみられた．

年齢別寄与度の分析では，年齢構造要因のマイナスの寄与度が大きいことは多くの地域

において共通であるが，年齢別にみると人口規模の小さい地域は全年齢でマイナスの寄与

度であるのに対し，人口規模の大きい地域では70歳以上でプラスの寄与度に反転する．こ

れはベビーブーム世代の地域分布と関連し，第一次ベビーブーム世代（1947～1949年生ま

れ）の割合が高く，高齢化が進んだ小規模自治体では，当該世代の死亡による人口減少が

生じ，第二次ベビーブーム世代（1971～1974年生まれ）の多い大都市圏では，2015年に40

歳代前半である当該世代が2045年には70歳代前半になることで，高齢世代での年齢構造要

因のプラスの寄与度となることを示している．死亡要因は50歳代以上で年齢が高くなるに

したがって寄与度が大きくなるが，人口規模間での差は小さい．移動要因は人口規模が小

さいほど概ね全年齢でマイナスの寄与度となり，人口規模が大きくなるにつれてプラスの

寄与度が拡大し，そのプラスの寄与度は全年齢に及ぶ．

人口モメンタムの分析を行った結果，移動がなく人口置換水準の出生率，死亡率が一定

の場合，静止人口年次は概ね2075～2080年の間となることがわかった．沖縄県内の市町村

を中心とした12地域では静止人口比が1を超え，現時点においても人口増加を内包した人

口構造であり，それ以外の1,670地域は長期的には人口減少が内包された人口構造である

といえる．大都市圏を含めて全国的に人口減少が不可避な人口構造を持つことが示された．
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今後の課題としては，人口増加仮定の設定の在り方について検討の余地がある．本稿で

は人口増加仮定Ⅰ・Ⅱにおいて，人口置換水準の出生率，高い生残率，純移動率は本推計

と同様（Ⅰ），純移動率半減（Ⅱ）とし，人口増加仮定Ⅱの結果は地方創生が目指す方向

性と整合的な結果が得られている．しかし，例えば小規模自治体の移動率が半減したとき

に，出生率がどのように変化するのかについてのエビデンスは得られていない．それこそ

反事実的状況（例えば，実際には「移動した」人が，仮に「移動しなかった」場合に得ら

れる出生率等の推定）についての分析等の検証が必要であり，個票データによる分析や人

口，教育，産業構造等の諸要因との関連性を含むマイクロシミュレーション等による分析

が必要であろう．

2020年に入り全世界的パンデミックとなった新型コロナウイルス感染症により，今後，

死亡率の上昇や死因構造に変化が生じる可能性がある．国際人口移動に対する影響はすで

に生じており，国内人口移動も政府や自治体による自粛要請による抑制的影響が観察され

ている．社会的距離の保持や人との接触頻度を減らす取組によるコミュニケーション環境

の変化や心理的な不安感が今後の結婚・出生行動に及ぼす影響は未知数である．

次回の地域推計は2020年の国勢調査結果を基に実施される予定である．問題はこのパン

デミックの人口動向への影響が一時的なものか，中・長期的なものかということであり，

そのような評価を行うためにも，地域人口の動向についてのモニタリング及び分析を行っ

ていく必要がある．本分析の手法は，様々なシナリオにおける人口動態率や基準人口の年

齢構造要因の影響を簡便に試算できることから，新型コロナウイルスのパンデミックによ

る影響評価に用いる余地があり，引き続き分析を深めていきたい．

（2020年10月14日査読終了）
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DemographicComponentsofFuturePopulationGrowthRatesby
Municipalities

KAMATAKenji,KOIKEShiro,SUGAKeitaandYAMAUCHIMasakazu

ThispaperexhibitscomponentsofthefuturepopulationchangeofJapanesemunicipalitiesin

the"RegionPopulationProjectionsforJapan"(2018)publishedbytheNationalInstituteof

PopulationandSocialSecurityResearchinMarch2018,withusingthemethodofBongaartsand

Bulatao(1999)toidentifyfourfactorsofagestructure,fertility,mortality,andnet-migration.

Theresultsshowthatmainlyagestructureandmigrationfactorsdeterminethefuture

populationgrowthratesofthemunicipalities.Mortality'scontributionsare4.6・4.8%,irrespective

ofpopulationsize,andcontributionsoffertilityfactorsareassmallaslessthan1%.Meanwhile,

underhypotheticalassumptionsthatfosterpopulationgrowth,demographicfactorstothefuture

populationgrowthdependonpopulationsize:increasesinfertilityratescontributemore

significantlyinmunicipalitieswithlargerpopulations,anddecreasesinnet-migrationrates

contributemoreinmunicipalitieswithsmallerpopulations.

Analysisofthepopulationmomentumshowsthatyearsattainingthestationarypopulationare

roughly2075・2080givennomigration,replacementfertilityandfixedmortalityatthecurrent

level.Stationarypopulationratiosexceedonein12municipalities,locatedmainlyinOkinawa

Prefecture,meaningthatpopulationstructuresofthesemunicipalitiesincludegrowthpotential.In

turn,theother1,670municipalitieshavedemographicstructurestoobeypopulationdeclineinthe

longrun.ThepopulationsmostofJapanesemunicipalities,includingthoseinmetropolitanareas,

havethedemographicstructurestodeclineinevitably.

【Keywords】RegionalPopulation Projections,Population Growth Rate,Demographic

decomposition,PopulationMomentum
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都市国家シンガポールにおける人口変動の民族格差

菅 桂 太

Ⅰ．はじめに

シンガポールは過去200年間におもに移民によって形成された都市国家である．本稿で

は，出生・死亡・人口移動という人口変動要因のうち人口移動に着目して，この領域にお

ける人口の長期趨勢と民族格差を示す．2000年代以後のシンガポールにおいても過去の人

口移動の遺物は残る．一例として，とくにインド系，またマレー系の人口の年齢別性比が

高齢で顕著に高いことを示す．そして，高い高齢性比が招く社会問題に言及する．同時に，

2000年代以後の新しい人口変動の要因として異民族間（国際）結婚の増加に言及する．最

後に，出生・死亡・国際人口移動が（2010年頃までの）過去の趨勢にしたがって変化する

場合のシンガポール出身者比率の見通しを示し，この都市国家における人口変動の教訓と

今後の政策的な課題を展望する．なお，本文で参照するWeb付図表は，インターネット

を通じ『人口問題研究』ウェブサイト（http://www.ipss.go.jp/syoushika/bunken/

sakuin/jinko/315.html）からダウンロード可能である．

Ⅱ．シンガポールの人口変動とその人口学的要因の長期趨勢

近代以前のシンガポール史については諸説あるものの（たとえばGuanetal.（2019）

を参照），西欧社会に知られるようになったのは大英帝国ベンクーレン（スマトラ島に位
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シンガポールにおける過去200年間の人口変動を振り返り，人口増加率を自然増減と社会増減の

要因にわけ，民族別に観察した．その結果，シンガポールの人口史のなかで主要な部分は移民が重

要な役割を果たした「移民立国」であること，20世紀に入り人口構造が成熟化するなかで自然動態

の相対的な重要性が増したことはすべての民族に共通するが，出生率の相対的に低い中国系やイン

ド系で入国超過は多いことが民族構成を維持していること等を確認した．また，21世紀に入り，異

民族間結婚や国際結婚が増加するなど，結婚パターンに顕著な変化がみられることを指摘した．

シンガポールでは2000年代後半に積極的な移民受け入れ政策がとられたが，「移民立国」として

歴史のあるシンガポールにおいても，置換移民政策を長期的に継続することはできなかった．シン

ガポールのように婚外子が極端に少ない社会においては，結婚の動向は出生力変動に直結する重要

な近接要因である．今後の動勢を慎重に見守る必要があろう．

キーワード：シンガポール人口史，人口転換，国際人口移動，民族格差



置）副知事であったトーマス・ラッフルズ（Lieutenant-GovernoroftheBritish

BencoolenThomasStamfordBringleyRaffles）が1819年に発見して以後のことである．

英・東インド会社（TheBritishEastIndiaCompany）は1826年にペナン，マラッカ

（及びその管轄地）とともに海峡植民地（TheStraitsSettlements）を成立させ，シンガ

ポールは1832年にその首都となる．1858年に英・東インド会社が廃止されると，一時的に

インド植民地政府（TheBritishIndia）の管轄下に置かれるが，1867年からロンドンの

植民地省（TheColonialOffice）の直接統治となり，海峡植民地総督を補佐する機関と

して行政・立法の両評議会が設置される．1942年2月から3年半の日本統治を経て，1946

年に海峡植民地は解体される．この際，ペナンとマラッカはマラヤ連合に組み入れられて，

単独の直轄植民地（TheCrownColonyofSingapore）となる．その後シンガポールは

徐々に自治を拡大させ，1959年に英連邦内自治州（TheStateofSingapore）となる．

1963年にマレーシア（Malaysia）の成立に加わるが，1965年8月9日マレーシア議会で

分離法案が可決され独立，シンガポール共和国（TheRepublicofSingapore）となる．

なお，1966年に入国管理が導入されるまでは，シンガポールとマレーシア間の人口移動に

制限はなかったという（Saw 1970,p.21）．独立以前のシンガポールとマレーシア間の人

口移動に関する統計は存在せず，ここでは静態統計とセンサス間純移動推定値を検討する．

1819年1月28日，トーマス・ラッフルズはシンガポール川岸に降り立ち港を開く．この

時，この地の人口は半農半海賊の150人だったというが，開港直後から交易で利鞘を稼ご

うとする移民が押し寄せる．ラッフルズの書簡によれば，「4ヶ月も経たないうちに5,000

人を超える人が押し寄せ，日増しに増えている」という（Saw2012,pp.7-8）．シンガポー

ルにおける最初の人口調査は1824年1月に行われた（ただし，1871年人口センサスより前

に実施されたものの詳しい記録は残っていない）．1824～1836年の間に10回の人口調査が

行われたが，その後は1840年，1849年，1860年と実施間隔が長くなっている．いずれも男

女・民族別人口のみが調査されておりその他の情報はえられない．また，信頼性に欠ける

とされる（Saw1970,pp.11-15;Saw2012,pp.5-6,337-338）．

最初の近代的な人口センサスが実施されたのは1871年で，その後シンガポールでは第2

次世界大戦間期と建国（1965年8月9日）直後を除き10年おきに人口センサスが実施され

ている．Saw（1970,p.15-16）によれば，出生・死亡の登録制度が導入されたのは1872年

だが，報告書が作成されるようになったのは1886年以後についてである．この登録制度か

らの出生・死亡統計は1878年に初めて利用可能になったが（Saw 2012,p.152），初期の

統計には登録漏れが多く（Saw 1970pp.71-73,87-88;Saw 2012,pp.81-82,154），19世

紀の出生・死亡の水準には留意を要する．人口センサスによる外国人を含む総人口の推移，

自然増減と社会増減（純移動推定値）を表1に示す．

シンガポールにおける総人口の規模は，過去200年間，幾何級数的に増加した．200年前

はほとんどゼロだった地域の人口は1870年代に10万人，1950年代には100万人を超え，

2010年に508万人になっている．1824～1840年の人口成長率は年率7.66～7.84％で，これ

は9.2～9.4年で人口規模が2倍になるペースである．1840～1860年の人口成長率（年率）
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は4.04～4.57％に減速しているが，それでも15.5～17.5年で2倍になるペースであった．

一定の信頼に足る静態人口データが収集され，出生・死亡に関するデータが利用可能な

1881～1891年以後の期間についてみると，1891～1901年の年率2.25％（倍加年数=31.2年）

から人口成長率はゆるやかに加速し，1947～1957年に4.42％（倍加年数=16.0年）に達し

たが，1970～1980年の1.53％（倍加年数=45.7年）へ低下し，1980～2010年は2.36～2.80％

（倍加年数=25.1～29.8年）で推移している（図1）．人口増加率を出生と死亡の差である

自然増加率と人口移動の寄与にわけてみると，戦後の一時期（1947～1990年）を除き，一

貫して人口移動の寄与が自然増減を上回ることがわかる．1881～1921年の社会増加率は

4.02～4.82％で，これだけで14.7～17.6年で人口は2倍になるというペースである．戦前・

戦中の1921～1947年における1.95～2.58％（倍加年数=27.2～35.9年）までは比較的高い社

会増加率を示したが，戦後は移民受入が強く制限され1947～1970年は0.96～1.14％（倍加

年数=61.4～72.9年）と急速に低下し低水準になった．また第二次世界大戦直後の移民は

質的にも変容しており，中国やインドからの移民に対しマレー半島からの移民の相対的重

要度が増した（Saw2012,pp.14-15）．1970～1990年は移民受入の引き締めにより0.12～

0.78％で非常に低い水準であった．しかし，1990～2010年の社会増加率は1.54～1.93％

（倍加年数=36.3～45.3年）に再び増加している．シンガポールの人口史のなかで主要な部

分は移民が重要な役割を果たした移民立国といえるだろう．
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表１ シンガポールの人口，人口増加率とその要因

総人口
増加幅 増加率（年率）（％）

人口 自然増減 社会増減 人口 自然増減 社会増減

1819 150 - - - - - -

1824 10,683 - - - - - -

1830 16,634 5,951 - - 7.66 - -

1840 35,389 18,755 - - 7.84 - -

1849 52,891 17,502 - - 4.57 - -

1860 81,734 28,843 - - 4.04 - -

1871 96,087 14,353 - - 1.48 - -

1881 137,722 41,635 - - 3.67 - -

1891 181,602 43,880 -30,932 74,812 2.80 -2.51 4.43

1901 226,842 45,240 -42,542 87,782 2.25 -2.63 4.02

1911 303,321 76,479 -59,978 136,457 2.95 -3.02 4.82

1921 418,358 115,037 -35,594 150,631 3.27 -1.24 4.11

1931 557,745 139,387 18,176 121,211 2.92 0.43 2.58

1947 938,144 380,399 178,296 202,103 3.30 1.75 1.95

1957 1,445,929 507,785 395,600 112,185 4.42 3.58 1.14

1970 2,074,507 628,578 438,249 190,329 2.82 2.06 0.96

1980 2,413,945 339,438 315,400 24,038 1.53 1.43 0.12

1990 3,047,132 633,187 438,249 194,938 2.36 1.68 0.78

2000 4,017,733 970,601 330,030 640,571 2.80 1.03 1.93

2010 5,076,721 1,058,988 394,905 664,083 2.37 0.94 1.54

資料：Saw（2012）．増加率（年率）は著者推計，期末年に表章．
注：「総人口」にはシンガポール市民，永住権保有者，及び，外国人を含む．なお，シンガポール政
府公式の統計では，シンガポール市民（Singaporecitizens）及び永住権保有者（Permanent
residents）をあわせて，シンガポール在住者（Singaporeresidents）と呼んでいる．



人口転換理論によれば，継続的な死亡率の低下が起こると，人口増加と都市化を引き起

こし，この人口増加は意図的な出生抑制の契機となり，出生率の低下を招く（Dyson

2010）．後述の通り，シンガポールは幅広い国・地域からのモノとヒトが集まった国際都

市である．Dyson（2010）が想定するような西欧諸国における移民送り出し元となる農村

的地域は，シンガポールにはない．また，シンガポールが発見され急成長を遂げた時期が

ちょうど，周辺地域や移民送り出し国・地域において死亡率の継続的な低下が起こった時

期と重なったのかもわからない．しかしながら，シンガポールの人口動態をみる限り，特

徴的なのは19世紀の粗出生率の水準は非常に低く，自然増加率が-20‰を下回る大きなマ

イナスであったが，20世紀にかけて徐々に出生率が増加し，20世紀に入ってからは粗死亡

率も低下し始めることで自然増加率はマイナス幅を縮小し，1920年代に自然増加率もプラ

スに転じて，20世紀半ばまで自然増加率は増加し続けたというパターンであろう（図2）．

人口転換以前の都市におけるマイナスの自然増加率は他国にもみられるが，シンガポール

の水準は特異といえるだろう．

これにはシンガポールが，時期・民族によって入国パターン（経路・目的）が異なる集

団，おもに労働移民（単身男性）によって構成されたためという事情がある（このため民

族別性比が著しく異なることを後述する）．最初期の移民は商人が主体であったが（田中

2002,p.25-28），中国系はおもに胡椒やタピオカ等のプランテーション及び（マラヤでの）

錫鉱山に使役する労働移民として入国した．中国系移民の入国手段は3通りで，①シンガ

ポールから中国に帰国した客頭（khehthau）の手配による，②専門の徴用者の斡旋によ

る，③独自であったとされる（Saw 1970,pp.37-45）．1877年まで中国系移民に対する法

制は存在せず，労働移民は自由に行われていたが，1877年の中国系移民法（Chinese

ImmigrationOrdinance）により中国系保護府（ChineseProtectorateOffice）が設置さ
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図１ シンガポールの人口増加率とその要因（年平均％）：1881～2010年

資料：表1．



れ，①と②の契約労働者が法的に保護されるようになった．しかし，同法に基づく契約を

結んだ労働者が中国系移民に占める割合は1880年代の20％強の水準から，1910年代には10

％を下回る水準となり，当初の目的は果たせなかった．1914年に労働契約法（Labour

ContractsOrdinance）が制定され，中国系移民法は廃止されると，1928年まで中国系労

働移民に関する法制は一時的にほとんど存在しなくなった．在住者の雇用を守り，犯罪の

増加等の大量の移民にともなう社会問題の軽減を狙って1928年に移民制限法

（ImmigrationRestrictionOrdinance）が制定され，1930年からは中国系男性移民の数

を制限する割当てが設けられる（女性と12歳未満の子供は制限されていない）．この移民

制限法は緊急的な措置という側面があり，また入国後の移住者の管理について規定がなかっ

たため不十分であり，1933年の外国人法（AliensOrdinance）にとって代わることにな

る（英領インド帝国からのインド人は対象外）．外国人法の下でも中国系男性に対する割

当ては継続されたが，植民地政府も偏った性比に懸念を持っており女性（と子供）に対す

る割当ては1938年まで免除された．1941年12月から1945年9月の日本占領下では移民は行

われていない．戦後1950年代になると，労働力に対する需要は戦前ほどではなくなったこ

と，マレー半島から移民として入国しシンガポールに定住した人たちの自然増がもたらさ

れるようになったことから，移民を厳格に管理しシンガポールの社会的・経済的な発展に

資するような人材のみに制限することが重要になる．このような観点から1953年にすべて

の民族を対象とする移民法（ImmigrationOrdinance）が制定され，1959年に強化され

ている．

インド系の移民は，その多くが，公共事業の建設労働者，政府事務員，兵士・警察官，

水夫，もしくはイギリス人の使用人等の英国や植民地政府に関連する部門で働いた（田中

2002,pp.25-32）．労働移民もゴム農園など英国資本に使役される場合が多かったという．
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図２ シンガポールにおける粗出生率と粗死亡率（‰）：1878～2010年

資料：Saw（2012）．増加率（年率）は著者推計．



インド系移民の入国手段は5通りあり，①犯罪者の労役，②契約移民，③ゴム農園等プラ

ンテーション所有者の斡旋（カンガニーkangany制度），④援助移民，⑤独自であったと

される（Saw 1970,pp.45-53）．まず，1825～1860年には道路・鉄道・橋・運河・埠頭建

設等の公的事業に従事させるため英領インド帝国から犯罪者が移送され，1860年時点で

4,063人がいたが，1872年までに送還されている．インド系契約移民については，1872年

にインド植民地政府が，1884年にシンガポール植民地政府が制度化した．また，1884年に

はカンガニー制度における徴用者が免許登録されている．カンガニー制度はゴム産業の発

展とともに拡大し，1899年にはマラヤへの移民の12.8％，1907年は43.4％を占めたという．

しかし，この制度は援助移民にとって代わられ，1908年頃にみられなくなる（Saw 1970,

p.48）．カンガニー制度は20世紀に入りゴム産業の需要に応えられなくなり，1907年にタ

ミル移民財団法（TamilImmigrationFundOrdinance）が制定され，インド系移民協会

（IndianImmigrationCommittee）が設置される．インド系労働移民の雇用主はこの財

団（インド系移民協会）に一定の拠出をすることが義務づけられ，支出はインド系労働移

民の渡航費用の捻出に全額あてられた．この協会は徴用者の免許管理もおこなった．マラ

ヤへの援助移民は，1908年はインド系移民全体の約4割を占めたが，1910年には約72％を

占めるまでになったという．援助移民はゴム産業の盛衰に左右されたがこの時代の主流で

あり，世界恐慌以前の1931年より前は約70％，後は少なくとも約90％を占めたが，1938年

にインド植民地政府が低熟練の労働移民を禁止すると廃止された．最後の独自の経路でやっ

てくるインド系移民も一定数存在した．19世紀は約80％を占め主流だったが，1907年まで

のカンガニー制度やその後の援助移民の発達で相対的な規模は縮小したもの，1938年にイ

ンド植民地政府が労働移民を禁止した後は，独自経路の移民のみが残されることになった．

1941年12月から1945年9月の日本占領下では移民は行われていない．1953年以後は移民法

の制限を受けることになった．

表2はシンガポールの主要民族別に1824～2015年の人口，人口増加率及び民族構成の推

移をみたものである．民族別にみても，1824～2015年のシンガポールの人口は概ね一貫し

て増加しているが，変化パターンは異なる．中国系の人口は1824～1836年は年平均12～13

％，5～6年で人口規模は2倍になるというペースで急増したが，19世紀の終わりにかけ

て人口増加率は低下し，1881～1947年は2.9～3.7％（倍加年数=19～24年）というペース

に安定している．これに対し，インド系の人口は増加スピードの変化が非常に大きい．イ

ンド系人口の増加率は1836～1860年には6％台の増加をしていたが，1860～1871年はマイ

ナスで，1871～1901年は0.6～2.9％という低水準の増加，20世紀に入ってからは景気循環

と連動し10年おきにゆるやかな増加と急速な増加を繰り返している．マレー系については，

1830～1836年に8％を超える人口増加があったが，19世紀の終わりにかけて人口増加率は

低下し，19世紀の終わりから20世紀初頭にはゼロ成長になった．さらにマレー系において

は，シンガポールにおける人口構造の成熟化とともに自然増減が社会増減と比べ相対的に

重要になった20世紀に徐々に増加率を上昇させている．そして，シンガポール（民族総数）

において自然増減が最大の1947～1957年には，すべての民族がその前100年程にはみられ
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なかったような急速な人口増加を経験している．

民族構成をみると，主要民族のうち1824年はマレー系が最も多く60.2％を占めていた．

中国系が31.0％，インド系が7.1％，その他が1.7％であった．19世紀は中国系・インド系

移民の増加が，マレー系と比べて著しい．中国系の占める割合は，1849年に50％を超え，

1901年に72.3％まで増加した．インド系は1860年に15.9％まで増加したが1901年は7.5％で

あった．マレー系は概ね一貫して構成比を縮小させ，1901年は15.9％であった．20世紀に

入ってからは，若干の上下動はあるものの，中国系は72～78％，マレー系は12～16％，イ

ンド系は6～9％前後であり，シンガポールの人口（もしくは在住者）の規模は1901～

2015年に17倍以上に増加し，上述のように民族別増加パターンが異なるにもかかわらず，

民族構成は大きく変化してはいない．

民族別人口の変化パターン（単身男性労働移民のシェア）の違いは性比にあらわれ，性

比は人口増減における自然増減の相対的寄与に関連する．表3には，1824～2015年の民族

別に性比（女1,000人あたり）の推移を示す．民族総数についてみると，1824年の男子は

女子の約2倍から1860年の約6倍に急増したあと，1871～1891年は約3倍の水準であった

が，1921年までに約2倍に低下し，20世紀の前半に通常の出生性比の水準に急速に近づい

た．民族別にみると，性比には著しい民族間の差がみられる．中国系の性比は1824年の時

点で男子が女子の約8倍という高水準であったが，著しい人口増加のなかで1836年に男子
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表２ シンガポールにおける民族別総人口，人口増加率，民族構成：1824～2015年

人口（人） 人口増加率（年平均％） 民族構成（％）

総数 中国系 マレー系 インド系 総数 中国系 マレー系 インド系 中国系 マレー系 インド系

1824 10,683 3,317 6,431 756 31.0 60.2 7.1

1830 16,634 6,555 7,640 1,913 7.66 12.02 2.91 16.73 39.4 45.9 11.5

1836 29,984 13,749 12,538 2,932 10.32 13.14 8.61 7.38 45.9 41.8 9.8

1849 52,891 27,988 17,039 6,284 4.46 5.62 2.39 6.04 52.9 32.2 11.9

1860 81,734 50,043 16,202 12,973 4.04 5.42 -0.46 6.81 61.2 19.8 15.9

1871 94,816 54,572 26,141 10,313 1.36 0.79 4.44 -2.06 57.6 27.6 10.9

1881 137,722 86,766 33,012 12,086 3.80 4.75 2.36 1.60 63.0 24.0 8.8

1891 181,602 121,906 35,956 16,009 2.80 3.46 0.86 2.85 67.1 19.8 8.8

1901 226,842 164,041 35,988 17,047 2.25 3.01 0.01 0.63 72.3 15.9 7.5

1911 303,321 219,577 41,806 27,755 2.95 2.96 1.51 5.00 72.4 13.8 9.2

1921 418,358 315,151 53,595 32,314 3.27 3.68 2.52 1.53 75.3 12.8 7.7

1931 557,745 418,640 65,014 50,811 2.92 2.88 1.95 4.63 75.1 11.7 9.1

1947 938,144 729,473113,803 71,927 3.30 3.53 3.56 2.20 77.8 12.1 7.7

1957 1,445,929 1,090,596197,059129,510 4.42 4.10 5.64 6.06 75.4 13.6 9.0

1970 2,074,507 1,579,866311,379145,169 2.82 2.89 3.58 0.88 76.2 15.0 7.0

1980 2,413,945 1,856,237351,508154,632 1.53 1.63 1.22 0.63 76.9 14.6 6.4

1990 3,016,400 2,252,700408,000229,500 2.25 1.95 1.50 4.03 74.7 13.5 7.6

2000* 3,263,209 2,505,379453,633257,791 0.79 1.07 1.07 1.17 76.8 13.9 7.9

2010* 3,771,721 2,793,980503,868348,119 1.46 1.10 1.06 3.05 74.1 13.4 9.2

2015* 3,902,690 2,900,007520,923354,952 0.69 0.75 0.67 0.39 74.3 13.3 9.1

資料：Saw（1970,2012）．SingaporeDepartmentofStatistics（2018）．増加率（年率）は著者推計，期末
年に表章．*）2000年以後はシンガポール市民と永住権保有者からなるシンガポール在住者であり外国人を含ま
ない．



が女子の14.6倍という水準に増加している．中国系の性比は1860～1871年以後急速に一貫

して低下し，1931年以後は（中国系が人口の7割以上を占めるが）総数の性比を下回って

いる．

インド系の性比も1824年の時点で男子が女子の約6倍という高水準であったが，著しい

人口増加のなかで1830～1836年に男子が女子の約10倍という水準に増加している．1840年

代以降は，インド系の性比も低下傾向ではあるが，中国系の性比が一貫して低下したのに

対し，インド系の性比は1849～1860年や1901～1931年など人口増加率が高く労働移民が多

かったと推測される時期に上昇しており，1931年においても男子が女子の5.2倍という高

水準であった．1933年に外国人法が導入された際，女性への割当て適用は1938年まで免除

されたが，この1931～1947年の時期にインド系の性比は2.9倍にまで低下している．

マレー系の性比は，中国系やインド系と比べると，19世紀から出生性比の水準に近い．

1860年にシンガポールにおけるマレー系人口史上最高の女1人あたり男1.7人という水準

になるが，その他の年次に1.5倍を超えたことはない．中国系やインド系は，おもに労働

移民で構成された．これに対し，マレー系の人口も1824～1836年に約2倍，1824～1881年

に約5倍になっている（この時期の死亡率は高く自然増のみでは考えにくい水準である）

ことから移民が重要な部分を構成していたものの，19世紀から家族をともなう移民が多かっ

たことが性比の民族差に寄与したと考えられる．ただし，マレー系の性比は1947年以後中

国系の性比を上回っている．
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表３ 民族別人口の性比（女1,000人あたり）：1824～2010年

総数 中国系 マレー系 インド系

1824 1,987 8,188 1,058 5,878

1830 2,763 11,275 1,141 10,387

1836 3,148 14,642 1,168 9,580

1849 3,905 11,500 1,421 6,499

1860 6,039 14,407 1,672 8,504

1871 3,189 6,147 1,267 4,294

1881 3,088 5,112 1,281 3,943

1891 3,209 4,680 1,383 4,216

1901 2,938 3,871 1,279 4,129

1911 2,453 2,790 1,172 4,914

1921 2,044 2,123 1,230 5,021

1931 1,713 1,656 1,161 5,189

1947 1,217 1,132 1,208 2,903

1957 1,117 1,039 1,101 2,001

1970 1,047 1,017 1,036 1,518

1980 1,042 1,015 1,072 1,323

1990 1,013 1,012* 1,041* 1,181*

2000* 996 990 1,031 1,043

2010* 974 962 992 1,075

2015* 965 953 990 1,056

資料：Saw（1970,2012）．SingaporeDepartmentofStatistics（2018）.
*）シンガポール市民と永住権保有者からなるシンガポール在住者であ
り外国人を含まない．



65歳以上高齢人口についてみた場合の性比（女100あたり）の推移を図3に示した．言

うまでもなく，年齢別死亡率は女性の方が低いので，高齢性比は100を下回る傾向がある

（図3a）．ここでは，コーホートサイズに着目するため，死亡率の男女差を調整した場合

の（出生時に推定された）コーホートサイズの男女比（性比）についても示した（図3b）．

すなわち，各年の65歳以上人口を男女・民族別生命表における定常人口（5LX）で年齢5

歳階級別に割り戻すことによって死亡率を調整した人口の性比を示した．生命表は菅

（2013）で作成したものに最新のデータを更新して用いた．

高齢性比はマレー系やインド系で高く，マレー系の1970～1990年は120程度，インド系

の2000年以前は200から400を超える水準にあり，死亡率の調整を行わなくても100を超え

ている．死亡率の男女差を調整すると，中国系の性比は1971年の127から1980年代後半に

は100前後に低下し，以後100前後の水準で推移している．マレー系の場合は，1970年代か

ら1990年代半ばまで130～140の水準であったが，1990年代後半に低下し，2000年代以後は

100前後になっている．また，インド系についても，2000年以前は200～400という水準で

あったが，1990年代半ば以後急速に低下し，2015年には100程度になっている．このよう

にマレー系やインド系の65歳以上人口性比が1990年代半ば以後急速に正常化しているのは，

インド系は1930～1935年生まれ（2000年に65～69歳）以前，マレー系は1925～1930年生ま

れ（1995年に65～69歳）以前というシンガポール建国以前の入植者世代の性比が著しく高

かったためである．1935年以後生まれコーホートの性比は概ね出生性比（100～110）の水

準になっており，今後もこのような水準で推移するものと考えられる．
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図３ 民族別65歳以上人口の性比（女100あたり）：1960～2015年

資料：SingaporeCensusofPopulation,1970.DepartmentofStatisticsSingapore,SingStatTableBuilder
<http://www.tablebuilder.singstat.gov.sg/publicfacing/mainMenu.action/>（2018年5月7日最終アクセス）.
注：1979年以前は外国人を含む総人口，1980年以後はシンガポール市民及び永住者からなる在住人口．

a）65歳以上人口性比 b）死亡率調整済み65歳以上コーホートの性比



Ⅲ．シンガポール出身者か否かの別にみた生残人口と出入国超過人口の人口ピラ

ミッドによる観察

前節の検討では，シンガポールでは労働移民の多い世代で性比が著しく高かった可能性

が示唆された．この要因を探るため，シンガポール成立過程における人口変動（民族別人

口増加率と性比）について，とくに好景気～恐慌といった景気変動に大きく影響されない

常住人口に対する人口移動の寄与を検討したい．ここでは，年齢別の統計が利用可能になっ

た1970年以後の人口センサスを用いて男女年齢別人口のシンガポール出身か否かに着目し，

コーホート間比較を行う．具体的には，民族別人口の男女年齢構造とその変化における純

移動推定値（入国超過もしくは出国超過，以後は出入国超過と表す）の寄与をみた．

まず，菅（2013）において作成した1970～2010年の民族別生命表を用いて，t-10→t年

のx-10～x-6→x～x+4歳の生残率を計算した．具体的には，t-5年からt年の生命表を用

いて各時点のx-5～x-1→x～x+4歳の生命表生残率を算出した．そして，t-5年からt年

の6時点についての生命表生残率を（期首・期末年は1/2した上で）年齢別に平均して，

t-5→t年x-5～x-1→x～x+4歳の期間生残率Sxを算出した．さらに，隣り合った2期間

の積Sx（x-10～x-6→x-5～x-1歳,t-10→t-5年）×Sx（x-5～x-1→x～x+4歳,t-5→t年）

によってx-10→t年t-10～x-6→x～x+4歳の生残率とした．

一方で，人口センサスにおける民族別男女年齢別のシンガポール出身か否かに関する統

計（BorninSingaporeかBornoutsideSingapore別の統計）は，1980年以前は外国人

を含む総人口，1990年以後は外国人を除く在住人口について作成されている．センサス間

出入国超過率を算出する際には，在住人口に揃えることが望ましい．Singapore

DepartmentofStatistics（2018）には1970年と1980～2018年の民族別男女年齢別の在住

人口の推移が推計されている．そこで，1970年と1980年についてSingaporeDepartment

ofStatistics（2018）による在住人口と人口センサスに掲載されている男女年齢別民族別

総人口の差（≒外国人）がすべて外国生まれであると仮定して，在住人口のシンガポール

生まれの割合を算出し，民族別男女年齢別の在住人口をシンガポール生まれか否かに振り

分けた．その上で，民族別男女年齢別生残率がシンガポール生まれか否かとは独立である

と仮定して，t-10年とt年の在住人口から生残人口・出入国超過人口を推定した．

分析結果を模式的に示すため，期末（t年）在住人口の男女年齢構造を示す人口ピラミッ

ドを作成し，t-10～t年の出入国超過数・生残人口，及び，期首（t-10年）センサスにお

けるコーホートサイズを，期末年齢別人口に重ねて示した（Web付図1～4）．期首コー

ホートサイズは期末までの間に死亡と人口移動で増減するが，コーホートサイズと生残人

口の差が死亡数，純入国超過人口を加えたものが期末人口規模ということになる．人口移

動の状況が純出国超過であった場合には，生残人口から純出国超過数を除くものが期末人

口規模を示す．比較に資するため，図にはシンガポール出身者と外国出身者の合計人口の

ピラミッドも重ねた．Web付表1には，人口ピラミッドを図示したデータからシンガポー
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ル出身者割合，人口増加率と自然増加率及び社会増加率を算出して示した．また，Web

付表2には，年齢総数及び65歳以上について，シンガポール出身か否かの別にみたシンガ

ポール在住人口の性比を示した．

分析結果から，1970年以後のシンガポール在住人口の増減と民族別に見たその要因につ

いて，少なくとも4点を特筆できよう．

第一に，シンガポール出身か否かを問わない民族別の人口増加の要因を自然増減と社会

増減にわけてみると（表4），1970年以後においても，一貫した民族格差があることを確

認しておきたい．中国系の人口増加には1970～1980年については自然増が重要であったも

のの，自然増の寄与には低下傾向がみられ，社会増加の寄与が相対的に大きくなっている．

社会増加の相対的な寄与の大きさは，インド系の人口においてより顕著であり，1980～

1990年以後の社会増加率は自然増加率を上回っている．これらに対して，マレー系の人口

では1970～1990年まで社会増加はマイナスで，1990～2010年の社会増加も非常に低水準で

ある．

第二に，性比に著しい乱れが生じているのは外国出身者のみである点が指摘できる．性

比に乱れが生じているのは，インド系は1930～1935年生まれ（1965年に30～34歳，1980年

に45～49歳，2000年に65～69歳）以前の世代，マレー系は1925～1930年（1965年に35～39

歳，1980年に50～54歳）以前の世代のみである．恐らく，1950年代以前にシンガポールに

入植した世代である．1940年以後生まれの世代においては外国出身者においても高齢性比

の著しい乱れはみられないし，シンガポール出身者は1935年以前生まれについても，すべ
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表４ 民族別にみた在住人口*）増加率とその要因：1970～1980年から2000～2010年

1970～1980 1980～1990 1990～2000 2000～2010

総数

人口増減 1.19 1.68 1.66 1.33

自然増減 1.38 1.16 1.03 0.62

社会増減 -0.22 0.58 0.69 0.75

中国系

人口増減 1.33 1.61 1.55 1.01

自然増減 1.34 0.99 0.86 0.47

社会増減 -0.01 0.68 0.74 0.56

マレー系

人口増減 0.94 1.46 1.57 0.97

自然増減 1.44 1.68 1.56 0.85

社会増減 -0.57 -0.26 0.02 0.13

インド系

人口増減 0.18 2.66 2.52 2.64

自然増減 1.13 1.28 1.12 0.78

社会増減 -1.06 1.53 1.54 1.99

単位：年平均（％）．資料：SingaporeCensusofPopulation，RegistrationofBirthsandDeaths
Statistics，SingaporeDepartmentofStatistics（2018）を用いて筆者推計.*）在住人口はシンガポー
ル市民と永住権保有者からなるシンガポール在住者であり外国人を含まない．1970年～1980年のシン
ガポール生まれか否かの別は，人口センサスの男女年齢別民族別総人口とSingaporeDepartmentof
Statistics（2018）による在住人口の差（≒外国人）がすべて外国生まれであると仮定して算出した．
人口センサスにおけるシンガポール生まれか否かに関する統計は，1990年以後は在住人口について作
成されている．



ての民族で当該コーホートの性比が著しく高いということはない．これは，シンガポール

への移民はかつて男性に偏っていたが，シンガポールにおいてはすべての民族で強い男児

選好はみられず，人口構造の成熟によって人口増減に対する自然増減の寄与が相対的に重

要になってシンガポール出生者の占める割合が増加するのにしたがって人口の性比は正常

化したことを示唆する．

第三に，総人口（民族総数）の社会増減の推移は1970～1980年の年率0.12％に対し，

1990～2010年は1.54～1.93％であり近年上昇傾向がみられた（表1）． 1点目で確認した

通り，在住人口の民族別にみるとマレー系の社会増減は低水準であるのに対し，中国系と

インド系の1980～1990年以後は著しい入国超過になっている．このような在住人口の民族

別人口増減の要因をシンガポール出身か否かの別にみると，シンガポール出身者はほとん

ど人口移動が発生していないか純出国超過になっており，入国超過は外国生まれの人口の

みに生じている（Web付表1）．すなわち1990年代以降においてもシンガポールは移民受

け入れ国であり，出生力の長期的な低下のなかで中国系やインド系の人口変動において移

民の寄与は相対的に重要であり，マレー系と比べ相対的に低出生なこれらの民族の入国超

過が多いことが，民族構成を維持していることがわかる．

第四に，2000年頃から30歳代以下のマレー系女性において外国出身者の入国超過がみら

れるようになっている．2000年代以降のインド系外国出身者の入国超過は男性の方が著し

く大きいが，マレー系外国出身者の入国超過は女性に生じている（Web付図3～4）．後

述の通り1990年代頃から異民族間婚姻率は増加しており，この人口ピラミッドに表れたパ

ターンは2000年代以降，インド系男性とマレー系女性カップル（国際結婚を含む）がイン

ド系やマレー系の人口変動に無視できない寄与を及ぼし始めている可能性を示唆する．

Ⅳ．高齢人口の高い性比が招く社会問題

高齢人口の高い性比が招く社会問題として，独居高齢者の支援問題があげられよう．シ

ンガポールの社会保障は，自助（self-reliance）を基本理念・設計としており，「両親扶

養法（TheMaintenanceofParentsAct,1995;Rev.1996）」の規定により子は老親を法

的に扶養しなければならない．これを前提として，とくにインド系で高い高齢人口の性比

がどの程度深刻な社会問題となるのか，65歳以上の家族類型とおもな金銭的支援源につい

て，既存の統計で民族間の比較を行って検討する．

まず，高齢人口の居住家族形態を，民族別に確認する（表5）．民族別高齢人口の家族

類型については，管見の限り人口センサス実施年の中間に行われる一般世帯調査

（GeneralHouseholdSurvey）においてのみ当該の統計表が作成されている．2005年調査

における高齢人口の家族類型（民族総数）についてみると，シンガポールの65歳以上人口

の約7割は（配偶者の有無に関わらず）子と同居しており，2割弱は子と同居してないが

配偶者と同居している．子と同居は女性で高く，配偶者と同居は男性で高くなっており，

独居高齢者は男性の6％，女性の9％である．民族別にみると，男性の高齢独居率は確か
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にインド系が11％でもっとも高くなっている．なお，中国系高齢者の家族類型は民族総数

と大きな差は生じていないが，マレー系では子との同居率が男女とも高く，寿命の長い女

性で顕著になっている．これは，マレー系は皆婚かつ姻戚ネットワークが（血族以上に）

重要である（MuandHu2018）ことを反映しているものと考えられる．

高齢人口の収入源については，2005年一般世帯調査では統計表が作成されていないため，

2015年について確認すると，民族総数では「子からの手当」が52％を占め最も多く，「就

業・仕事からの収入」の20％，「貯蓄・利子収入」の10％が続く（表6）．公的支援は「そ

の他」の一部に含まれると考えられるが，「その他」は8％である．男女別にみると，女

性では「子からの手当」が62％で男性の40％より高くなっており，男性では「就業・仕事

からの収入」が30％で女性の13％より高い．高齢人口においても，男性は自分自身の就業

等で生活が支えられており，女性では子どもからの支援がやや増えるということは，シン

ガポールでは基本的には「自助」の理念が通用していることを示す．ただし，公的支援を

含む「その他」の割合をみると，「就業・仕事からの収入」の割合が低い女性における6

％に対し，男性の「その他」は11％とやや高くなっている．女性の方が男性と比べ配偶者

が生存している可能性は高いことを反映したものと考えられるが，自助・家族扶助以外の

収入源がない高齢者は男性の方が女性よりやや多い可能性がある．

男女・民族別にみると，高齢者のおもな収入源が「その他」の割合がもっとも高いのは
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表５ 65歳以上シンガポール在住人口の家族類型：2005年

民族総数

総数 男 女

総数 100.0 100.0 100.0

子と同居 69.5 64.9 73.0

同居子の少なくとも1人以上は就業 61.8 57.9 64.7

同居子は全員非就業 7.7 7.0 8.3

同居子なし 30.5 35.1 27.0

配偶者と同居 17.4 24.0 12.3

単独 7.7 6.0 9.0

他の高齢者（のみ）と同居 1.3 1.5 1.2

その他 4.1 3.6 4.5

男 女

中国系 マレー系 インド系 その他 中国系 マレー系 インド系 その他

総数 100.0 100.0 100.0 100.1 100.0 100.0 100.0 100.0

子と同居 64.9 76.1 51.1 57.2 72.1 82.5 73.5 54.8

同居子の少なくとも1人以上は就業 58.2 67.4 44.6 45.5 64.0 72.7 64.3 50.3

同居子は全員非就業 6.7 8.7 6.5 11.6 8.1 9.9 9.2 4.5

同居子なし 35.1 23.9 48.9 42.8 27.9 17.5 26.5 45.2

配偶者と同居 24.8 17.8 23.4 29.7 12.7 7.6 11.8 19.7

単独 6.0 1.8 11.1 6.3 9.5 4.6 9.3 10.6

他の高齢者（のみ）と同居 1.1 1.0 5.8 4.4 1.2 1.1 0.9 2.1

その他 3.2 3.3 8.5 2.5 4.4 4.2 4.6 12.9

単位：％．資料：SingaporeDepartmentofStatistics,GeneralHouseholdSurvey2005．



マレー系男性，次いでインド系男性の順になっている．インド系男性では，おもな収入源

が「子からの手当」である割合が低い代わりに「就業・仕事からの収入」や「貯蓄・利子

収入」の占める割合が高くなっている．すなわち，高齢期の生活源を自助・家族扶助・公

助にわけたとき，インド系男性では家族扶助の割合が低い代わりに自助が高く，公助が著

しく高いわけではない．高齢期における自助と家族扶助の比には，配偶関係と家族類型に

代表される家族ネットワークの実態だけでなく家族観に関する社会規範や高齢期の生活設

計についての考え方といった種々の民族差があらわれると思われる．しかしながら，高齢

性比の高いインド系において，男性高齢者の公的支援度は著しく高いわけではないことが

示唆される．

ところで，2005年の高齢人口の性比（女100あたり男）はインド系122.6であり，民族総

数の79.0よりもかなり高かった（図3）．この世代のシンガポール男女は皆婚であり，女

性の死亡率は男性より低いために民族総数の高齢性比は100を下回っている．民族総数の

性比を，おもに男女死亡率の差が反映されたもので（男性は全員有配偶，女性に同数の有

配偶がおり残る）約2割の女性が寡婦であると読むと，インド系性比は女性の10人中2人

が寡婦（8人が有配偶）の場合にはインド系男性の（12人中8人を女性と同数の有配偶が

占め残る4人）約3分の1が未婚（もしくは離死別）でなければならない水準である．こ

のような乱暴な数字と比べても，高齢男性の配偶者との同居（子は別居）率は民族総数の

24％に対しインド系は23％とほとんど差がない（表5）．そして，未婚が多ければ高くな

るはずの高齢男性の独居率についても，民族総数6％とインド系11％には大きな差は生じ

ていなかった．実は，統計をみる限りインド系の性比は一貫して高い（表3，図3・Web
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表６ 65歳以上シンガポール在住人口におけるおもな金銭的支援源：2015年

民族総数

総数 男 女

総数 100.0 100.0 100.0

子からの手当 52.3 40.5 61.6

配偶者からの手当 4.7 1.9 7.0

就業・仕事からの収入 20.3 29.6 12.9

貯蓄・利子収入 10.1 12.4 8.3

家賃・配当金・年金・信託報酬からの収入 4.6 5.1 4.3

その他 8.0 10.5 5.9

男 女

中国系 マレー系 インド系 その他 中国系 マレー系 インド系 その他

総数 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

子からの手当 41.0 45.8 31.5 13.8 60.6 71.0 62.4 47.8

配偶者からの手当 1.9 1.6 2.4 - 6.2 12.2 9.4 17.4

就業・仕事からの収入 29.1 28.4 35.4 44.8 14.1 5.3 8.7 13.0

貯蓄・利子収入 12.7 7.9 13.4 24.1 9.0 3.3 6.0 8.7

家賃・配当金・年金・信託報酬からの収入 5.6 1.1 3.9 6.9 4.6 0.8 4.0 4.3

その他 9.8 15.3 13.4 10.3 5.5 7.3 9.4 8.7

単位：％．資料：SingaporeDepartmentofStatistics,GeneralHouseholdSurvey2015．



付表2）が，高齢未婚率はインド系男性においても低く，（1970年を除いて）皆婚の状況

が続いている（表7）．

インド系において人口の性比が高いにも関わらず男性においても未婚率は低いのは，未

婚男性の死亡率が著しく高いか，異民族間の婚姻が起こっているからであろう．残念なが

ら，配偶関係別死亡率の民族格差を端的に示す有用な公式の統計資料は見あたらない．異

民族間の結婚について複数の統計を用いて確認すると，インド系男性の異民族婚姻率は過

去半世紀以上一貫して高く，とくに性比の高い世代で異民族婚姻率が高いことがわかる．

まず，2000年人口センサスから，有配偶男女の異民族婚姻率（配偶者の民族が自身と異

なる割合）についてみる（表8）．年齢別に男女・民族間の比較をするとすべての年齢で

インド系男性の異民族婚姻率は高く，とくに2000年において55～59歳以上（1940～1945年

以前生まれコーホート）において顕著に高いことがわかる．インド系男性の次に高いのは，

概ねマレー系の女性であり，インド系女性，マレー系男性の順になっている．また，中国

系男女の異民族婚姻率は非常に低水準だが，2000年において20歳代など若い世代において

異民族婚姻率が顕著に増加しており，中国系においても異民族間（含国際）結婚が広がっ

ている可能性が示唆される．

動態統計を用いてみても，1965年の建国以来一貫して，シンガポールにおいてはインド

系男性の異民族婚姻率は中国系やマレー系，インド系女性よりも高くなっている（図4）．

シンガポールにおける動態統計では，シンガポールにおいて発生した全事象（外国人に対

して発生したものを含む）が表章されている．そのため，ここでみる婚姻件数には国際結

婚を含む．届出年次別にみた婚姻に占める配偶者が異民族の割合を男女・民族で比較する

と，インド系男性の次に高いのは，インド系女性であり，マレー系女性，マレー系男性の
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表７ 65歳以上シンガポール在住人口の未婚率（％）：1970～2015年

総数 中国系 マレー系 インド系 その他

男

1970 7.0 7.0 3.3 10.5 14.7

1980 4.6 4.5 3.1 5.9 14.8

1990 5.1 4.9 3.0 7.9 15.7

2000 4.0 4.0 2.9 4.6 9.1

2010 4.9 5.1 3.0 4.7 7.6

2015 5.0 5.5 1.1 1.7 11.1

女

1970 5.6 5.7 1.3 2.3 15.1

1980 5.4 5.7 1.5 2.0 14.5

1990 3.9 4.1 1.0 2.3 12.1

2000 2.7 2.9 0.8 2.2 8.7

2010 4.4 4.7 1.7 2.7 7.9

2015 6.2 6.5 3.5 4.4 11.1

資料：SingaporeDepartmentofStatistics,CensusofPopulation1970-2010，
GeneralHouseholdSurvey2015.
注：1970年人口センサスは外国人を含む総人口，1980年以後はシンガポール市民
と永住権保有者からなる在住人口．



順になっている．シンガポールにおけるインド系は，男性では1970年代以前においても概

ね20％以上が異民族と婚姻しており，女性においても概ね15％以上が異民族との婚姻を届

け出ていたことがわかる．また，1990年代頃から婚姻に占める配偶者が異民族の割合は全
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表８ シンガポール在住有配偶男女の年齢別にみた異民族婚姻率（％）：2000年

有配偶男性 有配偶女性

総数 中国系 マレー系 インド系 総数 中国系 マレー系 インド系

総数 4.3 2.0 5.3 16.6 4.3 2.2 7.9 6.9

25歳未満 8.0 11.1 - 19.9 8.2 11.7 2.3 -

25-29 6.1 6.2 - 11.2 6.6 5.3 5.5 4.2

30-34 5.6 3.5 5.5 13.7 5.5 2.9 8.4 7.5

35-39 5.1 3.1 4.8 13.6 5.1 2.3 9.1 7.9

40-44 4.9 2.9 6.4 11.9 4.5 1.8 8.4 10.6

45-49 4.3 2.2 6.3 14.0 3.7 1.4 10.2 9.6

50-54 3.9 1.4 6.3 18.1 3.1 1.3 7.5 10.6

55-59 3.3 - 7.4 28.7 1.9 0.8 6.4 6.6

60-64 2.8 - 8.2 27.2 1.9 0.8 7.1 1.9

65-69 2.1 - 6.5 25.2 1.9 0.5 9.7 2.3

70歳以上 2.0 - 2.3 24.6 1.4 1.4 3.9 -

資料：SingaporeDepartmentofStatistics,CensusofPopulation2000における 2種類の集計表
（有配偶男女の民族と夫婦の民族についての20％標本調査の結果表）を用いて筆者算出．
注：異民族婚姻率とは，有配偶男女に占める配偶者が自身と異なる民族の割合を指す．表中の"-"は，
発生頻度が低く異民族婚姻率を算出できなかったことを示す．

図４ 男女・民族別にみたシンガポールで届け出られた婚姻に占める配偶者が

異民族の割合（％）：1965～2017年

資料：ReportontheRegistrationofBirthsandDeathsandMarriagesとStatisticsonMarriages
andDivorcesを用いて筆者推計．
注：シンガポールで届けられた全婚姻に占める男女民族別の配偶者が異民族の割合であり，分子・分母
に外国人の結婚（したがって国際結婚）を含む．異民族婚姻率の算出において，女性憲章（Women's
charter）によるマレー系同士の結婚はゼロと仮定した．



般的に増加しており，インド系男性における上昇が顕著で，1990年代のマレー系女性，

2000年代以後のマレー系男性において上昇幅が大きい．そして，中国系男性においても，

この割合には1990年代以後（とくにシンガポール政府が積極的な移民受け入れ政策を行っ

た2000年代後半に）加速的な上昇がみられる．これらの結果，2010年代における婚姻にし

める配偶者が異民族の割合を男女民族別に比較すると，インド系男性が最も高く約40％と

いう水準で，インド系女性・マレー系男女は20～25％，中国系男性は12％，中国系女性は

7％という順になっている．

動態統計で異民族婚姻率が高かったインド系男性について妻の民族構成をみると（表9），

過半は同民族間の（インド系女性との）婚姻が行われているものの，1970年代以前から1

割強はマレー系女性と結婚しており，中国系やその他と婚姻するインド系男性も1割程度

いたことがわかる．また，中国系女性やその他女性との婚姻は1990年代以降上昇しており，

異民族婚姻率を引き上げている．とくにその他女性との2000年代以降の婚姻率の上昇は著

しく，1990年代以降結婚のパターンは大きく変容している．これらの結果は人口センサス

（静態統計）の有配偶男女についてみた異民族婚姻率のパターンと整合的である．2000年

人口センサスの結果にはそれ以前に死亡もしくは出国（母国に帰還）した人口は，もちろ

ん含まれない．しかし，インド系男性では建国前のシンガポールに入植した世代（1930～

1935年以前生まれコーホート）においてとくに性比は高いが，インド系男性のうちシンガ

ポールに根付くような（恐らくシンガポールで婚姻した）集団については歴史的にマレー

系女性をはじめとする異民族間の婚姻が婚姻率を底上げしたために，未婚率が極端に高い

わけではないことが示唆される．逆に，これはマレー系男性の婚姻率を引き下げてきた可

能性を示唆する．これらは独居率や高齢者の扶養についても何らかの影響を及ぼしてきた

ものと考えられる．
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表９ 婚姻年次別にみたインド系男性と結婚した妻の民族構成：1965～2015年

婚姻年次

インド系男性の妻の民族構成（％）

総数 中国系 マレー系 インド系 その他
（再掲）
異民族

1965～1970 100.0 5.9 12.3 78.3 3.6 21.7

1970～1975 100.0 5.1 12.7 79.8 2.4 20.2

1975～1980 100.0 5.8 13.9 78.4 2.0 21.6

1980～1985 100.0 5.5 14.2 78.2 2.0 21.8

1985～1990 100.0 5.6 13.8 77.9 2.7 22.1

1990～1995 100.0 6.8 13.7 75.6 3.9 24.4

1995～2000 100.0 9.3 14.9 70.8 5.0 29.2

2000～2005 100.0 9.5 17.3 66.3 6.8 33.7

2005～2010 100.0 9.5 14.2 64.0 12.4 36.0

2010～2015 100.0 9.7 14.5 59.4 16.3 40.6

資料：ReportontheRegistrationofBirthsandDeathsandMarriagesとStatisticsonMarriages
andDivorcesを用いて筆者算出.
注：指標Xの婚姻年次X（t－5～t）は，［X（t－5）/2＋X（t－4）＋X（t－3）＋X（t－2）＋X（t－1）＋X
（t）/2］で計算した5年平均を示す．



Ⅴ．シンガポール出身者比率の将来見通し

シンガポールでは1975年に置き換え水準を下回ってから長期的な少子化が継続しており，

移民政策が人口規模・構造の安定において重要な政策ツールとして用いられている

（SingaporeNationalPopulationandTalentDivision2013）．シンガポールにおいても，

将来の国際人口移動の規模と入国超過人口の男女年齢構造の人口変動に及ぼす影響が大き

い．シンガポールにおける移民政策は，将来の在住人口の規模を強く左右するだけでなく，

人口減少の開始時期，人口減少の拡大幅，年齢別人口の規模の変化や年齢割合にあらわれ

る高齢化の進行度合いとも深く関わる（菅 2016b）．移民のもう一つの帰結として，シン

ガポール出身者（もしくはシンガポールで初等教育を受ける人）の割合を低下させること

がある．これは多民族社会の難しさ（Kohetal.2015）を増すことにつながる．

ここでは，菅（2016b）のシンガポール在住人口の将来推計に2つの仮定を追加して，

菅（2016b）で考察されたシナリオ別に，2015～2060年のシンガポール出身者の割合がど

のように推移するか試算する．すなわち，①シンガポール出身者の入国超過率がゼロであ

ること，②出生率と生残率はシンガポール出身か否かとは独立であること（シンガポール

出身者と外国出身者の出生率と生残率は男女年齢別に同一）を仮定した．菅（2016b）で

は，国際人口移動についての仮定は入国超過数（男女年齢計）であり，将来の入国超過

「率」はこれと整合的になるように補正している．これらの仮定のもとでは，推計対象人

口をシンガポール出身か否かの別に分解することによって影響を受けるのは，将来の入国

超過率のみになる（補正方法・事後的な入国超過率の算出方法を変えればよい）．すなわ

ち，推計結果自体は影響を受けず，外国出身の将来の入国超過率の値のみが変わり，推計

結果は将来のシンガポール出身者（及び将来の出生数）のコーホート変化を用いて分解す

ることができる．このため，2010年人口センサスによるシンガポール出身者の（入国超過

率ゼロを仮定した）将来の推移がわかればよい．そこで，菅（2016b）の封鎖人口のケー

スで，基準人口を2010年人口センサスによるシンガポール出身者に置き換えた推計を実施

し，将来の男女年齢別シンガポール出身者数と推計シナリオ別出生数を用いて将来の男女

年齢別人口に占めるシンガポール出身者割合を算出した．

なお，推計シナリオの種類について補足をしておくと，「独自」は過去の趨勢にしたがっ

て人口動態率（出生率，生残率，入国超過率）が変化する場合であり，出生率は合計出生

率でみて2010～2015年の1.24から2020～2025年1.10に低下，2025～2030年1.09（以後ほと

んど変化しない），生残率は平均寿命でみて2010～2015年の81.5年から2025～2030年に

84.4年，2055～2060年に88.6年へ上昇することを仮定している．また，入国超過数（男女

計）には年間16,000人（5年で8万人）を仮定しており，これを男女年齢に割り振ること

になる入国超過率初期値は（概ね全年齢で正であり）0～4→5～9歳と20～24→25～29

歳から30～34→35～39歳に偏っている．「出生率一定」は出生率のみが直近（2013年）の

値（TFR=1.19）から低下せず一定の場合，その他は「独自」と同じである．「生残率一
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定」は生残率が上昇せず（死亡率が低下せず）一定の場合で，その他は「独自」と同じで

ある．「入国超過率一定」は入国超過の年齢パターンを一様分布にする場合で，入国超過

人口を期首人口及び当該期間の出生数の男女年齢分布に比例的に割り振る（入国超過人口

も高齢化する）場合であり，その他は入国超過数も含め「独自」と同じである．「入国超

過数半減」は将来の入国超過数を半減させ，1年間で8,000人（5年間で4万人）とする

場合，「封鎖」は将来の入国超過数をゼロとする場合である．この他，参考として「在住

者出国なし」という（シンガポール在住人口と外国人の合計）入国超過数を1年間で

28,100人（5年間で14万500人）とする場合についても掲げた．SingaporeNational

PopulationandTalentDivision（2013）によれば，2000年代以後の移民受入数は1年間

で28,100人という水準であり，今後もこの水準を維持するという．シンガポール在住人口

の入国超過は外国人の入国超過（移民受入，すなわち国籍異動による在住人口（シンガポー

ル市民・永住権保有者）の純増）と在住人口の出国超過からなるが，「独自」で入国超過

数を年間16,000人としているのは，公表されている人口センサス等の統計から推測すると

同じ時期に在住人口の出国超過数が約12,000人あるためである（菅 2016a）．ここでは在

住人口のうちシンガポール出身者の入国超過はゼロを仮定しており，「独自」では外国出

身の在住人口に約12,000人の出国超過がある．「在住者出国なし」では移民受入規模は変

化せず在住人口の出国超過がなくなった場合の推計に対応することになる．

推計結果を表10に示す．

シンガポール出身者割合は1970年の76.7％から1980～2000年は82.4～84.8％に上昇した

あと，2010年の77.2％に低下していた（Web付表1）．過去の人口動態率の趨勢が継続す

る「独自」推計の結果によれば，シンガポール出身者割合は2060年の72.1％まで一貫して

低下する．2000年代の後半に積極的な移民受け入れ政策がとられたため，2000～2010年に
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表10 推計シナリオ別将来の在住人口のシンガポール出身者割合（％）

独自 封鎖 出生率一定 生残率一定
入国超過率
一定

入国超過数
半減

在住者出国
なし

2010 77.2 77.2 77.2 77.2 77.2 77.2 77.2

2015 77.0 78.6 77.0 77.0 77.0 77.8 75.9

2020 76.7 79.7 76.7 76.7 76.6 78.1 74.6

2025 76.2 80.7 76.4 76.3 76.2 78.4 73.3

2030 75.8 81.6 76.0 75.7 75.8 78.5 72.0

2035 75.2 82.4 75.5 75.1 75.4 78.5 70.7

2040 74.5 83.2 74.9 74.4 74.9 78.5 69.4

2045 73.7 84.0 74.3 73.7 74.5 78.4 68.0

2050 73.0 85.0 73.7 73.1 74.2 78.3 66.8

2055 72.5 86.2 73.4 72.6 74.2 78.4 65.7

2060 72.1 87.7 73.1 72.3 74.4 78.7 64.8

資料：菅（2016b）に基づき，2010年人口センサスを基準として筆者推計．
注：「独自」，「出生率一定」，「生残率一定」，「入国超過率一定」は年間16,000人（5年で8万人）の
入国超過を仮定する．「在住者出国なし」はシンガポール在住人口の出国超過と外国人の国籍異動に
よる純増の合計が年間28,100人（5年で14万500人）を仮定し，在住者の出国超過がなくなった場合
に対応する．



シンガポール出身者割合は5.2％ポイント低下したが，2010～2060年のこの割合の低下幅

も5.2％ポイントで同じになっている．

他の推計シナリオについてみると，「出生率一定」や「生残率一定」のシンガポール出

身者割合の変化は「独自」とあまり大きく変わらない．移民に対し最も厳格な「封鎖」を

おこなった場合には，シンガポール出身者割合は，2010年の77.2％から2035～2045年に

82.4～84.0％で2000年以前の在住人口のシンガポール出身者割合と同程度の水準になり，

2060年は87.7％に回復（+10.5％ポイント）する．逆に，「在住者出国なし」でシンガポー

ル在住人口の出国超過がなくなった場合の水準は，2040年までに70％を下回り，2060年に

はシンガポール出身者割合は64.8％に低下する（-12.4％ポイント）．「在住者出国なし」の

入国超過数は「独自」の入国超過数の1.8倍程度だが，シンガポール出身者割合の変化幅

は2.4倍であり，移民の規模に敏感に反応することがわかる．

「独自」推計によるシンガポール出身者割合の低下スピードはゆるやかである．逆に，

「封鎖」のような極端な対応をした場合においても，シンガポール出身者割合の回復はゆ

るやかであり2000～2010年の変化を取り戻すのに約30年を要する．「移民立国」として歴

史のあるシンガポールにおいても，2000年代後半の積極的な移民受け入れ政策は，交通渋

滞や住宅価格，雇用環境の急激な悪化と今後の見通しに対する有権者の懸念を生じ（Koh

etal.2015），長期的に継続できなかった（岩崎 2013，p.220；岡本 2015）．「独自」推計

結果による2010～2060年の50年間の5.2％ポイントという外国出身者割合の増加幅はシン

ガポール社会に大きな変革を来す，慎重に検討するに値するほど十分に大きな水準である

可能性がある．

Ⅵ．結語

本稿では，シンガポールが発見されてから200年間の長期的な人口変動を振り返り，人

口増加率を自然増減と社会増減の要因にわけ，民族別に観察した．その結果，シンガポー

ルの人口史のなかで主要な部分は移民が重要な役割を果たした「移民立国」であること，

20世紀に入り人口構造が成熟化するなかで自然動態の相対的な重要性が増したことはすべ

ての民族に共通するが，現代においても民族間の人口変動要因には差異があること，出生

率の相対的に低い中国系やインド系で入国超過が多いことが民族構成を維持していること

等を確認した．また，とくにインド系の人口では建国前のシンガポールに入植した世代に

おいて，現代においても高齢者についてみれば性比が高くなっていたが，インド系におい

てもシンガポール出身者の性比は通常の出生性比の水準にあった．そのため，2010年代以

後，高齢性比も出生性比と同等の通常水準にあり，今後もこのような水準が継続するもの

と考えられる．今後は（死別）女性高齢者の支援がより重要性を増すものと考えられる．

シンガポールは2000年代後半に積極的な移民受け入れ政策をとった．しかし，「移民立

国」として歴史のあるシンガポールにおいても，交通渋滞や家賃の急激な悪化，雇用情勢

に対する有権者の懸念等により長期的に継続できなかった．恐らく，置き換え移民によっ
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て人口構造を長期的に安定させることは困難であり，出生率を回復させシンガポール出身

者を増やすことが人口構造と社会経済の安定に重要である（Koh2010）という教訓を得

たといえよう．また，分析を通じて，インド系男性は他の民族集団と比べて，異民族婚姻

率が1965年の建国以来高く推移してきたことがわかった．一方で，これはマレー系男性の

婚姻率を低下させてきた可能性がある．インド系は人口に占める割合が10％を超えること

はあまりなかったのでシンガポール全体の動向としては中国系のインパクトが大きいのだ

が，多民族国家を支える社会規範は長い時間をかけて醸成されてきたことをうかがわせる．

他方で，シンガポールでは2000年代に入りとくに，異民族間の結婚や国際結婚が増加する

など，結婚パターンに顕著な変化がみられる．シンガポールのように婚外子が極端に少な

い社会においては，結婚の動向は出生力変動に直結する重要な近接要因である．今後の動

勢を慎重に見守る必要があるだろう．

（2020年10月12日査読終了）
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EthnicDifferentialsofPopulationDynamicsinSingaporeasaCityState

SUGAKeita

Thisstudyreviewstwo-hundred-yearpopulationhistoryofSingaporesinceitsdiscovery,and

analysescomponentsofethnicity-specificpopulationchangesbynaturalincreaseandnet-

migration.Bytheresults,weemphasizeditscharacteristicsofthemigration-orientednation.All

majorethnicgroupssharedincreasingrolesofnaturalincreasewhenpopulationreproduction

structureswerematured.However,thereweresignificantdifferencesindeterminantsofpopulation

changesinthecontemporarySingapore.LargersizeofimmigrationhelpedChineseandIndian

populationsoflowfertilitymaintainanethniccomposition,whilehigherbirthrateactedasthe

sameladderinMalaypopulation.Weinsistedthatchangingmarriagepatternshadaffected

Singaporeanmulti-ethnicsocietysuchaswidespreadsofinter-ethnicandinternationalmarriages

fromthebeginningofthetwentyfirstcentury.

Singaporegovernmentimplementedexperimentalimmigrationpoliciesinthelate2000sby

whichthegovernmentacceptedimmigrantsofnearlythereplacement.Despitelonghistoryofthe

migration-orientednation,thegovernmentcouldnotenforceitforalongandlearnedthat

recoveringfertilityrateswasvitalforpopulationandsocio-economicstability.Inasocietywith

fewout-of-wedlockbirthssuchasSingapore,partnershipistheessentialproximatedeterminantof

fertilitythatowesprospectsofthecity-statefuturepopulationdynamics.

Keywords:PopulationhistoryofSingapore,Demographictransition,Internationalmigration,Ethic

differences
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国勢調査と住民基本台帳から得られる

人口移動傾向の差異の検討

―地域別将来人口推計への適用を念頭に―

小池司朗・貴志匡博

Ⅰ．はじめに

我が国おいては，代表的な人口統計として，総務省統計局「国勢調査」による人口（以

下，「国調人口」）と，総務省自治行政局による「住民基本台帳に基づく人口，人口動態及

び世帯数調査」による人口（以下，「住基人口」）がある．どちらの統計も男女年齢別の人

口が表章されているが，「国調人口」は常住人口１）に基づく全数調査による人口である一

方，「住基人口」は各市町村に備え付けの住民基本台帳に登録されている住民の数であり，

調査方法や人口の定義が異なる．
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2014年にスタートした「地方創生」に伴い，「地方人口ビジョン」で地域別の将来人口見通しを

示す必要があることなどから，地方自治体を中心として人口統計への関心が高まってきている．こ

のような状況を受け，本研究は，国勢調査と住民基本台帳から得られる人口移動傾向の差異等につ

いて，地域別将来人口推計への適用を視野に入れて検討したものである．

2015年の「国調人口」と「住基人口」を都道府県別・年齢5歳階級別に比較すると，人口移動が

活発な10歳代後半から20歳代前半を中心に差率が大きく，常住人口と登録人口という各統計の性格

の違いが確認された．さらに，2010年の10～14歳を起点とし，2010→2015年のコーホート変化率を

累積させることにより複数年齢階級で人口移動傾向を比較すると，その差異は20歳代前半で最も大

きくなり，20歳代後半から30歳代前半にかけて大幅に縮小した．しかし，これらの年齢時点で人口

移動傾向の差異が解消されるわけではなく，その後の年齢階級においては差異がやや拡大する地域

などもみられた．「国調人口」をベースとした将来人口推計に「住基人口」による人口移動傾向を

適用する場合は，各統計から観察される地域別・男女年齢別の人口移動傾向の差異に留意する必要

がある．

キーワード：「国調人口」，「住基人口」，人口移動傾向，地域別将来人口推計

1）国勢調査では，ある地域で3か月以上の居住歴を有す人，または3か月以上居住する予定の人を当該地域の

常住人口と定義している．



2014年12月に地方創生を目的とした「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」および

「まち・ひと・しごと創生総合戦略」が閣議決定されたことを受け，地方自治体は人口動

向を分析し将来人口を展望する「地方人口ビジョン」の作成が義務づけられることとなり，

これまで以上に人口統計に関心が寄せられるようになった．もともと「住基人口」は地方

自治体にとって身近な存在であることに加え，「国調人口」に比べ更新頻度が高く，最新

の人口動向が把握可能であることなどから，「住基人口」は地方自治体による地域人口分

析にも多く活用されてきた．実際，「地方人口ビジョン」において，「国調人口」を基準と

した将来人口推計に「住基人口」から得られた人口移動傾向を適用している自治体も少な

からず見受けられる．しかしながら，「住基人口」から得られた人口移動傾向を「国調人

口」ベースの将来人口推計に適用することの妥当性を検証した研究は，管見の限り見当た

らない．

本研究では，まず関連する先行研究に触れた後，「国調人口」と「住基人口」の差異に

ついて男女別・年齢別・地域別に比較し，続いて両統計から得られる同じ2時点間の人口

移動傾向の違いを分析する．最後に，「国調人口」ベースの将来人口推計に「住基人口」

から得られた人口移動傾向を適用することの妥当性について検証し，若干の考察を加える．

Ⅱ．先行研究

まず，「国調人口」と「住基人口」の全国的な差異や，地域的・年齢別の差異について

検討した研究等として，日本都市センター（1960），小古間（1991），西（1998），金子

（2002）２），石川・佐々井（2010），総務省統計局（2014）などが挙げられる．

日本都市センター（1960）は，都市への人口移動と人口増加が著しい状況下の1955年の

「国調人口」と1959年の「住基人口」を比較し，とくに大都市の衛星都市とされる市部で

「住基人口」が「国調人口」よりも大幅に多くなっていることに言及している．これは，

当時急速に変化する都市部の人口についてより実態に即した人口の把握を意図しており，

おそらく「国調人口」と「住基人口」の差異に注目した最初の資料といえるであろう．小

古間（1991）は，1990年の「国調人口」と「住基人口」の差異について，都道府県別，都

市人口規模別に比較し，性比と世帯数も含めて検討を行っている．この中では，「国調人

口」よりも「住基人口」が多いのは18県であるとともに，「国調人口」が「住基人口」よ

りも多いのは都市的な地域であることを明らかにしている．西（1998）は，2時点の「住

基人口」を用いて1995年10月1日時点の「住基人口」を推定したうえで，全国，13大都市，

都道府県の郡部について15～19歳，20～24歳を中心とした年齢別の「国調人口」との差異

について検討を行っている．その結果，大都市圏から地理的に離れている郡部ほど「住基

人口」が「国調人口」よりも多い一方で，大都市圏に近い郡部では差率が小さい傾向があ

ることなどを明らかにしている．金子（2002）は「国調人口」と「住基人口」の差異につ
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2）初出は金子（2001）．



いて，都道府県と徳島県下の市区町村について検討している．そのうえで，死亡届が住民

票に基づくことから，死亡率算出の分母人口は「住基人口」で行うべきと指摘している．

石川・佐々井（2010）は，1950～2010年の「国調人口」と「住基人口」の長期的な差異に

ついて言及している．このなかでは，1970年代から1980年代にかけて「国調人口」と「住

基人口」の差は大幅に縮小したものの，その後は再び差が拡大していることが明らかにさ

れている．総務省（2014）においても，2010年「国調人口」と「住基人口」の差異が取り

上げられ，大半の市区町村で「住基人口」が「国調人口」よりも多く，とくに20～24歳で

は地方都市を中心にほとんどの市区町村で「住基人口」が「国調人口」より多いこと，80

歳以上では「国調人口」と「住基人口」が全体的に乖離していることなどが述べられてい

る．

2000年代以降，国勢調査における調査環境の悪化や年齢不詳人口の増加を受け，「国調

人口」の精度評価の観点から「住基人口」等が用いられる研究がみられるようになった．

菅（2007），山田（2010，2011，2012a，2012b，2013）などがこれに該当する．菅（2007）

は全国を対象に1995年，2000年，2005年の「国調人口」の日本人人口の精度を把握してい

る．精度検証に当たっては，当時「住基人口」の基準日であった3月末時点の人口を基準

として，「人口動態調査」から得られる当年の4月から9月末までの死亡数を考慮して3

月末時点の「国調人口」を遡及推計したうえで，「住基人口」との比較検討を行っている．

その結果，3時点を通して「国調人口」と「住基人口」の差率は拡大しており，年齢別に

みると，どの年次も20～30歳代で「国調人口」が「住基人口」よりも大幅に少ないことを

明らかにしている．さらに，国籍異動，入国超過を踏まえた2時点の「国調人口」間で計

算される死亡数と「人口動態統計」から得られる死亡数の比較を通じて，「国調人口」の

日本人年齢別人口の精度が1995年，2000年，2005年の順に徐々に悪化している可能性を指

摘している．山田の一連の研究は，主に2005年，2010年の「国調人口」の若年人口に着目

し，市区町村別の各歳別人口等の詳細な区分で「住基人口」との差異を把握しつつ，「国

調人口」の精度評価と差異の構造把握を目指したものである．三大都市圏内では，「国調

人口」が「住基人口」を上回るケースが多く，高校卒業後数年間の年齢において差異が大

きいこと，対して三大都市圏外の中小都市においては総人口では大きな差異はなく，多く

の自治体では「住基人口」が「国調人口」よりも多いものの，大学生などが多く居住し単

独世帯割合の高い少数の市区町村では「国調人口」が「住基人口」よりも多くなることを

指摘している．

これら以外にも，国勢調査や住民基本台帳を基にした人口移動統計から得られる移動傾

向の差異を検討した研究として，大友（1996），伊藤（2011）などが挙げられる．大友

（1996）は，1990年の国勢調査の「5年前の常住地」等を基に集計した都道府県別転入数

（以下，「国調移動」）と，「住民基本台帳人口移動報告」の転入数（以下，「住基移動」）を

比較している．その結果，全国でみた5年間の転入数において「国調移動」は「住基移動」

の59％となっており，都道府県間でもその差に違いがあることを明らかにしたうえで，人

口移動統計の拡充の必要性を述べている．伊藤（2011）は岐阜県と岐阜県飛騨地域で，国
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勢調査における5年前居住地の集計，「住民基本台帳人口移動報告」，「岐阜県人口動態統

計」３）の3つの統計から得られる転入超過数について比較を行い，各統計の調査方法や定

義の違いにより，同じ期間であっても転入超過数が異なることが明らかにされている．国

勢調査おける5年前居住地の集計と「岐阜県人口動態統計」から得られる転入超過数の差

の要因として，道路建設工事関係者，病院への入院・入所者，老人ホームへの入所者，学

生などの転入者および転出者の一部が住民票の異動届を出さないことを挙げている．

以上のように，これまで「国調人口」と「住基人口」の比較分析や，諸率の正確な算出

にあたり「国調人口」に代えて「住基人口」を用いる試み，「国調人口」の精度検証に

「住基人口」を用いる研究等が展開されてきた．しかしながら，地域別将来人口推計も視

野に入れ，「国調人口」と「住基人口」について両統計の2時点のデータから得られる地

域別人口移動傾向の差異にまで踏み込んで検証した研究はみられない．先述したように，

政府が「地方創生」を主要施策として掲げて以降，とくに地方自治体は地域別将来人口推

計との関連で人口統計に接する機会が増えており，「国調人口」間と「住基人口」間で算

出される人口移動傾向の差異を検討する意義は大きいと考えられる．

Ⅲ．「国調人口」と「住基人口」の差率

1． 分析手法

「国調人口」と「住基人口」の差異は，2010年と2015年の2時点において検討するが，

以下では2015年の日本人を例に説明する．

差異の指標として，「住基人口」の「国調人口」に対する差率を計算するが，基準日が

「国調人口」は10月1日時点，「住基人口」は1月1日時点４）と異なっている．そこで，西

（1998）と同様に，2015年1月1日と2016年1月1日の2時点の「住基人口」を用いて

2015年10月1日現在の「住基人口」を直線回帰式により推定する．すなわち地域i，性j，

年齢・・・・4歳（・・0,5,10,・,95．ただし95は95歳以上）における，2015年1月1日と

2016年 1月 1日時点の「住基人口」による日本人人口をそれぞれ RPJ・201501・i,j,・，

RPJ・201601・i,j,・，2015年10月 1日時点の「住基人口」による日本人人口の推定値を

RPJ・201510・i,j,・とすると，計算式は次のとおりである
５）．

RPJ・201510・i,j,・・RPJ・201501・i,j,・・・RPJ・201601・i,j,・・RPJ・201501・i,j,・・・
9

12
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3）多くの都道府県が，社会増減（転入数，転出数）と自然増減（出生数，死亡数）について，住民票の異動を

基に独自の形式で集計・公表している．

4）2013年以前における「住基人口」の基準日は3月31日時点となっている．

5）同様に，地域i，性j，年齢・・・・4歳（・・0,5,10,・,80．ただし80は80歳以上）の2010年3月31日と2011

年3月31日の2時点の「住基人口」による日本人人口をそれぞれRPJ・201004・i,j,・，RPJ・201104・i,j,・として，

2010年10月1日時点の「住基人口」による日本人人口の推定値は，次の直線回帰式により求めた．

RPJ・201010・i,j,・・RPJ・201004・i,j,・・・RPJ・201104・i,j,・・RPJ・201004・i,j,・・・
6

12



続いて，地域 i，性 j，年齢 ・・・・4歳の「国調人口」における日本人人口を

CPJ・2015・i,j,・とし，「住基人口」の「国調人口」に対する差率ERJ・2015・i,j,・を次のよう

に求めた．

ERJ・2015・i,j,・・
RPJ・201510・i,j,・・CPJ・2015・i,j,・

CPJ・2015・i,j,・
・100

なお，2015年の「国調人口」は総務省統計局が公表している「平成27年国勢調査 年齢・

国籍不詳をあん分した人口（参考表）」６）の日本人人口を用いた．

2． 結果と考察

2010年10月1日時点と2015年10月1日時点で推定した「住基人口」と同時点の「国調人

口」の差異を男女別にまとめたものが表1である７）．本表では日本人人口に加え，外国人

人口と総人口についても同様の手法により2015年10月1日時点の「住基人口」を推定し，

比較を行っている．すべて「住基人口」の方が「国調人口」よりも多く，女性よりも男性，

日本人よりも外国人で差率が大きくなっている．全国的に「国調人口」より「住基人口」

が多くなる大きな要因としては，海外旅行者の存在が挙げられる．つまり，日本に住民票

のある人（とくに単身者）が国勢調査の実施期間中に海外出張等で日本を離れていれば，

「住基人口」ではカウントされるが，「国調人口」ではカウントされない．また，女性より

男性の差率が大きい要因としては，海外出張等が男性の方により多いこと，国内でも男性

の単身赴任が多く発生するために「国調人口」では捕捉されづらいことなどが考えられよ

う．日本人について８）2010年と2015年の差率を比較すると，男性はほぼ同じであるが，女

性は2015年の方がやや大きくなっている．以後は，両統計から2時点での比較が可能な日

本人に着目して地域別・年齢別の差異を観察する．
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表１ 「国調人口」と「住基人口」の差異：2010年，2015年

年次 国籍 統計
人口（人） 差率（％）

男 女 男 女

2010年 日本人
「国調人口」 61,571,727 64,810,001

0.76 0.22
「住基人口」* 62,037,305 64,953,331

2015年

日本人
「国調人口」 61,022,756 64,296,543

0.75 0.29
「住基人口」** 61,479,486 64,480,214

外国人
「国調人口」 818,982 956,464

22.42 19.60
「住基人口」** 1,002,628 1,143,951

総人口
「国調人口」 61,841,738 65,253,007

1.04 0.57
「住基人口」** 62,482,114 65,624,165

*2010年3月31日と2011年3月31日時点の日本人人口から直線補間により推定した10月1日時点の人口．
**2015年1月1日と2016年1月1日時点の日本人人口，外国人人口から直線補間により推定した10月1
日時点の人口．
差率は各年10月1日で推定した「住基人口」から各年「国調人口」を引いた値を，「国調人口」を100と
して計算した値．

6）https://www.stat.go.jp/data/kokusei/2015/kekka/anbun.html

7）2010年の「国調人口」は総務省統計局「人口推計 平成22年国勢調査による基準人口」（https://www.stat.

go.jp/data/jinsui/9.html）を用いている．

8）2010年においては「住基人口」で日本人人口しか得られないため，総人口と外国人は比較できない．



日本人について，2015年における「住基人口」の「国調人口」に対する差率を都道府県

別にみたものが表2である．都道府県によって，「国調人口」と「住基人口」の差の傾向

は大きく異なっている．男女ともに「国調人口」が「住基人口」よりも多いのは，宮城県，

東京都，神奈川県，京都府である．女性に限り「国調人口」が「住基人口」よりも多い場

合もみられ，埼玉県，千葉県，愛知県，大阪府，福岡県がこれに該当する．上記以外の道

県では男女とも「国調人口」が「住基人口」よりも少なく，和歌山県や青森県，秋田県，

愛媛県，宮崎県などではとくに差率が大きい．概して，大都市圏に属する都府県では「住

基人口」が「国調人口」よりも少なく，非大都市圏に属する道県では「住基人口」が「国

調人口」よりも多い傾向にある．この点は，既往研究において指摘されていることと一致

する．

続いて，全国および大都市圏・非大都市圏の区分で2015年の年齢5歳階級別の差率をみ

ると（表3），年齢によって傾向が大きく異なっている．全国では，10～14歳以下や人口

移動が活発な20～30歳代において「住基人口」が「国調人口」よりも多く，50歳代後半以

降は総じて「住基人口」が「国調人口」よりも少ない傾向にある．これを大都市圏と非大

都市圏の区分でみると，とくに15～19歳から30～34歳で大きな差異があり，非大都市圏で

は「住基人口」が「国調人口」よりも大幅に多い一方で，大都市圏では15～19歳と20～24

歳で「住基人口」が「国調人口」よりも少ない．高年齢層では，大都市圏・非大都市圏に

かかわらず基本的に「住基人口」が「国調人口」よりも少ない傾向にある９）．
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表２ 都道府県別，「住基人口」の「国調人口」に対する差率（日本人）：2015年
（％）

男 女 男 女 男 女 男 女

全 国 0.75 0.29 埼 玉 県 0.72 -0.04 三 重 県 1.79 1.21 徳 島 県 2.20 1.78

大都市圏 0.16 -0.41 千 葉 県 0.63 -0.17 滋 賀 県 0.16 0.35 香 川 県 2.26 2.74

非大都市圏 1.38 1.01 東 京 都 -1.35 -1.49 京 都 府 -1.39 -1.88 愛 媛 県 2.60 2.02

北 海 道 0.71 0.22 神奈川県 -0.10 -0.35 大 阪 府 0.22 -0.72 高 知 県 2.02 1.63

青 森 県 3.38 1.81 新 潟 県 0.93 0.61 兵 庫 県 1.91 0.80 福 岡 県 0.71 -0.28

岩 手 県 0.78 1.08 富 山 県 1.21 1.16 奈 良 県 2.56 0.97 佐 賀 県 1.64 0.88

宮 城 県 -0.65 -0.32 石 川 県 0.05 0.28 和歌山県 4.01 2.71 長 崎 県 2.26 1.72

秋 田 県 2.63 1.85 福 井 県 1.41 1.49 鳥 取 県 1.19 1.07 熊 本 県 1.75 1.01

山 形 県 0.79 0.64 山 梨 県 1.84 1.52 島 根 県 0.70 1.45 大 分 県 1.80 1.30

福 島 県 1.22 3.04 長 野 県 1.99 1.68 岡 山 県 0.94 0.09 宮 崎 県 2.79 1.83

茨 城 県 1.89 1.26 岐 阜 県 2.40 1.51 広 島 県 0.56 0.47 鹿児島県 2.33 1.75

栃 木 県 1.19 0.84 静 岡 県 1.98 1.42 山 口 県 1.27 1.03 沖 縄 県 2.07 1.44

群 馬 県 1.63 1.16 愛 知 県 0.05 -0.33

差率は2015年10月1日で推定した「住基人口」から2015年「国調人口」を引いた値を，「国調人口」を100とし
て計算した値．
大都市圏は，東京圏（埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県），名古屋圏（岐阜県，愛知県，三重県），大阪圏
（京都府，大阪府，兵庫県，奈良県）とし，それ以外の道県を非大都市圏とした．

9）高年齢層に注目してデータをよく観察すると，65～69歳は前後の年齢階級と比べて相対的に「住基人口」が

多い傾向にあり，70～74歳と85～89歳は逆に相対的に「住基人口」が少ない傾向となっている．これらの年齢

階級では，同じ階級内で各歳別人口に偏りがあるため，直線補間による「住基人口」の精度が低下している可

能性がある．



さらに，都道府県を単位とした2015年の男女，年齢別の「住基人口」の「国調人口」に

対する差率の箱ひげ図を図 1，差率が最大と最小の都道府県を表 4にそれぞれ示した

（2010年と2015年の全都道府県の男女年齢別の差率をそれぞれ付表1，付表2に掲載）．男

女ともに10～14歳以下の年齢は差率の幅が小さいが，人口移動が活発な20～24歳にかけて

差率の分布が急激に拡大したのち，以後の年齢階級では高年齢層を除いて概ね縮小する傾

向にある．また，連続する複数の年齢階級にわたって，特定の都道府県で差率が突出して

大きくなる（または小さくなる）傾向もみられる．たとえば，男性10歳代では福島県，男

性の20歳代と30歳代前半では和歌山県，女性の30歳代から40歳代では香川県において，そ

れぞれ「住基人口」が「国調人口」よりも多く，男女10歳代後半から20歳代では京都府，

女性の40歳代から70歳代前半では東京都において，それぞれ「国調人口」が「住基人口」

よりも多くなっている．
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表３ 年齢５歳階級別，「住基人口」の「国調人口」に対する差率（日本人）：2015年
（％）

男 女

全国 大都市圏 非大都市圏 全国 大都市圏 非大都市圏

総数 0.75 0.16 1.38 0.29 -0.41 1.01

0～4歳 3.76 3.94 3.56 3.32 3.45 3.19

5～9歳 2.76 3.00 2.51 2.54 2.73 2.35

10～14歳 1.45 1.60 1.29 1.34 1.45 1.22

15～19歳 -0.53 -2.63 1.69 0.26 -2.28 2.98

20～24歳 2.33 -2.59 8.60 2.60 -2.18 8.69

25～29歳 3.29 2.42 4.36 2.60 1.67 3.74

30～34歳 3.04 2.41 3.81 2.04 1.43 2.75

35～39歳 2.15 1.76 2.61 1.25 0.94 1.60

40～44歳 1.32 1.10 1.59 0.61 0.33 0.96

45～49歳 0.80 0.67 0.97 0.17 -0.17 0.59

50～54歳 0.27 0.07 0.51 -0.00 -0.44 0.47

55～59歳 -0.09 -0.50 0.30 -0.56 -1.13 -0.04

60～64歳 -0.46 -0.92 -0.05 -0.93 -1.47 -0.45

65～69歳 -0.25 -0.63 0.11 -0.49 -1.06 0.08

70～74歳 -2.12 -2.62 -1.58 -1.90 -2.55 -1.22

75～79歳 -1.57 -1.90 -1.23 -1.40 -1.98 -0.85

80～84歳 -1.84 -2.17 -1.54 -1.62 -2.36 -1.01

85～89歳 -2.57 -3.34 -1.97 -2.35 -3.48 -1.52

90～94歳 -1.47 -2.23 -0.93 -0.87 -2.04 -0.07

95歳以上 -0.76 -1.37 -0.34 0.32 -0.42 0.83

差率は2015年10月1日で推定した「住基人口」から2015年「国調人口」を引いた値を，「国
調人口」を100として計算した値．
大都市圏は，東京圏（埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県），名古屋圏（岐阜県，愛知県，
三重県），大阪圏（京都府，大阪府，兵庫県，奈良県）とし，それ以外の道県を非大都市圏
とした．
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図１ 都道府県別年齢５歳階級別，「住基人口」の「国調人口」に対する差率（日本人）の箱ひげ図：2015年

差率は2015年10月1日で推定した「住基人口」から2015年「国調人口」を引いた値を，国調人口を100として計算した値．

表４ 年齢５歳階級別，「住基人口」の「国調人口」に対する差率（日本人）が最大と最小の都道府県：2015年
（％）

年齢

男性

年齢

女性

最大 最小 最大 最小

都道府県 差率 都道府県 差率 都道府県 差率 都道府県 差率

総数 和歌山県 4.0 京 都 府 -1.4 総数 福 島 県 3.0 京 都 府 -1.9

0～4歳 香 川 県 7.0 山 形 県 2.1 0～4歳 香 川 県 6.8 山 形 県 1.6

5～9歳 香 川 県 5.7 山 形 県 1.1 5～9歳 徳 島 県 5.1 鳥 取 県 0.9

10～14歳 福 島 県 3.5 佐 賀 県 -1.0 10～14歳 香 川 県 3.7 山 形 県 0.1

15～19歳 福 島 県 7.1 京 都 府 -8.3 15～19歳 福 島 県 11.0 京 都 府 -8.4

20～24歳 和歌山県 22.4 京 都 府 -15.2 20～24歳 長 野 県 20.9 京 都 府 -14.1

25～29歳 和歌山県 10.2 京 都 府 -1.5 25～29歳 和歌山県 8.0 京 都 府 -1.3

30～34歳 和歌山県 7.6 東 京 都 0.4 30～34歳 香 川 県 5.7 東 京 都 0.3

35～39歳 青 森 県 5.2 東 京 都 0.1 35～39歳 香 川 県 4.3 東 京 都 0.1

40～44歳 青 森 県 4.4 東 京 都 -0.4 40～44歳 香 川 県 2.7 東 京 都 -0.4

45～49歳 奈 良 県 4.1 島 根 県 -1.8 45～49歳 香 川 県 2.2 東 京 都 -0.9

50～54歳 奈 良 県 4.0 宮 城 県 -1.8 50～54歳 和歌山県 2.3 東 京 都 -1.0

55～59歳 青 森 県 4.1 東 京 都 -2.3 55～59歳 福 島 県 1.3 東 京 都 -1.9

60～64歳 青 森 県 3.7 宮 城 県 -2.7 60～64歳 青 森 県 0.8 東 京 都 -2.3

65～69歳 青 森 県 2.1 千 葉 県 -1.8 65～69歳 宮 崎 県 1.3 東 京 都 -2.3

70～74歳 青 森 県 -0.6 千 葉 県 -3.7 70～74歳 岐 阜 県 -0.2 東 京 都 -3.6

75～79歳 和歌山県 0.3 宮 城 県 -3.4 75～79歳 和歌山県 0.8 宮 城 県 -3.8

80～84歳 和歌山県 0.4 宮 城 県 -3.8 80～84歳 和歌山県 1.2 宮 城 県 -3.8

85～89歳 和歌山県 0.0 大 阪 府 -4.7 85～89歳 和歌山県 0.3 埼 玉 県 -4.7

90～94歳 鹿児島県 1.4 埼 玉 県 -3.8 90～94歳 和歌山県 2.9 埼 玉 県 -4.3

95歳以上 徳 島 県 6.5 埼 玉 県 -5.0 95歳以上 沖 縄 県 4.5 埼 玉 県 -4.5

差率は2015年10月1日で推定した「住基人口」から2015年「国調人口」を引いた値を，「国調人口」を100とし
て計算した値．



大都市圏と非大都市圏の間で若年層における「国調人口」と「住基人口」の差率の傾向

が大きく異なるのは，これまでに数多く指摘されているように，若年層の住民票の異動を

伴わない人口移動が影響していると考えられるが，地域によっては若年層以外にもその影

響が及んでいる可能性が示されたといえる．また，地域固有の要因によって引き起こされ

ているとみられる差異も散見される．たとえば福島県では，東日本大震災に伴う原子力発

電所の事故により，子どもと母親を中心に住民票は異動させずに県外に常住している人口

が相当数存在することが指摘されており（佐藤 2016），この点は本県で「住基人口」が

「国調人口」を上回る大きな要因になっていると考えられる．一方同じ福島県でも，男性

40歳代以降は基本的に「国調人口」が「住基人口」より多い傾向にあるが，これは住民票

の異動を伴わない転入者，たとえば復興関係の業務に従事するために他県から転入した人々

の影響が考えらえる．

全体を通してみれば，常住地ベースの人口移動と住民票ベースの人口移動との乖離が両

統計による人口の差異を生んでいるといえよう．そこで以下では，2010年と2015年の2時

点の「国調人口」と「住基人口」を活用することにより，各統計間で観測される人口移動

傾向の差異について検討する．

Ⅳ．「国調人口」間と「住基人口」間の人口移動傾向の差異

1． 分析手法

まず，「国調人口」と「住基人口」の両統計から得られる2010→2015年のコーホート変

化率を通じて，人口移動傾向の差異について検証する．地域 i，性 j，2010年の年齢

・・・・4歳（・・0,5,10,・,80ただし80は80歳以上）における，「国調人口」間のコーホー

ト変化率をCHC・2010・i,j,・，「住基人口」間のコーホート変化率をCHR・2010・i,j,・とする

と，それぞれの計算式は下記のとおりである．

CHC・2010・i,j,・・
CPJ・2015・i,j,・・5

CPJ・2010・i,j,・

CHR・2010・i,j,・・
RPJ・201510・i,j,・・5

RPJ・201010・i,j,・

続いて，住民票の異動が遅れて生じる場合を想定し，累積的なコーホート変化率を求め

る．住民票の異動が遅れて生じる場合でも，その後ある年齢で住民票の場所と常住地が一

致していれば，当該年齢に至るまでのトータルでみた移動率は「国調人口」間と「住基人

口」間で概ね同じ値となるはずであるが，そこに到達するまでの移動率の軌跡が異なるこ

とになる．このような人口移動のタイムラグの影響を見るために，2010→2015年の「国調

人口」間と「住基人口」間で10～14歳を起点とする累積のコーホート変化率を算出し，両

統計から観察される人口移動傾向の差異を連続する複数年齢階級で検討する．「コーホー

ト変化率＝生残率＋純移動率」であるから，「国調人口」間と「住基人口」間で生残率の
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差が無視できるとすれば，コーホート変化率の差は純移動率の差を表すことになる．進学

前に相当する10～14歳までは住民票上の居住地と常住地の乖離は少ないと考えられるため，

本分析では10～14歳を起点として，累積のコーホート変化率を計算することにする．2010

→2015年の10～14歳→15～19歳，15～19歳→20～24歳，20～24歳→25～29歳，・・・，55

～59歳→60～64歳のコーホート変化率を順に累積で掛け合わせて計算した値を累積コーホー

ト変化率と呼ぶこととする． 地域 i， 性 jの n・5・n・1歳→ n・n・4歳

（n・0,5,10,・,60）までの「国調人口」から算出される累積コーホート変化率を

ACCi,j,10・n，「住基人口」から算出される累積コーホート変化率をACRi,j,10・nとすると，

それぞれの計算式は下記のとおりである．

ACCi,j,10・n・CHC・2010・i,j,15・CHC・2010・i,j,20・・・・・CHC・2010・i,j,n

ACRi,j,10・n・CHR・2010・i,j,15・CHR・2010・i,j,20・・・・・CHR・2010・i,j,n

なお，ここで算出した累積コーホート変化率は2010→2015年の1期間のデータに基づく

擬似的な値であり，各コーホートで算出した値ではないことに留意する必要がある．2010

→2015年の各年齢階級における常住地ベースの人口移動と住民票ベースでの人口移動の関

係が2010→2015年以前の趨勢から乖離している場合は，2010→2015年以前の期間も含めた

複数期間で算出される実際の累積コーホート変化率が「国調人口」間と「住基人口」間で

一致していたとしても，2010→2015年の1期間で算出される累積コーホート変化率は一致

しない可能性がある．この点は本分析の限界であるが，「住基人口」において都道府県別

男女年齢別人口が得られるのは1994年以降であり，「国調人口」間と「住基人口」間の比

較が可能となるのは最長でも1995→2015年の20年間となる．20年間では人口移動の盛んな

年齢層において実際の累積コーホート変化率が算出できるのは特定のコーホートに限定さ

れてしまうため10），今回の分析では幅広い年齢層における人口移動傾向の差異をみること

を主目的として，2010→2015年の1期間のみのデータを活用することとした．

2． 結果と考察

「国調人口」間と「住基人口」間のコーホート変化率について特徴的な差異がみられた

都府県を図2，すべての都道府県における「国調人口」間のコーホート変化率を付表3，

「住基人口」間のコーホート変化率を付表4にそれぞれ示した．人口移動が活発な年齢階

級のうち10歳代後半から20歳代前半までに注目すると，「国調人口」間の各都道府県にお

ける転出超過傾向または転入超過傾向を弱めたものが，おおよそ「住基人口」間の人口移

動傾向となっているように見受けられる．しかし，20歳代後半以降も含めてみると，「住

基人口」間では遅れて発生する住民票の異動により，20歳代前半までに明確に観測されな

かった人口移動が事後的になされることを反映しているようにみえる．
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10）10～14歳を起点とする場合，実際の累積コーホート変化率が算出可能なのは最長でも30～34歳まで（1995年

時点で10～14歳のコーホートについて）となる．



図2から，若年層を中心に各年齢で転入超過傾向となっている東京都を観察すると，

「住基人口」間のコーホート変化率は「国調人口」間のそれに比べ，ピークがやや小さく

なるとともに変化率の分布が後ろの年齢にシフトした形となっており，住民票の異動の遅

れの影響が明らかなパターンといえる．大学が多数存在することで知られる京都府では，

大学進学年齢に相当する10～14歳→15～19歳や15～19歳→20～24歳で「国調人口」間の変

化率が「住基人口」間のそれを大きく上回るが，20～24歳→25～29歳では完全に逆転する．

「住基人口」間では「国調人口」間に比べ変化率の凹凸が非常に小さいが，これは府外か

ら転入する相当程度の割合の大学生が住民票を異動させないまま転出している可能性を示

唆するものであるといえよう．逆に，進学により京都府や大阪府など県外への転出が多く

発生すると考えられる和歌山県では，京都府とは正反対のパターンを示している．福島県

では，15～19歳→20～24歳以下は男女とも「住基人口」間の変化率が「国調人口」間の変
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図２ コーホート変化率（2010→2015年）

「住基人口」間は各年10月1日時点で推定した人口を用いた．



化率を上回っているが，30～34歳→35～39歳以上では男性は「国調人口」間が「住基人口」

間を上回る反面，女性は「住基人口」間が「国調人口」間を上回るなど，男女間の差異も

目立っている．付表3，付表4によれば，福島県以外でも男女間で「国調人口」間と「住

基人口」間の差異の傾向が異なる県は散見される．

上記により，少々の例外はあるものの，基本的には大学進学移動の際に住民票を異動し

ない人が一定割合で存在することが，「国調人口」間と「住基人口」間で観察される人口

移動傾向の差異の大きな要因であると推察される．そこで以下では，先に述べた10～14歳

を基準とした累積コーホート変化率の算出により，住民票の異動の遅れがもたらしている

と考えられる人口移動傾向の差異について，複数年齢階級を通した視点から分析を行う．

まず，全都道府県を通した傾向について，「国調人口」間と「住基人口」間の累積コー

ホート変化率の差の絶対値和により確認する（図3）．男女とも20～24歳にかけて急激に

差異が拡大した後，男性は30～34歳の時点で，女性は25～29歳の時点でそれぞれ絶対値和

が最小となり，その後の年齢で再度やや拡大して45～49歳以降は若干ながら縮小する傾向

がみられる．しかしながら，全都道府県でみて差異が最小となる年齢でも，都道府県によっ

ては大きな差異が残っている場合もある．男性の累積コーホート変化率の差の絶対値和が

最小となる30～34歳時点において，「住基人口」間と「国調人口」間の累積コーホート変

化率の差を都道府県別にまとめたのが図4であるが，福島県や鹿児島県などでは男女とも

「住基人口」間の累積コーホート変化率が「国調人口」間のそれを大きく上回る一方で，

東京都・広島県・山口県などでは逆の動きとなっている．
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図３ 10～14歳を起点とする累積コーホート変化率の差

（「住基人口」間－「国調人口」間）の絶対値和：2010→2015年



図2と同様，「国調人口」間と「住基人口」間の累積コーホート変化率において特徴的

な差異の推移がみられた都府県を図5に示す（全都道府県の「国調人口」間の累積コーホー

ト変化率を付表5，「住基人口」間の累積コーホート変化率を付表6，「住基人口」間の累

積コーホート変化率から「国調人口」間の累積コーホート変化率を引いた値を付表7に掲

載）．まず東京都は，25～29歳時点で累積コーホート変化率の差が小さくなった後，30歳

代後半にかけて再び差が拡大し，その後はほぼ一定の差が継続している．京都府では15～

19歳，20～24歳において累積コーホート変化率の差が拡大した後，25～29歳では急激に縮

小し，その後の年齢で女性は一定の差が継続するが，男性は差が無視できる程度となり，

人口移動傾向の差異はほぼ解消される．和歌山県では，差の変化のパターンは京都府と真

逆であるものの，20～24歳において拡大した累積コーホート変化率の差は25～29歳，30～

34歳で大幅に縮小し，やはり男性では人口移動傾向の差異がほぼ解消される．人口移動の

面でも東日本大震災の影響を強く受けた福島県では特異な動きになっており，男性では20

～24歳までに拡大した差が55～59歳まで長い年齢階級にわたって縮小が続く一方で，女性

では20～24歳までに拡大した差がいったんわずかに縮小するものの，その後の年齢階級で

は再び拡大し，人口移動傾向の差異は全く解消されないままとなる．
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図４ 都道府県別，「住基人口」間と「国調人口」間の30～34歳時点の

累積コーホート変化率の差（「住基人口」間－「国調人口」間）



上述のように，本分析は2010→2015年の1期間のみを対象としているため，同期間で明

らかにそれ以前の傾向から乖離した人口移動が観察された福島県などでは，住民票の異動

の遅れの影響をみるというここでの分析の目的は達成され得ず，その他の都道府県におい

ても，2010→2015年の突発的な人口移動の影響が含まれるという点で，分析結果の解釈に

は注意が必要である．しかし，福島県は例外としても，都道府県単位では突発的な人口移

動の影響は小さくなると考えられることから，複数年齢階級でみて「国調人口」間と「住

基人口」間の人口移動傾向の差異が無視できない水準となっている都道府県（広島県や鹿

児島県など，付表7を参照）では，住民票の異動の遅れ等がもたらす「国調人口」間と

「住基人口」間の人口移動傾向が長期的にも異なっている可能性を示唆しているといえる．

このような傾向がみられた地域において，「国調人口」を基準とした将来人口推計に「住

基人口」間の人口移動傾向を適用すると，「国調人口」間の人口移動傾向を適用した場合

と比較して若年人口のみならず高年齢層にも差異が波及すると考えられる．また，いくつ
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図５ 10～14歳を起点とする累積コーホート変化率（2010→2015年）

「住基人口」間は各年10月1日時点で推定した人口を用いた．



かの都道府県においては男女間で差異の傾向が異なる点にも留意が必要であり，その要因

を明らかにすることは今後の課題のひとつである11）．男女各年齢とも「国調人口」間と

「住基人口」間の人口移動傾向の差異が小さい地域（たとえば石川県，愛知県など）では，

どちらの人口移動傾向を推計に適用しても大きな問題は生じないともいえるが，いずれに

しても「国調人口」を基準とした将来人口推計に「住基人口」間の人口移動傾向を適用す

る場合は，各地域において両統計から得られる男女年齢別の人口移動傾向の差異について

十分に把握しておく必要があるといえよう．

Ⅴ．まとめと今後の課題

本稿では，主に都道府県別に観察される「国調人口」と「住基人口」の差異について，

とくに人口移動傾向に着目しながら分析検討を行った．その結果は，概ね下記のようにま

とめられる．

まず，2015年の「国調人口」と「住基人口」を都道府県別・年齢5歳階級別に比較する

と，人口移動が活発な10歳代後半から20歳代前半を中心に差率が大きく，常住人口と登録

人口という各統計の性格の違いが確認された．さらに，2010年の10～14歳を起点とし，

2010→2015年のコーホート変化率を累積させることにより複数年齢階級で人口移動傾向を

比較すると，その差異は20歳代前半で最も大きくなり，20歳代後半から30歳代前半にかけ

て大幅に縮小した．しかし，これらの年齢時点で人口移動傾向の差異が解消されるわけで

はなく，その後の年齢階級においては差異がやや拡大する都道府県もみられた．2010→

2015年の1期間のみのデータに基づく分析結果である点には留意する必要があるが，「国

調人口」間と「住基人口」間では複数年齢階級を累積してみても人口移動傾向に差異が残

る可能性が高く，地域によってはその差異が無視できない水準に達している．この点には

様々な要因が考えられるが，一因としては，長期間でみても住民票を異動しない人が一定

の割合で存在している可能性が挙げられよう．

上述のような「国調人口」間と「住基人口」間の人口移動傾向の差異を踏まえれば，

「国調人口」を基準とした将来人口推計に「住基人口」の人口移動傾向を直接適用するこ

とについては検討の余地が大きい．具体的には，「国調人口」間の人口移動傾向を適用し

た場合と比較して，多くの地域において，短期間の推計でも若年人口で大きな差異が生じ

るほか，長期間の推計になるほど高年齢層にも差異が波及する可能性が高まるといえる．

この問題を極力回避するための一案としては，2010→2015年以前の過去の複数期間のデー

タも含めて「国調人口」間と「住基人口」間で観察される人口移動傾向の差異を地域別に

分析し，その差異に定量的な規則性を見出して，将来人口推計に適用する「住基人口」間

の人口移動傾向を「国調人口」間の人口移動傾向に近似させる方法が考えられる．地域別・

年齢別にみた差異が長期的にも概ね安定しているとすればこの方法は有効であり，速報性
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11）一因としては，東日本大震災に起因する福島県等における男女間の「国調人口」間と「住基人口」間の人口

移動傾向の差異が他の都道府県に波及していることが考えられる．



が高いという利点がある「住基人口」間の人口移動傾向を活用して，常住地ベースの将来

人口推計を実行できる可能性も高まるだろう．この点を検証することは今後の課題である．

また紙幅の都合上，本稿では都道府県別の分析にとどめたが，よりニーズが高いと考えら

れる市区町村別の分析へと拡張することも残された課題である．

本稿により，常住人口と登録人口の間には地域や年齢によって大きな差異があることが

改めて確認された．2020年は1920年の第1回国勢調査から100年目を迎え，10月には21回

目となる国勢調査が実施される．「住基人口」をはじめとする他の調査では捉えられない

常住人口について，全国の小地域単位で様々な属性も含めて把握できる国勢調査の意義は，

きわめて大きいと考える．新型コロナウイルス（COVID-19）の感染拡大の影響は大いに

心配されるところであるが，2020年の国勢調査が無事に行われることを強く願いつつ，本

稿の結びとする．

（2020年9月30日査読終了）
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AStudyoftheDifferencesinthePopulationMigrationTrendObtained
fromthePopulationCensusandtheBasicResidentRegistration:

ConsideringthePossibilityofUsingtheTrendInformationinRegional
PopulationProjections

KOIKEShiroandKISHIMasahiro

Therehasbeenanincreasinginterestinpopulationstatisticsmainlyamonglocalgovernments

primarilybecauseitisnecessarytopresentregionalpopulationprojectionsinthe"Regional

PopulationVision"establishedinassociationwiththe"RegionalRevitalization"strategythat

startedat2014.Inlightofthesecircumstances,thisstudydiscussesthedifferencesinthemigration

trendobtainedfromthepopulationcensus("censuspopulation")andthebasicresidentregistration

("registrationpopulation"),whileconsideringthepossibilityofusingthetrendinformationin

regionalpopulationprojections.

Acomparisonbetweenthe"censuspopulation"andthe"registrationpopulation"of2015by

prefectureandbyafive-yearagegroupindicatedthattherateofdifferencewasgreatermainlyin

peoplefrom theirlateteenstotheirearlytwenties,amongwhom migrationisprominent,

suggestingthedifferenceinthenaturebetweendejurepopulationstatisticsandregistration

populationstatistics.Additionally,whenthemigrationtrendwascomparedamongmultipleage

groupsbyusingtheagegroup10-14in2010asthestartingpointandaccumulatingthecohort

changeratiosfrom2010to2015,itwasrevealedthatthedifferencewasthegreatestintheageof

earlytwentiesandthatitbecamesubstantiallysmallerintheageoflatetwentiesandearlythirties.

However,thisdoesnotmeanthatthedifferencesinthemigrationtrendareeliminatedatthese

ages;thedifferencesweresomewhatgreaterinsomeregionsamongthehigheragegroups.When

themigrationtrendobtainedfromthe"registrationpopulation"isusedinpopulationprojections

basedonthe"censuspopulation,"itisnecessarytoconsiderthedifferencesinthemigrationtrend

byregion,gender,andagethatwasobservedinthetwotypesofstatistics.

Keywords:"censuspopulation","registrationpopulation",migrationtrend,regionalpopulation

projections
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資 料

都道府県別にみた日本人の年齢（5歳階級）別

転入率，転出率および転入超過率：2014～2019年

貴志匡博・峯島靖志・清水昌人

最近の日本では，東京圏で長期にわたり転入が転出を上回るとともに，その他の多くの

地域で転出超過の状態が続いている．本稿では人口移動の直近の動向を捉えるため，昨年

に引き続き，都道府県別・年齢別の人口移動率に関する資料をまとめた．率の計算には昨

年と同様，総務省の「住民基本台帳人口移動報告」と「住民基本台帳に基づく人口」を使

い，分母を毎年1月1日時点の日本人人口，分子を日本人の1年間の都道府県間移動数と

して転入率，転出率および転入超過率を求めた．今回は紙幅の都合により，年齢総数と15-

19歳から25-29歳の値を示した．その他の数値は後日研究所のHPに掲載する．

都道府県間移動の動向

後掲の図表によれば，2014年から2019年までの人口移動には以下の特徴がみられた．

まず，年齢全体の表によれば，転入率と転出率はほとんどの地域で2014年から2015年に

かけて上昇し，2016年に低下した（表1）．2017年以降については，一部の地域で上昇傾

向がみられ，転入では東京圏（一都三県），転出では中部や北陸，四国などで率の上昇が

目立った．また，転入率から転出率を引いた転入超過率では，東京圏の値がプラス方向に

拡大する一方，中部や北陸，四国などでは大部分の県でマイナスの方向に変化した．

次に，年齢別の移動率をみると，15-19歳では上昇・低下の地域的な偏りは大きくなく，

変化の幅も相対的に狭い（表2）．一方，20-24歳ではとくに2017年以降，大部分の地域で

転出率が上昇している．このため，東京圏や大阪府などでは転入超過率がプラスに変化し

たものの，多くの地域では転出超過がより顕著になった（表3）．25-29歳の移動率につい

てはおおむね20-24歳と似た傾向を示したが，例えば直近の転入超過率が埼玉県や千葉県

で低下し，大阪府で大きく上昇するなど，やや異なる特徴もみられた（表4）．

男女別の図では，都道府県間移動が最も多い20-24歳の値を示した（図1）．2014年と

2019年を比較すると，転入率と転出率はほぼすべての地域で2019年のほうが高かった．ま

た，転入率と転入超過率では女性のほうが値の分布範囲が広く，非大都市圏の多くの地域

で転出超過の程度やその変化幅が男性よりも大きかった．20歳代前半では，男性よりも女

性の移動のほうがこれらの地域の人口変化に大きな影響を及ぼしたと考えられる．
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表１ 都道府県別移動率（男女総数，年齢総数）：2014～2019年
（％）

都道

府県

転入 転出 転入超過

2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年

全 国１） 1.79 1.85 1.81 1.82 1.83 1.84 1.79 1.85 1.81 1.82 1.83 1.84 ‥ ‥ ‥ ‥ ‥ ‥

北 海 道 0.86 0.88 0.90 0.91 0.89 0.91 1.02 1.04 1.03 1.03 1.04 1.05 -0.16 -0.16 -0.13 -0.12 -0.15 -0.15

青 森 1.30 1.31 1.28 1.32 1.28 1.28 1.78 1.80 1.75 1.78 1.78 1.78 -0.47 -0.49 -0.47 -0.46 -0.49 -0.49

岩 手 1.37 1.36 1.33 1.31 1.29 1.33 1.61 1.68 1.63 1.65 1.69 1.71 -0.25 -0.32 -0.30 -0.34 -0.40 -0.38

宮 城 2.11 2.09 2.04 2.00 1.99 1.94 2.01 2.09 2.06 2.06 2.07 2.08 0.11 -0.00 -0.02 -0.05 -0.07 -0.14

秋 田 1.09 1.11 1.09 1.07 1.05 1.06 1.50 1.54 1.52 1.49 1.49 1.48 -0.41 -0.43 -0.42 -0.42 -0.45 -0.42

山 形 1.16 1.16 1.15 1.13 1.13 1.12 1.47 1.53 1.47 1.47 1.48 1.54 -0.31 -0.37 -0.32 -0.35 -0.35 -0.42

福 島 1.38 1.44 1.31 1.24 1.22 1.24 1.49 1.57 1.61 1.68 1.63 1.60 -0.11 -0.12 -0.30 -0.44 -0.41 -0.37

茨 城 1.50 1.55 1.55 1.58 1.55 1.55 1.66 1.71 1.68 1.68 1.72 1.70 -0.16 -0.16 -0.13 -0.10 -0.16 -0.16

栃 木 1.54 1.56 1.51 1.57 1.55 1.56 1.63 1.70 1.67 1.65 1.70 1.74 -0.09 -0.15 -0.15 -0.08 -0.15 -0.18

群 馬 1.34 1.38 1.34 1.34 1.37 1.36 1.45 1.49 1.48 1.53 1.51 1.57 -0.11 -0.11 -0.14 -0.19 -0.14 -0.21

埼 玉 2.20 2.26 2.22 2.25 2.27 2.30 1.99 2.07 2.00 2.04 2.03 2.05 0.21 0.19 0.22 0.21 0.24 0.25

千 葉 2.23 2.33 2.33 2.36 2.37 2.37 2.10 2.16 2.07 2.10 2.10 2.10 0.14 0.17 0.26 0.26 0.27 0.28

東 京 3.16 3.31 3.19 3.21 3.23 3.24 2.59 2.67 2.62 2.64 2.60 2.58 0.57 0.63 0.57 0.58 0.63 0.66

神 奈 川 2.28 2.36 2.29 2.32 2.37 2.39 2.14 2.21 2.16 2.17 2.16 2.13 0.14 0.15 0.13 0.15 0.21 0.27

新 潟 0.93 0.94 0.92 0.93 0.91 0.90 1.17 1.23 1.19 1.22 1.24 1.26 -0.24 -0.29 -0.27 -0.29 -0.33 -0.36

富 山 1.10 1.17 1.14 1.16 1.11 1.12 1.20 1.27 1.24 1.26 1.27 1.31 -0.10 -0.10 -0.09 -0.10 -0.15 -0.19

石 川 1.47 1.56 1.53 1.56 1.53 1.51 1.52 1.59 1.60 1.62 1.67 1.74 -0.05 -0.02 -0.07 -0.06 -0.14 -0.23

福 井 1.01 1.08 1.09 1.12 1.11 1.09 1.29 1.35 1.32 1.31 1.39 1.45 -0.28 -0.27 -0.23 -0.19 -0.28 -0.37

山 梨 1.42 1.49 1.48 1.48 1.50 1.50 1.72 1.80 1.72 1.80 1.80 1.79 -0.30 -0.30 -0.24 -0.32 -0.30 -0.29

長 野 1.21 1.26 1.22 1.23 1.22 1.21 1.36 1.40 1.35 1.35 1.40 1.42 -0.15 -0.14 -0.13 -0.13 -0.17 -0.21

岐 阜 1.23 1.26 1.25 1.23 1.27 1.26 1.43 1.52 1.50 1.52 1.54 1.57 -0.20 -0.25 -0.25 -0.28 -0.27 -0.31

静 岡 1.31 1.36 1.33 1.36 1.36 1.36 1.50 1.53 1.50 1.50 1.54 1.56 -0.19 -0.17 -0.17 -0.14 -0.18 -0.20

愛 知 1.50 1.57 1.52 1.51 1.52 1.52 1.42 1.45 1.44 1.45 1.49 1.50 0.08 0.11 0.09 0.07 0.03 0.01

三 重 1.44 1.47 1.42 1.43 1.48 1.43 1.60 1.70 1.62 1.65 1.72 1.78 -0.16 -0.23 -0.20 -0.23 -0.24 -0.35

滋 賀 1.76 1.78 1.77 1.79 1.83 1.85 1.82 1.92 1.82 1.84 1.87 1.88 -0.06 -0.14 -0.05 -0.05 -0.04 -0.03

京 都 2.11 2.20 2.13 2.13 2.10 2.12 2.15 2.21 2.16 2.19 2.22 2.26 -0.05 -0.01 -0.03 -0.07 -0.12 -0.14

大 阪 1.72 1.80 1.76 1.77 1.81 1.87 1.72 1.78 1.74 1.73 1.75 1.74 -0.00 0.03 0.02 0.03 0.06 0.12

兵 庫 1.55 1.59 1.56 1.55 1.58 1.57 1.68 1.72 1.68 1.67 1.69 1.70 -0.13 -0.13 -0.12 -0.12 -0.11 -0.13

奈 良 1.70 1.72 1.67 1.69 1.65 1.64 1.92 2.00 1.93 1.94 1.95 1.93 -0.22 -0.29 -0.26 -0.25 -0.30 -0.28

和 歌 山 1.13 1.12 1.08 1.10 1.12 1.10 1.43 1.52 1.47 1.45 1.49 1.50 -0.29 -0.40 -0.39 -0.36 -0.37 -0.40

鳥 取 1.54 1.56 1.51 1.49 1.43 1.43 1.73 1.82 1.73 1.75 1.78 1.74 -0.19 -0.26 -0.23 -0.26 -0.35 -0.31

島 根 1.42 1.51 1.47 1.44 1.44 1.45 1.65 1.70 1.65 1.66 1.65 1.69 -0.23 -0.20 -0.18 -0.22 -0.21 -0.24

岡 山 1.50 1.53 1.47 1.45 1.43 1.44 1.52 1.59 1.57 1.56 1.60 1.61 -0.02 -0.07 -0.10 -0.11 -0.18 -0.17

広 島 1.59 1.66 1.63 1.62 1.60 1.58 1.68 1.76 1.71 1.74 1.73 1.77 -0.09 -0.10 -0.08 -0.11 -0.13 -0.19

山 口 1.55 1.54 1.52 1.52 1.50 1.53 1.80 1.87 1.79 1.81 1.80 1.85 -0.26 -0.33 -0.27 -0.29 -0.30 -0.32

徳 島 1.21 1.23 1.19 1.21 1.17 1.15 1.41 1.52 1.42 1.47 1.48 1.55 -0.19 -0.29 -0.23 -0.26 -0.30 -0.40

香 川 1.72 1.81 1.71 1.74 1.70 1.66 1.84 1.86 1.82 1.84 1.86 1.87 -0.11 -0.05 -0.11 -0.10 -0.17 -0.21

愛 媛 1.22 1.25 1.21 1.23 1.24 1.23 1.46 1.52 1.47 1.46 1.53 1.54 -0.25 -0.27 -0.26 -0.23 -0.29 -0.31

高 知 1.20 1.24 1.21 1.23 1.22 1.19 1.49 1.54 1.52 1.52 1.54 1.56 -0.29 -0.31 -0.31 -0.29 -0.32 -0.36

福 岡 1.91 1.97 1.94 1.96 1.97 1.98 1.83 1.90 1.83 1.84 1.85 1.85 0.08 0.07 0.11 0.13 0.12 0.13

佐 賀 1.77 1.82 1.77 1.83 1.89 1.85 2.03 2.14 2.04 2.08 2.08 2.10 -0.27 -0.32 -0.27 -0.25 -0.19 -0.25

長 崎 1.58 1.63 1.59 1.62 1.61 1.54 2.00 2.05 1.99 2.05 2.07 2.06 -0.41 -0.42 -0.40 -0.43 -0.46 -0.52

熊 本 1.52 1.54 1.44 1.52 1.51 1.50 1.68 1.76 1.82 1.73 1.73 1.74 -0.16 -0.22 -0.38 -0.21 -0.22 -0.24

大 分 1.53 1.56 1.52 1.48 1.48 1.51 1.75 1.76 1.74 1.73 1.78 1.78 -0.22 -0.20 -0.22 -0.25 -0.30 -0.27

宮 崎 1.62 1.62 1.55 1.59 1.56 1.53 1.90 1.93 1.93 1.89 1.88 1.84 -0.28 -0.31 -0.38 -0.30 -0.32 -0.31

鹿 児 島 1.55 1.57 1.54 1.53 1.52 1.53 1.81 1.88 1.81 1.81 1.80 1.85 -0.27 -0.31 -0.27 -0.29 -0.28 -0.32

沖 縄 1.69 1.76 1.70 1.70 1.76 1.84 1.70 1.76 1.72 1.78 1.81 1.83 -0.00 0.00 -0.02 -0.08 -0.05 0.01

総務省統計局『住民基本台帳人口移動報告』，総務省自治行政局『住民基本台帳に基づく人口，人口動態及び世帯数調査』による．

日本人人口について．分母となる人口の総数には年齢不詳を含む．1）転入率，転出率は都道府県間の移動率となる．転入超過の－

（マイナス）は転出超過を意味する．
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表２ 都道府県別移動率（男女総数，15-19歳）：2014～2019年
（％）

都道

府県

転入 転出 転入超過

2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年

全 国１） 2.13 2.22 2.24 2.24 2.27 2.29 2.13 2.22 2.24 2.24 2.27 2.29 ‥ ‥ ‥ ‥ ‥ ‥

北 海 道 1.25 1.44 1.52 1.52 1.57 1.56 1.75 1.85 1.98 1.90 1.95 1.95 -0.50 -0.41 -0.46 -0.38 -0.38 -0.40

青 森 1.98 1.94 2.05 2.12 2.10 2.28 5.32 5.23 5.48 5.44 5.58 5.66 -3.34 -3.29 -3.43 -3.31 -3.47 -3.38

岩 手 1.36 1.44 1.60 1.51 1.56 1.70 4.30 4.50 4.42 4.58 4.55 4.47 -2.95 -3.06 -2.82 -3.07 -2.99 -2.77

宮 城 2.83 2.79 3.01 2.97 3.19 3.15 2.52 2.62 2.87 2.78 2.91 3.03 0.31 0.17 0.14 0.19 0.28 0.12

秋 田 1.57 1.62 1.69 1.63 1.61 1.43 5.27 5.32 5.52 5.30 5.33 5.26 -3.70 -3.70 -3.83 -3.67 -3.72 -3.83

山 形 1.53 1.59 1.77 1.93 2.04 2.26 4.04 4.23 4.34 4.07 4.20 4.13 -2.51 -2.64 -2.57 -2.14 -2.16 -1.87

福 島 1.18 1.20 1.14 1.09 1.12 1.20 2.84 2.74 2.87 3.00 3.01 2.86 -1.66 -1.54 -1.74 -1.90 -1.89 -1.66

茨 城 1.54 1.60 1.73 1.70 1.61 1.66 1.96 2.04 2.11 2.10 2.14 2.19 -0.42 -0.45 -0.38 -0.41 -0.53 -0.53

栃 木 1.52 1.59 1.50 1.53 1.63 1.60 2.20 2.14 2.20 2.24 2.34 2.47 -0.68 -0.55 -0.70 -0.71 -0.72 -0.87

群 馬 1.67 1.67 1.59 1.64 1.73 1.56 1.69 1.74 1.81 1.88 1.99 1.91 -0.02 -0.07 -0.22 -0.23 -0.26 -0.35

埼 玉 2.19 2.25 2.27 2.25 2.27 2.39 1.43 1.48 1.48 1.50 1.51 1.59 0.76 0.76 0.79 0.76 0.76 0.79

千 葉 2.38 2.56 2.60 2.62 2.67 2.69 1.58 1.64 1.64 1.61 1.66 1.64 0.79 0.92 0.96 1.02 1.01 1.05

東 京 4.46 4.60 4.65 4.56 4.48 4.30 1.45 1.53 1.48 1.50 1.53 1.55 3.01 3.06 3.17 3.06 2.96 2.75

神 奈 川 2.65 2.76 2.79 2.74 2.84 2.77 1.35 1.44 1.43 1.50 1.45 1.49 1.30 1.32 1.36 1.24 1.39 1.28

新 潟 1.06 1.14 1.08 1.12 1.21 1.26 2.08 2.33 2.31 2.48 2.59 2.54 -1.02 -1.19 -1.22 -1.36 -1.38 -1.28

富 山 1.04 1.00 1.05 1.02 1.07 1.12 1.95 2.01 1.86 1.81 1.87 1.98 -0.91 -1.01 -0.81 -0.79 -0.81 -0.86

石 川 3.01 3.17 2.57 2.85 3.11 3.16 1.86 1.88 2.01 2.02 2.11 2.17 1.15 1.29 0.56 0.83 0.99 1.00

福 井 0.82 0.79 0.87 0.87 0.83 0.80 1.91 1.97 1.88 1.91 1.91 1.78 -1.09 -1.18 -1.02 -1.03 -1.08 -0.99

山 梨 2.35 2.68 2.51 2.54 2.75 2.77 2.23 2.41 2.43 2.49 2.59 2.51 0.12 0.27 0.08 0.05 0.16 0.25

長 野 0.84 0.84 0.94 0.97 0.98 1.04 2.54 2.56 2.64 2.58 2.79 2.66 -1.70 -1.72 -1.70 -1.61 -1.81 -1.62

岐 阜 1.14 1.15 1.13 1.08 1.09 0.99 1.94 2.04 2.13 2.04 2.11 2.08 -0.80 -0.89 -0.99 -0.96 -1.02 -1.09

静 岡 1.30 1.37 1.28 1.36 1.32 1.40 2.24 2.41 2.37 2.42 2.46 2.49 -0.94 -1.04 -1.09 -1.06 -1.14 -1.08

愛 知 1.82 1.92 1.97 1.93 1.88 1.90 1.24 1.29 1.31 1.32 1.35 1.40 0.58 0.63 0.66 0.62 0.53 0.51

三 重 1.44 1.46 1.28 1.29 1.29 1.52 2.20 2.32 2.29 2.39 2.37 2.41 -0.76 -0.86 -1.01 -1.10 -1.08 -0.90

滋 賀 1.92 2.00 2.13 2.10 2.05 2.12 1.79 1.93 1.89 2.00 2.03 2.06 0.12 0.07 0.24 0.09 0.03 0.07

京 都 3.48 3.41 3.62 3.51 3.50 3.68 1.82 1.93 1.92 1.90 1.93 1.98 1.66 1.48 1.70 1.61 1.57 1.70

大 阪 1.81 1.88 1.91 1.83 1.87 1.91 1.18 1.20 1.22 1.18 1.26 1.21 0.63 0.68 0.69 0.64 0.61 0.69

兵 庫 1.49 1.56 1.60 1.51 1.52 1.54 1.47 1.47 1.62 1.56 1.60 1.59 0.02 0.08 -0.03 -0.05 -0.08 -0.05

奈 良 2.48 2.36 2.40 2.37 2.42 2.29 2.11 2.23 2.10 2.21 2.18 2.12 0.37 0.14 0.30 0.16 0.24 0.16

和 歌 山 1.01 0.97 0.99 1.10 1.05 1.06 2.19 2.18 2.29 2.42 2.44 2.53 -1.18 -1.21 -1.31 -1.32 -1.38 -1.47

鳥 取 2.28 2.00 1.90 2.17 1.77 2.01 3.04 3.31 3.26 3.41 3.35 3.64 -0.76 -1.31 -1.36 -1.24 -1.59 -1.63

島 根 1.85 2.10 2.32 2.20 2.46 2.68 3.57 3.85 4.06 3.80 3.75 3.90 -1.72 -1.74 -1.73 -1.60 -1.30 -1.22

岡 山 1.86 1.92 1.82 1.96 1.86 1.89 1.94 2.06 2.03 2.07 2.14 2.20 -0.08 -0.14 -0.21 -0.10 -0.28 -0.31

広 島 1.90 2.14 2.23 2.36 2.44 2.33 2.03 2.17 2.16 2.23 2.27 2.28 -0.14 -0.03 0.07 0.13 0.17 0.05

山 口 2.82 2.83 2.87 3.03 2.99 3.42 3.74 3.90 3.90 4.15 4.14 4.24 -0.92 -1.07 -1.03 -1.11 -1.14 -0.83

徳 島 1.29 1.34 1.31 1.36 1.40 1.30 2.28 2.64 2.34 2.46 2.50 2.68 -1.00 -1.30 -1.03 -1.11 -1.09 -1.38

香 川 1.80 1.96 1.77 2.04 1.71 1.56 2.54 2.64 2.79 2.79 2.50 2.44 -0.74 -0.67 -1.02 -0.75 -0.79 -0.88

愛 媛 1.18 1.31 1.23 1.33 1.61 1.64 2.74 2.90 3.11 3.10 3.49 3.42 -1.56 -1.59 -1.89 -1.76 -1.88 -1.78

高 知 1.90 2.08 1.88 2.07 1.96 1.99 3.36 3.74 3.58 3.85 3.79 3.70 -1.46 -1.66 -1.70 -1.77 -1.84 -1.71

福 岡 2.72 2.89 2.83 2.90 3.08 3.28 2.18 2.28 2.25 2.42 2.39 2.47 0.54 0.62 0.58 0.48 0.69 0.81

佐 賀 1.96 2.30 2.20 2.33 2.30 2.22 4.29 4.71 4.74 4.45 4.50 4.61 -2.33 -2.42 -2.55 -2.12 -2.20 -2.39

長 崎 2.47 2.52 2.53 2.54 2.42 2.54 5.77 6.11 6.22 6.03 5.89 5.93 -3.30 -3.59 -3.69 -3.49 -3.47 -3.38

熊 本 1.78 1.91 1.81 1.88 1.90 1.86 3.74 4.03 4.21 4.17 3.99 3.97 -1.96 -2.11 -2.40 -2.28 -2.09 -2.11

大 分 1.93 1.95 2.14 2.15 2.12 2.37 2.98 3.17 3.12 3.14 3.40 3.36 -1.05 -1.22 -0.99 -0.99 -1.29 -0.99

宮 崎 2.29 2.31 2.15 2.38 2.23 2.18 5.42 6.06 6.22 5.91 5.77 5.67 -3.13 -3.74 -4.07 -3.52 -3.55 -3.49

鹿 児 島 2.10 2.20 2.20 2.25 2.29 2.12 6.22 6.25 6.50 6.32 6.12 6.48 -4.11 -4.05 -4.30 -4.07 -3.83 -4.36

沖 縄 1.53 1.57 1.60 1.46 1.64 1.61 3.25 3.48 3.32 3.41 3.41 3.56 -1.71 -1.91 -1.72 -1.96 -1.77 -1.94

総務省統計局『住民基本台帳人口移動報告』，総務省自治行政局『住民基本台帳に基づく人口，人口動態及び世帯数調査』による．

日本人人口について．1）転入率，転出率は都道府県間の移動率となる．転入超過の－（マイナス）は転出超過を意味する．
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表３ 都道府県別移動率（男女総数，20-24歳）：2014～2019年
（％）

都道

府県

転入 転出 転入超過

2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年

全 国１） 6.98 7.46 7.50 7.81 8.06 8.31 6.98 7.46 7.50 7.81 8.06 8.31 ‥ ‥ ‥ ‥ ‥ ‥

北 海 道 2.84 3.12 3.27 3.43 3.45 3.65 4.76 5.07 5.13 5.19 5.50 5.60 -1.93 -1.95 -1.86 -1.76 -2.05 -1.96

青 森 5.68 5.68 5.61 5.92 6.09 6.10 9.7510.2910.2011.0111.0611.87 -4.07 -4.61 -4.59 -5.09 -4.97 -5.77

岩 手 5.84 5.94 5.91 6.00 6.41 6.15 9.10 9.59 9.6710.0910.5410.92 -3.26 -3.64 -3.76 -4.10 -4.13 -4.76

宮 城 7.71 8.03 7.99 8.09 8.22 8.34 8.28 8.56 8.56 8.91 9.37 9.66 -0.57 -0.53 -0.57 -0.82 -1.15 -1.32

秋 田 5.42 5.66 5.68 5.72 5.64 5.8210.4610.9510.7811.4811.4911.52 -5.04 -5.28 -5.10 -5.75 -5.85 -5.70

山 形 5.33 5.62 5.52 5.54 5.65 5.46 9.45 9.91 9.7110.0310.3110.77 -4.12 -4.29 -4.19 -4.49 -4.65 -5.32

福 島 5.10 5.34 4.99 5.05 4.99 5.13 7.81 8.33 8.60 9.01 9.26 9.82 -2.71 -2.99 -3.61 -3.96 -4.28 -4.70

茨 城 5.09 5.40 5.48 5.78 6.07 6.15 7.39 7.80 8.08 8.30 8.75 9.05 -2.31 -2.40 -2.60 -2.51 -2.69 -2.90

栃 木 5.85 6.20 6.16 6.86 6.82 7.21 7.31 8.00 8.01 8.35 8.76 9.28 -1.46 -1.81 -1.84 -1.49 -1.94 -2.07

群 馬 4.98 5.23 5.13 5.42 5.47 5.67 7.66 8.11 8.26 8.54 8.77 9.39 -2.68 -2.88 -3.13 -3.12 -3.30 -3.71

埼 玉 7.48 7.87 8.04 8.51 8.86 9.29 6.80 7.21 7.30 7.68 7.96 8.17 0.68 0.66 0.73 0.83 0.90 1.12

千 葉 8.37 8.83 9.11 9.37 9.68 9.89 6.95 7.43 7.59 8.03 8.31 8.46 1.42 1.41 1.52 1.35 1.37 1.42

東 京 13.9515.0715.0815.5115.8916.33 7.18 7.53 7.46 7.65 7.78 7.81 6.77 7.54 7.62 7.86 8.12 8.53

神 奈 川 8.87 9.41 9.54 9.8510.2710.64 6.69 7.12 7.16 7.52 7.70 7.91 2.18 2.29 2.38 2.33 2.57 2.73

新 潟 3.85 4.03 4.03 4.13 4.31 4.33 7.15 7.72 7.85 8.32 8.64 9.07 -3.30 -3.68 -3.82 -4.19 -4.32 -4.74

富 山 4.55 5.04 5.02 5.19 5.10 5.02 5.96 6.70 6.52 6.89 7.05 7.54 -1.41 -1.67 -1.50 -1.69 -1.95 -2.52

石 川 4.72 5.04 4.90 5.25 5.53 5.44 7.07 7.74 7.71 8.50 8.57 9.00 -2.35 -2.69 -2.81 -3.24 -3.04 -3.57

福 井 3.45 3.94 3.98 4.36 4.22 4.25 6.25 7.00 7.01 7.17 7.59 8.20 -2.81 -3.06 -3.03 -2.81 -3.37 -3.95

山 梨 4.52 4.76 5.10 5.15 5.66 5.54 9.08 9.70 9.7810.2010.4910.78 -4.57 -4.94 -4.67 -5.05 -4.83 -5.25

長 野 4.79 5.11 5.10 5.29 5.30 5.23 7.33 7.93 8.09 8.00 8.55 8.73 -2.54 -2.82 -2.99 -2.71 -3.26 -3.50

岐 阜 4.29 4.45 4.58 4.66 5.01 4.96 6.53 7.45 7.32 7.63 8.00 8.43 -2.24 -3.00 -2.74 -2.97 -2.99 -3.47

静 岡 5.61 5.95 5.85 6.34 6.38 6.60 6.82 7.34 7.55 7.92 8.10 8.51 -1.21 -1.39 -1.70 -1.57 -1.72 -1.91

愛 知 5.91 6.31 6.27 6.45 6.67 6.68 4.46 4.79 4.82 5.05 5.37 5.53 1.45 1.52 1.45 1.40 1.30 1.14

三 重 5.08 5.24 5.28 5.65 6.34 6.15 6.74 7.23 7.24 7.68 8.19 8.62 -1.66 -1.99 -1.95 -2.03 -1.85 -2.47

滋 賀 5.53 5.84 6.05 6.72 6.85 7.05 7.43 8.06 7.91 8.28 9.00 9.20 -1.89 -2.22 -1.86 -1.57 -2.15 -2.15

京 都 8.40 8.95 8.90 8.82 9.19 9.29 8.71 9.45 9.48 9.8810.1310.40 -0.31 -0.50 -0.58 -1.07 -0.93 -1.11

大 阪 6.81 7.40 7.34 7.50 7.84 8.24 5.38 5.69 5.79 6.10 6.26 6.42 1.44 1.71 1.55 1.40 1.58 1.81

兵 庫 5.24 5.68 5.70 5.88 6.00 6.10 6.33 6.88 7.10 7.39 7.71 8.00 -1.09 -1.20 -1.39 -1.51 -1.72 -1.90

奈 良 4.50 4.49 4.58 4.96 5.11 5.01 7.33 7.64 8.05 8.52 8.80 9.03 -2.83 -3.16 -3.47 -3.56 -3.69 -4.03

和 歌 山 4.06 3.99 4.06 4.14 4.37 4.33 7.05 7.72 7.83 8.03 8.57 8.65 -3.00 -3.73 -3.76 -3.89 -4.20 -4.32

鳥 取 5.43 5.81 5.73 5.95 5.62 6.24 9.3410.19 9.5110.1910.5610.64 -3.91 -4.38 -3.78 -4.24 -4.94 -4.40

島 根 5.56 5.84 6.03 5.88 6.39 6.48 9.0410.4010.4210.4110.3710.89 -3.48 -4.56 -4.40 -4.53 -3.98 -4.42

岡 山 5.55 5.79 5.76 6.04 5.99 6.15 6.43 7.01 7.04 7.33 7.63 8.17 -0.88 -1.23 -1.28 -1.29 -1.64 -2.02

広 島 5.84 6.44 6.38 6.63 6.34 6.64 6.97 7.42 7.49 7.76 7.98 8.59 -1.13 -0.98 -1.11 -1.13 -1.64 -1.95

山 口 6.76 6.72 6.74 6.96 6.97 7.1810.4810.9610.6311.1711.1111.75 -3.72 -4.24 -3.89 -4.21 -4.14 -4.58

徳 島 4.61 4.83 4.65 4.95 4.71 4.91 7.56 8.18 8.24 8.37 8.82 9.00 -2.95 -3.35 -3.59 -3.42 -4.11 -4.09

香 川 6.27 7.12 6.74 6.95 7.03 6.74 8.00 8.78 8.63 8.99 9.37 9.59 -1.74 -1.66 -1.89 -2.05 -2.34 -2.85

愛 媛 4.58 4.83 5.02 5.06 5.01 5.37 7.68 8.26 8.47 8.60 8.94 9.66 -3.10 -3.44 -3.45 -3.54 -3.94 -4.29

高 知 5.01 5.14 5.07 5.01 5.30 5.60 9.15 9.8210.1010.2310.0410.78 -4.14 -4.68 -5.02 -5.21 -4.74 -5.18

福 岡 7.01 7.55 7.45 7.90 8.11 8.38 7.12 7.74 7.70 8.06 8.16 8.42 -0.11 -0.19 -0.25 -0.17 -0.06 -0.04

佐 賀 6.25 6.55 6.45 7.12 7.11 7.36 9.18 9.84 9.9210.7110.7911.22 -2.93 -3.29 -3.47 -3.59 -3.68 -3.86

長 崎 6.52 6.68 6.71 7.08 7.13 7.1010.4410.9610.9311.2811.7511.96 -3.92 -4.28 -4.22 -4.20 -4.62 -4.86

熊 本 5.52 5.77 5.55 5.95 6.19 6.47 7.93 8.68 8.82 8.96 9.56 9.54 -2.41 -2.91 -3.27 -3.01 -3.36 -3.08

大 分 5.58 6.00 6.11 6.08 6.06 6.51 8.81 9.40 9.42 9.60 9.8610.39 -3.22 -3.40 -3.31 -3.52 -3.80 -3.88

宮 崎 6.67 6.89 6.64 7.08 7.35 7.34 9.9910.5910.9511.1411.2611.32 -3.31 -3.69 -4.31 -4.06 -3.91 -3.98

鹿 児 島 6.51 6.80 6.59 7.09 6.97 7.25 9.04 9.75 9.65 9.9810.1610.82 -2.53 -2.95 -3.06 -2.90 -3.19 -3.56

沖 縄 4.67 5.07 5.30 5.53 5.94 6.58 6.57 7.00 7.04 7.42 7.66 8.09 -1.90 -1.93 -1.74 -1.89 -1.72 -1.51

総務省統計局『住民基本台帳人口移動報告』，総務省自治行政局『住民基本台帳に基づく人口，人口動態及び世帯数調査』による．

日本人人口について．1）転入率，転出率は都道府県間の移動率となる．転入超過の－（マイナス）は転出超過を意味する．
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表４ 都道府県別移動率（男女総数，25-29歳）：2014～2019年
（％）

都道

府県

転入 転出 転入超過

2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年

全 国１） 5.95 6.32 6.31 6.51 6.74 7.00 5.95 6.32 6.31 6.51 6.74 7.00 ‥ ‥ ‥ ‥ ‥ ‥

北 海 道 2.52 2.59 2.71 2.81 2.81 2.93 3.08 3.20 3.23 3.32 3.43 3.66 -0.56 -0.60 -0.52 -0.52 -0.62 -0.72

青 森 4.52 4.68 4.59 4.93 4.85 4.84 5.05 5.19 5.17 5.60 5.57 5.84 -0.53 -0.51 -0.57 -0.67 -0.72 -1.00

岩 手 4.79 4.82 4.82 4.86 4.91 5.17 4.80 5.13 5.14 5.49 5.61 5.95 -0.01 -0.32 -0.32 -0.63 -0.70 -0.77

宮 城 5.83 6.04 6.03 6.11 6.22 6.25 5.82 6.26 6.13 6.38 6.70 7.10 0.02 -0.22 -0.10 -0.27 -0.48 -0.85

秋 田 4.06 4.34 4.44 4.50 4.53 4.65 4.52 4.78 5.06 4.94 5.39 5.50 -0.46 -0.44 -0.62 -0.44 -0.86 -0.85

山 形 4.51 4.52 4.55 4.45 4.53 4.52 4.49 4.93 4.79 5.05 5.25 5.73 0.02 -0.41 -0.24 -0.60 -0.73 -1.21

福 島 4.65 4.70 4.51 4.34 4.41 4.67 4.45 4.79 4.92 5.20 5.39 5.55 0.20 -0.09 -0.41 -0.86 -0.98 -0.88

茨 城 4.91 5.30 5.42 5.64 5.70 5.96 5.77 6.28 6.20 6.39 6.72 6.94 -0.86 -0.97 -0.78 -0.75 -1.02 -0.98

栃 木 5.45 5.56 5.47 5.91 5.94 6.11 5.40 5.90 5.75 5.89 6.36 6.61 0.05 -0.34 -0.28 0.02 -0.41 -0.50

群 馬 4.60 4.91 4.82 4.85 5.16 5.05 5.33 5.65 5.58 5.90 6.01 6.30 -0.73 -0.75 -0.76 -1.06 -0.84 -1.25

埼 玉 7.40 7.85 7.98 8.36 8.66 8.94 7.42 7.94 7.94 8.15 8.41 8.73 -0.02 -0.08 0.04 0.21 0.24 0.21

千 葉 7.41 7.89 8.14 8.34 8.68 9.01 7.67 8.12 8.12 8.39 8.61 9.00 -0.26 -0.23 0.03 -0.05 0.07 0.01

東 京 9.7210.5110.2510.4910.8111.14 7.70 8.14 8.12 8.29 8.28 8.41 2.02 2.36 2.13 2.20 2.53 2.73

神 奈 川 7.57 8.09 8.03 8.44 8.85 9.13 7.46 7.85 7.93 8.25 8.51 8.52 0.11 0.24 0.11 0.19 0.34 0.61

新 潟 3.29 3.34 3.35 3.35 3.33 3.43 3.71 4.03 3.92 4.05 4.33 4.58 -0.42 -0.69 -0.58 -0.70 -0.99 -1.14

富 山 3.99 4.29 4.47 4.56 4.49 4.42 4.36 4.69 4.94 4.96 5.31 5.74 -0.38 -0.40 -0.47 -0.41 -0.82 -1.32

石 川 4.63 5.08 5.35 5.26 4.90 5.47 5.12 5.49 5.70 5.80 6.03 6.46 -0.49 -0.41 -0.36 -0.54 -1.13 -0.99

福 井 3.93 4.09 4.26 4.29 4.32 4.41 4.43 4.74 4.84 4.75 5.11 5.62 -0.50 -0.65 -0.58 -0.46 -0.79 -1.21

山 梨 4.88 5.11 5.06 5.06 5.47 5.52 5.95 6.30 6.12 6.24 6.72 6.72 -1.08 -1.19 -1.06 -1.18 -1.25 -1.20

長 野 4.28 4.52 4.58 4.59 4.57 4.75 4.69 4.90 4.84 4.88 5.08 5.51 -0.41 -0.39 -0.26 -0.29 -0.51 -0.76

岐 阜 4.50 4.88 4.77 4.82 5.20 5.42 5.78 6.29 6.33 6.53 6.87 7.22 -1.28 -1.41 -1.56 -1.70 -1.67 -1.80

静 岡 4.47 4.77 4.65 4.84 5.02 5.11 4.85 5.16 4.99 5.20 5.54 5.85 -0.38 -0.39 -0.34 -0.36 -0.52 -0.75

愛 知 4.73 5.06 4.95 5.06 5.25 5.41 4.36 4.63 4.71 4.79 5.15 5.33 0.37 0.42 0.24 0.26 0.10 0.08

三 重 4.96 5.22 5.27 5.35 5.80 5.76 5.54 6.18 5.97 6.19 6.64 7.19 -0.58 -0.97 -0.70 -0.84 -0.84 -1.43

滋 賀 5.64 6.05 6.20 6.27 7.01 7.26 6.17 6.71 6.54 6.90 7.13 7.56 -0.54 -0.65 -0.34 -0.64 -0.12 -0.30

京 都 6.90 7.30 7.16 7.31 7.46 7.67 8.14 8.43 8.41 8.85 9.15 9.60 -1.24 -1.13 -1.25 -1.54 -1.68 -1.93

大 阪 5.78 6.30 6.19 6.39 6.67 7.18 5.84 6.20 6.09 6.29 6.41 6.56 -0.07 0.10 0.10 0.11 0.25 0.62

兵 庫 5.23 5.49 5.46 5.68 5.87 6.25 5.91 6.31 6.21 6.43 6.70 7.06 -0.69 -0.81 -0.75 -0.75 -0.83 -0.81

奈 良 5.41 5.56 5.75 5.92 5.88 6.19 7.47 8.13 7.92 8.16 8.68 9.01 -2.06 -2.57 -2.17 -2.24 -2.79 -2.82

和 歌 山 4.16 4.31 3.99 4.14 4.19 4.52 5.46 5.66 5.74 5.44 5.96 6.27 -1.30 -1.35 -1.75 -1.30 -1.76 -1.75

鳥 取 5.21 5.29 5.09 5.19 5.66 5.60 5.48 5.76 5.52 5.72 6.19 6.16 -0.27 -0.47 -0.43 -0.53 -0.53 -0.55

島 根 5.30 5.64 5.38 5.40 5.42 5.45 5.58 5.48 5.53 5.61 5.73 6.01 -0.28 0.16 -0.16 -0.21 -0.31 -0.56

岡 山 4.55 4.73 4.63 4.64 4.63 5.03 4.98 5.30 5.35 5.45 5.63 5.99 -0.43 -0.57 -0.72 -0.80 -1.00 -0.96

広 島 4.99 5.21 5.32 5.35 5.40 5.47 5.19 5.52 5.56 5.83 5.94 6.23 -0.20 -0.31 -0.24 -0.48 -0.54 -0.75

山 口 5.36 5.16 5.36 5.58 5.72 5.83 6.24 6.32 6.30 6.40 6.72 6.81 -0.88 -1.16 -0.94 -0.82 -0.99 -0.98

徳 島 4.43 4.32 4.14 4.48 4.35 4.44 5.10 5.38 5.13 5.64 5.64 6.18 -0.67 -1.05 -0.99 -1.15 -1.29 -1.73

香 川 5.69 6.01 5.93 5.83 5.89 6.05 5.94 6.25 5.94 6.46 6.71 6.84 -0.25 -0.24 -0.01 -0.63 -0.83 -0.79

愛 媛 4.32 4.50 4.41 4.42 4.53 4.58 4.70 5.16 5.00 4.97 5.50 5.67 -0.38 -0.66 -0.59 -0.56 -0.97 -1.09

高 知 4.41 4.25 4.48 4.55 4.75 4.73 4.90 5.00 5.24 5.21 5.34 5.59 -0.49 -0.75 -0.76 -0.65 -0.58 -0.87

福 岡 5.29 5.60 5.63 5.83 6.04 6.19 5.48 5.82 5.71 5.88 6.13 6.34 -0.19 -0.23 -0.08 -0.05 -0.09 -0.15

佐 賀 5.86 5.84 6.00 6.34 6.70 6.66 6.44 7.08 6.98 7.36 7.46 7.93 -0.58 -1.24 -0.98 -1.02 -0.77 -1.26

長 崎 5.42 5.60 5.52 5.85 5.93 5.76 5.81 6.08 5.96 6.33 6.61 7.00 -0.39 -0.48 -0.44 -0.48 -0.67 -1.24

熊 本 4.63 4.79 4.78 4.99 5.23 5.21 5.03 5.30 5.50 5.35 5.67 6.14 -0.40 -0.51 -0.72 -0.36 -0.44 -0.93

大 分 4.74 5.08 4.88 5.07 5.06 5.57 5.41 5.56 5.49 5.71 6.02 6.43 -0.66 -0.47 -0.61 -0.64 -0.95 -0.86

宮 崎 5.17 5.23 5.35 5.55 5.71 5.65 5.62 5.62 5.78 5.90 6.28 6.24 -0.45 -0.39 -0.43 -0.35 -0.57 -0.59

鹿 児 島 4.69 4.85 4.93 4.95 5.20 5.36 4.72 5.17 5.22 5.30 5.49 5.99 -0.03 -0.32 -0.29 -0.35 -0.28 -0.62

沖 縄 4.77 4.83 4.98 5.10 5.30 5.77 4.08 4.26 4.38 4.44 4.63 4.99 0.69 0.57 0.60 0.67 0.67 0.78

総務省統計局『住民基本台帳人口移動報告』，総務省自治行政局『住民基本台帳に基づく人口，人口動態及び世帯数調査』による．

日本人人口について．1）転入率，転出率は都道府県間の移動率となる．転入超過の－（マイナス）は転出超過を意味する．
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図１ 都道府県別転入率，転出率，転入超過率（男女別，20-24歳）：2014年，2019年

総務省統計局『住民基本台帳人口移動報告』，総務省自治行政局『住民基本台帳に基づく人口，人口動態及び世帯数調査』による．

日本人人口について．－（マイナス）は転出超過を意味する．

（1）転入率

（2）転出率

（3）転入超過率
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統 計

全国人口の再生産に関する主要指標：2019年

研究所では，わが国における再生産の水準を明らかにし，その時系列変化を示すため，これまでも

標準化などの加工を行った再生産に関する諸指標を公表している．

本稿では2019年における日本の人口再生産率に関する主要指標について，2019年1月から12月まで

の出生・死亡統計１）（確定数），2019年10月1日現在の日本人人口２）および2019年簡易生命表３）の数値

に基づき算出した．その内容は，1930年全国人口を標準人口とする標準化人口動態率，女性の人口再

生産率ならびに安定人口諸指標４）である．

以下，これら諸指標の概況を説明した後，2019年の特徴について述べる． （別府志海）

主要結果

2019年の出生数は865,239人であり，前年（2018年）の918,400人に比べ53,161人減少した．出生数

は1973年の209万人をピークに減少し，1990年代には120万人前後で推移していたが，2000年以降再び

減少傾向が顕著になり，2005年には106万人と戦後最少を記録した．その後2006年から08年にかけて

ほぼ109万人へと若干増加し，2009年から10年までは107万人程度で推移していたが，2011年から再び

減りはじめ，2016年は戦後初めて100万人を下回った．また，普通出生率もほぼ同様の傾向を示し，

1973年の19.4‰から多少の変動はみられるが，一貫した低下傾向が続き2005年には8.4‰まで低下し

た．しかし，2006年には8.7‰と前年に比べ0.3ポイント上昇し，2008年まで緩やかに上昇した後に再

び低下に転じ，2019年は2018年より0.4ポイント低い7.0‰で戦後最低の水準となった．

一方，2019年の死亡数は1,381,093人で，前年の1,362,470人に比べ18,623人増加し，普通死亡率は

11.2‰と前年（11.0‰）に比べ0.2ポイント上昇した．死亡数および率ともに1980年代中葉以降短期的

な変動はみられるが，概ね増加傾向を示し2003年に実数で100万人を上回り，2011年には戦後（1947

年以降）初めて120万人を，2016年には130万人を突破し，2019年は戦後最多を更新した．普通出生率

と普通死亡率の差である自然増加率は，2005年に初めてマイナス（－0.2‰）になったが2006年はプ

ラス（0.1‰）となった．2007年以後はマイナスが続くとともに水準も拡大して2019年には－4.2‰と

なり，人口減少が徐々に加速している状況を裏付けている．

標準化人口動態率をみると，2019年の出生率は8.9‰，死亡率は1.6‰となり，前年に比べ出生率は
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1）厚生労働省政策統括官（統計・情報政策担当）『令和元年 人口動態統計』，2020年．なお，本文中の出生数・

死亡数は，令和元年人口動態統計に掲載された届出漏れを含む改定値による．

2）総務省統計局『人口推計 ―2019年（令和元年）10月1日現在―』（人口推計資料 No.93），2020年6月．

3）厚生労働省（統計・情報政策担当）『令和元年 簡易生命表』，2020年11月．

4）標準化人口動態率は特定の人口を用いて人口の年齢構造による影響を除去した指標であり，人口再生産率は

それを用いずに除去した指標である．さらに安定人口諸指標は，年齢別の出生率・死亡率が人口に与える影響

を抽出した「真の」人口動態率指標である．

各指標の定義および詳細については，次の文献を参照されたい．

1．厚生省人口問題研究所『全国日本人人口の再生産に関する指標（1985年～1990年）』（研究資料第272号），

1992年2月．

2．岡崎陽一『人口統計学〔増補改訂版〕』古今書院，1999年5月．

3．Siegel,JacobS.andDavidA.Swanson(eds.),Themethodsandmaterialsofdemography(Second

edition),ElsevierAcademicPress,2004年．



0.4ポイントの低下，死亡率は同水準となった．これにより2019年の自然増加率は7.3‰となり，前年

と比べ0.4ポイント低下した．標準化人口動態率を普通動態率と比べると，1930年以前は出生率・死

亡率とも水準にほとんど差はないが，1940～1970年代では標準化出生率が上回り，1980年代半ばから

2000年代半ばまではほぼ同一の水準であったが，それ以降は標準化出生率がほぼ横這いであるのに対

し，普通出生率は低下続けているために乖離が広がっている．死亡率では標準化死亡率が特に1950年

代半ばから現在まで低下傾向であるのに対し，普通死亡率は低下が緩やかであり，さらに1980年代か

らは上昇に転じて両者の差は年を追って拡大している．この両者の差は標準化人口動態率算出に用い

た標準人口と普通動態率算出に用いた人口における年齢構造の相違によるものであり，特に死亡率に

おける両者の差は人口の高齢化に起因する（表1，図1）．

人口再生産率をみると，合計特殊出生率は，1940年以前に4.1～5.1の水準にあり，1947～49年に4.3

を超える水準であった（表2，表4，図2）．しかし1950年代に入ると急速に低下し，1966年は「ひ

のえうま」の迷信による影響から1.58まで低下した．この後，出生率は2.1を上回って推移したが，

1974年には2.05となり人口置換水準（静止粗再生産率）を下回った．その後も長期的な低下傾向が続

き，1990年に公表された1989年の合計特殊出生率が「ひのえうま」を下回ったことは「1.57ショック」

として話題となった．近年では2005年に戦後最低の水準（1.26）となったが，2006年以降は若干の上

昇傾向を示している．2019年の合計特殊出生率は1.36であり，前年（1.42）と比べ0.06低下した．総

再生産率は，戦前から戦後直後まで2を上回る水準にあったが，1950年に2.0の水準を割り込み1950

年代半ばから1970年代半ばまで1.0の水準付近にあった．しかし1974年に1.0を下回ってから2005年の

0.61までほぼ持続的に低下し，その後やや上昇して2019年は0.66の水準にある．純再生産率は，1940

年以前でも1.3～1.6に留まり，1947～49年も1.7であった．1950年代半ばから1970年代前半まで概ね

1.0の水準で推移した後に低下を始め，1990年に0.74，2005年に0.61まで低下して反転し，2019年は

0.66となっている．総再生産率と比べると純再生産率は1950年以前ではかなり低い水準にあるが，近

年では低死亡率を反映し，2019年は純再生産率と総再生産率がほぼ同一の水準となっている．人口置

換水準は，1940年以前は当時の死亡率が高かったことから2を大きく超えていたが，戦後の急激な死

亡率低下を受けて1960年に2.18へ低下した後も低下の傾向が続き，1980年には2.09と2.10を割り込ん

だ．その後は2000頃まで概ね2.08で推移していたが，2001年以降は2017年を除いて2.07で推移してい

る．この間の細かな上下動は主に出生性比の変動に起因する．

安定人口５）における諸指標をみると，増加率は1950年頃まで10‰を超える水準にあったが，1950年

代の前半に急速に低下し，1950年代後半から1960年代前半は－1～－3‰程度であった（表3）．

1960年代後半から1970年代前半は，「ひのえうま」の影響から1966年が－11.1‰となった他は0～1

‰の水準であり，静止人口（人口増減がない安定人口）に近かったと言えよう．しかし1970年代後半

から増加率はマイナスになっており，2019年には増加率－13.2‰，出生率6.0‰，死亡率19.1‰となっ

ている．これを前年（2018年）と比べると，増加率は1.2，出生率は0.4ポイント低下したのに対し，

死亡率は0.8ポイント上昇している．また，安定人口平均世代間隔は31.7年となり前年より0.1年の伸

びを示している．これは晩産化の影響によるものである（表9）．安定人口の65歳以上割合は2005年

の40.8％をピークに減少し，2019年は39.5％となった．安定人口における65歳以上割合に比べ実際人

口におけるそれが31.8％と低いのは，現実に観察された過去の出生・死亡の影響に他ならない（表10）．

―558―

5）安定人口とは，ある人口動態（出生・死亡の水準および年齢パターン）が一定不変で推移した際に究極的に

表れる人口であり，その年齢構造は時間経過に対し一定になると同時に，安定人口の人口動態率も一定となる．

安定人口は，与えられた年齢別出生率と年齢別死亡率によってのみ決定され，過去における人口動態の変動や

現実の人口年齢構造などの影響を受けない．このため安定人口の動態率は，与えられた年齢別人口動態率が人

口変動に対して持つ潜在力を示す．



次に，上記諸率の算出に用いた出生率ならびに死亡率について，少し詳細に触れたい．年齢別出生

率はいずれの年次も単峰曲線を描いているが，その水準は，とりわけ1970年の前後で大きく異なって

いる（表5，図3）．年次別にみると，1930年は他の年次と比較して特に10歳代と30歳代後半の出生

率が高い．1950年は1930年と比べて特に30歳以上での出生率が低下しており，1970年は1930年，1950

年と比べ25歳以上の出生率低下が著しい．ところが1990年以降になると出生率低下が新たな局面に入っ

たことを伺わせる．1990年以降の変化の特徴は，30歳未満における出生率の大きな低下と30歳以上で

の出生率上昇であり，したがって出生タイミングの遅延である．1990年以降，30歳代における出生率

の上昇を20歳代の低下が上回る傾向が続いていたが，2006年以降になると20歳代の出生率低下は小幅

になる一方で30歳以上の出生率がそれを上回って上昇しており，このことが合計特殊出生率を押し上

げていた．2019年を2018年と比べると，30歳未満では0.028低下しているのに加えて30歳以上でも

0.027低下しており，全体として0.055低下している．

出生順位別合計特殊出生率をみると，第1子および第2子出生率は1960年代後半にかけて上昇した

後，1990年頃まで緩やかに低下する（表6，表7，図4）．その後，第1子出生率はほぼ一定で推移

するが，第2子出生率は2005年頃にかけて低下を続け，その後若干上昇している．これに対し，第3

子以上の出生率は1950～60年代にかけて大きく低下し，1970年代前半を除けば低い水準保っている．

しかし，2005年以降では第3子以上の出生率も若干ながら上昇している．

出生順位別平均出生年齢は，1970年以降，ほとんどの出生順位において上昇しているが，なかでも

第1子および第2子の上昇が大きい（表7，図5）．

年齢別死亡率は，前年（2018年）と比べて男女とも75～79歳まではほぼ同水準だが，80歳以上では

高年齢ほど低下する傾向がみられる．この傾向は男性でより顕著である．最も変化幅の大きな年齢は

男性が90歳以上，女性は85～89歳であり，男性は0.0030，女性は0.0012の低下であった（表8）．

2019年について男女計の安定人口年齢構造を求めると，年少（0～14歳）人口割合は10.5％，老年

（65歳以上）人口割合は36.3％であった（表11）．これを実際人口における年齢構造と比較すると，安
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図１ 年次別人口動態率の普通率および標準化率：1947～2019年



定人口年齢構造の年少人口割合は1.7ポイント小さく，老年人口割合は7.4ポイント大きい．この差は，

前述のように過去における出生・死亡の影響である．

なお，総人口について安定人口および静止人口に至る経過を参考表および参考図に示す（参考表1，

参考表2，参考図）．
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図２ 女性の人口再生産に関する主要指標：1947～2019年

図３ 女性の年齢別出生率：1930，50，70，90，2000，19年
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表１ 年次別標準化人口動態率：1925～2019年

Table1.StandardizedandCrudeVitalRates:1925-2019

年 次

Year

標準化人口動態率（‰）
Standardizedvitalrates

1930年を基準とした指数（％）
Indexofstandardized
vaitalrates(1930=100)

［参考］普通動態率（‰）
Crudevitalrates

出 生
Birth
rate

死 亡
Death
rate

自然増加
Natural
inc.rate

出 生
Birth
rate

死 亡
Death
rate

自然増加
Natural
inc.rate

出 生
Birth
rate

死 亡
Death
rate

自然増加
Natural
inc.rate

1925
1930
1940

1947
1948
1949

1950
1955
1960
1965

1970
1971
1972
1973
1974
1975
1976
1977
1978
1979

1980
1981
1982
1983
1984
1985
1986
1987
1988
1989

1990
1991
1992
1993
1994
1995
1996
1997
1998
1999

2000
2001
2002
2003
2004
2005
2006
2007
2008
2009

2010
2011
2012
2013
2014
2015
2016
2017
2018
2019

35.27
32.35
27.75

30.87
30.20
29.83

25.47
16.88
14.69
15.74

15.26
15.87
15.96
16.07
15.47
14.32
13.65
13.31
13.25
13.07

12.76
12.55
12.75
12.95
12.96
12.53
12.26
11.95
11.66
11.02

10.74
10.78
10.48
10.14
10.42
9.90
9.89
9.65
9.63
9.35

9.51
9.29
9.21
8.99
8.95
8.72
9.06
9.16
9.34
9.31

9.40
9.40
9.43
9.53
9.47
9.62
9.53
9.40
9.30
8.92

20.28
18.17
15.89

15.41
12.38
11.95

11.02
7.70
7.01
5.96

5.19
4.83
4.66
4.62
4.46
4.21
4.06
3.85
3.74
3.57

3.58
3.45
3.29
3.28
3.16
3.06
2.95
2.83
2.85
2.74

2.73
2.67
2.67
2.63
2.54
2.58
2.43
2.37
2.37
2.37

2.25
2.18
2.13
2.11
2.06
2.07
2.00
1.96
1.94
1.88

1.87
1.94
1.81
1.76
1.72
1.67
1.64
1.61
1.59
1.57

14.99
14.19
11.87

15.46
17.82
17.88

14.45
9.18
7.69
9.77

10.07
11.04
11.30
11.46
11.02
10.11
9.59
9.46
9.51
9.50

9.18
9.10
9.46
9.67
9.80
9.47
9.31
9.12
8.81
8.28

8.01
8.11
7.81
7.51
7.88
7.32
7.47
7.28
7.25
6.98

7.26
7.11
7.09
6.88
6.89
6.66
7.06
7.20
7.40
7.43

7.53
7.47
7.62
7.77
7.75
7.94
7.88
7.79
7.71
7.34

109.01
100.00
85.78

95.42
93.35
92.20

78.74
52.18
45.42
48.64

47.18
49.06
49.35
49.68
47.82
44.25
42.19
41.15
40.94
40.41

39.43
38.79
39.40
40.02
40.05
38.73
37.90
36.94
36.04
34.06

33.20
33.33
32.38
31.35
32.22
30.59
30.58
29.83
29.75
28.91

29.38
28.72
28.47
27.80
27.66
26.96
28.00
28.30
28.88
28.77

29.07
29.06
29.13
29.46
29.27
29.72
29.44
29.04
28.75
27.56

111.62
100.00
87.45

84.81
68.17
65.76

60.69
42.40
38.57
32.83

28.57
26.59
25.67
25.40
24.53
23.18
22.34
21.18
20.56
19.66

19.71
18.98
18.09
18.03
17.40
16.87
16.23
15.58
15.67
15.09

15.03
14.71
14.68
14.49
14.00
14.21
13.35
13.06
13.06
13.06

12.38
12.00
11.70
11.62
11.35
11.38
11.01
10.79
10.68
10.35

10.32
10.66
9.95
9.69
9.46
9.21
9.05
8.87
8.77
8.65

105.66
100.00
83.65

109.00
125.60
126.05

101.86
64.70
54.19
68.89

71.00
77.83
79.66
80.77
77.66
71.25
67.61
66.72
67.05
66.98

64.69
64.17
66.69
68.17
69.07
66.73
65.66
64.30
62.14
58.36

56.46
57.18
55.06
52.93
55.56
51.57
52.65
51.30
51.13
49.21

51.16
50.14
49.96
48.51
48.54
46.92
49.76
50.73
52.18
52.35

53.08
52.63
53.70
54.78
54.63
56.00
55.56
54.88
54.34
51.78

34.9
32.4
29.4

34.3
33.5
33.0

28.3
19.5
17.3
18.7

18.8
19.1
19.2
19.3
18.5
17.1
16.3
15.5
14.9
14.2

13.5
13.0
12.8
12.7
12.5
11.9
11.4
11.1
10.8
10.2

10.0
9.9
9.8
9.6
10.0
9.5
9.7
9.5
9.6
9.4

9.5
9.3
9.2
8.9
8.8
8.4
8.7
8.6
8.6
8.5

8.5
8.3
8.2
8.2
8.0
8.0
7.8
7.6
7.4
7.0

20.3
18.2
16.5

14.6
11.9
11.6

10.9
7.8
7.6
7.2

6.9
6.5
6.5
6.5
6.5
6.3
6.3
6.1
6.1
6.0

6.2
6.1
6.0
6.2
6.2
6.3
6.2
6.2
6.5
6.4

6.7
6.7
6.9
7.1
7.1
7.4
7.2
7.3
7.5
7.8

7.7
7.7
7.8
8.0
8.1
8.6
8.6
8.8
9.0
9.0

9.5
9.9
10.0
10.1
10.1
10.3
10.5
10.8
11.0
11.2

14.6
14.2
12.9

19.7
21.6
21.4

17.3
11.7
9.7
11.5

11.8
12.6
12.8
12.7
12.0
10.8
10.0
9.4
8.8
8.3

7.3
6.9
6.8
6.5
6.3
5.6
5.2
4.9
4.3
3.7

3.3
3.2
2.9
2.5
2.9
2.1
2.5
2.2
2.1
1.6

1.8
1.6
1.4
0.9
0.7
-0.2
0.1
-0.1
-0.4
-0.6

-1.0
-1.6
-1.7
-1.9
-2.1
-2.3
-2.6
-3.2
-3.6
-4.2

1930年全国人口を標準人口に採り，任意標準人口標準化法の直接法による．総務省統計局の国勢調査人口お
よびそれに基づく推計人口，人口動態統計による出生・死亡数によって算出．率算出の基礎人口は，1940年以
前は総人口（日本に在住する外国人を含む）を，1947年以降は日本人人口を用いている．なお，1947年～72年
は沖縄県を含まない．
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表２ 年次別女性の人口再生産率：1925～2019年

Table2.ReproductionRatesforFemale:1925-2019

年次

Year

合計特殊
出生率
TFR
�

総
再生産率
GRR
�

純
再生産率
NRR
�

再生産
残存率
�/�
�

人口
置換水準
�/�
�

�-�
�

1930年を基準とした指数

合計特殊
出生率
TFR

総
再生産率
GRR

純
再生産率
NRR

1925
1930
1940

1947
1948
1949

1950
1955
1960
1965

1970
1971
1972
1973
1974
1975
1976
1977
1978
1979

1980
1981
1982
1983
1984
1985
1986
1987
1988
1989

1990
1991
1992
1993
1994
1995
1996
1997
1998
1999

2000
2001
2002
2003
2004
2005
2006
2007
2008
2009

2010
2011
2012
2013
2014
2015
2016
2017
2018
2019

5.10
4.70
4.11

4.54
4.40
4.32

3.65
2.37
2.00
2.14

2.13
2.16
2.14
2.14
2.05
1.91
1.85
1.80
1.79
1.77

1.75
1.74
1.77
1.80
1.81
1.76
1.72
1.69
1.66
1.57

1.54
1.53
1.50
1.46
1.50
1.42
1.43
1.39
1.38
1.34

1.36
1.33
1.32
1.29
1.29
1.26
1.32
1.34
1.37
1.37

1.39
1.39
1.41
1.43
1.42
1.45
1.44
1.43
1.42
1.36

2.51
2.29
2.01

2.21
2.14
2.11

1.77
1.15
0.97
1.04

1.03
1.04
1.04
1.04
0.99
0.93
0.90
0.87
0.87
0.86

0.85
0.85
0.86
0.88
0.88
0.86
0.84
0.82
0.81
0.76

0.75
0.75
0.73
0.71
0.73
0.69
0.69
0.68
0.67
0.65

0.66
0.65
0.64
0.63
0.63
0.61
0.64
0.65
0.67
0.67

0.67
0.68
0.68
0.70
0.69
0.71
0.70
0.70
0.69
0.66

1.65
1.52
1.43

1.68
1.75
1.74

1.50
1.06
0.92
1.01

1.00
1.02
1.01
1.01
0.97
0.91
0.88
0.86
0.86
0.84

0.83
0.83
0.85
0.86
0.87
0.85
0.83
0.81
0.80
0.76

0.74
0.74
0.72
0.70
0.72
0.69
0.69
0.67
0.67
0.65

0.65
0.64
0.64
0.62
0.62
0.61
0.64
0.64
0.66
0.66

0.67
0.67
0.68
0.69
0.69
0.70
0.70
0.69
0.69
0.66

0.66
0.66
0.71

0.76
0.82
0.82

0.85
0.92
0.94
0.97

0.97
0.98
0.98
0.98
0.98
0.98
0.98
0.98
0.98
0.98

0.98
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99

0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99

0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99

0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99

3.10
3.09
2.87

2.71
2.52
2.48

2.43
2.24
2.18
2.12

2.13
2.12
2.11
2.11
2.11
2.10
2.10
2.10
2.10
2.10

2.09
2.09
2.08
2.08
2.08
2.08
2.08
2.08
2.08
2.08

2.08
2.08
2.08
2.08
2.08
2.07
2.08
2.07
2.08
2.08

2.08
2.07
2.07
2.07
2.07
2.07
2.07
2.07
2.07
2.07

2.07
2.07
2.07
2.07
2.07
2.07
2.07
2.06
2.07
2.07

2.00
1.61
1.24

1.84
1.88
1.83

1.22
0.13
-0.18
0.01

0.01
0.04
0.03
0.03
-0.06
-0.19
-0.25
-0.30
-0.30
-0.33

-0.35
-0.35
-0.31
-0.28
-0.27
-0.32
-0.36
-0.39
-0.42
-0.51

-0.54
-0.55
-0.58
-0.62
-0.58
-0.65
-0.65
-0.68
-0.69
-0.73

-0.72
-0.74
-0.76
-0.78
-0.78
-0.81
-0.75
-0.74
-0.70
-0.70

-0.69
-0.68
-0.66
-0.64
-0.65
-0.62
-0.63
-0.64
-0.65
-0.70

108.4
100.0
87.4

96.6
93.5
91.7

77.6
50.4
42.6
45.5

45.4
45.9
45.5
45.5
43.5
40.6
39.4
38.3
38.1
37.6

37.1
37.0
37.6
38.3
38.5
37.5
36.6
35.9
35.2
33.4

32.8
32.6
31.9
31.0
31.9
30.2
30.3
29.5
29.4
28.5

28.9
28.4
28.0
27.4
27.4
26.8
28.0
28.4
29.1
29.1

29.5
29.6
29.9
30.3
30.2
30.8
30.6
30.3
30.1
28.9

109.3
100.0
87.5

96.3
93.3
91.9

77.3
50.2
42.5
45.4

44.9
45.5
45.2
45.3
43.3
40.4
39.2
38.1
37.9
37.4

37.0
36.9
37.6
38.2
38.4
37.4
36.5
35.8
35.1
33.3

32.7
32.5
31.8
30.9
31.8
30.2
30.2
29.5
29.4
28.5

28.8
28.3
28.0
27.4
27.4
26.8
28.0
28.3
29.0
29.0

29.4
29.6
29.9
30.3
30.2
30.8
30.6
30.4
30.1
28.9

108.2
100.0
94.2

110.4
114.9
114.2

98.6
69.4
60.4
66.2

66.0
66.9
66.6
66.7
63.8
59.6
57.9
56.4
56.2
55.5

54.8
54.8
55.8
56.8
57.2
55.7
54.3
53.4
52.3
49.7

48.8
48.5
47.4
46.1
47.4
45.0
45.1
44.0
43.8
42.5

43.0
42.3
41.8
40.9
40.9
40.0
41.8
42.4
43.4
43.4

44.0
44.2
44.7
45.4
45.1
46.1
45.7
45.5
45.0
43.3

国勢調査人口およびそれに基づく推計人口，人口動態統計による出生数ならびに生命表（完全生命表および
簡易生命表）の生残率（L

F
x）によって算出．率算出の基礎人口は，1940年以前は総人口（日本に在住する外

国人を含む）を，1947年以降は日本人人口を用いている．なお，1947年～72年は沖縄県を含まない．
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表３ 年次別女性の安定人口動態率，平均世代間隔および年齢構造係数：1925～2019年

（付 女性の実際人口年齢構造係数）

Table3.IntrinsicVitalRates,AverageLengthofGenerationofStablePopulationand

AgeCompositionofStableandActualPopulationforFemale:1925-2019

年次

Year

安定人口動態率（‰）
Intrinsicvitalrates

安定人口
平均世代
間隔
（年）
Ave.len.
ofgen.

安定人口年齢構造係数（％）
Agecompositionof
stablepopulation

［参考］
実際人口年齢構造係数（％）
Agecompositionof
actualpopulation増加率

Increase
rate

出生率
Birth
rate

死亡率
Death
rate 0～14歳 15～64歳 65歳以上 0～14歳 15～64歳 65歳以上

1925
1930
1940

1947
1948
1949

1950
1955
1960
1965

1970
1971
1972
1973
1974
1975
1976
1977
1978
1979

1980
1981
1982
1983
1984
1985
1986
1987
1988
1989

1990
1991
1992
1993
1994
1995
1996
1997
1998
1999

2000
2001
2002
2003
2004
2005
2006
2007
2008
2009

2010
2011
2012
2013
2014
2015
2016
2017
2018
2019

17.11
14.23
11.93

17.34
18.87
18.80

13.88
1.90
-3.01
0.25

0.14
0.65
0.47
0.52
-1.06
-3.54
-4.58
-5.53
-5.66
-6.09

-6.50
-6.54
-5.83
-5.22
-4.94
-5.86
-6.69
-7.28
-7.92
-9.68

-10.26
-10.44
-11.19
-12.07
-11.07
-12.80
-12.69
-13.49
-13.62
-14.62

-14.23
-14.78
-15.17
-15.80
-15.74
-16.47
-14.95
-14.44
-13.61
-13.54

-13.10
-12.87
-12.48
-11.90
-12.03
-11.29
-11.52
-11.68
-11.96
-13.17

35.90
32.76
28.59

31.46
30.54
30.30

25.85
15.84
12.68
13.84

13.47
13.59
13.43
13.41
12.54
11.25
10.70
10.19
10.08
9.82

9.62
9.55
9.78
10.03
10.09
9.64
9.22
8.91
8.66
7.90

7.67
7.57
7.28
6.93
7.22
6.63
6.58
6.28
6.22
5.90

5.95
5.74
5.59
5.39
5.37
5.19
5.59
5.73
5.98
5.96

6.11
6.24
6.32
6.49
6.42
6.66
6.56
6.49
6.39
5.98

18.80
18.54
16.67

14.12
11.67
11.50

11.97
13.94
15.69
13.60

13.33
12.94
12.96
12.90
13.60
14.79
15.28
15.72
15.74
15.91

16.12
16.09
15.61
15.25
15.04
15.50
15.91
16.19
16.58
17.59

17.93
18.01
18.48
19.00
18.30
19.44
19.27
19.77
19.83
20.52

20.18
20.52
20.76
21.19
21.12
21.66
20.54
20.16
19.59
19.50

19.21
19.11
18.80
18.39
18.45
17.95
18.09
18.18
18.36
19.15

29.18
29.52
30.21

29.91
29.61
29.39

29.23
28.77
27.86
27.68

27.73
27.72
27.65
27.62
27.54
27.47
27.50
27.60
27.67
27.73

27.79
27.88
27.98
28.06
28.17
28.32
28.45
28.60
28.76
28.92

29.03
29.10
29.20
29.32
29.41
29.51
29.63
29.70
29.75
29.80

29.81
29.82
29.87
29.99
30.08
30.17
30.27
30.40
30.46
30.60

30.68
30.78
30.96
31.11
31.24
31.35
31.45
31.52
31.60
31.68

38.10
35.76
33.58

36.05
36.34
35.93

32.03
22.20
18.74
20.28

19.87
19.98
19.79
19.77
18.72
17.13
16.43
15.77
15.62
15.27

15.02
14.92
15.20
15.53
15.60
15.02
14.46
14.03
13.71
12.68

12.36
12.23
11.83
11.34
11.73
10.91
10.82
10.40
10.30
9.86

9.91
9.61
9.38
9.09
9.07
8.81
9.37
9.57
9.92
9.89

10.10
10.29
10.39
10.63
10.52
10.86
10.71
10.62
10.47
9.89

57.37
58.75
60.36

58.60
58.18
58.40

60.80
64.07
64.45
63.89

63.25
62.76
62.60
62.52
62.38
61.95
61.62
61.14
60.90
60.48

60.35
60.08
59.83
59.91
59.67
59.25
58.69
58.17
58.08
57.06

56.76
56.52
56.11
55.44
55.45
54.72
54.13
53.50
53.19
52.76

52.36
51.77
51.25
50.79
50.58
50.39
50.84
50.98
51.39
51.08

51.41
51.83
51.81
51.98
51.70
52.02
51.76
51.62
51.40
50.60

4.53
5.49
6.06

5.34
5.48
5.67

7.17
13.73
16.81
15.82

16.88
17.26
17.61
17.71
18.90
20.93
21.95
23.09
23.48
24.25

24.62
25.00
24.96
24.56
24.72
25.73
26.85
27.80
28.21
30.25

30.88
31.26
32.06
33.22
32.83
34.36
35.05
36.10
36.50
37.38

37.72
38.62
39.37
40.11
40.35
40.80
39.79
39.45
38.69
39.03

38.49
37.89
37.79
37.38
37.77
37.12
37.52
37.76
38.13
39.51

36.54
36.45
35.71

34.03
34.09
34.23

34.11
32.11
28.81
24.63

22.94
22.94
23.06
23.26
23.32
23.32
23.30
23.21
23.06
22.82

22.52
22.43
21.99
21.57
21.11
20.61
20.03
19.40
18.72
18.04

17.47
16.92
16.45
16.00
15.63
15.30
14.99
14.70
14.42
14.15

13.96
13.74
13.58
13.41
13.27
13.16
13.05
12.94
12.86
12.75

12.57
12.49
12.39
12.29
12.19
11.98
11.87
11.75
11.65
11.52

57.73
58.11
58.84

60.50
60.44
60.24

60.25
61.88
64.79
68.43

69.26
69.14
68.81
68.41
68.12
67.81
67.56
67.34
67.20
67.10

67.11
66.89
67.03
67.16
67.37
67.38
67.58
67.77
68.01
68.24

68.29
68.31
68.26
68.19
68.01
67.79
67.50
67.20
66.89
66.61

66.15
65.72
65.27
64.88
64.55
63.95
63.36
62.75
62.18
61.60

61.43
61.24
60.46
59.62
58.78
58.26
57.71
57.28
56.93
56.68

5.73
5.44
5.45

5.47
5.48
5.53

5.64
6.02
6.39
6.94

7.80
7.92
8.13
8.33
8.56
8.87
9.14
9.44
9.74
9.97

10.37
10.68
10.98
11.27
11.52
12.00
12.39
12.83
13.26
13.71

14.23
14.76
15.29
15.82
16.36
16.92
17.51
18.10
18.69
19.24

20.09
20.53
21.15
21.70
22.18
22.89
23.59
24.31
24.96
25.65

26.00
26.27
27.15
28.09
29.04
29.76
30.42
30.97
31.42
31.80
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表４ 女性の年齢（各歳・５歳階級）別人口，出生数，出生率および生残数ならびに

人口再生産率：2019年

Table4.Population,NumberofBirthsandSpecificFertilityRatesbyAge,

andReproductionRatesforFemale:2019

年齢

x

�

女性人口

P
F
x

�

出生数 出生率 生残率

（静止人口）

L
F
x

�

期待女児数

�×�

100,000

�

総数
Bx

�

男
B

M
x

�

女
B

F
x

	

出生率
�/�



女児出生率
	/�
�

15
16
17
18
19

20
21
22
23
24

25
26
27
28
29

30
31
32
33
34

35
36
37
38
39

40
41
42
43
44

45
46
47
48
49

総数

15～19
20～24
25～29
30～34
35～39
40～44
45～49

535,495
542,766
558,992
566,776
575,102

574,380
582,390
581,821
574,894
583,687

578,179
564,430
570,868
568,992
579,822

595,378
616,126
635,777
648,893
678,645

702,650
711,623
712,605
722,531
755,166

775,179
808,308
831,190
872,100
912,333

962,119
982,284
960,857
936,420
906,967

24,265,745

2,779,131
2,897,172
2,862,291
3,174,819
3,604,575
4,199,110
4,748,647

127
393

1,069
1,959
4,234

7,008
10,574
13,806
17,709
22,995

28,407
35,665
44,690
52,565
59,606

64,082
64,655
63,872
61,384
58,589

55,067
47,463
39,592
32,400
26,488

19,906
13,688
8,498
4,869
2,230

975
395
131
61
87

865,239

7,782
72,092
220,933
312,582
201,010
49,191
1,649

76
215
571

1,022
2,144

3,609
5,523
7,109
9,068
11,782

14,765
18,250
22,992
26,992
30,534

32,881
32,971
32,421
31,342
30,004

28,107
24,563
20,411
16,614
13,494

10,208
7,041
4,348
2,436
1,093

517
202
56
32
37

443,430

4,028
37,091
113,533
159,619
103,189
25,126

844

51
178
498
937

2,090

3,399
5,051
6,697
8,641
11,213

13,642
17,415
21,698
25,573
29,072

31,201
31,684
31,451
30,042
28,585

26,960
22,900
19,181
15,786
12,994

9,698
6,647
4,150
2,433
1,137

458
193
75
29
50

421,809

3,754
35,001
107,400
152,963
97,821
24,065

805

0.00024
0.00072
0.00191
0.00346
0.00736

0.01220
0.01816
0.02373
0.03080
0.03940

0.04913
0.06319
0.07828
0.09238
0.10280

0.10763
0.10494
0.10046
0.09460
0.08633

0.07837
0.06670
0.05556
0.04484
0.03508

0.02568
0.01693
0.01022
0.00558
0.00244

0.00101
0.00040
0.00014
0.00007
0.00010

1.36085

0.00280
0.02488
0.07719
0.09846
0.05577
0.01171
0.00035

0.00010
0.00033
0.00089
0.00165
0.00363

0.00592
0.00867
0.01151
0.01503
0.01921

0.02359
0.03085
0.03801
0.04494
0.05014

0.05241
0.05142
0.04947
0.04630
0.04212

0.03837
0.03218
0.02692
0.02185
0.01721

0.01251
0.00822
0.00499
0.00279
0.00125

0.00048
0.00020
0.00008
0.00003
0.00006

0.66332

0.00135
0.01208
0.03752
0.04818
0.02714
0.00573
0.00017

99,674
99,662
99,649
99,633
99,617

99,598
99,578
99,556
99,534
99,513

99,491
99,469
99,445
99,421
99,396

99,371
99,343
99,313
99,280
99,245

99,206
99,165
99,123
99,078
99,029

98,976
98,917
98,853
98,783
98,707

98,623
98,530
98,427
98,314
98,189

－

498,235
497,779
497,222
496,552
495,601
494,236
492,083

0.00009
0.00033
0.00089
0.00165
0.00362

0.00589
0.00864
0.01146
0.01496
0.01912

0.02347
0.03069
0.03780
0.04468
0.04984

0.05208
0.05109
0.04913
0.04596
0.04180

0.03806
0.03191
0.02668
0.02165
0.01704

0.01238
0.00813
0.00494
0.00276
0.00123

0.00047
0.00019
0.00008
0.00003
0.00005

0.65879

0.00135
0.01203
0.03731
0.04785
0.02690
0.00566
0.00017

本表の数値は，前掲表1～表3の各指標の2019年分算定に用いたものである．
女性人口は，総務省統計局『人口推計』による2019年10月1日現在の日本人人口．出生数は，厚生労働省政
策統括官（統計・情報政策担当）の2019年『人口動態統計』．生残率は，厚生労働省政策統括官（統計・情報
政策担当）の『令和元年簡易生命表』によるL

F
x．なお，出生数は母の年齢が15歳未満のものを15歳に，50歳

以上のものを49歳に加え，不詳の出生数については，既知の年齢別数値の割合に応じて按分補正したものであ
る．


欄の総数は合計特殊出生率，�欄の総数は総再生産率，�欄の総数は純再生産率．
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表５ 女性の年齢（各歳）別出生率：1930～2019年

Table5.AgeSpecificFertilityRates:1930-2019

年齢
x 1930年 1947年 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2005年 2010年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

合計

0.00358

0.00869

0.02397

0.05111

0.09062

0.14506

0.18164

0.21677

0.22790

0.25379

0.24709

0.25451

0.25106

0.24336

0.23151

0.22677

0.22381

0.21304

0.20455

0.20002

0.18545

0.17438

0.16600

0.14432

0.13219

0.11506

0.08970

0.06850

0.04659

0.03004

0.01740

0.00968

0.00607

0.00450

0.01626

4.70499

0.00045

0.00183

0.00734

0.02154

0.04561

0.08746

0.13086

0.16890

0.21890

0.24405

0.26404

0.28203

0.26166

0.27662

0.26768

0.25921

0.24723

0.23772

0.22007

0.20803

0.19444

0.17266

0.15598

0.13733

0.12080

0.09468

0.07501

0.05345

0.03564

0.02138

0.01183

0.00608

0.00333

0.00225

0.00738

4.54344

0.00032

0.00171

0.00663

0.01770

0.04097

0.07900

0.12578

0.16773

0.20849

0.23176

0.24064

0.24807

0.23950

0.23228

0.22676

0.19468

0.19375

0.17867

0.16191

0.14676

0.13406

0.11701

0.10473

0.08974

0.07704

0.06228

0.04642

0.03302

0.01975

0.01204

0.00539

0.00271

0.00119

0.00075

0.00134

3.65059

0.00006

0.00039

0.00165

0.00517

0.01350

0.02987

0.06219

0.10810

0.14808

0.18328

0.19839

0.20233

0.19253

0.16955

0.14585

0.11992

0.09665

0.07521

0.05983

0.04631

0.03575

0.02896

0.02221

0.01740

0.01352

0.00909

0.00711

0.00475

0.00285

0.00156

0.00084

0.00038

0.00027

0.00010

0.00024

2.00390

0.00012

0.00032

0.00152

0.00531

0.01360

0.02966

0.05465

0.09815

0.13886

0.19712

0.23885

0.23242

0.21945

0.19718

0.16376

0.13156

0.10529

0.08339

0.06334

0.04787

0.03435

0.02509

0.01808

0.01250

0.00840

0.00553

0.00356

0.00225

0.00122

0.00071

0.00043

0.00018

0.00009

0.00005

0.00007

2.13494

0.00006

0.00051

0.00204

0.00503

0.01124

0.02175

0.03878

0.06393

0.10718

0.15368

0.18564

0.20511

0.19683

0.17636

0.14974

0.12051

0.08772

0.06606

0.04432

0.03414

0.02450

0.01696

0.01159

0.00799

0.00548

0.00346

0.00227

0.00146

0.00076

0.00039

0.00020

0.00007

0.00004

0.00001

0.00001

1.74582

0.00012

0.00060

0.00195

0.00467

0.01071

0.01873

0.02891

0.04223

0.05451

0.09134

0.10862

0.13451

0.15120

0.15697

0.15183

0.13572

0.11277

0.09157

0.07255

0.05369

0.03924

0.02833

0.01911

0.01274

0.00845

0.00528

0.00303

0.00174

0.00086

0.00040

0.00016

0.00007

0.00002

0.00001

0.00001

1.54265

0.00033

0.00132

0.00384

0.00732

0.01411

0.02161

0.03025

0.03732

0.04696

0.06033

0.07569

0.09044

0.10263

0.11178

0.11613

0.11320

0.10664

0.09598

0.07446

0.07175

0.05267

0.04100

0.02913

0.02044

0.01394

0.00892

0.00528

0.00293

0.00153

0.00076

0.00031

0.00011

0.00004

0.00002

0.00002

1.35918

0.00036

0.00132

0.00344

0.00666

0.01354

0.02072

0.02865

0.03605

0.04361

0.05330

0.06415

0.07597

0.08603

0.09516

0.10152

0.10172

0.09597

0.08717

0.07748

0.06620

0.05562

0.04511

0.03379

0.02276

0.01885

0.01078

0.00678

0.00373

0.00192

0.00096

0.00044

0.00016

0.00007

0.00004

0.00007

1.26010

0.00038

0.00122

0.00313

0.00611

0.01237

0.01943

0.02715

0.03363

0.04283

0.05507

0.06531

0.07740

0.08878

0.09859

0.10548

0.10571

0.10465

0.09822

0.09021

0.08013

0.06984

0.05794

0.04464

0.03419

0.02522

0.01716

0.01083

0.00623

0.00300

0.00153

0.00054

0.00023

0.00007

0.00006

0.00005

1.38734

0.00034

0.00104

0.00303

0.00555

0.01060

0.01658

0.02244

0.02795

0.03547

0.04505

0.05707

0.07034

0.08523

0.09854

0.11035

0.11181

0.11041

0.10528

0.09852

0.09125

0.08169

0.07006

0.05625

0.04485

0.03357

0.02431

0.01533

0.00906

0.00478

0.00219

0.00090

0.00028

0.00014

0.00005

0.00011

1.45040

0.00033

0.00099

0.00248

0.00493

0.01029

0.01583

0.02240

0.02769

0.03445

0.04288

0.05463

0.06908

0.08562

0.09684

0.10761

0.11100

0.10959

0.10543

0.09802

0.09049

0.08127

0.07023

0.05764

0.04609

0.03537

0.02512

0.01653

0.00953

0.00511

0.00233

0.00089

0.00033

0.00014

0.00006

0.00009

1.44133

0.00028

0.00081

0.00225

0.00430

0.00939

0.01475

0.02109

0.02647

0.03306

0.04248

0.05308

0.06715

0.08252

0.09771

0.10720

0.11080

0.10993

0.10462

0.09749

0.08993

0.08152

0.06991

0.05747

0.04634

0.03571

0.02570

0.01653

0.00985

0.00522

0.00231

0.00093

0.00036

0.00016

0.00006

0.00010

1.42749

0.00026

0.00084

0.00200

0.00384

0.00835

0.01381

0.02029

0.02566

0.03211

0.04099

0.05200

0.06619

0.08147

0.09610

0.10808

0.10972

0.10960

0.10478

0.09760

0.09011

0.08076

0.06967

0.05720

0.04604

0.03579

0.02601

0.01707

0.00998

0.00537

0.00252

0.00095

0.00042

0.00017

0.00006

0.00012

1.41590

0.00024

0.00072

0.00191

0.00346

0.00736

0.01220

0.01816

0.02373

0.03080

0.03940

0.04913

0.06319

0.07828

0.09238

0.10280

0.10763

0.10494

0.10046

0.09460

0.08633

0.07837

0.06670

0.05556

0.04484

0.03508

0.02568

0.01693

0.01022

0.00558

0.00244

0.00101

0.00040

0.00014

0.00007

0.00010

1.36085

1947～70年は沖縄県を含まない．率算出の分母人口は，1930年は総人口，1947年以降は日本人人口である．
合計は，合計特殊出生率を表す．
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表６ 女性の年齢別出生順位別出生率：2019年

Table6.AgeSpecificFertilityRatesbyLiveBirthOrderforFemale:2019

年齢
x

総数
Total

第1子
1st

第2子
2nd

第3子
3rd

第4子
4th

第5子～
5thandover

15
16
17
18
19

20
21
22
23
24

25
26
27
28
29

30
31
32
33
34

35
36
37
38
39

40
41
42
43
44

45
46
47
48
49

合計
平均年齢

15～19
20～24
25～29
30～34
35～39
40～44
45～49

0.00024
0.00072
0.00191
0.00346
0.00736

0.01220
0.01816
0.02373
0.03080
0.03940

0.04913
0.06319
0.07828
0.09238
0.10280

0.10763
0.10494
0.10046
0.09460
0.08633

0.07837
0.06670
0.05556
0.04484
0.03508

0.02568
0.01693
0.01022
0.00558
0.00244

0.00101
0.00040
0.00014
0.00007
0.00010

1.36085
31.51

0.00280
0.02488
0.07719
0.09846
0.05577
0.01171
0.00035

0.00024
0.00071
0.00181
0.00306
0.00632

0.01002
0.01324
0.01596
0.01977
0.02467

0.03072
0.03972
0.04836
0.05436
0.05633

0.05389
0.04657
0.04035
0.03480
0.03030

0.02703
0.02186
0.01771
0.01443
0.01141

0.00885
0.00602
0.00376
0.00214
0.00101

0.00042
0.00018
0.00007
0.00003
0.00006

0.64618
30.22

0.00248
0.01675
0.04590
0.04081
0.01837
0.00420
0.00015

0.00000
0.00001
0.00010
0.00039
0.00096

0.00199
0.00436
0.00653
0.00890
0.01134

0.01405
0.01768
0.02229
0.02840
0.03455

0.03966
0.04219
0.04191
0.03972
0.03598

0.03190
0.02718
0.02304
0.01855
0.01444

0.01027
0.00670
0.00391
0.00211
0.00082

0.00034
0.00011
0.00004
0.00002
0.00003

0.49044
32.26

0.00030
0.00663
0.02341
0.03982
0.02288
0.00458
0.00011

－
－

0.00000
0.00001
0.00008

0.00018
0.00051
0.00112
0.00186
0.00291

0.00372
0.00471
0.00618
0.00781
0.00956

0.01133
0.01290
0.01442
0.01589
0.01575

0.01507
0.01338
0.01092
0.00867
0.00656

0.00449
0.00285
0.00167
0.00083
0.00035

0.00015
0.00006
0.00001
0.00001
0.00001

0.17399
33.38

0.00002
0.00132
0.00640
0.01413
0.01085
0.00196
0.00005

－
－
－

0.00000
0.00000

0.00002
0.00004
0.00011
0.00025
0.00042

0.00056
0.00090
0.00116
0.00147
0.00184

0.00216
0.00254
0.00287
0.00315
0.00325

0.00328
0.00313
0.00278
0.00222
0.00182

0.00141
0.00091
0.00058
0.00029
0.00015

0.00006
0.00003
0.00001
0.00000
0.00000

0.03742
34.18

0.00000
0.00017
0.00119
0.00281
0.00263
0.00064
0.00002

－
－
－
－

0.00000

－
0.00000
0.00001
0.00003
0.00006

0.00009
0.00018
0.00029
0.00034
0.00052

0.00061
0.00074
0.00091
0.00103
0.00105

0.00109
0.00116
0.00110
0.00097
0.00085

0.00066
0.00045
0.00031
0.00021
0.00010

0.00004
0.00002
0.00001
0.00000
－

0.01282
35.34

0.00000
0.00002
0.00028
0.00087
0.00103
0.00033
0.00002

表4の注参照．
平均（出生）年齢は，年齢別出生率（fx）を用い次のように求めた．
平均年齢＝・・fx・・x・0.5・・・・ fx
なお，表中‘－’は出生数が0を示す．
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表７ 女性の出生順位別合計特殊出生率および平均出生年齢：1950～2019年

Table7.TotalFertilityRatesandMeanAgeatBirthbyLiveBirthOrderforFemale:1950-2019

年次

Year

合計特殊出生率 平均出生年齢（歳）

総 数

Total

第1子

1st

第2子

2nd

第3子

3rd

第4子

4th

第5子～
5thand
over

総 数

Total

第1子

1st

第2子

2nd

第3子

3rd

第4子

4th

第5子～
5thand
over

1950
1955

1960
1961
1962
1963
1964
1965
1966
1967
1968
1969

1970
1971
1972
1973
1974
1975
1976
1977
1978
1979

1980
1981
1982
1983
1984
1985
1986
1987
1988
1989

1990
1991
1992
1993
1994
1995
1996
1997
1998
1999

2000
2001
2002
2003
2004
2005
2006
2007
2008
2009

3.65
2.37

2.00
1.96
1.98
2.00
2.05
2.14
1.58
2.23
2.13
2.13

2.13
2.16
2.14
2.14
2.05
1.91
1.85
1.80
1.79
1.77

1.75
1.74
1.77
1.80
1.81
1.76
1.72
1.69
1.66
1.57

1.54
1.53
1.50
1.46
1.50
1.42
1.43
1.39
1.38
1.34

1.36
1.33
1.32
1.29
1.29
1.26
1.32
1.34
1.37
1.37

0.88
0.72

0.87
0.87
0.90
0.92
0.95
0.99
0.82
1.00
0.97
0.95

0.94
0.93
0.93
0.93
0.91
0.86
0.83
0.79
0.79
0.78

0.79
0.79
0.80
0.81
0.80
0.76
0.74
0.72
0.70
0.67

0.66
0.68
0.68
0.67
0.69
0.66
0.66
0.65
0.66
0.65

0.66
0.66
0.66
0.64
0.64
0.62
0.65
0.66
0.67
0.68

0.96
0.60

0.65
0.67
0.68
0.72
0.75
0.81
0.55
0.90
0.84
0.84

0.84
0.86
0.84
0.83
0.80
0.76
0.75
0.74
0.73
0.72

0.69
0.68
0.69
0.70
0.71
0.69
0.67
0.66
0.65
0.61

0.59
0.57
0.56
0.54
0.55
0.52
0.53
0.51
0.51
0.49

0.49
0.48
0.47
0.47
0.48
0.46
0.48
0.48
0.49
0.49

0.61
0.46

0.29
0.26
0.25
0.24
0.24
0.25
0.17
0.26
0.26
0.27

0.28
0.30
0.30
0.31
0.28
0.24
0.23
0.22
0.23
0.23

0.23
0.23
0.24
0.25
0.26
0.26
0.26
0.26
0.26
0.25

0.25
0.24
0.22
0.21
0.21
0.20
0.19
0.18
0.18
0.17

0.16
0.16
0.15
0.14
0.14
0.14
0.15
0.16
0.16
0.16

0.42
0.29

0.11
0.09
0.07
0.07
0.06
0.05
0.04
0.05
0.05
0.05

0.05
0.05
0.05
0.05
0.05
0.04
0.03
0.03
0.03
0.03

0.03
0.03
0.03
0.03
0.04
0.04
0.04
0.04
0.04
0.04

0.04
0.04
0.04
0.03
0.04
0.04
0.03
0.03
0.03
0.03

0.03
0.03
0.03
0.03
0.03
0.02
0.03
0.03
0.03
0.03

0.78
0.30

0.10
0.08
0.06
0.05
0.04
0.03
0.03
0.02
0.02
0.02

0.02
0.02
0.02
0.02
0.02
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01

0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01

0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01

0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01

29.62
28.85

27.87
27.79
27.70
27.71
27.70
27.70
27.65
27.75
27.77
27.78

27.75
27.74
27.67
27.64
27.54
27.46
27.47
27.56
27.63
27.70

27.75
27.84
27.93
28.03
28.15
28.28
28.40
28.55
28.70
28.84

28.95
29.01
29.11
29.21
29.31
29.39
29.51
29.57
29.62
29.64

29.65
29.66
29.69
29.81
29.91
29.97
30.08
30.22
30.30
30.43

24.83
25.14

25.60
25.75
25.85
25.96
25.96
25.89
25.81
25.87
25.88
25.86

25.82
25.77
25.68
25.63
25.61
25.66
25.74
25.87
25.95
26.02

26.07
26.17
26.25
26.32
26.40
26.52
26.66
26.80
26.92
27.05

27.16
27.24
27.38
27.53
27.66
27.76
27.88
27.94
27.98
27.99

28.00
28.03
28.12
28.33
28.49
28.61
28.71
28.86
28.94
29.12

27.18
27.57

27.98
28.10
28.23
28.39
28.44
28.45
28.51
28.57
28.57
28.51

28.46
28.41
28.36
28.29
28.20
28.15
28.14
28.19
28.26
28.35

28.43
28.53
28.60
28.69
28.76
28.84
28.94
29.05
29.19
29.34

29.47
29.59
29.69
29.80
29.92
30.01
30.15
30.26
30.39
30.49

30.52
30.53
30.57
30.59
30.67
30.72
30.86
31.01
31.08
31.20

29.91
29.95

30.12
30.15
30.22
30.27
30.32
30.42
30.57
30.63
30.71
30.73

30.76
30.72
30.67
30.63
30.59
30.51
30.43
30.39
30.38
30.40

30.50
30.61
30.72
30.86
30.95
31.03
31.13
31.25
31.37
31.52

31.64
31.77
31.89
32.01
32.11
32.16
32.24
32.33
32.40
32.47

32.54
32.59
32.63
32.60
32.58
32.50
32.52
32.56
32.56
32.62

32.31
31.98

32.28
32.29
32.28
32.30
32.29
32.34
32.49
32.50
32.54
32.52

32.55
32.54
32.50
32.45
32.48
32.45
32.34
32.32
32.35
32.28

32.33
32.38
32.48
32.59
32.72
32.83
32.95
33.00
33.22
33.34

33.45
33.55
33.70
33.80
33.89
33.97
34.02
34.06
34.13
34.18

34.29
34.33
34.35
34.33
34.24
34.18
34.10
34.01
33.90
33.87

36.48
35.86

35.88
35.97
36.07
36.01
36.05
35.94
36.09
35.94
35.77
35.66

35.50
35.35
35.37
35.15
35.28
35.25
35.27
35.27
35.17
35.31

35.19
35.14
35.16
35.10
35.06
35.08
35.05
35.24
35.27
35.30

35.35
35.38
35.46
35.56
35.67
35.75
35.74
35.73
35.92
35.82

35.79
35.81
35.94
35.91
35.92
35.84
35.75
35.60
35.52
35.31
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表７ 女性の出生順位別合計特殊出生率および平均出生年齢：1950～2019年（つづき）

Table7.TotalFertilityRatesandMeanAgeatBirthbyLiveBirthOrderforFemale:1950-2019(Con.)

年次

Year

合計特殊出生率 平均出生年齢（歳）

総 数

Total

第1子

1st

第2子

2nd

第3子

3rd

第4子

4th

第5子～
5thand
over

総 数

Total

第1子

1st

第2子

2nd

第3子

3rd

第4子

4th

第5子～
5thand
over

2010
2011
2012
2013
2014
2015
2016
2017
2018
2019

1.39
1.39
1.41
1.43
1.42
1.45
1.44
1.43
1.42
1.36

0.68
0.68
0.68
0.69
0.69
0.71
0.70
0.68
0.67
0.65

0.50
0.50
0.51
0.52
0.51
0.52
0.52
0.52
0.51
0.49

0.17
0.17
0.17
0.18
0.18
0.18
0.18
0.18
0.18
0.17

0.03
0.03
0.03
0.04
0.04
0.04
0.04
0.04
0.04
0.04

0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01

30.52
30.63
30.81
30.96
31.09
31.20
31.30
31.38
31.45
31.51

29.26
29.37
29.58
29.75
29.88
30.01
30.08
30.13
30.17
30.22

31.24
31.34
31.51
31.68
31.83
31.95
32.04
32.12
32.22
32.26

32.65
32.66
32.73
32.80
32.89
33.02
33.13
33.21
33.27
33.38

33.78
33.72
33.71
33.74
33.75
33.81
33.91
33.94
34.05
34.18

35.16
34.98
34.92
34.87
34.91
34.93
35.00
35.10
35.19
35.34

1972年以前は沖縄県を含まない．出生順位別出生率（総数を除く）の1950～64年および1966～67年は5歳階級による．

図５ 出生順位別平均出生年齢：1950～2019年

図４ 出生順位別合計特殊出生率：1950～2019年
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表８ 男女，年齢（５歳階級）別人口，死亡数および死亡率：2019年

Table8.Population,NumberofDeathsandSpecificMortalityRates

by5-YearAgeGroupandSex:2019

年齢
階級
x

総数 Bothsexes 男 Male 女 Female

人口
Px

死亡数
Dx

死亡率
mx

人口
P

M
x

死亡数
D

M
x

死亡率
m

M
x

人口
P

F
x

死亡数
D

F
x

死亡率
m

F
x

総数

0～4
5～9
10～14
15～19
20～24

25～29
30～34
35～39
40～44
45～49

50～54
55～59
60～64
65～69
70～74

75～79
80～84
85～89
90歳以上

123,731,176

4,678,534
5,030,788
5,293,741
5,706,558
5,960,242

5,862,140
6,474,878
7,328,763
8,540,311
9,640,216

8,429,352
7,606,165
7,450,572
8,653,715
8,644,616

7,211,769
5,310,386
3,602,984
2,305,446

1,381,093

2,320
379
426

1,177
2,043

2,056
2,979
4,479
7,816
14,029

19,553
27,401
42,162
79,523
118,014

163,832
222,416
279,105
391,383

0.01116

0.00050
0.00008
0.00008
0.00021
0.00034

0.00035
0.00046
0.00061
0.00092
0.00146

0.00232
0.00360
0.00566
0.00919
0.01365

0.02272
0.04188
0.07747
0.16976

60,208,034

2,396,769
2,575,221
2,711,090
2,927,427
3,063,070

2,999,849
3,300,059
3,724,188
4,341,201
4,891,569

4,254,560
3,809,196
3,682,399
4,191,592
4,075,907

3,225,463
2,191,157
1,270,870
576,447

707,421

1,230
209
236
771

1,431

1,373
1,962
2,852
4,891
8,806

12,652
18,283
29,226
55,268
80,621

105,186
128,573
135,464
118,385

0.01175

0.00051
0.00008
0.00009
0.00026
0.00047

0.00046
0.00059
0.00077
0.00113
0.00180

0.00297
0.00480
0.00794
0.01319
0.01978

0.03261
0.05868
0.10659
0.20537

63,523,142

2,281,765
2,455,567
2,582,651
2,779,131
2,897,172

2,862,291
3,174,819
3,604,575
4,199,110
4,748,647

4,174,792
3,796,969
3,768,173
4,462,123
4,568,709

3,986,306
3,119,229
2,332,114
1,728,999

673,672

1,090
170
190
406
612

683
1,017
1,626
2,925
5,223

6,900
9,118
12,936
24,255
37,393

58,646
93,842
143,642
272,998

0.01061

0.00048
0.00007
0.00007
0.00015
0.00021

0.00024
0.00032
0.00045
0.00070
0.00110

0.00165
0.00240
0.00343
0.00544
0.00818

0.01471
0.03009
0.06159
0.15789

本表の数値は，前掲表1の標準化死亡率の2019年分算定に用いたものである．
人口は，総務省統計局『人口推計』による2019年10月1日現在の日本人人口．死亡数は，厚生労働省政策統

括官（統計・情報政策担当）の2019年『人口動態統計』による．なお，死亡数は年齢不詳分を既知の男女年齢
別数値の割合に応じて按分補正したものである．

表９ 女性の安定人口増加率，出生率，および死亡率ならびに平均世代間隔

：2019年，2018年

Table9.IntrinsicVitalRatesandAverageLengthofGenerationof

StablePopulationforFemale:2019,2018

安定人口指標 2019年 2018年 差

安定人口増加率

安定人口出生率

安定人口死亡率

安定人口平均世代間隔

静止人口平均年齢

静止人口平均世代間隔

γ

b

d

T

u

α

-0.01317

0.00598

0.01915

31.68442

44.64288

31.51778

-0.01196

0.00639

0.01836

31.60238

44.57772

31.44971

-0.00121

-0.00041

0.00079

0.08204

0.06516

0.06807
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表10 女性の安定人口年齢（各歳・５歳階級別）構造係数：2019年

Table10.AgeCompositionofStablePopulationforFemale:2019

年齢
X

構造係数
C

F
x

年齢
X

構造係数
C

F
x

年齢
X

構造係数
C

F
x

年齢
X

構造係数
C

F
x

年齢
X

構造係数
C

F
x

0
1
2
3
4

5
6
7
8
9

10
11
12
13
14

15
16
17
18
19

20
21
22
23
24

0.00601
0.00609
0.00616
0.00625
0.00633

0.00641
0.00650
0.00658
0.00667
0.00676

0.00684
0.00694
0.00703
0.00712
0.00721

0.00731
0.00740
0.00750
0.00760
0.00770

0.00780
0.00790
0.00800
0.00811
0.00821

25
26
27
28
29

30
31
32
33
34

35
36
37
38
39

40
41
42
43
44

45
46
47
48
49

0.00832
0.00843
0.00854
0.00865
0.00876

0.00888
0.00899
0.00911
0.00923
0.00935

0.00947
0.00959
0.00971
0.00983
0.00996

0.01009
0.01021
0.01034
0.01047
0.01060

0.01074
0.01087
0.01100
0.01113
0.01127

50
51
52
53
54

55
56
57
58
59

60
61
62
63
64

65
66
67
68
69

70
71
72
73
74

0.01140
0.01153
0.01167
0.01180
0.01194

0.01207
0.01221
0.01234
0.01247
0.01260

0.01273
0.01286
0.01299
0.01312
0.01324

0.01336
0.01348
0.01359
0.01369
0.01379

0.01388
0.01396
0.01403
0.01410
0.01414

75
76
77
78
79

80
81
82
83
84

85
86
87
88
89

90
91
92
93
94

95
96
97
98
99
100～

0.01418
0.01419
0.01418
0.01414
0.01408

0.01397
0.01383
0.01363
0.01338
0.01307

0.01269
0.01223
0.01170
0.01108
0.01038

0.00960
0.00877
0.00788
0.00697
0.00604

0.00511
0.00420
0.00336
0.00260
0.00194
0.00387

0～4
5～9
10～14
15～19
20～24

25～29
30～34
35～39
40～44
45～49

50～54
55～59
60～64
65～69
70～74

75～79
80～84
85～89
90～94
95～99

100～

総数
0～14
15～64
65～

0.03083
0.03291
0.03514
0.03751
0.04003

0.04270
0.04555
0.04856
0.05172
0.05500

0.05834
0.06169
0.06494
0.06790
0.07012

0.07076
0.06788
0.05807
0.03926
0.01721

0.00387

1.00000
0.09888
0.50604
0.39508

表11 男女別安定人口年齢構造と実際人口年齢構造：2019年

Table11.AgeCompositionofStablePopulationandActualPopulation:2019
（％）

年齢

Age

x

安定人口年齢構造
Agecompositionofstablepopulation

実際人口年齢構造
Agecompositionofactualpopulation

男女計
Bothsexes

男
Male

女
Female

男女計
Bothsexes

男
Male

女
Female

総数

0～4
5～9
10～14
15～19
20～24

25～29
30～34
35～39
40～44
45～49

50～54
55～59
60～64
65～69
70～74

75～79
80～84
85～89
90～94
95～99
100～

0～14
15～64
65～

100.00

3.26
3.48
3.72
3.97
4.23

4.51
4.81
5.13
5.46
5.79

6.13
6.45
6.73
6.94
7.00

6.81
6.21
4.92
3.01
1.19
0.24

10.47
53.22
36.31

48.52

1.68
1.79
1.91
2.04
2.17

2.32
2.47
2.63
2.79
2.96

3.13
3.28
3.39
3.44
3.39

3.17
2.71
1.93
0.99
0.30
0.04

5.38
27.17
15.97

51.48

1.59
1.69
1.81
1.93
2.06

2.20
2.35
2.50
2.66
2.83

3.00
3.18
3.34
3.50
3.61

3.64
3.49
2.99
2.02
0.89
0.20

5.09
26.05
20.34

100.00

3.78
4.07
4.28
4.61
4.82

4.74
5.23
5.92
6.90
7.79

6.81
6.15
6.02
6.99
6.99

5.83
4.29
2.91
1.42
0.39
0.06

12.13
59.00
28.88

48.66

1.94
2.08
2.19
2.37
2.48

2.42
2.67
3.01
3.51
3.95

3.44
3.08
2.98
3.39
3.29

2.61
1.77
1.03
0.39
0.07
0.01

6.21
29.90
12.55

51.34

1.84
1.98
2.09
2.25
2.34

2.31
2.57
2.91
3.39
3.84

3.37
3.07
3.05
3.61
3.69

3.22
2.52
1.88
1.03
0.32
0.05

5.92
29.10
16.32

安定人口年齢構造係数のうち男性の求め方は岡崎陽一（1999）『人口統計学〔増補改訂版〕』古今書院を参照．
実際人口年齢構造係数は，総務省統計局『人口推計』による2019年10月1日現在の日本人人口．
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参考表１ 2019年出生率，死亡率一定による人口指標

年次
人口動態率（‰） 人口総数

（1,000人）

年齢構造係数（％） 人口１）

性比増加率 出生率 死亡率 0～14歳 15～64歳 65歳以上 75歳以上

2019
2020

2030
2040
2050
2060
2070
2080
2090

2100
2110
2120
2130
2140
2150
2160
2170
2180
2190

2200
2210
2220
2230
2240
2250
2260
2270
2280
2290

2300
2310
2320
2330
2340
2350
2360
2370
2380
2390

2400
2410
2420
2430
2440
2450
2460
2470
2480
2490

2500
2600
2700
2800
2900

3000

-4.16
-4.61

-8.07
-10.46
-11.35
-13.42
-13.93
-13.08
-13.26

-13.19
-13.13
-13.16
-13.21
-13.15
-13.15
-13.20
-13.17
-13.15
-13.18

-13.18
-13.16
-13.18
-13.18
-13.16
-13.17
-13.18
-13.17
-13.17
-13.18

-13.17
-13.17
-13.17
-13.17
-13.17
-13.17
-13.17
-13.17
-13.17
-13.17

-13.17
-13.17
-13.17
-13.17
-13.17
-13.17
-13.17
-13.17
-13.17
-13.17

-13.17
-13.17
-13.17
-13.17
-13.17

-13.17

7.12
7.03

6.75
6.49
6.29
6.25
6.34
6.32
6.30

6.35
6.33
6.31
6.34
6.33
6.32
6.33
6.33
6.32
6.33

6.33
6.33
6.32
6.33
6.33
6.33
6.33
6.33
6.33
6.33

6.33
6.33
6.33
6.33
6.33
6.33
6.33
6.33
6.33
6.33

6.33
6.33
6.33
6.33
6.33
6.33
6.33
6.33
6.33
6.33

6.33
6.33
6.33
6.33
6.33

6.33

11.28
11.64

14.82
16.95
17.64
19.67
20.27
19.40
19.56

19.54
19.46
19.47
19.55
19.49
19.47
19.53
19.50
19.48
19.51

19.51
19.48
19.50
19.51
19.49
19.50
19.51
19.50
19.50
19.50

19.50
19.50
19.50
19.50
19.50
19.50
19.50
19.50
19.50
19.50

19.50
19.50
19.50
19.50
19.50
19.50
19.50
19.50
19.50
19.50

19.50
19.50
19.50
19.50
19.50

19.50

126,167
125,643

117,992
107,540
96,450
85,371
74,284
64,924
56,935

49,864
43,712
38,336
33,596
29,445
25,819
22,631
19,835
17,390
15,244

13,361
11,713
10,268
9,000
7,890
6,916
6,063
5,314
4,659
4,084

3,580
3,138
2,751
2,411
2,114
1,853
1,624
1,424
1,248
1,094

959
841
737
646
566
496
435
381
334
293

257
69
18
5
1

0

12.06
11.97

11.06
10.73
10.50
10.32
10.42
10.50
10.44

10.45
10.49
10.46
10.45
10.48
10.47
10.45
10.47
10.47
10.46

10.47
10.47
10.46
10.46
10.47
10.46
10.46
10.47
10.47
10.46

10.47
10.47
10.46
10.47
10.47
10.47
10.47
10.47
10.47
10.47

10.47
10.47
10.47
10.47
10.47
10.47
10.47
10.47
10.47
10.47

10.47
10.47
10.47
10.47
10.47

10.47

59.50
59.26

58.13
54.74
52.92
52.96
53.06
53.14
53.24

53.27
53.17
53.20
53.26
53.19
53.19
53.24
53.21
53.19
53.23

53.22
53.20
53.22
53.22
53.21
53.21
53.22
53.21
53.21
53.22

53.21
53.21
53.22
53.21
53.21
53.21
53.21
53.21
53.21
53.21

53.21
53.21
53.21
53.21
53.21
53.21
53.21
53.21
53.21
53.21

53.21
53.21
53.21
53.21
53.21

53.21

28.44
28.77

30.80
34.53
36.58
36.73
36.52
36.37
36.32

36.28
36.34
36.34
36.29
36.33
36.34
36.30
36.32
36.34
36.31

36.31
36.33
36.32
36.31
36.33
36.32
36.32
36.32
36.32
36.32

36.32
36.32
36.32
36.32
36.32
36.32
36.32
36.32
36.32
36.32

36.32
36.32
36.32
36.32
36.32
36.32
36.32
36.32
36.32
36.32

36.32
36.32
36.32
36.32
36.32

36.32

14.66
14.87

18.74
19.03
22.06
23.45
22.35
22.38
22.49

22.32
22.33
22.45
22.40
22.33
22.42
22.41
22.35
22.39
22.41

22.37
22.38
22.40
22.38
22.38
22.40
22.39
22.38
22.39
22.39

22.38
22.39
22.39
22.38
22.39
22.39
22.39
22.39
22.39
22.39

22.39
22.39
22.39
22.39
22.39
22.39
22.39
22.39
22.39
22.39

22.39
22.39
22.39
22.39
22.39

22.39

94.84
94.80

94.36
94.07
94.05
93.38
93.55
93.97
93.78

93.77
93.81
93.79
93.77
93.80
93.80
93.77
93.79
93.80
93.78

93.79
93.79
93.79
93.79
93.79
93.79
93.79
93.79
93.79
93.79

93.79
93.79
93.79
93.79
93.79
93.79
93.79
93.79
93.79
93.79

93.79
93.79
93.79
93.79
93.79
93.79
93.79
93.79
93.79
93.79

93.79
93.79
93.79
93.79
93.79

93.79

2019年男女年齢（各歳）別人口（総人口）を基準人口とし，2019年における女性の年齢別出生率（合計特殊
出生率：1.36），出生性比（105.1）および生命表による死亡率（平均寿命男：81.41年，女：87.45年）が今後
一定であるとした場合の将来の人口指標であり，安定人口に到達する経過ならびにその状態を示す．
なお，人口動態率は，当年10月～翌年９月間について平均人口を分母とした率である．国際人口移動はゼロ
としている．
人口および諸指標の求め方は石川晃（2004）「安定人口モデルを用いた新たな人口再生産率諸指標」『人口問
題研究』60-4を参照．
1）女性人口総数に対する男性人口総数．
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参考表２ 2019年以降人口置換出生率，死亡率一定による人口指標

年次
人口動態率（‰） 人口総数

（1,000人）

年齢構造係数（％） 人口１）

性比増加率 出生率 死亡率 0～14歳 15～64歳 65歳以上 75歳以上

2019
2020

2030
2040
2050
2060
2070
2080
2090

2100
2110
2120
2130
2140
2150
2160
2170
2180
2190

2200
2300
2400
2500

3000

-0.48
-0.97

-4.40
-6.47
-5.10
-4.45
-4.07
-1.63
0.22

0.25
-0.26
-0.04
0.22
-0.13
-0.08
0.15
-0.04
-0.08
0.08

0.00
-0.01
-0.00
-0.00

-0.00

10.78
10.62

9.82
9.20
10.45
11.62
11.06
11.59
12.36

11.69
11.60
12.14
11.85
11.65
11.99
11.91
11.72
11.90
11.92

11.77
11.84
11.85
11.86

11.85

11.26
11.58

14.22
15.67
15.55
16.07
15.14
13.22
12.14

11.45
11.86
12.18
11.63
11.78
12.07
11.77
11.76
11.98
11.84

11.77
11.85
11.86
11.86

11.85

126,167
126,106

122,787
116,208
109,265
104,417
99,827
96,837
96,221

96,543
96,543
96,319
96,470
96,533
96,384
96,433
96,510
96,424
96,424

96,487
96,457
96,451
96,450

96,450

12.06
12.29

14.53
15.08
14.80
16.60
17.68
17.11
17.73

18.15
17.46
17.61
18.02
17.64
17.59
17.90
17.73
17.62
17.81

17.77
17.73
17.73
17.73

17.73

59.50
59.05

55.86
52.96
52.91
53.37
55.15
58.51
58.27

57.24
58.28
58.44
57.54
58.03
58.36
57.78
57.92
58.25
57.93

57.90
58.02
58.02
58.02

58.02

28.44
28.66

29.60
31.96
32.29
30.03
27.17
24.38
24.00

24.61
24.26
23.95
24.45
24.33
24.05
24.32
24.34
24.13
24.25

24.33
24.25
24.25
24.25

24.25

14.66
14.81

18.01
17.61
19.48
19.17
16.63
15.00
13.31

13.66
14.48
13.66
13.52
14.24
13.86
13.58
14.05
13.94
13.67

13.92
13.89
13.87
13.86

13.86

94.84
94.83

94.76
94.85
95.28
95.40
96.33
97.36
97.85

98.09
97.83
97.79
98.03
97.90
97.81
97.96
97.93
97.84
97.92

97.93
97.90
97.90
97.90

97.90

2019年男女年齢（各歳）別人口（総人口）を基準人口とし，2019年における人口置換水準（合計特殊出生率：
2.07），出生性比（105.1）および生命表による死亡率（平均寿命男：81.41年，女：87.45年）が今後一定であ
るとした場合の将来の人口指標であり，静止人口に到達する経過ならびにその状態を示す．
なお，人口動態率は，当年10月～翌年9月間について平均人口を分母とした率である．国際人口移動はゼロ
としている．
人口および諸指標の求め方は石川晃（2004）「安定人口モデルを用いた新たな人口再生産率諸指標」『人口問
題研究』60-4を参照．
1）女性人口総数に対する男性人口総数．

参考図 2019年以降出生率，死亡率一定による人口総数



人口問題研究（J.ofPopulationProblems）76－4（2020.12）pp.573～578

都道府県別標準化人口動態率：2019年

わが国の都道府県別標準化人口動態率は，1925年，1930年，1950年以降5年ごとの国勢調査年次，

1985年以降は毎年，研究所によって算出・公表されている１）．今回は2019年の結果について概説する．

標準化人口動態率の算出に用いた資料は次の通り．

出生数・死亡数（日本人のみ）：厚生労働省政策統括官（統計・情報政策、政策評価担当）『令和

元年 人口動態統計 確定数』

人口（日本人人口）：総務省統計局『人口推計（令和元年10月1日現在）』

標準化の手法はNewsholeme-Stevensonの任意標準人口標準化法の直接法２）であり，標準人口と

して1930年，および2019年の全国人口を用いた．

年齢別人口動態率（出生率および死亡率）は 5歳階級別に算出した３）．ただし，母の年齢別出生

数の15歳未満は15～19歳に含め，50歳以上は45～49歳に含めた．また，死亡率算出の最終年齢階級は

85歳以上一括とした．なお，出生数および死亡数における年齢不詳分は，既知の（年齢不詳を除く）

年齢階級別の分布に応じて按分した． （佐々井 司・別府 志海）

主要結果

1930年の全国人口を標準とした出生率は，2019年全国人口標準化率と比べすべての都道府県で高く

なっている．出生率における両者の差は，1930年人口と2019年人口における男女および年齢構成の違

いによって生じている．都道府県別にみると，両者の差が最も小さいのは東京都で1.14，次いで京都

府1.54，神奈川県の1.55と，大都市圏にある都府県が並ぶ．逆に，乖離が最も大きい都道府県は宮崎

県であり，続いて沖縄県，島根県となっている．出生数を日本人の総人口で除した普通出生率は沖縄

県で最も高く（10.4‰），秋田県で最も低くなっている（4.9‰）．他方，2019年標準化率をみると，

沖縄県が最も高いことに変わりはないものの，最も低いのは東京都で，その他の都道府県も普通出生

率の順位とは異なる（表1）．普通出生率に比べて2019年標準化率の水準が低くなる地域は，東京都，

沖縄県，大阪府など11都府県であり，なかでも2019年標準化率が最も低い東京都は，普通率との差が

1.50ポイントと，他の46道府県と比べ際だって大きくなっている．ちなみに，1930年標準化率が普通

率を下回るのは東京都だけである．その他の地域では1930年標準化率が普通率を上回っており，島根

県，宮崎県，秋田県では4ポイント以上の乖離があるほか，27の県で3ポイント以上の乖離がみられ

る．都道府県ごとに観測される普通率と標準化率との差異は，分母である人口における人口構造，と

りわけ年齢構成の違いを反映したものである．

次に死亡率についてみてみよう（表1）．普通死亡率は，秋田県で最も高く（16.40‰），沖縄県で

最も低くなっているが（8.72‰），1930年全国人口を標準とした死亡率は，普通率を大幅に下回ると

同時に，都道府県間格差が極めて小さくなっている．次に2019年全国人口標準化率をみると，1930年
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1）前年（2018年）の結果については，別府志海・佐々井司「都道府県別標準化人口動態率：2018年」『人口問

題研究』第76巻第1号，2020年3月，pp.172～177を参照のこと．

2）各都道府県における人口の年齢構造が標準人口と同じと仮定し，各都道府県の年齢別出生率，死亡率を適用

した場合に得られる出生数，死亡数を標準人口総数で割ったものである．ただし，出生率は女性についてのみ

計算する．これによって，人口の年齢構造の影響を除いた出生率，死亡率および人口増加率の水準が示される．

3）女性の年齢別出生率の詳細については，本号掲載の，佐々井 司・別府志海「都道府県別にみた女性の年齢

（5歳階級）別出生率および合計特殊出生率：2019年」を参照のこと．



標準化率に比べ，すべての都道府県において死亡水準が顕著に高くなると同時に，都道府県間のばら

つきも大きくなっている．総じて，年齢別の死亡率自体には地域間の違いがさほどないにもかかわら

ず，人口構造の違いを反映する普通率では都道府県間格差が鮮明になる．さらに，1930年標準化率に

比して2019年標準化率における都道府県間のばらつきが大きくなっていることから，人口高齢化によ

り高年齢における死亡率の違いが顕在化していることも分かる．秋田県，島根県，高知県などで顕著

であるように，普通死亡率が2019年標準化率に比して高くなる要因として，これらの地域における人

口の年齢構成が全国平均と比べてかなり“高齢化”していることが挙げられる．他方，沖縄県，東京

都，愛知県など11の都府県では，全国平均と比して年齢構成が“若い”ことなどを反映して，普通率

が2019年標準化率よりも低くなっている．

出生率と死亡率の差である自然増加率は，普通率では，沖縄県のみプラスで，その他の地域ではマ

イナスとなっている（表1，図）．他方，1930年全国人口を標準とした場合，都道府県間でその水準

にばらつきがみられるものの，3都県を除く44道府県が6～10‰の範囲内に収まっている．また2019

年全国人口標準化率でも，沖縄県を除く46都道府県が-6～-2‰の範囲に分布している．今日の人口

減少は，現状の人口構造に依るところが少なくないことを示唆している．

1930年の全国人口を標準とした各指標の推移をみると，出生率は1950年以降すべての都道府県にお

いて低下傾向にある（表2）．1960年から1970年の間では神奈川県，愛知県，京都府，大阪府などの

大都市を抱える都道府県を中心に上昇が観測される．1970年以降はすべての地域で再び低下するが，

2005年から2010年の間はほとんどの地域で上昇に転じている．また2010年から2015年においても，5

県を除くほとんどの地域で依然上昇傾向が続いていたものの，2016年以降は低下する都道府県が多く

なってきている．2019年の出生率が2015年よりも高かった地域は 宮崎県と富山県のわずか2県にと

なっている．死亡率については，1950年以降すべての都道府県においてほぼ一貫して低下傾向が続い

ているものの，近年下げ止まりの兆候もみられる（表3）．自然増加率の推移は上述の出生率，死亡

率双方の動向を反映しているが，寄与度の関係から出生率の動向が反映されやすくなっている（表4）．

概して，すべての都道府県において2005年頃まで低下し，その後一転して上昇傾向を示す地域が多く

なったが，2016年には再び低下に転じる地域が増える傾向にある．
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図１ 都道府県別自然増加率の普通率と標準化率の比較：2019年
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表１ 都道府県別，標準化人口動態率：2019年
（‰）

都道府県
1930年全国人口標準 2019年全国人口標準 ［参考］普通率

出生率 死亡率 増加率 出生率 死亡率 増加率 出生率 死亡率 増加率

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標 準 偏 差
変動係数％�

8.92

8.30
9.27
9.12
8.11
8.94

9.38
9.96
9.31
9.27
9.35

8.32
8.39
7.24
8.25
9.15

10.12
9.66
10.39
9.54
10.41

9.64
9.61
9.57
9.85
9.71

8.06
8.57
9.29
8.56
9.88

10.94
11.29
9.83
9.92
10.54

9.72
10.75
9.91
9.81
9.54

11.06
11.13
10.76
10.30
11.75

10.96
12.24

9.69
1.03
10.60

1.57

1.70
1.98
1.78
1.57
1.73

1.59
1.73
1.72
1.71
1.63

1.58
1.58
1.50
1.49
1.60

1.49
1.47
1.47
1.58
1.42

1.54
1.58
1.51
1.50
1.38

1.45
1.64
1.50
1.44
1.65

1.69
1.52
1.50
1.51
1.65

1.58
1.54
1.67
1.71
1.60

1.60
1.62
1.51
1.48
1.60

1.70
1.71

1.59
0.11
7.06

7.34

6.60
7.29
7.34
6.54
7.21

7.79
8.22
7.59
7.56
7.73

6.74
6.80
5.74
6.76
7.55

8.63
8.19
8.92
7.96
8.99

8.10
8.03
8.06
8.34
8.33

6.61
6.93
7.79
7.12
8.23

9.24
9.78
8.33
8.41
8.89

8.15
9.21
8.24
8.10
7.94

9.46
9.50
9.25
8.83
10.15

9.26
10.53

8.11
1.03
12.67

6.99

6.35
6.99
6.86
6.31
6.73

7.13
7.43
7.10
7.07
7.17

6.60
6.64
6.09
6.70
7.05

7.80
7.49
7.98
7.43
8.05

7.43
7.39
7.47
7.52
7.58

6.53
6.75
7.28
6.76
7.43

8.33
8.54
7.50
7.59
7.87

7.44
8.08
7.39
7.50
7.39

8.32
8.44
8.17
7.77
8.75

8.29
9.37

7.44
0.69
9.21

11.16

11.37
12.91
12.10
11.02
12.01

11.53
11.91
11.94
11.89
11.64

11.15
10.99
10.75
10.68
11.60

11.08
11.02
11.12
11.05
10.48

11.36
11.25
11.14
11.22
10.43

10.52
11.35
10.77
10.53
11.87

11.38
10.88
10.60
10.90
11.66

11.37
11.05
11.51
11.35
11.19

11.08
11.36
10.73
10.74
10.99

11.47
10.84

11.23
0.50
4.43

-4.17

-5.02
-5.92
-5.24
-4.71
-5.28

-4.40
-4.48
-4.85
-4.82
-4.47

-4.55
-4.35
-4.65
-3.98
-4.56

-3.28
-3.52
-3.14
-3.62
-2.43

-3.92
-3.86
-3.67
-3.70
-2.86

-4.00
-4.59
-3.49
-3.77
-4.45

-3.05
-2.34
-3.10
-3.31
-3.79

-3.93
-2.97
-4.12
-3.85
-3.79

-2.76
-2.92
-2.56
-2.97
-2.24

-3.17
-1.47

-3.79
0.91

-24.01

6.99

5.95
5.78
5.72
6.55
4.88

5.98
6.31
6.41
6.62
6.31

6.73
6.64
7.60
7.01
6.18

6.43
6.95
7.02
6.51
6.72

6.59
6.59
7.81
6.73
7.67

6.73
7.25
7.09
6.31
6.39

7.24
6.91
7.34
7.26
6.54

6.30
7.02
6.36
6.16
7.89

7.71
7.27
7.69
6.79
7.55

7.54
10.39

6.84
0.82
11.93

11.16

12.57
14.85
14.62
11.04
16.40

14.69
13.66
11.90
11.62
12.33

9.69
10.10
9.02
9.33
13.86

12.87
11.49
12.70
12.64
12.92

12.07
11.86
9.56
11.99
9.55

10.70
10.49
10.79
11.12
13.98

13.80
14.60
11.76
11.32
14.23

14.00
12.86
13.77
14.88
10.74

12.34
13.36
12.52
13.02
12.94

13.74
8.72

12.32
1.78
14.44

-4.17

-6.62
-9.07
-8.90
-4.49
-11.52

-8.71
-7.35
-5.49
-5.00
-6.02

-2.96
-3.45
-1.42
-2.33
-7.68

-6.43
-4.53
-5.67
-6.13
-6.20

-5.49
-5.27
-1.75
-5.25
-1.87

-3.97
-3.23
-3.71
-4.80
-7.59

-6.56
-7.69
-4.42
-4.06
-7.69

-7.70
-5.84
-7.41
-8.72
-2.85

-4.62
-6.09
-4.83
-6.23
-5.39

-6.20
1.67

-5.48
2.37

-43.28

諸率算出に用いた分母人口は，日本人女性人口．
変動係数（％）＝標準偏差／平均×100
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表２ 都道府県別，標準化出生率：1950～2019年
（‰）

都道府県 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2005年 2010年 2015年 2019年
順位

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標 準 偏 差
変動係数％�

25.33

31.56
33.73
31.45
29.78
30.34

27.47
30.83
27.60
28.34
25.85

26.71
24.94
18.82
22.35
27.40

25.70
25.30
25.76
24.87
22.14

25.01
25.86
22.93
23.40
22.77

19.62
20.14
21.69
21.75
21.88

24.56
27.47
22.80
22.95
25.76

28.03
24.13
28.27
24.59
27.25

29.65
31.00
28.19
27.37
30.24

28.71
…

26.02
3.42

13.16

14.69

16.03
18.25
16.86
15.59
15.65

15.06
17.63
16.58
15.91
14.46

15.40
15.40
12.18
13.62
15.49

14.46
15.39
16.14
15.08
13.71

15.12
15.46
13.95
14.52
14.70

12.48
13.27
13.97
13.79
14.47

15.23
15.80
14.16
14.25
14.33

15.10
13.80
15.47
14.69
14.10

16.99
19.50
16.42
15.08
17.89

18.98
…

15.27
1.52
9.95

15.26

14.30
16.75
15.52
15.10
14.08

14.70
15.92
16.81
16.02
15.56

16.95
16.58
13.92
16.09
15.33

14.53
15.52
15.63
15.62
14.94

15.62
15.58
16.14
15.08
15.95

14.52
15.77
15.49
15.21
15.53

14.46
14.82
15.08
15.30
14.61

14.65
14.60
14.86
14.67
14.13

15.50
16.79
14.56
14.48
15.87

15.92
…

15.33
0.77
5.00

12.76

11.99
13.73
14.42
13.67
13.26

14.20
14.63
13.75
13.65
13.22

12.58
12.63
10.17
12.28
13.74

13.18
13.93
14.34
12.66
13.57

13.25
13.19
13.33
13.52
14.36

12.01
12.17
12.84
12.34
13.38

14.23
14.74
13.79
13.56
13.17

13.06
13.49
13.19
12.10
12.62

14.09
13.55
13.47
13.37
14.26

14.19
17.12

13.40
1.01
7.56

10.74

10.15
11.18
12.27
11.11
11.23

12.44
12.79
11.69
11.91
11.55

10.47
10.30
8.41
10.11
11.98

11.24
11.48
12.56
11.37
11.90

11.16
11.36
11.13
11.62
12.45

10.29
10.27
10.80
10.49
11.21

12.97
13.21
11.93
11.63
11.17

11.60
11.52
11.44
10.96
10.66

12.38
11.96
11.73
11.22
11.97

12.21
13.71

11.47
0.93
8.12

9.51

8.65
10.39
10.94
9.69
10.19

11.40
11.67
10.27
10.38
10.56

8.91
8.94
7.16
8.71
10.55

10.18
10.15
11.17
10.46
10.93

10.24
10.29
10.04
10.41
10.60

8.74
9.10
9.56
8.95
10.25

11.39
11.51
10.60
9.85
10.34

10.25
10.84
10.19
10.20
9.39

11.68
10.95
10.94
10.54
11.37

11.03
12.83

10.28
0.99
9.67

8.72

8.04
9.05
9.87
8.57
9.33

10.14
10.53
9.19
9.69
9.66

8.37
8.34
6.62
8.04
9.21

9.47
9.27
10.42
9.46
10.00

9.46
9.62
9.26
9.49
9.58

7.95
8.30
8.56
8.08
9.24

10.27
10.41
9.49
9.34
9.64

8.80
9.96
9.48
9.19
8.64

10.27
10.02
10.16
9.74
10.38

10.30
11.95

9.38
0.90
9.59

9.40

8.65
9.55
10.09
8.87
9.01

10.14
10.54
9.84
9.85
9.96

8.86
9.03
7.30
8.70
9.72

9.65
9.77
10.94
9.86
10.31

10.09
10.50
10.27
10.37
10.42

8.53
8.99
9.52
8.66
10.15

10.62
11.51
10.29
10.68
10.83

9.77
10.87
10.40
9.71
9.80

11.09
11.07
11.11
10.74
11.67

11.13
12.82

10.05
0.98
9.73

9.62

8.82
9.68
10.13
9.09
9.10

9.94
10.78
9.95
10.02
9.96

9.13
9.07
7.89
9.03
9.57

10.03
10.23
10.84
9.91
10.52

10.39
10.34
10.38
10.41
10.64

8.76
9.18
9.78
9.07
10.41

11.11
11.97
10.33
10.74
10.88

10.29
11.06
10.45
10.19
10.16

11.17
11.24
11.37
10.78
11.64

11.47
13.27

10.24
0.96
9.39

8.92

8.30
9.27
9.12
8.11
8.94

9.38
9.96
9.31
9.27
9.35

8.32
8.39
7.24
8.25
9.15

10.12
9.66
10.39
9.54
10.41

9.64
9.61
9.57
9.85
9.71

8.06
8.57
9.29
8.56
9.88

10.94
11.29
9.83
9.92
10.54

9.72
10.75
9.91
9.81
9.54

11.06
11.13
10.76
10.30
11.75

10.96
12.24

9.69
1.03
10.60

-

43
34
37
45
38

30
15
32
35
31

42
41
47
44
36

14
24
12
29
11

25
26
27
19
23

46
39
33
40
18

7
3
20
16
10

22
9
17
21
28

5
4
8
13
2

6
1

1930年全国人口標準による．
率算出において，1950年は総人口，1960年以降は日本人人口を用いた．
変動係数（％）＝標準偏差／平均×100
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表３ 都道府県別，標準化死亡率：1950～2019年
（‰）

都道府県 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2005年 2010年 2015年 2019年
順位

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標 準 偏 差
変動係数％�

10.97

10.78
14.15
13.60
11.41
14.04

12.45
11.92
11.80
12.03
11.22

12.35
11.46
9.82
9.77

11.86

12.54
12.38
11.72
10.34
10.12

10.73
10.00
10.35
10.52
10.96

9.72
10.29
10.20
10.97
9.95

10.12
10.94
10.14
9.81

10.49

11.98
10.66
10.06
10.27
10.84

11.87
11.58
10.73
11.79
11.36

11.37
…

11.16
1.09
9.77

7.02

6.92
8.37
8.02
6.93
8.38

7.78
7.78
7.48
7.34
7.19

7.58
7.20
6.22
6.52
7.12

7.60
7.51
7.05
6.68
6.73

6.67
6.56
6.77
6.87
7.20

6.57
7.13
6.90
7.31
6.78

6.90
6.78
6.69
6.81
7.09

7.22
6.91
6.75
6.96
7.05

7.52
7.43
7.18
7.40
6.95

6.91
…

7.12
0.45
6.38

5.22

5.36
5.77
5.78
5.21
5.92

5.68
5.68
5.70
5.77
5.53

5.40
5.20
4.74
4.76
5.53

5.49
5.21
5.09
5.28
5.09

5.14
4.93
5.02
5.16
5.33

4.82
5.18
5.01
5.07
5.29

5.30
5.26
4.74
5.04
5.27

5.66
5.08
5.32
5.73
5.22

5.41
5.81
5.44
5.53
5.65

5.63
…

5.33
0.31
5.73

3.61

3.77
4.10
3.85
3.66
3.90

3.80
3.81
3.85
3.90
3.61

3.59
3.49
3.36
3.34
3.62

3.64
3.64
3.48
3.69
3.42

3.64
3.43
3.55
3.57
3.61

3.42
3.80
3.67
3.66
3.79

3.67
3.67
3.38
3.53
3.71

3.96
3.43
3.53
3.77
3.73

3.74
3.82
3.57
3.75
3.81

3.91
1.93

3.63
0.30
8.33

2.79

2.85
3.08
2.80
2.73
2.88

2.67
2.82
2.91
3.01
2.72

2.75
2.67
2.74
2.67
2.59

2.73
2.65
2.60
2.75
2.50

2.70
2.64
2.73
2.81
2.66

2.74
3.07
2.88
2.74
2.94

2.83
2.68
2.73
2.78
2.83

2.91
2.75
2.81
2.92
2.91

2.90
2.89
2.67
2.83
2.90

2.88
1.67

2.76
0.20
7.38

2.25

2.28
2.61
2.24
2.19
2.36

2.21
2.38
2.34
2.39
2.23

2.20
2.20
2.25
2.14
2.15

2.16
2.10
2.04
2.14
2.04

2.23
2.14
2.24
2.22
2.11

2.21
2.40
2.29
2.10
2.35

2.33
2.18
2.16
2.18
2.36

2.30
2.25
2.32
2.36
2.32

2.32
2.32
2.10
2.22
2.26

2.33
2.28

2.25
0.11
4.87

2.07

2.16
2.49
2.22
2.07
2.23

2.04
2.18
2.15
2.21
2.12

2.05
2.04
2.01
1.97
2.01

1.98
1.99
1.94
1.99
1.88

2.02
1.99
2.04
2.01
1.91

1.95
2.18
2.10
2.00
2.19

2.15
2.04
1.97
1.98
2.18

2.15
2.04
2.16
2.20
2.11

2.08
2.17
1.95
1.96
2.06

2.20
2.09

2.08
0.11
5.37

1.87

1.96
2.27
2.07
1.84
2.08

1.80
1.99
1.97
1.97
1.93

1.89
1.83
1.83
1.77
1.83

1.84
1.83
1.70
1.85
1.64

1.83
1.83
1.83
1.84
1.70

1.77
1.97
1.88
1.76
1.99

2.03
1.85
1.80
1.81
1.98

1.92
1.88
1.93
1.98
1.90

1.90
1.99
1.77
1.78
1.85

1.95
1.96

1.88
0.11
5.96

1.67

1.78
2.01
1.85
1.61
1.85

1.70
1.82
1.81
1.77
1.69

1.68
1.68
1.62
1.60
1.64

1.67
1.62
1.54
1.65
1.48

1.64
1.64
1.63
1.67
1.51

1.58
1.76
1.65
1.55
1.78

1.76
1.64
1.59
1.61
1.73

1.74
1.66
1.74
1.70
1.66

1.67
1.71
1.59
1.59
1.72

1.80
1.77

1.68
0.10
5.91

1.57

1.70
1.98
1.78
1.57
1.73

1.59
1.73
1.72
1.71
1.63

1.58
1.58
1.50
1.49
1.60

1.49
1.47
1.47
1.58
1.42

1.54
1.58
1.51
1.50
1.38

1.45
1.64
1.50
1.44
1.65

1.69
1.52
1.50
1.51
1.65

1.58
1.54
1.67
1.71
1.60

1.60
1.62
1.51
1.48
1.60

1.70
1.71

1.59
0.11
7.06

-

10
1
2
28
4

22
3
5
7
16

26
23
35
40
21

39
43
42
24
46

30
25
33
36
47

44
15
37
45
13

11
31
38
34
14

27
29
12
6
18

20
17
32
41
19

9
8

1930年全国人口標準による．
率算出において，1950年は総人口，1960年以降は日本人人口を用いた．
変動係数（％）＝標準偏差／平均×100
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表４ 都道府県別，標準化自然増加率：1950～2019年
（‰）

都道府県 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2005年 2010年 2015年 2019年
順位

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標 準 偏 差
変動係数％�

14.36

20.77
19.58
17.85
18.37
16.30

15.02
18.91
15.80
16.31
14.63

14.36
13.48
9.00

12.58
15.55

13.16
12.92
14.04
14.53
12.02

14.28
15.87
12.58
12.89
11.80

9.90
9.85

11.49
10.78
11.93

14.45
16.54
12.66
13.14
15.27

16.06
13.46
18.22
14.32
16.41

17.78
19.42
17.46
15.57
18.88

17.34
…

14.86
2.79

18.80

7.68

9.11
9.88
8.84
8.66
7.27

7.28
9.85
9.10
8.58
7.27

7.82
8.21
5.96
7.10
8.38

6.86
7.88
9.09
8.40
6.98

8.46
8.90
7.17
7.66
7.50

5.92
6.14
7.07
6.48
7.69

8.33
9.01
7.47
7.45
7.24

7.88
6.89
8.71
7.73
7.05

9.48
12.07
9.24
7.68
10.94

12.07
…

8.15
1.37
16.79

10.04

8.94
10.98
9.74
9.89
8.17

9.01
10.24
11.12
10.25
10.03

11.56
11.39
9.18
11.33
9.80

9.05
10.31
10.54
10.34
9.84

10.48
10.66
11.12
9.91
10.62

9.70
10.59
10.48
10.14
10.24

9.15
9.56
10.34
10.26
9.34

8.98
9.52
9.54
8.94
8.92

10.09
10.98
9.13
8.94
10.23

10.29
…

10.00
0.78
7.82

9.14

8.22
9.62
10.57
10.01
9.35

10.40
10.82
9.90
9.75
9.61

8.99
9.15
6.81
8.94
10.12

9.53
10.30
10.86
8.97
10.15

9.61
9.76
9.78
9.95
10.75

8.59
8.37
9.17
8.68
9.60

10.57
11.07
10.41
10.03
9.46

9.09
10.06
9.66
8.33
8.90

10.35
9.73
9.90
9.62
10.45

10.28
15.19

9.78
1.15
11.73

7.96

7.30
8.09
9.46
8.38
8.34

9.77
9.97
8.77
8.90
8.83

7.72
7.63
5.66
7.44
9.39

8.51
8.83
9.95
8.61
9.40

8.46
8.72
8.40
8.81
9.79

7.55
7.20
7.92
7.75
8.27

10.14
10.53
9.21
8.86
8.35

8.69
8.77
8.63
8.04
7.74

9.48
9.07
9.07
8.40
9.08

9.33
12.04

8.71
1.02
11.72

7.26

6.37
7.78
8.70
7.50
7.83

9.18
9.29
7.92
7.99
8.33

6.72
6.74
4.91
6.57
8.40

8.02
8.06
9.14
8.32
8.90

8.01
8.15
7.80
8.18
8.49

6.54
6.70
7.27
6.84
7.90

9.07
9.33
8.45
7.67
7.98

7.95
8.59
7.87
7.84
7.07

9.35
8.63
8.84
8.32
9.11

8.70
10.55

8.04
0.99
12.37

6.66

5.89
6.56
7.65
6.51
7.09

8.10
8.35
7.04
7.48
7.54

6.32
6.30
4.62
6.07
7.20

7.49
7.28
8.48
7.47
8.13

7.44
7.63
7.22
7.49
7.67

5.99
6.12
6.47
6.08
7.05

8.12
8.37
7.53
7.35
7.47

6.65
7.92
7.32
6.99
6.54

8.19
7.86
8.21
7.78
8.31

8.10
9.86

7.30
0.90
12.35

7.53

6.69
7.29
8.02
7.03
6.94

8.33
8.55
7.87
7.88
8.03

6.98
7.20
5.47
6.93
7.89

7.81
7.94
9.24
8.01
8.68

8.25
8.67
8.44
8.53
8.72

6.76
7.02
7.64
6.90
8.16

8.59
9.66
8.49
8.88
8.85

7.85
8.99
8.46
7.72
7.90

9.19
9.09
9.35
8.96
9.81

9.18
10.86

8.16
0.98
12.04

7.94

7.05
7.67
8.28
7.48
7.24

8.24
8.96
8.14
8.25
8.28

7.45
7.39
6.28
7.44
7.93

8.36
8.61
9.30
8.26
9.04

8.75
8.70
8.75
8.74
9.13

7.18
7.42
8.13
7.51
8.64

9.34
10.33
8.74
9.14
9.15

8.55
9.40
8.71
8.49
8.50

9.50
9.53
9.78
9.18
9.92

9.67
11.50

8.55
0.96
11.25

7.34

6.60
7.29
7.34
6.54
7.21

7.79
8.22
7.59
7.56
7.73

6.74
6.80
5.74
6.76
7.55

8.63
8.19
8.92
7.96
8.99

8.10
8.03
8.06
8.34
8.33

6.61
6.93
7.79
7.12
8.23

9.24
9.78
8.33
8.41
8.89

8.15
9.21
8.24
8.10
7.94

9.46
9.50
9.25
8.83
10.15

9.26
10.53

8.11
1.03
12.67

-

45
37
36
46
38

30
21
33
34
32

43
41
47
42
35

14
22
11
28
10

25
27
26
16
17

44
40
31
39
20

8
3
18
15
12

23
9
19
24
29

5
4
7
13
2

6
1

1930年全国人口標準による．
率算出において，1950年は総人口，1960年以降は日本人人口を用いた．
変動係数（％）＝標準偏差／平均×100
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都道府県別にみた女性の年齢（５歳階級）別出生率

および合計特殊出生率：2019年

わが国の都道府県別出生力に関する指標の一つとして，国勢調査年次，および1970年以降は毎年，

女性の年齢別出生率および合計特殊出生率を，研究所が算出・公表している１）．今回は2019年の結果

について概説する．

女性の年齢別出生率および合計特殊出生率の算出に用いた資料は次の通り．

出生数（日本人のみ）：厚生労働省政策統括官（統計・情報政策、政策評価担当）『令和元年人口

動態統計 確定数』

人口（日本人人口）：総務省統計局『人口推計（令和元年10月1日現在）』

年齢別出生率は，全国，各都道府県とも，5歳階級別に算出した．ただし，母の年齢別出生数の15

歳未満は15～19歳に，50歳以上は45～49歳に含めたうえで，15～19歳，45～49歳の出生率の分子とし

た．なお，出生数の年齢不詳分は，既知の（不詳を除く）年齢階級別の分布に応じて按分した．

また，出生数および分母となる女性人口ともに日本人人口を用いている．

（佐々井 司・別府 志海）

主要結果

今回算出された全国における2019年の合計特殊出生率は1.36，都道府県別にみると，出生率の最も

高い沖縄県（1.82）と最も低い東京都（1.15）との差は0.67ポイントである．概して，九州各県を中

心に西日本の出生率が比較的高く，大都市を抱える地域で顕著に低いという傾向がみられる（表1）．

母の年齢別出生率のパターンには，地域間で特徴的な違いが観測される（表1）．総じて，比較的

若い年齢，とりわけ20歳代における出生率が高い地域では，合計特殊出生率が高くなる傾向がみられ

る．合計特殊出生率の水準をもとに6つの地域を選定し，年齢別出生率のパターンの特徴を考察した

ものが図1である．2019年合計特殊出生率の高い3県（沖縄県，宮崎県，島根県）はいずれも，20歳

代と30歳代前半における出生率が全国水準と比して顕著に高くなっている．とりわけ合計特殊出生率

が1.82と最も高い沖縄県では，すべての年齢における出生率が全国値を上回っている．宮崎県と島根

県の合計特殊出生率はそれぞれ1.73，1.68と高い水準にあるが，宮崎県は前年の2018年の値と比べ

0.01ポイント上昇し．島根県は0.05ポイント低下している．両県とも30～34歳の出生率が大幅に低下

しているが，宮崎県では25～29歳における出生率の上昇幅がそれを上回り，島根県では小幅に留まっ

ている，他方で，出生率の低い地域においても年齢別出生パターンの差異が観測される．東京都では

20歳代における出生率が全国値に比して顕著に低く，その一方で30歳代後半と40歳代前半における出

生率が全国水準よりも著しく高くなっている．宮城県と京都府の合計特殊出生率はそれぞれ1.23，

1.25で，ともに全国値（1.36）よりも0.1ポイント以上低くなっているが，宮城県では30歳代における

―579―

1）厚生省人口問題研究所（石川晃）「都道府県別人口の出生力に関する主要指標 昭和45年～60年」研究資料第

246号，1987年2月

別府志海・佐々井司「都道府県別女性の年齢（5歳階級）別出生率および合計特殊出生率：2018年」『人口

問題研究』第76巻第1号，2020年3月，pp.178～185．



出生率の低さが，京都府では20歳代の低さが，全国値との乖離を際立たせる要因となっている．

次に，平均出生年齢と合計特殊出生率との関係をみたものが図2である．概して，平均出生年齢と

合計特殊出生率との間には負の相関関係がみられる．ただし，各都道府県が直線上に分布しているわ

けではなく，全国水準を基準として合計特殊出生率が高く，かつ平均出生年齢が低い象限に47都道府

県中36県が混在しており，出生率が低く出生年齢が高い象限に大都市を抱える7都府県が，そして出

生率，出生年齢ともに低い象限に北海道と東北の3県が分布している．

都道府県別に合計特殊出生率の時系列変化をみると（表2），概ね全国値の推移に即した動きが観

測される．すなわち，2005年ごろまで低下を続けていた出生率は，2006年以降ほぼすべての地域にお

いて回復基調にあった．しかし近年，出生率の全国値が緩やかに低下するなか，各都道府県における

出生率は不規則な動向を示している．2015年の合計特殊出生率と比較して高い値を示す地域は年々減

少する傾向にあり，2019年には2県となった．なお，地域間の分散の程度を表す変動係数等が一定水

準で安定的に推移する一方で，合計特殊出生率の都道府県平均が合計特殊出生率の全国値を上回る状

態が1980年以降続いていることから，人口規模の大きい都道府県における出生動向が全国の出生率に

長期間にわたり強い影響を及ぼしていることが示唆される．また女性の平均出生年齢は，1980年以降

全国的に上昇傾向が続いているが，変動係数等の推移からもみて取れるように，不規則な動向を示す

地域が近年増える傾向にある（表3）．

合計特殊出生率について出生順位別の内訳を示したものが図3，表4である．都道府県間の変動係

数をみると高出生順位ほど大きくなっていることから，高順位の出生率ほど地域間格差が大きいこと

が示唆される．ただし，都道府県格差が比較的小さい第1子出生率においても，最も出生水準の高い

香川県（0.74）と最も低い京都府（0.58）との間に0.16ポイントの差が観測される．出生順位別出生

率の特徴が合計特殊出生率の違いを明確に説明しているのが，沖縄県と東京都である．沖縄県の高出

生率は第3子以上の出生率の高さに，東京都の低出生率は第2子および第3子以上の出生率の低さに

起因していることが明確にみてとれる．併せて，出生順位別に出生時の母の平均年齢をみると（図4，

表4），概して，出生年齢の高い地域ほど出生率が低くなる傾向がある．しかし，出生年齢と出生率

とは必ずしも直線的な相関関係にあるわけではない．例えば，北海道や東北の数県においては，平均

出生年齢が比較的若いにもかかわらず合計特殊出生率は相対的に低い．他方，長野県や北陸各県のよ

うに，いずれの出生順位における出生年齢も必ずしも“若い”とはいえないものの，合計特殊出生率

は全国水準よりも高いといった地域もある．
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図２ 平均出生年齢と合計特殊出生率：2019年

図１ 特定地域の年齢別出生率：2019年
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図３ 合計特殊出生率と出生順位別合計特殊出生率：2019年

図４ 出生順位別平均出生年齢：2019年
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表１ 都道府県別，女性の年齢別出生率および合計特殊出生率：2019年

都道府県
女性の年齢別出生率（‰） 合計特殊

出生率
平均年齢
（歳）総数 15～19 20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標準偏差
変動係数％�

35.66

31.91
33.82
33.69
33.14
31.52

35.36
37.03
34.82
35.32
34.40

33.35
33.47
33.39
33.78
35.06

36.49
36.49
39.02
36.57
38.39

35.69
36.37
38.30
36.65
38.09

32.93
34.45
35.75
32.77
36.01

41.54
41.76
38.15
37.87
37.81

35.86
38.55
35.79
35.88
38.56

41.82
42.04
42.37
38.51
43.24

42.62
49.51

36.93
3.55
9.60

2.80

3.10
2.81
2.19
2.69
1.11

1.71
2.62
3.08
2.66
2.71

2.29
2.61
1.76
2.18
1.98

1.39
1.63
1.83
2.63
2.50

2.49
2.79
2.46
3.12
3.09

2.37
3.34
2.51
2.47
3.71

3.31
2.20
3.98
3.72
3.73

2.69
3.55
3.90
2.60
3.99

3.45
3.23
3.70
3.16
4.79

3.08
8.44

2.92
1.11
38.11

24.88

29.22
36.71
34.90
23.15
30.92

29.33
40.03
32.67
30.00
29.46

19.88
21.05
11.73
16.89
27.64

26.15
26.00
27.27
27.35
29.75

24.81
28.63
24.15
30.75
24.97

18.00
24.19
24.66
19.03
37.06

37.40
37.91
31.07
30.82
40.56

30.07
38.83
39.46
36.00
30.48

42.82
39.96
40.35
36.52
50.74

39.97
51.56

31.08
8.36

26.90

77.19

74.63
88.23
91.18
71.93
94.36

94.68
98.88
86.85
89.53
89.50

70.55
70.36
48.18
64.05
86.55

103.44
91.46
105.29
87.44
96.47

92.37
90.86
86.95
92.91
86.34

61.09
70.78
81.25
76.04
96.41

103.50
118.91
93.88
93.25
104.67

93.31
109.12
95.63
90.75
83.15

106.88
106.28
101.56
102.19
113.21

107.52
100.22

90.69
14.29
15.75

98.46

85.75
89.48
86.04
89.13
86.37

97.29
96.52
94.89
95.50
96.58

95.82
96.57
88.78
98.53
97.49

106.55
106.62
111.67
100.56
114.86

108.52
103.08
109.08
105.75
110.44

96.16
94.89
105.83
98.32
96.00

112.23
106.20
100.66
104.85
101.90

103.44
103.05
97.74
97.80
100.57

108.15
112.20
103.70
102.38
108.08

106.51
112.47

100.96
7.52
7.45

55.77

46.43
48.36
46.38
48.84
44.92

49.10
46.04
49.56
50.78
51.60

55.11
53.67
62.51
60.63
51.31

57.69
55.58
56.05
58.90
58.60

52.75
52.74
57.19
52.54
59.15

59.19
56.23
56.49
54.83
49.25

59.47
59.71
53.94
53.49
50.69

50.84
52.88
46.19
54.61
57.04

55.04
57.83
58.69
51.10
56.27

56.41
72.72

54.24
5.18
9.55

11.71

9.04
9.08
9.45
9.60
7.93

7.97
9.53
10.74
8.63
10.56

10.91
12.00
16.06
13.57
10.17

9.91
10.97
10.29
11.79
11.69

9.65
10.42
10.60
9.71
10.53

12.71
11.45
11.48
10.95
9.96

10.53
11.25
10.18
10.73
9.36

10.96
10.63
9.05
11.23
12.01

11.27
11.73
12.31
10.47
12.12

12.16
18.52

10.89
1.83
16.79

0.35

0.26
0.37
0.25
0.27
0.10

0.32
0.19
0.22
0.29
0.28

0.32
0.33
0.56
0.44
0.35

0.41
0.16
0.48
0.29
0.39

0.26
0.39
0.33
0.18
0.28

0.39
0.28
0.33
0.25
0.24

0.33
0.14
0.32
0.30
0.23

0.15
0.49
0.10
0.52
0.38

0.07
0.30
0.23
0.24
0.31

0.34
0.62

0.30
0.12
38.04

1.36

1.24
1.38
1.35
1.23
1.33

1.40
1.47
1.39
1.39
1.40

1.27
1.28
1.15
1.28
1.38

1.53
1.46
1.56
1.44
1.57

1.45
1.44
1.45
1.47
1.47

1.25
1.31
1.41
1.31
1.46

1.63
1.68
1.47
1.49
1.56

1.46
1.59
1.46
1.47
1.44

1.64
1.66
1.60
1.53
1.73

1.63
1.82

1.46
0.14
9.68

31.48

30.95
30.64
30.62
31.33
30.65

30.85
30.44
30.89
30.90
31.02

31.73
31.69
32.92
32.20
31.14

31.17
31.30
31.11
31.35
31.22

31.18
31.09
31.41
30.95
31.41

32.13
31.56
31.48
31.66
30.59

30.87
30.74
30.92
30.98
30.46

30.99
30.59
30.42
30.93
31.22

30.59
30.78
30.79
30.67
30.36

30.74
30.89

31.07
0.50
1.62

諸率算出に用いた分母人口は，日本人女性人口．
平均（出生）年齢＝・・・x・2.5・・ fx5 ・・・ fx5

変動係数（％）＝標準偏差／平均×100



―584―

表２ 都道府県別，合計特殊出生率：1950～2019年

都道府県 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2005年 2010年 2015年 2019年
順位

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標準偏差
変動係数％�

3.64
（3.65）

4.59
4.81
4.48
4.29
4.31

3.93
4.47
4.02
4.14
3.80

3.92
3.59
2.73
3.25
3.99

3.57
3.56
3.65
3.71
3.25

3.55
3.74
3.27
3.33
3.29

2.80
2.87
3.08
3.08
3.09

3.45
3.87
3.18
3.22
3.62

3.97
3.38
4.03
3.39
3.91

4.28
4.49
4.06
3.90
4.35

4.19
…

3.73
0.51
13.71

2.02
（2.00）

2.17
2.48
2.30
2.13
2.09

2.04
2.43
2.31
2.22
2.03

2.16
2.13
1.70
1.89
2.13

1.91
2.05
2.17
2.16
1.94

2.04
2.11
1.90
1.95
2.02

1.72
1.81
1.90
1.87
1.95

2.05
2.13
1.89
1.92
1.92

2.02
1.84
2.10
1.94
1.92

2.35
2.72
2.25
2.05
2.43

2.66
…

2.09
0.22
10.58

2.09
（2.13）

1.93
2.25
2.11
2.06
1.88

1.98
2.16
2.30
2.21
2.16

2.35
2.28
1.96
2.23
2.10

1.94
2.07
2.10
2.20
2.09

2.12
2.12
2.19
2.04
2.19

2.02
2.17
2.12
2.08
2.10

1.96
2.02
2.03
2.07
1.98

1.97
1.97
2.02
1.97
1.95

2.13
2.33
1.98
1.97
2.15

2.21
…

2.09
0.12
5.53

1.75
（1.75）

1.64
1.85
1.95
1.86
1.79

1.93
1.99
1.87
1.86
1.81

1.73
1.74
1.44
1.70
1.88

1.77
1.87
1.93
1.76
1.89

1.80
1.80
1.81
1.82
1.96

1.67
1.67
1.76
1.70
1.80

1.93
2.01
1.86
1.84
1.79

1.76
1.82
1.79
1.64
1.74

1.93
1.87
1.83
1.82
1.93

1.95
2.38

1.83
0.13
7.38

1.52
（1.54）

1.43
1.56
1.72
1.57
1.57

1.75
1.79
1.64
1.67
1.63

1.50
1.47
1.23
1.45
1.69

1.56
1.60
1.75
1.62
1.71

1.57
1.60
1.57
1.61
1.75

1.48
1.46
1.53
1.49
1.55

1.82
1.85
1.66
1.63
1.56

1.61
1.60
1.60
1.54
1.52

1.75
1.70
1.65
1.58
1.68

1.73
1.95

1.62
0.12
7.72

1.37
（1.36）

1.23
1.47
1.56
1.39
1.45

1.62
1.65
1.47
1.48
1.51

1.30
1.30
1.07
1.28
1.51

1.45
1.45
1.60
1.51
1.59

1.47
1.47
1.44
1.48
1.53

1.28
1.31
1.38
1.30
1.45

1.62
1.65
1.51
1.41
1.47

1.45
1.53
1.45
1.45
1.36

1.67
1.57
1.56
1.51
1.62

1.58
1.82

1.47
0.13
9.03

1.27
（1.26）

1.15
1.29
1.41
1.24
1.34

1.45
1.49
1.32
1.40
1.39

1.22
1.22
1.00
1.19
1.34

1.37
1.35
1.50
1.38
1.46

1.37
1.39
1.34
1.36
1.39

1.18
1.21
1.25
1.19
1.32

1.47
1.50
1.37
1.34
1.38

1.26
1.43
1.35
1.32
1.26

1.48
1.45
1.46
1.40
1.48

1.49
1.72

1.36
0.12
8.91

1.39
（1.39）

1.26
1.38
1.46
1.30
1.31

1.48
1.52
1.44
1.44
1.46

1.32
1.34
1.12
1.31
1.43

1.42
1.44
1.61
1.46
1.53

1.48
1.54
1.52
1.51
1.54

1.28
1.33
1.41
1.29
1.47

1.54
1.68
1.50
1.55
1.56

1.42
1.57
1.50
1.42
1.44

1.61
1.61
1.62
1.56
1.68

1.62
1.87

1.47
0.13
9.00

1.45
（1.45）

1.31
1.42
1.49
1.36
1.35

1.48
1.58
1.48
1.49
1.49

1.39
1.37
1.24
1.39
1.44

1.51
1.54
1.62
1.50
1.58

1.56
1.54
1.56
1.55
1.60

1.34
1.38
1.47
1.38
1.53

1.64
1.78
1.54
1.60
1.60

1.53
1.63
1.53
1.50
1.52

1.64
1.66
1.68
1.59
1.70

1.70
1.96

1.53
0.13
8.60

1.36
（1.36）

1.24
1.38
1.35
1.23
1.33

1.40
1.47
1.39
1.39
1.40

1.27
1.28
1.15
1.28
1.38

1.53
1.46
1.56
1.44
1.57

1.45
1.44
1.45
1.47
1.47

1.25
1.31
1.41
1.31
1.46

1.63
1.68
1.47
1.49
1.56

1.46
1.59
1.46
1.47
1.44

1.64
1.66
1.60
1.53
1.73

1.63
1.82

1.46
0.14
9.68

-

45
36
37
46
38

32
19
33
34
31

43
41
47
42
35

14
22
11
27
10

25
28
26
16
17

44
40
30
39
21

6
3
18
15
12

24
9
23
20
29

5
4
8
13
2

7
1

率算出において，1950年は総人口，1960年以降は日本人人口を用いた．
全国の（ ）内の数値は，分母人口に日本人女性人口を用い，年齢各歳別に算出した合計特殊出生率．
変動係数（％）＝標準偏差／平均×100
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表３ 都道府県別，平均出生年齢：1950～2019年
（歳）

都道府県 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2005年 2010年 2015年 2019年
順位

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標準偏差
変動係数％�

29.65

30.14
29.52
29.45
29.77
29.35

29.50
30.00
30.17
30.28
30.48

30.38
29.71
29.96
30.05
30.10

28.50
29.00
29.15
30.98
30.36

29.24
29.83
29.34
29.26
29.77

29.38
29.39
29.27
29.14
29.03

28.88
28.94
28.58
28.82
28.95

29.17
28.74
29.47
28.25
29.64

29.89
30.02
29.83
29.44
29.79

30.33
…

29.55
0.58
1.97

27.86

27.48
27.56
27.72
27.68
26.88

27.36
28.01
28.46
28.48
28.59

28.61
28.15
28.54
28.23
27.92

26.45
26.83
27.18
29.37
28.80

27.32
27.74
27.55
27.16
27.96

27.92
27.74
27.57
27.39
27.31

27.22
27.32
26.81
27.22
27.10

27.05
26.89
27.48
26.56
27.67

28.16
28.60
27.87
27.59
27.63

28.70
…

27.69
0.64
2.33

27.84

27.31
27.08
27.52
27.54
26.78

27.23
27.51
27.79
27.94
28.14

28.14
27.90
28.81
28.25
27.70

26.82
26.84
27.06
28.70
28.53

27.39
27.54
27.45
27.27
27.87

28.27
27.91
27.82
27.68
27.40

27.31
27.64
27.07
27.37
27.36

27.07
27.17
27.47
27.12
28.01

27.90
28.30
27.46
27.46
27.35

28.22
…

27.62
0.49
1.77

27.78

27.63
27.21
27.38
27.55
27.17

27.41
27.44
27.56
27.61
27.78

27.99
27.88
28.80
28.17
27.62

26.99
26.96
27.10
28.24
28.33

27.35
27.58
27.42
27.11
27.68

28.17
27.88
27.78
27.82
27.17

27.42
27.58
27.22
27.41
27.41

27.18
27.17
27.44
27.39
27.91

27.70
28.00
27.48
27.51
27.42

27.95
28.37

27.60
0.39
1.43

28.98

28.81
28.50
28.55
28.89
28.54

28.63
28.48
28.69
28.64
28.83

29.24
29.17
30.07
29.48
28.76

28.29
28.40
28.33
29.19
29.33

28.60
28.77
28.66
28.24
28.68

29.34
28.99
28.89
28.99
28.20

28.58
28.50
28.39
28.52
28.49

28.28
28.17
28.40
28.58
29.08

28.83
29.02
28.64
28.70
28.68

28.93
29.16

28.75
0.38
1.31

29.67

29.24
29.04
29.17
29.41
29.18

29.21
28.96
29.39
29.28
29.35

29.97
29.99
30.85
30.31
29.43

29.21
29.27
29.41
29.76
29.84

29.36
29.39
29.51
29.14
29.56

30.15
29.71
29.65
29.95
28.92

29.23
29.39
29.19
29.31
29.01

29.08
28.96
29.06
29.23
29.69

29.32
29.49
29.18
29.30
29.16

29.45
29.25

29.42
0.38
1.30

29.99

29.53
29.39
29.30
29.67
29.43

29.42
29.13
29.65
29.64
29.69

30.16
30.21
31.25
30.62
29.85

29.70
29.88
29.60
30.09
30.06

29.82
29.65
29.87
29.49
29.95

30.59
30.05
30.08
30.26
29.36

29.50
29.53
29.62
29.61
29.32

29.46
29.42
29.19
29.64
29.98

29.58
29.67
29.56
29.58
29.36

29.69
29.63

29.74
0.40
1.34

30.51

30.04
29.72
29.76
30.32
30.01

29.99
29.59
30.12
30.12
30.24

30.79
30.69
31.87
31.21
30.35

30.38
30.37
30.30
30.57
30.55

30.29
30.20
30.44
30.01
30.47

31.10
30.47
30.52
30.78
29.81

29.95
30.00
30.10
29.97
29.68

30.04
29.71
29.72
30.08
30.39

29.97
29.94
29.95
30.02
29.58

30.06
30.26

30.22
0.44
1.45

31.17

30.71
30.29
30.25
30.95
30.59

30.69
30.16
30.65
30.73
30.79

31.43
31.37
32.59
31.82
31.11

31.01
31.02
30.95
31.27
31.08

30.92
30.80
31.14
30.75
31.15

31.66
31.22
31.15
31.38
30.38

30.57
30.71
30.77
30.69
30.29

30.70
30.39
30.20
30.53
30.90

30.39
30.56
30.55
30.54
30.17

30.54
30.64

30.83
0.47
1.52

31.48

30.95
30.64
30.62
31.33
30.65

30.85
30.44
30.89
30.90
31.02

31.73
31.69
32.92
32.20
31.14

31.17
31.30
31.11
31.35
31.22

31.18
31.09
31.41
30.95
31.41

32.13
31.56
31.48
31.66
30.59

30.87
30.74
30.92
30.98
30.46

30.99
30.59
30.42
30.93
31.22

30.59
30.78
30.79
30.67
30.36

30.74
30.89

31.07
0.50
1.62

-

25
39
40
12
38

32
45
30
28
21

4
5
1
2
18

17
13
19
11
14

16
20
9
24
10

3
7
8
6
42

31
36
27
23
44

22
43
46
26
15

41
34
33
37
47

35
29

率算出において，1950年は総人口，1960年以降は日本人人口を用いた．
平均（出生）年齢＝・・・x・2.5・・ fx5 ・・・ fx5

変動係数（％）＝標準偏差／平均×100
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表４ 都道府県，出生順位別合計特殊出生率および平均出生年齢：2019年

都道府県
合計特殊
出生率

平均年齢
（歳）第1子 第2子 第3子

以上 第1子 第2子 第3子
以上

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標準偏差
変動係数％�

1.36

1.24
1.38
1.35
1.23
1.33

1.40
1.47
1.39
1.39
1.40

1.27
1.28
1.15
1.28
1.38

1.53
1.46
1.56
1.44
1.57

1.45
1.44
1.45
1.47
1.47

1.25
1.31
1.41
1.31
1.46

1.63
1.68
1.47
1.49
1.56

1.46
1.59
1.46
1.47
1.44

1.64
1.66
1.60
1.53
1.73

1.63
1.82

1.46
0.14
9.68

0.64

0.59
0.63
0.61
0.58
0.63

0.66
0.66
0.65
0.66
0.65

0.61
0.62
0.62
0.64
0.64

0.74
0.67
0.70
0.69
0.73

0.65
0.68
0.70
0.68
0.67

0.58
0.64
0.66
0.60
0.66

0.73
0.71
0.67
0.68
0.69

0.65
0.74
0.66
0.64
0.65

0.69
0.68
0.68
0.68
0.71

0.68
0.70

0.66
0.04
6.00

0.49

0.44
0.49
0.48
0.44
0.49

0.50
0.52
0.51
0.50
0.52

0.47
0.47
0.40
0.47
0.52

0.56
0.54
0.58
0.52
0.58

0.55
0.54
0.54
0.55
0.56

0.46
0.46
0.52
0.49
0.54

0.57
0.61
0.53
0.54
0.56

0.54
0.57
0.53
0.53
0.50

0.58
0.57
0.56
0.55
0.59

0.57
0.59

0.53
0.05
8.65

0.22

0.21
0.26
0.26
0.21
0.21

0.24
0.29
0.23
0.23
0.23

0.19
0.19
0.13
0.17
0.21

0.22
0.25
0.28
0.24
0.26

0.25
0.23
0.21
0.25
0.25

0.21
0.21
0.23
0.22
0.26

0.33
0.36
0.27
0.27
0.30

0.26
0.28
0.27
0.29
0.29

0.37
0.41
0.36
0.30
0.42

0.37
0.53

0.27
0.07
27.00

31.48

30.95
30.64
30.62
31.33
30.65

30.85
30.44
30.89
30.90
31.02

31.73
31.69
32.92
32.20
31.14

31.17
31.30
31.11
31.35
31.22

31.18
31.09
31.41
30.95
31.41

32.13
31.56
31.48
31.66
30.59

30.87
30.74
30.92
30.98
30.46

30.99
30.59
30.42
30.93
31.22

30.59
30.78
30.79
30.67
30.36

30.74
30.89

31.07
0.50
1.62

30.18

29.56
29.14
29.13
30.07
29.27

29.38
29.04
29.52
29.44
29.63

30.44
30.37
31.86
30.99
29.62

29.85
29.93
29.73
29.91
29.84

29.75
29.64
30.10
29.55
30.02

30.82
30.31
30.20
30.24
29.27

29.16
29.13
29.54
29.58
29.01

29.65
29.33
29.12
29.42
29.79

28.98
29.20
29.24
29.11
28.73

29.14
29.03

29.65
0.60
2.01

32.23

31.71
31.26
31.16
31.98
31.39

31.51
30.94
31.68
31.75
31.71

32.52
32.57
33.96
33.11
31.94

31.82
31.88
31.65
32.16
31.91

31.87
31.91
32.21
31.71
32.07

32.82
32.38
32.16
32.34
31.10

31.71
31.06
31.54
31.66
30.97

31.61
31.10
30.98
31.36
31.88

30.99
31.10
31.29
31.31
30.69

31.20
31.24

31.72
0.63
1.97

33.58

33.26
33.07
33.08
33.51
33.04

33.47
32.69
32.96
33.23
33.42

33.92
33.79
34.90
34.22
33.77

33.88
33.68
33.41
33.70
33.58

33.41
33.43
33.69
33.15
33.65

34.23
33.59
33.60
33.95
32.85

33.19
33.34
33.14
33.17
32.85

32.99
32.88
32.47
33.51
33.30

32.96
33.02
32.93
33.06
32.66

32.95
32.99

33.35
0.46
1.39

表1の注参照．



人口問題研究（J.ofPopulationProblems）76－4（2020.12）p.587

書 評・紹 介

JamesR.CareyandDeborahA.Roach

Biodemography:AnIntroductiontoConceptsandMethods

PrincetonUniversityPress,2020,pp.480.

人口学が生物であるヒトの集団を分析対象としていることから，人口学はヒトが持つ生物学的な制

約を考慮しなければならない．例えば死亡曲線や女性の妊孕力の存在およびそれらの年齢パターン，

健康状態と死亡の関係などが挙げられる．同様に，ヒト以外の生物集団を分析する際に人口学の分析

手法は有用であろう．

本書は著者の一人，J.Careyが1993年に著したAppliedDemographyforBiologistを基に書かれ

ている．このJ.CareyはこれまでにもFruitFlyショウジョウバエを用いた寿命研究等を行ってい

るが，その一方でPopulationDevelopmentReviewの寿命特集号（2003）における編者を務めるな

ど，昆虫学者でありながらヒトの寿命研究に関係した業績も多い．また，2019年にはHandbookof

Population（2nded.）におけるBiodemographyの章をJ.W.Vaupelと共著で執筆している．

本書は冒頭のJ.W.Vaupelによる前文に続く11章から構成されているが，全体は前半と後半に分

けられる．前半部分は7章までであり，多くの人口学者で共通認識されている人口統計的な内容を生

物学的な視点から扱っている．序章では生物学と人口学の関係，人口学の範囲，人口統計における予

測predictionと投影projectionの相違などが簡潔に触れられる．第1章は人口学の基礎であり，レ

キシス図など人口および人口統計の基礎的な概念が説明されている．第2章は生命表であり，生命表

の諸関数の概念と算出方法，期間とコーホートを含む生命表の基本的な考え方が解説されている．第

3章は死亡であるが，むしろ生命表における死亡分析の応用編といえ，乳幼児死亡率などは扱われず

に年齢別死力，死亡指標の算出法，主な死亡モデル，人口統計上のセレクションなどについて説明さ

れている．第4章はヒトを含む「種」の再生産について，期間とコーホートの関係，基本となる年齢

（日齢）別出生率および再生産指標，既往出生数（パリティ）の拡大，および出生モデルなどが主に

生命表理論をもとに展開される．なお，本書での対象はもっぱら再生産であり，妊娠や出生の分析方

法についてはほとんど扱われていない．第5章～第7章では人口モデルとなっており，人口の概念と

方法としてLotkaやLeslieモデルを含んだ安定人口理論に始まり多地域生命表，両性モデルや確率

モデル，生物学で用いられるステージ構成モデルなどが説明されている．

後半部分の第8章から第11章は応用編となっている．第8章は人類史を人口統計の観点からどのよ

うに示せるかを，出生や死亡，移動など人口統計に関するさまざまな側面から扱っている．第9章と

第10章は応用人口学に関する章であり，人口増加率などについての推定方法のほか，多重減少表や多

相生命表など特に生命表分析を応用した分析が紹介されている．第11章は人口統計学の観点から，出

生・死亡などのテーマごとにQ＆Aの形で解説されている．

これに4つの付録が続き，付録1は人口統計データの視覚化について，付録2はマルサスの人口論

や人口転換論，人類の「出アフリカ」などの概説が，また付録3，4ではデータを扱う上での注意点

などが記されている．

以上の概要を見てもお分かり頂けるとおり，本書は「生物人口学」と命名されてはいるが，その中

身は生命表を中心とした人口統計学・形式人口学の入門書的なテキストであると言えよう．「生命表

は形式人口学のバックボーン」（河野 1996）との指摘を想起させる．

本書は豊富な図表を用いてわかりやすく解説されており，人口統計・形式人口学の初学者への好著

となっているが，人口統計で何が分かり，何が出来るのかについての示唆も多く，初学者のみならず

既に一定の知識をお持ちの人口研究者にも是非一読頂きたい一冊である． （別府志海）
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研究活動報告

英国オックスフォードにおける長期研究滞在

筆者は2019年8月1日から2020年4月5日にかけて英国に滞在し，オックスフォード大学社会学部

Man-YeeKan准教授との共同研究に取り組んだ．Kan准教授はEuropeanResearchCouncilを基

盤とする研究プロジェクト“GenTime”の研究代表者であり，当プロジェクトでは日本・韓国・中

国・台湾などの東アジア諸国における生活時間とライフコースに関する比較研究が行われている．筆

者は同プロジェクトのコラボレーターならびに社会学部の客員研究員として研究滞在した．

英国滞在中，筆者は主に以下の2つの下位プロジェクトに関与した．ひとつめは，多世代同居と出

生力との関係に関する研究である．GenTimeのひとつの研究課題として，東アジアにおける多世代

同居システムが個人のライフコースに及ぼす影響を明らかにすることが挙げられており，GenTime

のメンバーの多くが生活時間や無償労働に焦点を合わせる一方，人口学的なアウトカムに着目した研

究が欠けていたため，筆者が補完する形でプロジェクトに関与した．同研究については，GenTime

が2020年1月に主催した国際ワークショップ“MultigenerationalhouseholdsinEastAsia”にお

いて成果報告した（報告題目：“MultigenerationalLivingArrangementsandMaritalFertilityin

Japan:ACounterfactualApproach”）．

第2に，東アジア諸国の生活時間調査データの標準化である．米国およびヨーロッパ諸国において

はTheMultinationalTimeUseStudy（MTUS）という国際比較可能な生活時間調査データが存在

する一方，東アジアにはそうした国際比較可能な生活時間調査データの基盤が存在してこなかった．

そこで，GenTimeプロジェクトは東アジア諸国の生活時間調査を標準化（harmonization）し，

MTUSと比較可能な形式に加工している．筆者は日本の「社会生活基本調査」（総務省）の標準化に

たずさわった．また，こうした東アジア諸国の標準化された調査データを用いて，GenTimeプロジェ

クトメンバーならびに筆者の共同研究として生活時間のジェンダー差の長期的トレンドに関する分析

を進め，その成果を2020年4月のアメリカ人口学会（オンライン開催セッション）にて報告した（報

告題目：“GenderConvergence?TrendsintheGenderDivisionofPaidWorkandUnpaid

DomesticWorkinFiveEastAsianSocieties”．

オックスフォード大学は言うまでもなく各分野において世界最高峰の大学のひとつであり，特にヨー

ロッパ各国から毎日のように研究者がセミナーやワークショップでの報告に訪れている．社会学部は

毎週月曜日に大学院生向けのセミナーが開催されており，筆者も“FertilityProjectionand

RemarriageinJapan”という題目で報告の機会を得た．また，同セミナーにおいて，ストックホル

ム大学の人口研究ユニット（StockholmUniversityDemographyUnit）の代表を務めるGunnar

Andersson教授による，北欧諸国の出生動向に関する報告を聞くことができたのは大きな収穫であっ

た．

また，オックスフォード社会学部にはMelindaMills教授を代表者とする，ゲノム人口学の研究

センターが発足されたばかりであり，2020年2月から3月に研究プロジェクトメンバーらが社会学部

のビルに移ってきたところであった．そのような中，新型コロナウイルスの感染拡大がオックスフォー

ドでも始まった結果，外出制限が発令され，オックスフォード大学のほとんどの学部・研究センター

への入構ができなくなってしまった．本来，筆者は2020年7月末まで英国に滞在する予定であったが，

こうした影響もあり，2020年4月上旬に帰国を余儀なくされた．英国での研究滞在期間が短縮されて
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しまったことは残念であるが，滞在中に得られた知見や人的ネットワークを当研究所での今後の研究

活動に生かしていきたい． （余田翔平 記）

国連アジア太平洋統計研究所（SIAP）ウェビナー

2020年8月20日（木）に，国連アジア太平洋統計研究所（SIAP，千葉県千葉市）が「新型コロナ

感染症死亡率測定に関する挑戦ChallengesofmeasuringthemortalityofCOVID-19Pandemic」

と題するウェビナーを開催し， 米国ランド研究所のラファエル・ヴァルダバス（Rafaele

VARDAVAS）教授，バーモント大学サラ・ノワク（SarahNOWAK）准教授，SIAP李銀求（LEE

Eunkoo）氏と筆者が，米国，韓国，日本における新型コロナ感染症の死亡統計に関して報告を行っ

た．

進行中の感染症の致死率や死亡率は様々な要因により影響を受け，その把握が難しいが，韓国では

このウェビナー直前に，週別の死亡数が公表されるようになり，それを用いた地域別や年齢別の超過

死亡についての解説があった．新型コロナ感染症も当初の想定に反して長期化しており，各国のデー

タに対する取り組みも変化してきているようである． （林 玲子 記）

日本行動計量学会第48回大会

2020年9月1日（火）～9月4日（金）に早稲田大学戸山キャンパスで開催予定であった日本行動

計量学会の大会は，対面開催が中止となり，チュートリアルセミナー，シンポジウム，基調講演のみ

がPDF資料の配信やウェビナーで行われ，口頭発表，ポスターセッション，ラウンドテーブルにつ

いては，登壇予定者が参加費を支払い，抄録を提出した場合には，抄録集に掲載した内容を大会にて

「発表したもの」とみなされることになった．筆者は，岩本健良（金沢大学・人文学類）と平森大規

（ワシントン大学大学院・社会学研究科）と共同で，「調査票調査で性的指向・性自認を捉える―

SOGI設問の試験的調査に基づく考察」を発表した．本発表は「社会」という部会に入っていた．そ

の他には，教育，数学・統計，政治・経済，心理・認知・情報，言語・文化，マーケティング，マー

ケティング・経営，教育・数学・統計，教育・医療といった部会が設けられていた．人間の行動に関

して計量的アプローチの研究を行う，計量的方法の開発等に関心を持っているという共通点がある以

外は，専門も関心もさまざまである学会員の方々からの，自分たちの発表に対する反応やコメントを

楽しみにしていたので，対面でなくてもオンライン報告ができなかったのは残念であった．

（釜野さおり 記）

第30回日本家族社会学会大会参加報告

今年でちょうど30回目を迎えた日本家族社会学会大会が，2020年9月12日（土），13日（日）の2

日間にかけて開催された．本大会は東北大学川内南キャンパスにて（仙台市）開催予定であったが，

新型コロナウィルスの感染拡大を受け，オンラインによる大会運営となった．

自由口頭報告は33件と前回大会と比べて少なかったものの，結婚・出生・子育て・高齢期など人口

問題に関わる部会が多く編成され，例年通り活発な議論がなされた．テーマセッションは，家族の多
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層性・多様性を地域性・産業構造との連関から探るライフコース研究，調査対象及びそれと家族関係

を持つ者（配偶者・子どもなど）双方から回答情報を収集したダイアド・データに関する二部会から

成り，いずれも新たな調査手法を取り入れた家族研究の発展可能性を提示していた．

シンポジウムは，「＜家族の多様化＞と＜子どもの福祉＞は両立するか」と題して，子どもに関す

る諸現象，生殖技術としての代理出産，ステップファミリー・里親養育などの「中途養育」について，

それぞれ子ども社会学，生命倫理学・ジェンダー論，当事者の立場から報告がなされた．

研究所からは，余田翔平（人口動向研究部室長）が部会司会を務め，守泉理恵（同）が「出生数1

人の女性の分析：日本における動向とその特徴」，斉藤知洋（社会保障基礎理論研究部研究員）が

「家族研究におけるダイアド・データの収集と課題」について報告を行った． （斉藤知洋 記）

人口高齢化とAMR（薬剤耐性）に関するグローバル専門家会合

日本医療政策機構（HGPI）と米国を拠点とする高齢化グローバル連盟（GlobalCoalitionon

Ageing）の主催により，2020年10月7日（水）8:00～9:30に『日本の超高齢化社会における薬剤耐性

（AntimicrobialResistance:AMR）の脅威：ヘルスケア，公共政策，および経済的な健全性への影

響』と題するクローバル専門家会合が開催され，筆者も参加した．

AMRは2015年のG7エルマウ・サミットでグローバルヘルスの重要事項とされ，日本においても

「薬剤耐性（AMR）対策アクションプラン」が2016年に策定されている．抗生物質（抗菌薬）の使

い過ぎにより，薬剤耐性を持つ新たな微生物が蔓延すれば大きな脅威となるが，特に近年の世界的な

高齢化によりその脅威が増している，というのが本会合開催の契機であるようだ．

昨年の国立国際医療センターによる推計によれば，日本では年間8,000人が薬剤耐性菌による院内

感染で亡くなっているとされている．また，家畜飼育で抗菌剤が用いられ，それが薬剤耐性菌の蔓延

につながるとも危惧されており，「ワンヘルス」つまり動物と人間の健康を一つ（ワン）にとらえる

というアプローチも取られている．世界で実際にどの程度薬剤耐性菌が影響を及ぼしているのか，具

体的な数値を出していきながら対策を練ることが求められよう． （林 玲子 記）

高齢者の福祉に関するインドネシア

国家開発計画省（BAPPENAS）ウェビナー

高齢化が進行しているインドネシアでは，国家開発計画省（BAPPENAS）が「高齢者情報システ

ム（SILANI）」を構築し，ジャカルタ，ジョグジャカルタ，バリの高齢者を対象に標本調査を実施

している．そのSILANIを用いて，2020年7月に，新型コロナ感染症の影響に関する高齢者調査が

行われた．国際高齢者の日（10月1日）にちなみ，調査結果報告会第一弾となるウェビナーが2020年

10月7日（水）にオンライン開催された．BAPPENAS貧困削減及び地域エンパワメント部長マリ

キ氏が，調査結果のうち，高齢者のメンタルヘルスに関わる部分を報告し，インドネシア衛生省，イ

ンドネシア大学，オーストラリア国立大学，インドネシアNPOなどから追加報告，コメントが述べ

られた．また国際比較の視点として，ロンドン・スクール・オブ・エコノミクスのアデリーナ・コマ

ス=ヘラーラ氏が国際的な状況について，筆者が日本の状況について報告した．

インドネシアでは，孫と暮らす高齢者のうつが一番多く，感染拡大によるロックダウンなどにより，

特に男性高齢者の不満が高まった．しかしながら，高齢者のメンタルヘルスに与える影響は，若者に
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対する影響よりも限定的である，という結果が示されている．そもそも高齢者は，新型コロナ感染症

による行動制限の影響が若者ほど大きくはない，また感染以前から社会的弱者でありその点はコロナ

で大きく変わるわけではない，ということのようである．調査報告書の刊行は今後予定されており，

ウェビナーはYouTubeで公開されている． （林 玲子 記）

国連ESCAP第６回社会開発委員会

2020年10月20日（火）～21日（水），国連アジア太平洋経済社会委員会（ESCAP）の第6回社会開

発委員会（CommitteeonSocialDevelopment）がオンライン開催され，筆者は日本代表団の一員と

して参加した．ESCAP社会開発委員会は，ESCAPの9つの委員会のうちの一つであり，2年に一

回開催される．人口と開発分野はこの社会開発委員会で議論される．

今回の委員会では，「アジア太平洋における社会的保護に関する地域協力を強化するための行動計

画」，および「国際人口・開発会議の行動計画，及び人口と開発に関するアジア太平洋閣僚宣言に含

まれるコミットメントの履行に向けた進捗をモニタリングするためのアジア太平洋指標枠組」が採択

された．前者については，その採択に先立って，ESCAPとILOが作成した「アジア太平洋地域の

社会政策概況（SocialOutlookofAsiaPacific）」が公表され，SDGsターゲット1.3「全ての人に社

会的保護が行き渡る」よう，取り組みが進んでいる．後者については，人口と開発に関する目標を

SDGs指標に準拠させることにより，モニタリングの効率化が目されている．すでにSDGs指標は各

国の数値がウェブに公表されてきている状態で，統計作成の努力が実を結んできているが，さらにそ

れをよりよく使うことが重要である． （林 玲子 記）

第93回日本社会学会大会

今年度の日本社会学会は2020年10月31日（土）～11月1日（日），松山大学で開催予定であったが，

実際にはオンライン開催となった．要旨提出時（6月19日締切）からオンライン開催になる可能性が

想定され，オンライン開催になった場合の報告希望がたずねられた．報告をキャンセル，報告せずに

報告済み扱い，オンラインで報告する，の3つの選択肢が示されていた．

大会では2つのシンポジウム，17のテーマセッション，34の部会（合計約140報告）が設けられ，

すべてZoomによって実施された．理事，大会実行委員会（松山大学），研究活動委員，アルバイト

の大学院生ら，事務局スタッフなどが総出で，コミュニケーションツールSlackを駆使しながら，

各部会の状況報告やトラブル解決をしながら進め，全プログラムがほぼ問題なく行われた．

社会学は広い領域をカバーする学問であるがゆえ，今回は「人口」の部会はなかったものの，関連

する報告はいくつもあるように見受けられた．「家族」部会での「同別居および近居の実態に関する

比較分析（関西学院大学 松川尚子），中国都市部既婚女性の出産意識とその影響要因（奈良女子大

学大学院 畢舜堯），「トランスナショナルな親子関係におけるジェンダーアイデンティティの葛藤」

（Goldsmiths,UniversityofLondon髙橋薫），「晩産化と少子化」（札幌市立大学 原俊彦），「専門

職女性のキャリア移動の構造」（東京大学大学院 池田岳大），「階級・階層・移動」の部会での「初期

格差のライフコースへのインパクト」（東京大学 石田浩），「社会階層と交際への移行」（東京大学 三

輪哲）（いずれも東大社研パネル調査の分析）などが例である．また「研究法・調査法」部会では，

「複合モード・ウェブ調査による方法論的比較」として，お茶の水女子大学 杉野勇らのグループが
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「同時型，逐次型服棒モードにおける回収率・回答者構成」，「一般ウェブ回答者とオンラインパネル」，

「ウェブ調査におけるセンシティブな内容の質問の方法の検討」といった報告を行なっていた．

筆者は「性・ジェンダー（1）」部会で「性的指向の自認を「決めたくない・決めていない」人はみ

な性的マイノリティなのか？」（国立社会保障・人口問題研究所 釜野さおり・ワシントン大学大学院

平森大規）を報告した．キャンセルや報告済みとする人がいたため，同部会は「性的指向・性自認を

めぐる「正統的」知識と偏見の再生」（金沢大学 岩本健良）および「定まらない性自認を生きる」

（東京大学院 武内今日子）の合計3報告のみであり，3時間の部会時間は，質疑や全体のディスカッ

ションには十分すぎるほどであった．「性・ジェンダー」の他の部会では，「中高年の同性婚に対する

意識」（明治学院大学 石田仁），「ゲイ・バイセクシュアル男性のメンタルヘルス悪化の規定要因」

（上智大学 小森田龍生），「性的少数者の貧困研究について」（早稲田大学 志田哲之）といった報告も

なされていた．

同時にいくつもの部会が開催されたため，オンラインと言えども関心のある報告をすべて視聴する

ことは難しかったが，どの部会においても配布資料がダウンロードできるようになっていたことは，

とてもよかったと感じている．なお，2021年度の大会は11月13日～14日，東京都立大学で開催予定と

のことである． （釜野さおり 記）

高齢者の医療介護におけるICT活用に関する国連ESCAPウェビナー

2020年11月4日（水）～5日（木）にかけて，国連アジア太平洋経済社会委員会（ESCAP）が韓

国保健福祉部の共催を得て，「高齢者の医療・介護のアクセスと質向上にICTを用いる」と題するウェ

ビナーが開催された．現在ESCAPでは，同タイトルのガイドブックを作成中であり，その内容につ

いての報告や，アジア太平洋地域の各国の事例紹介などが行われた．また新型コロナ感染症の高齢者

の健康への影響について，タイ，日本，インドなどの事例が紹介され，筆者は各種月別統計を用いて

日本の状況を報告した．

韓国の介護に資するネットワークの構築や，タイの介護ロボットなどの紹介があり，実際にどれだ

けこなれた形で有効に活用されるのかは今後の課題と感じられたが，このような事例があたりまえと

思える位，この分野は進展がみられるようである．また新型コロナ感染症の流行下で高齢者の孤立防

止や介護予防などでICTが活用されることも期待されている． （林 玲子 記）
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